
標準 カ リキ ュラムの概 要

平成6年3月

酬 『韻 書㌶器㌶

05-E-OOI



〕

StE'S「tN

(クo
この事業 は、競輪の補助 金 を受 け て実施 した もの です。

llllll酬lllllllllll酬
014992



2
0

.)

a

J

‥
.
X
.
七

ぐ

占

'

'



村
■

レP

・

ブ

而



本書の目的

⑱ 日本情報処理開発協会 中央情報教育研 究所 は,平 成5年5月 の産業構造審議会

情報産業部会情報化 人材対策小委員会 の提 言に基づ き,今 後求め られ る新 しい情報

化人材の育成 を目指 した17種 か らなる標準 カ リキュラム を産 ・学 ・官界の ご支援 を

受 け て作成 いたしました.本 書は,こ れ らの カ リキュラムか ら以下 に示す 項 目を抜

粋 し,そ れ ぞれのカ リキュラムの内容 や カ リキュ ラム相互間の関係 が概括的 に把握

で きるように とりまとめ たものです .
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1.標 準 カ リキュラム作成の背景

2.情 報化人材の類型

3.標 準 カ リキュラム体系
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なお,第 一種共通お よび第二種共通 カ リキュ ラムについては,上 記1.の 「○○

の役割 と業務」 と2.の 「他 のカ リキュラ∠ との関連 」がそれぞれ以下 のようにな

っています。

1.第 ○種共通 カ リキュラム と他 カ リキュラム との関連

2.第 ○種共通 カ リキュラムの到達 レベ ル



目 次

1.総 論 '⊃

1.標 準 カ リキュラム作成 の背景

2.情 報化 人材の類型

3.標 準 カ リキュラム体系

4.標 準 カ リキュラムの構成

7

0
/

0

つ
－

II.各 カ リ キ ュ ラ ム の 概 要 13

1.第 二種共通 カ リキュ ラム

2.第 一種共通 カ リキュ ラム

3.シ ステムアナ リス ト育成カ リキュラム

4.シ ステム監査技術者 育成 カ リキュ ラム

5.プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ育 成 カ リ キ ュ ラ ム

6.ア プ リ ケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム

7.プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム

8.ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム

9.デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リス ト育 成 力 りキ ュ ラ ム

15

38

67

84

97

113

130

146

160

10.ソ フ トウ ェ ア 生 産 技 術 ス ペ シ ャ リス ト育 成 カ リ キ ュ ラ ム … …172

11.基 本 システム スペ シャ リス ト育成 カ リキュラム

12.シ ステム運用管理エ ンジニア育成 カ リキュラム

13.教 育 エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム

14.デ ベ ロ ッ プ メ ン トエ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム

15.マ イ コ ン 応 用 シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リ キ ュ ラ ム

16.シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレ ー タ育 成 カ リ キ ュ ラ ム

17.上 級 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ育 成 カ リ キ ュ ラ ム

187

200

220

234

251

264

280





目 次

1.総 論

1.標 準 カ リキュ ラム作成 の背景

5

2.情 報化人材の類 型

3.標 準 カ リキュラム体系

4.標 準 カ リキュラムの構成

II.各 カ リ キ ュ ラ ム の 概 要

7

Q
/

0

つ
一

1.第 二 種 共 通 カ リ キ ュ ラ ム

2.第 一 種 共 通 カ リ キ ュ ラ ム

3.

4.

13

シ ス テ ム ア ナ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム

シ ス テ ム 監 査 技 術 者 育 成 カ リ キ ュ ラ ム

5.プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ 育 成 カ リキ ュ ラ ム

6.ア プ リケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リ キ ュ ラ ム

7.プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リ キ ュ ラ ム

8.ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リ ス ト育 成 カ リ キ ュ ラ ム

9.デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リス ト育 成 カ リ キ ュ ラ ム

10.ソ フ トウ ェ ア 生 産 技 術 スペ シ ャ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム … …172

11.基 本 シ ス テ ム ス ペ シ ャ リス ト育 成 カ リキ ュ ラ ム187

12.シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム200

13.教 育 エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リキ ュ ラ ム220

14.デ ベ ロ ップ メ ン トエ ン ジ ニ ア 育 成 カ リ キ ュ ラ ム234

15.マ イ コ ン 応 用 シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア 育 成 カ リ キ ュ ラ ム251

16.シ ス テ ム ア ド ミニ ス ト レー タ 育 成 カ リ キ ュ ラ ム264

17.上 級 シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレ ー タ 育 成 カ リキ ュ ラ ム280

15

38

67

84

97

113

130

146

160

付録

1

2

つ
∨

各カ リキュラムの学習時間

各標準 カ リキュラム内容の ポイン トと構成

標準 カ リキュラム購入方法

294

295

299



コ



1. 総
ユ百冊





1.標 準 カ リキ ュ ラム作 成 の 背 景

通商産業省産 業構造審議会情報産業部会情報化 人材対策小委員会 は,平 成4年!2

月に 「情報化のための 人材像 」 と題す る中間報告 を行 った.

この 報告 では.情 報技術の革新(情 報 システムの機能の高度化,情 報 システムの

利用環境 の高度化,情 報 シス テムの構築 技術 の高度化)お よび情報 システムの役割

の変化(情 報 シ ステム と知的創造活動の融合 ,情 報 システムのエ ン ドユーザへの接

近,情 報 システムのイ ンフラ化)に よ り,今 後の情報 化の具体的 な姿 はこれ まで と

は大 きく異 なった もの となる.こ のため,こ れ か らの情報サー ビス産業 に期待 され

る役割は きわめ て大 き く,単 な る情報 システムの構築 に とどまらず,業 務 ・組織 と

一体 の情報 システムの最適化 に関す る企画 ・立案お よびその実施 ,ユ ーザに対す る

サ ポー ト,教 育の実施等の役割が新 たに求め られ る.ま た,情 報技術 の飛躍』的進歩

のなか で,経 済性,品 質に優れ たサー ビスを提 供す るために必要 とな る技術 は よ り

高度 な もの とな る.

情報サー ビス産業が この ような 多面的かつ高度な役割 を果 たしてい くため には,

これ までの ようにシステムエ ンジニア(SE)と い った単一種の人材に これ らの高度

かつ 多様 な機能 を担わせ ることは困難であ り,専 門分野に特化 した豊 富な経験 と高

度な専 門知識 ・技術 を備 えた優秀 な人材 の育成が必要である としている.

そ して,「この ような人材 の育成 を効果的 に行 うためには今後の情報 シ ステム の高

度化 ・多様化に対応 して求め られ る情報処理技術者の類型化 を行 い,必 要 とされ る

教育 内容 を明確 に し,そ れ を修 得す るための カ リキュラム を確立す る とと もに ,カ

リキュラムに基づ いた教育の成 果 を適 切に評価 す る評価制度 を設け ,学 校教育,企

業 内教育 と試験制度が一貫 した育成 システム として形成 されるこ とが必要 であ る.」

と して,情 報化 人材の類 型化を行 うとともに,以 下の ような育成策の基本 的方 向 を

示 した.

(1)人 材像の類型に即 した教育 カ リキュ ラム と評価制度の一貫 した育成 システム

の形成

(2)基 礎力養 成のための学校教育 の重視

(3)情 報処理 技術 者育成 の国際化 の推進
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(4)情 報 リテラシーの向上

平成5年5月 の最 終報告 では,中 間報告の情報化 人材 の類型に基づ き,標 準カ リ

キュラムの体 系,各 教 育機 関におけ る教育の役割 と充実 のための施策,一 貫 した育

成 システムの形成に向けた試験制度 の見直 しなどについて示 した.

働 日本情報処理開発協会 ・中央情報教育研 究所は,公 的人材育成機関 として,企

業 内教育,民 間教育等 を補完す る教育 を行 うとともに,先 進 的教育の実施,カ リキ

ュ ラムの策定,情 報処理 技術者教育に関す る調査研究等 を通 じ,民 間教育 等を支援 ・

先導 してい くことが期待 され ている.

この ような背景 を踏 まえて中央情報教育研究所は,平 成5年2月 よ り産 ・学 ・官

の協 力 を得 て提 言に基づ く新 しい カ リキュラムの検討 を行 い,17種 の標準 カ リキュ

ラム を作成 した.

図表 総論 ・1標 準 カリキュラムの作成の背景 と位置づ け

産業構造審議会情報産業部会
情報化人材対策小委員会

新情報化人材類型と
その育成策を提言

標 準力りキュラム

〔全17種 〕

技術者の専門化
・役割の変化

【情報化環境の変化】

口情報技術の革新
・情報システムの機能の高度化

・情報システムの手lf用環境の局度化
・情報システムの構築技術の高度化

口情報システムの役割の変化
・情報システムと知的創造活動の融合

・情報システムのエンドユーザへの接近
・情報システムのインフラ化

【新 しい情報処理技術者試験 】

9 レ平 成6年 秋 開始 レ平成7年 倒 掲始

〔1〕シ ステム アナ リス ト(7)フ ロジェクトマネーーージャ

② シ ステム 監査 技術者(8)シ ステム運nl管 理エンジニア

〔3)アプリケーションエンジニア(9)7ロ ダクションエンジニア ●

(4)ネ・・1トワークスベシャリスト 傾 デー タベーススペ シャリスト

⑤ 第二 純情 報処理 技術 者 ⑪ 第一 種情 報処理 技術者 ●

〔6)システムアドミニストレータ ●

●

●

●

●

●

情報
サービス業
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2.情 報 化 人材 の 類 型

産業構造審議会報告 では新 情報革命 を担 う専 門特化 した具体 的 な人材像 を,図 表

総論 ・2の よ うに分類 して いる.

図表総論 ・2情 報化人材の類型

分 類 役 割 要求される主な知識 ・技術 ・能力

システ ムアナ リ ス ト 経営戦略の視点に立った全社的情報 シ 口情報システム化の企画 ・提案能力
ステ ム,大 規模 召二会 シ ステム等,統 合 口業務分析 ・改善提案能力
的 な情 報 システムの 企画 ・立案 を行 う, ロシステム化計画能力

ロシステム評価能力

システム監査技術者 情 報 シス テムの 企画 ・設計 ・構築 ・保 ロシステム監査能力
守 ・運 用の全般にわたるシステム監査 ロシステム監査の専門知識 ・技術
を行 う. 口情報システムの専門知識

ア プ リケーシ ョン ビジ ネス アプ リケー シ ョン,エ ンジニ 口対象業務の専門知識
エ ン ジニ ア ア リン グアブ リケー シ ョン等,個 別 ア 口個別システムの計画能力

プ リケー シ ョン シス テムの企 画 ・分析 ロシステムの分析 ・設計技術
基本設計を行う. ロ ソフ トウェ アパ ・ノケー ジ評価 能力

プ ロダク シ ョン 設計,プ ログ ラ ミング,テ ス トまで一 ロソフ トウェア工学の専門知識
エ ンジニ ア 賞 した シス テム構 築 を行 う. ロ コン ピュー タ科学:の専 門知識

ロ ソフ トウェ アの開発 技術

ロ ソフトウェアの保守技術
ロ ソフ トウェア品 質の 評価 ・改善 技術

プロ ジェ ク ト 見積 り,ス ケジ ュー リング,品 質管理, ロプロジェク ト実施計画策定能力
、-介マ

不 一 ン ヤ 工程管理,要 員管理等情報 システム構 ロ プ ロジェ ク ト管 理技 術 ・能力

築 プロ ジェ ク トの管 理 を行 う. ロシステム評価能力

口』ヒ産'卜生・品 質「句－L手支刊ξ

テ クニ カル ハ ー ド ウ ェ ア ,ソ フ トウ ェ ア,デ ー タ 口技術コンサルテ ィング能力
スペ シャ リス ト ベー ス,通 信 ネ ッ トワー ク等 の システ ロシステムの評価 ・改善能力

ム資源 を最適に保持する専門家.他 の 口基本ソフトウェアの専門知識と評価・改善技術
エ ンジニ ア を技 術的 に支援 す る. ロ データベースの専門知識と評価 ・改善技術

提供側の場合はユーザ企業の技術コン ロ ネットワークの専門知識と評価 ・改善技術
サル テー シ ョン も行 う. ロシステム開発環境の構築技術

システム運用管理 通 信 ネ ッ トワー クを含む情報 システム ロシステム運用管理能力
エ ン ジニ ア の 運用 ・管 理 を専門 に行 う. 口性能管理技術

ロ システ ムチ ュ一二 ング技 術

口障害対策技術

口七キュリテ ィ管理技術

デベ ロ ップメ ン ト シ ステム ソ フ トウェア,先 進的 ソフ ト ロソフ トウェア工学の専門知識
エ ンジニ ア ウェ アパ ッケ ー ジ,マ イクロ コンピュ [ココン ピュ一 夕科 学の 専門 知識

一 タ組 込み 製 品等の 開発 を行 う. ロハ ー ドウェア の専門 知識

ロ ハ ー ドゥェア,ソ フ トウェ アの統合技 術

E]シ ステム 評価 ・改 善 能力

教 育エ ン ジニ ア 組織内外の専門技術者およびエンドユ 口人材育成戦略計画の立案能力
一ザの教育企画,教 材開発,教 育実施 口教育訓練システムの設計技術
の評 価 ・管 理 を行 う. ロ コースカリキュラムの作成,教 材の開発技術

ロ インス トラ クシ ョン技 術

口教育の効果測定 ・評価 ・改善技術

システム エ ン ドユ ーザ 部門 の情報 化 リー ダであ ロ システム化計画能力
ア ドミニス トレー タ り,エ ン ドユ ーザ の技術 的指導,提 供 ロ ユーザ インタ フェース設 計技 術

側 との イン タフ ェース等 の役割 を担 う, ロ プ ログラ ミン グ技術(EUC)

ロシステム評価能力

研究開発型人材 創造的能力を持ち,新 しい技術を研究 口創造的研究開発能力
開 発 する. ロ コ ンピュ一 夕科学 の専門 知識

口関連する科学 ・工学の専門知識

9



3.標 準 カ リキ ュ ラム の体 系

標準 カ リキュラムの体 系は,図 表総論 ・3で示す ように,専 門分野に特化 した高度

な専 門技術 ・知識 を備 えた技術者 を育成す るための 「高度情報処理技術者育成 カ リ

キュラム」 お よび将来,プ ロフェ ッシ ョナル な情報処理技術者 を 目指 そ うとす る人

達が入門後1～5年 程度 の間に修得 してほ しい基礎 的な知識や応用能力 をま とめた

「共通 カ リキュラム」 な らびに情報 システムの利用者側 で情報化 を推進す る人材 を

育成す るための 「システムア ドミニス トレー タ育成 カ リキュ ラム」か らなっている.

なお,「 共通 カ リキュ ラム」は,技 術 者の成長 と育成の実 態に即 し,入 門後1～3

年程度 を想定 した 「第二種 共通 カ リキュ ラム」 と同3～5年 程 度 を想定 した 「第一

種共通 カ リキュ ラム」 の2段 階の構成 となっている.

また,「 システムア ドミニ ス トレー タ育成 カ リキュラム」も,一 般 レベ ルの システ

ムア ドミニス トレー タの育成 を目指す 「システムア ドミニ ス トレー タ育成 カ リキュ

ラム」 と上級の システムア ドミニ ス トレー タの育成 を 目指す 「上級 システムア ドミ

ニス トレー タ育成カ リキュラム」の2段 階の レベ ルか ら構成 され ている.
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4.標 準 カ リキ ュラムの 構 成

カリキュラムの構成 は,図 表総論 ・4に 示す とお りである.

教科 ごとに部 を単位 とし,各 部 は章,節 な どで構成 されている.

各部には教育 目標,構 成,お よび参考 文献 が示 されてお り,各 車 は学習 目標,内

容,指 導方法 および指導上の留意点,用 語か らなっている.

図表総 論 ・4標 準 カ リキ ュラム の構 成 と内 容

…… その 部 で何 を修得 させ る か とい う教育 す る立場 か らの 目

標

… … 各部 を構 成 してい る章 と節お よび章 ごとの講 義,演 習の

標 準時 間

学 習 目標 … … 受講 者 が該 当す る章 を修 了 した時 点 で何 がで

きる よ うにな るか の学習 目標

内 容 …… 教 育す べ き内容 と方法 お よび節 ご との標 準学

習時 間

指導 方 法 お よび… 章 全体 を通 しての,講 義 指導,演 習指 導 お よ

指 導上 の留 意 点 び関連す るOJTや 自己学 習 にお け る留 意 点

用 語 … … この章 で修得 すべ き用語

参考文献 …… カリキュラム作成時に参考にした文献および
(部末)主 要な指導者用参考文献

部

▼
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各 カ リキ ュラムの概要■.





1 第二種共通カリキュラム

1.第 二種 共 通 カ リキ'aラ ム と他 カ リキ ュラム との 関連

第二種共通 カリキュラムは入 門の レベ ルか ら実務経験3年 程度 までの人 を対 象 に

した ものであ り,そ の内容 はプロ フェ ッショナ ルな情報処理技術 者 を目指 そ うとす

る人が最初 の段階で共通的 に修得 してほ しい基礎 的な知識 と応用 能力 とか らなって

いる.

高度情報処理技術者 を目指す には,図 表総論 ・3の 標準 カリキュラム体系図 に示

す ように,第 二種共通 カ リキュ ラム,第 一種共通 カリキュ ラム,高 度情報処理技 術

者育成 カ リキ ュラム(人 材別)の 順 に学習す ることとなる.

したが って,第 一種共通 カ リキュ ラムは,こ の第二種共通 カリキュラムの内容 を

修得済みである ことを前提 としている.

2.第 二種 共 通 カ リキ ュラ ムの到 達 レベ ル

第二種共通 カリキュ ラムの対 象者は まだ実務経験が きわめて浅 いが ,現 在行 って

いる業務,あ るいは将来 目指す専 門分野 の色付 けがすでに若干表われ ている と考 え

られ る.そ こで本カ リキュラム修得後 の到達 レベ ル も,下 記の ように業務別に分け

て 目標が設定 される.

(1)シ ステム開発 を担当す る場合

① プログラ ミング,単 体 テス トお よび保守 を行 う.

② 担 当部分の文書化 を行 う.

③ 上級技術者 の指導 を受 けつつ,内 部設計,プ ログラム設計 お よび結合テス

トを行 う.

④ ソフ トウェアパ ッケージ を組み込 む.

(2)そ の他 の業務 を担当す る場合

上級技術者の指導 を受けつつ,シ ステムのオペ レーシ ョンや ソフ トウェアパ

15



ッ ケ ー ジ の イ ン ス トー ル,ラ イ ブ ラ リ管 理,SQL言 語 に よ る デ ー タ ベ ー ス の 作

成 ・更 新 な ど を 行 う.

3.カ リキ ュラ ム利 用 上の 留 意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュ ラムは情報教育の入門段階か らの教育 を対象 としてお り,企 業 内

教育お よび学校教 育(例 えば情報系専門学校)双 方 において利用 され ることを

想定 してい る.

(2)カ リキュラム構城

第二種共通 カ リキュラムの内容は,「 知識」 と 「応用能力」 に分かれている.

知識(第1部 ～第10部)は,そ れぞれの内容 を知識 として十分修得するこ と

が求め られる科 目であ り,応 用能力(第11部 ～第15部)は,単 なる知識 ではな

く日常 の業務 に応用で きる能力が求め られ る科 目であ る.

また,第 二種の レベ ルであ って も,将 来 どの高度 人材 を目指すかによ り修得

内容が若干異 なる ことか ら,全 体 を共通科 目 と選択科 目に分 けている.た だ し

「知識」 につ いて は第二種の レベ ルは基礎 的な知識 を幅広 く修得 すべ き時期 で

あ るためすべ て共通 と している.

「応用能力」 に関 しては,

「第11部 プログラ ミング能力」

「第12部 表現能力」

の2つ は共通 と し,

「第13部 内部設計 の基礎 的能力」 は将 来 アプ リケ ーシ ョンエ ンジニア,

デベ ロ ップメ ン トエ ンジニアな どを指向す る場合

「第14部 プロ グラム設計 能力」 は将来 プ ロダクシ ョンエ ンジニ アを指向

す る場合

「第15部 マ イクロコ ンピュー タ応用 シス テム設計 の基礎 的能力」 は将 来

マ イコ ン応用 システム技術者 を指 向す る場合

な どを想定 した科 目である.
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(3)学 習時間

本 カ リキュ ラムは入 門段階か らの学習 を目的 としているため,あ る期 間集 中

的な教育 を行 うこ とを前提 と してい る.

各部 の講義 時間 と演習時間 を図表1.1に 示す .

図 表1.学 習時 間

(知識)

部 名 講義時間 演習時間 計

策1部 コ ンピュ ー タとその 利用 15 21 36

第2部 コ ンピュ ご タの仕 組 み 25 5 30

第3部 ソフ トウ ェアの基礎 30 5 35

第4部 ア ルゴ リズ ム とデ ー タ構 造 35 29 64

第5部 シス テム 開発の 基礎 34 10 44

第6部 フ ァ イ ル と デ ー タベ ー ス 36 14 50

第7部 通 信 ネ ッ トワ ー ク 29 5 34

第8部 情 報 処理 システ ム 48 12 60

第9部 産業社会と情報化 32 17 49

第10部 情報化の課題 18 4 22

小 計 302時 間 122時 間 424時 間
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(応用能 力)

部 名 講義時間 演習時間 計

第11部

[C]

プ ロ グ ラ ミ ン グ[COBOL]

能 力 〔FORTRAN]

[アセンブラ言語CASL]1

43

43

43

35

74

74

74

64

117

117

117

99

第12部 表現能力 18 29 47

第13部 内部設計の基礎的能力 32 66 98

第14部 プ ログ ラム設計 能 力 29 62 91

第15部
マ イクロコン ピュー タ応用 シス テム

設計 の基礎 的能 力
62 38 100

小 計
82～

123時 間

|55～

141時 間

237～

264時 間

総 計
384～

425時 間

277～

263時 間

661～

688時 間

本 カ リキ ュラムで設定 した時 間は最低 限の ものであ り,時 間的 に余裕のあ る

環境 では2割 増程 度の時 間をか け られれば より望 ま しい.そ の際 は演習 に重点

をお いて充実 させ ることが望 まれる.

(4)学 習順序

企業 や教育機 関のそれぞれの事 情 に応 じて学習順序が定め られ る可 能性 が高

いが,以 下 の ような科 目の 間で は若干 の順序 的配慮があるこ とが望 ま しい.

① 第1部 は,ま ず最初 に実施す る.

② 第5部 は,第ll部,第13部,第14部,第15部 より先行 させ る.

③ 第3部 は,第8部 よ り先行 させ る.

(5)OJTと の関係

応用 能力 の各科 目の教育 はOJTと 密 接 に関連 してお り,各 車 の指導 上の留意

点 にOJTに 関す る具体 的な指摘 を行 っている.

本 カリキュラムの対 象 となる技術 者が,実 務 のなかで貢献で きる レベルに育

つには,本 カ リキュラム に沿 った学習 に加 え,少 な くとも各応用能力対 応の業

務 において,そ れぞれ半年以上のOJTが 行 われるこ とが望 ましい.

なお,学 校教育 にお いて は,産 学協 同作業の機会 を作 った り,疑 似OJT的 な

18



実務 に準 じた演習が行われる ことが必要であ る.

(6)そ の他

・ソフ トウェアの開発工程
,ド キュメ ン トの名称な どにつ いて

ソフ トウェ アの開発工程お よびそれ らに関す る ドキュメ ン トの名称な どにつ

い ては,現 在標準的な ものがないが ,本 カリキュラムでは可能な範囲で統一 を

図 った.

なお,本 カリキュラムの作成作業 と並 行 して ソフ トウェアライフサ イクルに

おける購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 までを含 む一連の事項 につ

いて 「共通フ レーム」 を作成する作業(ソ フトウェアを中心とした システムの取引

に関す る共通 フ レームの策定)が,情 報処理振 興事業協 会(IPA)で 進め られて

いる.こ の共通 フレームは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具体 化 されている

ため,今 後,シ ステム開発作業体系 と して広 く普 及 してい くもの と思 われ る.

このため,指 導にあたってはこの共通 フレームにつ いての今後の動向 に十分留

意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 コン ピュー タ とその利 用

教育目標

私達の生活の なかで,「 コ ンピュー タ」 あ るいは 「情報」 とい う言葉 に出会 うこ

とは多い.現 代社会では,コ ンピュー タがあ らゆる分野で利用 され,企 業 は もとよ

り学校 や家庭 におい て も身近 な存在 にな り,日 常 の生活 に欠かせ ない もの とな っで

きてい る.現 代 は コンピュータによって支 えられている社会 であ るとも言われてい

る.

コンピュータは,一 般 に2つ の側面 か らとらえるこ とがで きる.1つ は,機 械 と

しての コンピュータその もので,ハ ー ドウェア と呼 ばれる.も う1つ は,コ ンピュ

ー タを動作 させた り,利 用 した りす る技 術で,ソ フ トウェア と呼ばれ る.ハ ー ドウ

ェアは,半 導体技術 の進歩 に よって革新的 な変革 を遂 げてお り,従 来 に比べて小型

化,高 性能化,大 容 量化 されて きている.さ らに,複 数の コンピュー タを接続 した

コンピュー タネ ッ トワー クも一層 の広が りをみせている.一 方 ソフ トウェアは,コ

ンピュー タを身近 な使 いやすい もの に し,い つで もだれ とで も必要 な情報 が 自由 に

や り取 りで きるよう,そ の環境 を整 えつつ ある.

当部 は,こ う した背景 か ら,コ ンピュー タを初 めて学習する人達 の入門 としてコ

ンピュー タとは何か,コ ンピュー タの仕組 み と働 き,そ して基本 的な操作方 法 と活

用の仕方について,ハ ー ドウェアとソフ トウェアの両面 か ら,そ の概念 を把握 させ

るこ とを目標 としている.こ こで は,そ れ ぞれの知識や技術 に関 して深 く理解 させ

るのではな く,あ くまで コンピュー タの基本 を学 ばせ ることに重点 をお く.特 にソ

フ トウェアパ ッケー ジを使 った実習は,コ ンピュー タ学習への興味,関 心 を持 たせ

る動 機づけ となる ように留意す る.ま た,高 度情報化社会 を支 えるコンピュータの

具体的利用例 を取 り入 れるこ とは,学 習意欲 をい っそ う高 めるこ とをね らい と して

いる.

当部は,第2部 以降の学習へ 進むための導入的役割 を もってお り,で きるだけ平

易 な言葉で表現 した り,教 育 メデ ィア(ビ デオ,CAI,サ ブテキス トな ど)を 活用

した り,演 習を取 り入れ るなど して,コ ンピュー タに慣れ親 しみ なが ら,以 降の学



習 に関連 させ て指導す るこ とが望 ま しい.

第2部 コ ンピ ュー タの仕組 み

教育目標

当部 では,今 後,情 報処理 技術者 と して活躍す るため に必 要 なハ ー ドウェアに

関す る基礎的 な知識 を修 得 させ るこ とを 目的 とす る.高 性 能 なパ ソコンの普 及 ,

ワー クステー シ ョンな どに よる シス テムの分散化 が進 む今 日 ,コ ン ピュー タの新

しい利 用形態 に対 応 してい くために は,ハ ー ドウェアの種 類や特 徴 ,基 本 的な動

作原理 な どを しっか りと身 につ けてい るこ とが必 要 となる .ハ ー ドウェアに関す

る基礎 的な知識 の範 囲 は将 来 どの類型 の技 術者 を目指 すか に よ り異 なるが ,こ こ

では第二種 レベ ルの情報処理技術者 にとって共通の必須 知識 に絞 っている.

具体的 には,以 下の ような基礎的な知識 を修得 させ る ことを 目標 とする.

1.コ ンピュー タを構減 する各装置 の 目的

2.コ ンピュー タ内におけるデー タの表現

3.処 理装置(CPU)の 機能 と演算 の仕組 み

4.記 憶装置,入 出力装置の種類 と特徴

5.コ ンピュー タの種類 と特徴

コ ンピュー タの動作 を説 明す るには
,命 令 とい う もの の種類 や実行 プ ロセスの

概要,あ る いはア ドレスの考 え方 などを明確 に し,ア セ ンブラや機械語 を用いて

理解 させ る こ とが 有効 であ る.そ のため,当 部 では ,情 報処 理技術者試験 で採 用

されているCASLお よび仮想計算機COMETを 用いて指 導する .

第3部 ソフ トウェアの基礎

教育目標

当部 では,ソ フ トウェアとは何 か,ハ ー ドウェア とソフ トウェアの役割分担 など,

まず ソフ トウェア とい うものの基本 的な考 え方 を明確 に し,そ の重要性 を認識 させ

る.

ソフ トウェアは応用 ソフ トウェア とシステム ソフ トウェアに大別 されるが ,当 部
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では,そ の分類や体系 を理解 させ るとともに,特 にオペ レーテ ィングシステム,プ

ログラム言語 とその プロセ ッサな ど基本 となる ソフ トウェアにつ き,プ ロフェ ッシ

ョナル な技術者 として必要 な基礎的知識 を与 える.具 体 的には以下の ような知識 を

修得 させ ることを目標 とす る.

1.ソ フ トウェアの 目的 とハ ー ドウェア との役割分担

2.ソ フ トウェアの分類

3.応 用 ソフ トウェアお よび システム ソフ トウェアの種類

4.オ ペ レーテ ィングシステムの 目的 と機能

5.プ ログラム言語 の種類

6.言 語 プロセ ッサ の 目的 と種類

オペ レーティングシステムの教 育 に関 しては,ハ ー ドウェアの規模 や機種 に よる

差異があるため,ど の ように一般 的 な教育 を行 うかが問題 となる.こ こでは,汎 用

コ ンピュータのOS(オ ペ レーテ ィングシステム)を 対象 に,ま ずOSと い うものの

基本的 な機能 を把握 させ,併 せ てパ ソコ ンやWS(ワ ークステー シ ョン)のOSに つ

いて もその特徴 を理解 させ,OSの 全体像 を把握 させ る.

第4部 アルゴ リズム とデータ構造

教育目標

プログラム設計 の基本 はアル ゴリズムの設計である.

プログラムをライブ ラリか ら選択 する ときな どの ように,自 分 でアルゴ リズムを

考案す る必要が ない場 合で も,ど の ような アルゴ リズム を採 用 したプ ログラムであ

るかが選択 を決定す る基準 となるので,ア ルゴリズムに関する素養 は きわめて重要

である.

情報処 理 システムに外部設計 か ら内部設計 に至 る多 くの設計 レベ ルがあ るの に対

応 して,ア ル ゴリズムに も詳 しさに関 して多 くの レベルがある.外 部設計 の時点で

もアルゴリズムへ の洞察が大 切である.そ れには,ア ルゴリズム的観 点か ら問題の

難 しさに対す る感覚 を養 ってお く必要があ る.

アルゴ リズム とは,順 序 に従 って逐 次実行 して有限の手数で終了する手順 のこ と

であ る.コ ンピュー タに初 めて触 れる初心者 にとって,ア ルゴ リズムはキーボー ド
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の次の関門であると言 える.

アル ゴリズムを教 える にあた っては ,プ ログラム設計 よ り上流 に位 置する 「問題

の定式化」 について も触 れてお きたい .例 えば,整 列(ソ ー ト)は ファイルを取 り

扱 う問題では必ず現 れる基本 的操作 であるが ,本 当 にその ファイルを整列す るこ と

が必要であるのか どうか,ま た,多 くの アルゴ リズムの書物 にあ るいわ ゆる整列の

アルゴ リズムを使 う必要が あ るのか どうか ,批 判的に検討 する こと も必要 である.

整列す るこ とによって後 の処理 を高速にするのか ,後 の処理の速度 を犠牲 に して も

整列 を省 くのか,と い う トレー ドオ フのセ ンス も大切であ る.

アル ゴリズムの設計 にあたっては,効 率の良い もの を追求すべ きで あることは言

うまで もないが,分 か りやす い手順,分 か りやすい記述 を心が けるべ きであ ること

も大切である.ソ フ トウェアの設計,作 成,保 守が別の人物 によって行われ受け継

がれてい くことは常識 であ り,そ の ソフ トウェアの根幹 をなす アル ゴリズムの記述

が他 人に理解 しに くい もので あっては,保 守が困難 になる .ア ルゴ リズムの分 か り

やす い記述のためには,ア ル ゴ リズ ムを構造的に作るこ とが効果的であ る.そ のた

め には,構 造的 なプログラム におけ る基本型 を守 るように指導する必 要があ る.

アル ゴリズムと並 んで重要 なのがデー タ構造 である.ア ル ゴリズムが プ ログラム

内の問題 であ るのに対 して,プ ログ ラム間でや りとりされるデータの構造 は関連す

るプログラム全体 に影響が及ぶ .ま た,ア ルゴリズムはデー タ構造 に依存す る.し

たが って,デ ー タ構造の設計 はアル ゴ リズムの設計 よ り上流 に位置す るものであ る.

アル ゴリズム とデー タ構 造 については入門書 も研究書 も多 く,教 育方法 も確立 し

ている ように見 えるが,前 記 の ような問題 の定式化 も含めた教育 のためには親 しみ

やすい例題 を示す などの工夫 が必 要である .

第5部 システム開発の基礎

教育目標

近年,シ ステム開発 の生 産性 を高めるために,開 発す るシステムの規模 やワー ク

ステー シ ョンの普 及に よる開発環境 の変化 にあわせて,い ろいろな手法 が生 まれ,

一部で実用化 されている
.一 方,従 来 の開肇手法であるウォー タフ ォー ル型 は ,日

常 の開発現場で はまだ依然 と して大勢 を占めているこ とに変わ りはない.第 二種 レ
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ベルの情報処理技術 者 に とって は,こ のウォー タフォール型 をその長所 ・短所 を認

識 した うえで,ま ず修得す るこ とが学習の第一歩であ る.そ れ を踏 まえて新 しい手

法 を修得 させ てい くこ とが,今 日の現実に即 し,か つ効果的 な教育 となろう.

当部では,ウ ォー タフォール型 を中心 として システム開発 の全工程 の概要 に関 し,

情報処理技術 者 として必 要 な基礎知識 を修得 させる ことを 目標 とする.

なお,内 部設計,プ ログラム設計,プ ログラ ミングの開発 工程 については,単 な

る知識の修 得 にとどま らず,実 務能力養成 を目指す ため,そ れぞれ,「 第11部 プ

ログラ ミング能力」,「第13部 内部設計 の基礎 的能力」,「第14部 プログラム設計

能力」 として独立 させ ている ことを念頭 にお き指導 にあたってほ しい.

第6部 フ ァイル とデ ー タベ ース

教育目標

当部 の 目標 は,フ ァイル とデー タベ ースの概 念 を理 解 し,こ れ らに関す る知識 を

確実 に自分の もの に して もらうことである.な か に多少の演習や操 作 を含 むがそれ

は技術の修得 よ りも知識 を間違い ない ものにす るこ との意味の方が大 きい.

フ ァイル とデー タベ ースはプログラム とともに ソフ トウェアのすべての分野にか

かわ りあるテーマで,日 常 的に も,き わめて親 しい ものである.そ れだけにいった

ん特定の専門分 野 に携 わ るようになる と,か えって全体 を見渡す ことが困難 になる.

第二種 レベ ルで横 断的 に学習 してお くこ とが大切であ る.

次 にやや具体的 に教育 目標 をあげる.

(1)フ ァイルの概念,お よび各種の ファイル編成法 につ いで情報 システム発 展の歴

史 と関係づ けて特徴 を理解 させ る.

情報処理技術 は,ハ ー ドウェア もソフ トウェア もファイルを巡って進歩 を促 さ

れて きた面がか な り大 きい.そ れが また新 しい応用 を生み,普 及と発展を助 けて

きた.フ ァイルにす る目的や用途か らその意味 を よ く理 解 させ てほ しい.

(2)フ ァイルの記憶媒体 について,フ ァイル編成法 との関係 を説 明 し,そ の用途 を

理解 させる.

ファイル を記憶 する媒体 は,ア クセス方法,ア クセス速度,単 位容量当た りの

記憶単価 が異 なる.そ れ らを対比 し,そ れぞれの特徴 と用途 をよ く理解 させてほ
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しい.

(3)フ ァイル処理 の考 え方 とその方法 を修得 させ る.

ファイルの作成か ら レコー ドの追加,削 除,変 更 など,編 成法ご とにその基本

的 なフ ァイル処理の考 え方 と方法 を修得 させ てほ しい.

(4)デ ータベ ースの概念 を説明 し,そ の利用者 として必要な基礎 的な知識 を理解 さ

せ る.

デー タベース とデ ータベ ース管理 システム(DataBaseManagementSystem;

DBMS)の 特徴 を説 明 し,そ の利用者 と して何 がで きるかを把握 させて ほ しい .

また,デ ー タベース管理者の必要性 も理解 させ る.

(5)関 係 デー タベース用言語のSQLを 使 い,デ ー タベ ースの操作方 法 を修得 させ る.

デー タベ ース定義の必 要性 を理解 させ,デ ー タの投入,各 種 の検索,追 加 ,削

除,変 更の方法 も修得 させ る.会 話型 と埋込型 のSQLを 使用 し,デ ー タの操作が

行 えるように してほ しい.

(6)代 表的 なDBMSを 前提 に,デ ータベ ースの利用環境準備 と日常 の運 用手順 を理

解 させ る.

使用 するDBMSの 種類 によ り,デ ー タベースの定義方法 や コマ ン ドの入力方法

が異 なる.そ のため,使 用環境 に合 わせ た適切 なカリキ ュラムを工夫 してほ しい

ものであ る.

また,デ ー タベース技術 は発展途上であ り,標 準化 や分散機能の採 用が進め ら

れてい ることか ら,自 ら必要 な調査研 究 を行 える ように してほ しい .新 しい製品

や技術 を適切 に受 け止 める準備 も必要であ り,主 な技術動向 も理解 させてほ しい.

第7部 通信ネ ットワーク

教育目標

通信 ネ ッ トワークは,現 在,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,デ ー タベ ース ととも

にシステムの基本的構成 要素の1つ とな っている.し たが って,第 二種 レベ ルの情

報処理技術者 には,通 信 ネ ッ トワークを単 に利用す るだけでな く,通 信 ネ ッ トワー

クシステムの開発 や保守 な どに も参加す る立場 と しての基礎知識 を修 得 させ る必 要

がある.
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当部で は,通 信 ネ ッ トワークの役割や基礎 知識,ネ ッ トワークアーキテ クチ ャ,

電気通信 サ ー ビス,ロ ーカルエ リア ネ ッ トワー ク(LAN)な どを始め,以 下の よ

うな基礎知識 を修得 させ る.

(1)情 報処理 システ ムと通信 ネ ッ トワークの機能が有機的 に統合化 され たシス テム

の役割 を通 じて,通 信 ネッ トワークの効果 と機能 の特徴 を理解 させ る.

(2)デ ー タ通信お よび通信 ネッ トワークの基礎技術 に関 して,必 要な基本的知識 を

身につけ させ る.

(3)ネ ッ トワークアーキテクチ ャの概念 やその 目的 と効果 な ど,で きるだけ多 くの

コンピュー タや装置,端 末の間での通信 の取 り決め を共通 にす るための体 系 を理

解 させ る.

(4)電 気通信 サー ビスの目的や種類お よび,多 様 なサ ービスの特徴 を理解 させ る.

(5)パ ソコ ンや ワー クステー シ ョン,汎 用機 な ど,複 数 の コンピュ ー タをLANに

より接続 した分散 システ ムが普及 している.LANの 基本技術,LANとWANの 違

い,利 用例 な どを概観す ることに よって,LANの 基礎 的知識 を修得 させ る.

第8部 情報処理 システム

教育目標

情報処理 システムは,コ ンピュー タハ ー ドウェア,通 信設備,ソ フ トウェアか ら

なる と考 えられ る.ソ フ トウェアは,さ らに,オ ペ レーテ ィング システム,デ ー タ

ベ ース管理 システ ム,通 信 ソフ トウェアな どの システムソフ トウェア と,応 用のた

めのアプ リケーシ ョンソフ トウェアに分け ることがで きる.当 部の 目的は,こ れ ら

のハ ー ドウェア,シ ステム ソフ トウェア,ア プリケー ションソフ トウェアが どの よ

うに機能 を分担 しあい,有 機 的 に結合 しなが ら,情 報処理 システ ムと してのはた ら

きを効果 的に実現 してい るか を理解 させ るこ とであ る.

コンピュー タの利用形態 は,対 話型処理,バ ッチ処理,オ ンライ ン トラ ンザ クシ

ョン処理,リ アル タイム制御処理 に分 ける ことがで きる.一 般 に,こ れ らの処理 に

対応 して,オ ペ レーテ ィングシステム ない しは制御 プログラムが用意 され てお り,

アプ リケーシ ョンプログラム も異なる構造 をとる.こ れ らの違い を明確 に理解 させ

る とともに,簡 単 なアプリケー シ ョンを例 にと り,オ ペ レーティングシステム とア
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プリケー ションプログラムが一体 になって動 くようす を体得 させ る.対 話型処理で

は,ウ ィン ドウによるユ ーザ イ ンタフェースの仕組み ,オ ンライン トラ ンザ クシ ョ

ン処理 では,オ ンラインデ ータベース,リ アルタイム制御 システムで は,プ ロセス

スイ ッチ ングに力点 をお く.バ ッチ処理 では,プ ログラム構造 を簡単化 す るため ソ

ー ト/マ ー ジを活用す るこ とを強調す る とともに
,バ ッチ処理 の考 え方 は,バ ッチ

ファイルな どの形で対話型 オペ レーティングシステムにも含 まれ てい るこ とを指摘

する.

大型 コン ピュー タの性 能の限界,性 能価格比の悪 さか ら,単 一 プロセ ッサ システ

ムよ り,複 数 プロセ ッサシステムが普通 になって きている.複 数 プロセ ッサ システ

ムの長所 と短所 ,オ ペ レーテ ィングシステ ムの課題,ア プリケー シ ョンプログラム

が受 ける影響 を理解 させ る.ま た,コ ンピュー タシステムの信頼性 につ いて もきち

んと した考 え方 を身 につ けさせ る.

LSI技 術 と通信技術 の発達 ,お よび利用上の要請か ら,今 後 は分散 処理が ます ま

す発達普及す る.集 中処理 と分散処 理の得失 ,分 散処理 シス テムの利用形態,分 散

処理 オペ レーテ ィング システム,分 散処理 アプリケーシ ョンの構造 につい て きちん

と教 える.ク ライア ン トサ ーバ システムを分散処理の具体的一形態 と し
,事 例 を用

いてで きるだけ詳細 に解説す る.オ ープンシステム,標 準化 について もその効果 と

問題点 を考 えさせる とよい.

マルチ メデ ィア処理 システム について も,主 と して利用面 か ら,音 声や画像 を扱

う機器 をコンピュータに接続 してアプ リケーシ ョンで活用す る技術 を教 え る.画 像

処理や音声処理 その ものの詳細 には踏み込 まない .マ ルチメデ ィア アプリケー シ ョ

ンを使 う演習 をさせ,マ ルチ メデ ィアが扱 えるオペ レーテ ィングシステムの仕 組み
,

アプ リケーシ ョンの構造 について理解 させる .

当部が終わ った とき,上 記 の ような さまざまな利 用形態 ,構 成 の情報処理 システ

ムごとに,特 徴 や得失 を説明 で きるこ と,オ ペ レーテ ィングシス テムをは じめ とす

るシステム ソフ トウェアの仕組み や機能 を説明で きること,ア プリケーシ ョンの基

本的枠組 みを決定で きること,お よび1生能や信頼性 を考慮 しなが ら費用効果比の良

い情報処理 システム を設計 する基礎 を与えるこ とを教育 の目標 とす る .
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第9部 産業社会と情報化

教育目標

社会 に適合す る情報処理 システムを構築 するには,ま ず対象 となる業務領域お よ

びそれ を取 り巻 く環境 を 「システム」 として理解 し,分 析 す る能力が必 要である.

その上にたって,最 適 のアプ リケーシ ョンシステムの構築 に向かって,自 らの専門

役割 を果 た してい くことが望 まれる.

第二種 レベルの情報 処理技術 者は,こ の ような基盤 能力 を養 うため に,ま ず,産

業社会 と組織体(企 業)の 仕組 み について基本的理解 を もたねば な らない.ま た,

これを 「システム」 として再構成 するための基礎的技法 を修得 してお くべ きである.

この技法 は,今 日,ビ ジネス分野 において も生産分野 にお いて も共通す る能力 と考

えられる.

さらに,現 実 のなかで,こ の ようなシステムがいかに実現 されているかについて

の知識 も必要で ある.こ う した基本 モデル をいかに組み合 わせ改善 してい くかが,

情報処理技術者 に望 まれ る仕 事で あろ う.今 日においては,情 報処理 システムはき

わめ て大規模化 し,ま た統合化の方向へ 向かってい る.し たが って,個 別 システム

に関す る理解,構 築 能力 だけで な く,個 別 システム間の相互関係,相 互作用につい

て幅広 い視野が必要 と考 え られるのである.

情報処理技術者 に対す る こうした要請 に基づ き,当 部 では,第 二種 レベ ルの情報

処理技術者 が身につけるべ き,社 会 と情報 システムの相互 関係 に関す る基本的知識

お よびその システム化のための基本 的技法 を修得 させ る もの とする.

第10部 情報化の課題

教育目標

情報化技術の進歩 は,社 会生活 の上 にさまざまな影響 を与 えている.

コン ピュー タと通信の発達 は,国 際的な ネッ トワー クによる国際 貿易の活発化,

金融,運 輸,サ ー ビス などの国際化 をもた らした.

また,コ ンピュー タの小型化 とコス トパフ ォーマ ンスの向上,通 信 ネ ットワーク

32



との結合 は,デ ータベースの拡充 とあい まって,企 業 においては,業 種業態 を越 え

ての事業展 開を可能 に し,日 常生活 においては,家 庭,個 人の消 費活動,価 値観,

ライフス タイルの変化 をもた らす まで に至 っている.

このような国際化や社会生活の変化 に伴 い,従 来では予想 もつかなかったような,

情報化に関連す る新 たな課題が生 じてい る.

この部 の 目標 は,次 の ような事柄 を学習す ることによ り,情 報 化の課題 を国際情

勢,社 会環境 といった広い視野で とらえ,そ の知識 を健全 な情報化 社会の推進役 と

して,業 務 や 日常の活動の なか に生 か して ゆける ようにす ることであ る.

1.情 報処理 に関連す る法令や基準 などの概要,標 準化の求め られてい る背景 と現

状,お よびそれぞれが抱 えている課題

2.情 報化環境 の変化が,個 人,産 業界,社 会に与 える影響 と課題

3.情 報化社会 にお ける人材育成の施策 と動向

4.今 後,情 報化の推進 にあ たっての家庭,地 域,社 会 における課題 と動 向

上記 の 目標 を達成す るため には,単 に法制度,標 準化その ものを取 り上 げて説明

す るだけでな く,法 制度の整備,改 正や標準化が求め られている背景 を十分 に説明

す るとともに,身 近で興味 を引 くよ うな具体的な判例や事例 をあげ,理 解 を深め さ

せ,強 く印象づ けるよ うにす るこ とが望 ま しい.さ らに,グ ループ討議 な どを盛 り

込 んで課題 について考 えさせ,実 践 的な解決方法 を見つ け出せる ように訓練す るこ

とによ り自分 の役割 を正 しく理解 し,自 分 自身の成長が情報化推進 に役立 つのだと

い う自覚 と,倫 理感 をもって仕事 がで きる ように指導することが望 ま しい.

第11部 プログラ ミング能力

教育目標

1つ のモジュールまたは,1コ ンパ イル単位 と して適当 な大 きさの プログラムを

独 力で作成で きる能力 を養 うことが,当 部での 目標であ る.

すなわち,具 体的 な問題 を通 して,

(1)プ ログラムの制御構造 とデー タ構造 の設計お よびその文書化作 業

(2)コ ーデ ィング

(3)単 体 テス ト
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の3つ の作業 を 自己の進捗 管理の もとで,遂 行 で きる能力 を演習 を中心 として養 う

ことが 目的である.

コー デ ィング作 業 で利用 す るプ ログ ラム言語 と して は,次 図 に示す ようにC,

COBOL,FORTRAN,お よびアセ ンブラ言語 としてCASLを 取 り上 げ る.

選

1 1 1 1

C COBOL FORTRAN CASL

1 | 1 1
、1
'1

モ ジ ュー ルの設計

1

コー デ ィング と単体 テス ト

1

作業管理

|

ただ し,当 部 での 目的 は,先 の3つ の作業の遂行 にある.よ って,こ の部 の考 え方

としては,プ ロ グラム言語 を,あ くまで も手続 きを表現す るための道具 として取 り

扱 う.し たが って,従 来の言語教育 だけをクローズ ア ップ した教育 を行 うもので は

ない.

当然 プログラム言語 を教育す る場合,文 法中心 の教育 では,道 具 と して活用する

能力 を養 うこ とは難 しい.よ って,サ ンプル と演習 を中心 としたプログラム言語 の

教育 を行 う.ま た,プ ログラム言語の知識 については,す べ ての文法や機能 を詳細

に覚 え込 ませ る必要 はない.当 部の趣 旨と しては,先 の3つ の作業 を遂行す るにあ

たって必 要なプログ ラム言語 の知識や技術 が身につけば よい.細 かな知識 について

は,マ ニュアルを参照 して使 えれば十分である.

「第1章 プログ ラム言語」 を終 え,プ ログラム言語 が道具 と して使 えるように

なった段 階で,「 第2章 モ ジュールの設計」,「第3章 コーデ ィングと単体テス

ト」 お よび 「第4章 作業管理」 を引 き続 き具体的 な問題 を通 し,演 習を中心 とし

て教育する.ま た,こ れ らの作業が適切 な開発環境の もとで行 えるようになること

も目標 の1つ であ る.

なお、CASL,COMETの 仕様 を付録 として収録 した。
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第12部 表現能力

教育目標

日本人 ならだれで も日本語 で話 を し,日 本語 で文章 を書 くことがで きる.し か し,

わか りやすい正 しい 日本語で話す ことはなかなか容易では ない .そ のため,聞 き手

の知識 レベルや関心 に気配 りを したわか りやすい話 し方 をする人は多 くない.文 章

表現 も同様 である.だ れで も簡潔 ・明快 でわか りやす い文章が書 けるわけではない.

む しろ,書 けない人の方が圧倒 的に多い .

なぜわか りやすい正 しい 口頭表現がで きないの だろ うか .な ぜ わか りやす い文章

表現がで きないのだろ うか.そ の理 由はい ろいろ考 え られる.な かで も最大の理由

は,基 本 をふ まえた的確 な訓練が なされていない ことであ る.

情報処理技術 者 には,一 般 の ビジネスマ ン以上 に表現技術 が欠かせない .日 常 の

文書作成は もちろんの こと,顧 客やユーザ部門あ るいは トップ層 に対す る各種の提

案書や企 画書 を作成す る必 要がある .ま た,要 求仕様書や システム設計書 な どの各

種 ドキュメ ン トをま とめる必 要がある.さ らには,マ ニ ュアルを作 った り,技 術論

文 や報告書 を作成す る必要 もある.口 頭表現 としては ,提 案書 に基づ いて提案説明

を し,相 手 を説得 する必 要があ る.ま た,仕 様 書やマニュアルを もとに関係者 に説

明 を し,正 しく理解 させ る必 要がある.そ れだけに,表 現技術は情報処理技術者 に

とって欠 くことので きない基本技術である .

第二種 レベルの情 報処理技術者が提案書や システム設計 書 を作 るこ とはまず ない

だろう.ま た,そ れ らを用いて説明するこ ともまれだろ う.し たが って,こ の部で

は提案書や仕様書 の作成技 法 ,説 得型 のプ レゼ ンテー ション技法 とい った具体 的な

技法 までは取 り扱 わない.こ れ らは ,第 一種 レベルの情報処理技術者の カリキュ ラ

ムの内容 に位置づけ られ ている .第 二種 レベルでは,表 現技法の基本 を体得 させ る

のが最大の教 育 目標 であ る.具 体的 には,次 の3つ の事柄 を学習 させ ,そ れ らが的

確 に応用 で きる ようにな って も らうことが,こ の部の教 育 目標 である .

1.情 報処理技術者 のための話 し方の技術

聞 き手の立場 を考慮 に入れた,わ か りやすい効果 的な話 し方がで きる ように

す る.
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2.情 報処理技術者の ための文章 の書 き方

正 しい 日本語 で しか も適切 な表現 の仕方で,わ かやす い文章 を書 くこ とがで

きるようにする.

3.情 報処理技術者 のための ビジュアル表現 の仕方

単 に文章表現だけで な く,グ ラフや図解,イ ラス ト的 な表現がで きるように

す る.

上記の 目標 を達成す るためには,ふ んだんに演習 を採 り入れる必要が ある.基 本

になることだけを講義 で教 える.演 習では,そ の基本 を的確 に応用で き,実 務能力

として生かせ るようになる まで訓練す る.そ のため には,講 義の2倍 以上の時間を

演習に割 り当て るような時 間配分 を目安 にする必要が ある.

第13部 内部設計の基礎的能力

教 育 目標

外部設計は,何 を行 うか とい うシステムの定義であ り,内 部設計 は外部設計 を発

展 させ,'シ ステム を構成す る各装置 との対応 お よびシステムの最 適化の観点 か ら,

よ り詳細 にいか に処理す るか を設定す る段階である.

当部では,内 部設計 の各作業 内容 を理解 させ,指 導者 の指導 の下 に基礎的 な内部

設計 の作業がで きる ようになる ことを目標 とす る.ま た内部設計 の質は,そ の後の

工程 の生産性お よび成果の品質 に大 きく影響するこ とか ら,内 部設計 の各作 業の重

要ポ イン トを確実 に把握 させ る ことが必要である.さ らに,そ の前提 となる外部設

計書の解読力お よび内部設計書 の記述力 も併せて養 うことが望 まれる.

第14部 プログラム設計能力

教育目標

プロ グラム設計 は,内 部設計書 を もとに処理 内容 を複数のモ ジュール単位 に分割

し,各 モジュール内で どの ような処理 を行 うか を設定す る作業で ある.モ ジュール

分割の良否 は,そ の後 の工程 の生産性,完 成 したプ ログラムの処理速度,保 守作業

の効率や質な どに多大 の影響 を与 える.
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したが って,当 部で は,モ ジュール分割 の意義 や重要性 を十分認識 させ る ととも

に,最 適のモ ジュール分割の技 法 を演習 を通 し修 得 させ る.

また,プ ログラム設計の段 階で行 うテス トケースの抽 出,内 部設計書の解読,プ

ログラム設計書 の作成 などの作業 に対 して も,そ れぞれの作業上の留意点 を十分把

握 させ,演 習 を通 し身 につけ させ る.

第二種 レベ ルの情報処理技術者 は指導者 の指導 の下で,実 務 としての プログラム

設計が行 えることが期待 されてお り,当 部 では,そ の前提 としての プログラム設計

能力の修得が 目標 となる.

第15部 マイクロコンピュータ応用 システム設計の基礎的能力

教育目標

マ イクロコンピュータ(以 下 「マイコ ン」 と略記)の 出現は ,情 報処理 の分野 の

みな らず,通 信,電 子,機 械 などあ りとあ らゆる分野 に革新 的な影響を与 えて きた.

現 在 もマ イコンによる情報化技術 は,装 置の小型化,信 頼性 の向上,機 能の高度 化

な どを強力に推進 しつつある.例 えば,マ イコンの応用 によるパ ソコン,プ リンタ,

記憶装置,複 写 機,フ ァクシ ミリ,通 信 システム などの出現 は,大 型機 を中心 とす

るオ フィス環境 をネ ッ トワークによる分散 処理構造 へ一変 しつつあ る.こ の大 きな

変化 は,い わゆる ダウンサ イジ ングとよばれてい るが,こ れにはマ イコンを応用す

る情報化技術が大 きく貢献 している.こ のほか,マ イコン応用技術 の恩恵 を直接的

に受 けている ものをあげるならば,工 作機械,ロ ボ ッ ト,通 信機器,自 動車,医 療

装置,事 務機器,家 電製品 など枚挙 にい とまがない.

当部で は,こ のよ うな背景の もとに,マ イコン応用技術 を初めて学ぶ人達 を対象

に,マ イコン応用技術の思想 を理解 させ,初 歩 的な設計技術 を使 える ようにする こ

とを目標 とす る.特 に重点 を置 くのは,第1に マイ コンの基本的な構成要素 と,マ

イコンを組み込 んだ システム を制御す る基本的 な仕組 みを理解 させ る.第2に ,割

込み処 理 による入出力処理 の基本 的な仕組み を応用で きるようにす る.第3に,各

種物理量 やアナ ログ量 をマイコ ン内部で扱 えるように入出力する技術 を理解 させ,

簡単 な実 システム程度 は設計で きるようにす る.

37



2第 一種共通カリキュラム

1.第 一種 共 通 カ リキ ュ ラム と他 カ リキ ュラム との 関連

第一種 共通 カ リキュラムは,図 表総論 ・3に 示す よ うに,第 二種共通 カ リキュラ

ム,第 一種共通 カ リキュラム,高 度情報処理 技術者育成 カ リキュラムの順 に学習が

進め られ ることを前提 とした標 準カ リキュ ラム体系 の中間に位 置す るカ リキュラム

で ある.

す なわち,第 一種共通 カ リキュラムは,将 来高度情報処理技術者 を目指 す人達 の

マ イルス トー ン的な内容 で構成 してあ り,高 度情報処理技術者用の カ リキュ ラムは,

第一種共通 カ リキュラムの内容が修得済み であるこ とを前提 に して作成 されてい る.

また,同 時に,第 一種 共通 カ リキュ ラムの受講者 は,第 二種共通 カ リキュラムの内

容 が修得 済みであるこ とを前提条件 に してい る.

2.第 一種 共 通 カ リキ ュラム の 到達 レベル

第一種 レベ ルの人材 は,将 来高度情報処理 技術 者 を目指す人達 である.ま た,入

社 後の実務経験 が3年 か ら5年 くらいまでの情報処理技術者 を対 象に している.

したが って,将 来 目指すべ き高度情報処 理技術 者の方 向がか な り鮮 明になってい

るのが一般的であ る.そ の ため,次 の いずれかが到達 目標 とな る.

(1)シ ス テム開発 を担 当す る場合

① 高度情報処理技術者(ア プ リケー シ ョンエ ンジニアやプ ロダ クションエン

ジニ ア,デ ベ ロップ メン トエ ンジニ アな ど)の 指導 に基づ いて,外 部 設計 お

よび内部設計 を行 う.中 小規模 のシステムにおいては,独 力で外部 設計や 内

部設計 を行 う場合 もある.

② プログラム設計 を行 い,第 二種 レベ ルの技術者 を指導 しなが ら,プ ログラ

ム作成 および単体 テス トを行 う.ま た,シ ステム テス トの一部お よび結合 テ

ス トを行 う.
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③ 上記の各種作業 に関す る ドキュメン トを作成す る.

(2)シ ス テム運用 を担 当す る場合

① 高度情報処理技術者(シ ステム運 用管理エ ンジニア)の 指導 に基づ いて,

システム運用基準 を もとに,日 常的なシステム運用 および運 用デー タの収集

などを行 う.

② 異常発生時には,高 度情報処理技術者の指示 に基づ き対 応処 置 を補助す る.

(3)シ ステム評価 を担当す る場合

① 高度情報処理 技術者(テ クニカルスペ シャ リス ト)の 指導 に基づ いて,日

常的 な各 システム資源 の評価 を実施 し,高 度情報処理 技術者 に報告す る.

② 評価結果 に基づ き,シ ステム改善 の対応策 を考 え,高 度情報処理 技術者 に

提案す る.

(4)マ イ クロコンピュー タ応用 システム開発 を担 当す る場合

① 高度情報処理 技術者(マ イコン応用 システムエ ンジエア)の 指導 に基づ い

て,ソ フ トウェア設計 を行 う.

② プ ログ ラム設計 を行 い,第 二種 レベルの技術者 を指導 しなが ら,プ ログ ラ

ム作成お よびテス トを行 う.

3.本 カ リキ ュラム 利用 上 の留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

第一種 共通 カ リキュ ラムは,第 二種共通カ リキュ ラムの内容 の修得者 を対象

に してい る.ま た,ソ フ トウェア開発や システム運用 な どの,実 務経験 を3年

程 度積 んだ技術者 であ るこ とを想定 してい る.

本 カ リキュラム は,こ れ らの人達 を高度情報処理技術者へ と歩 ませ るための

中間ステ ップに位 置づ け られ る.す なわち,無 理 な く高度情報処理技術 者に到

達す るための基本 とな る知 識や 技術 を付 与す るのが,第 一種共通 カ リキュ ラム

である.

(2)カ リキュラム構 成

第一種共通 カ リキュ ラム は,科 目(部)を 「共通」 と 「選択」 に大別 してい

る(図 表総 論 ・3).「 共通 」は全 員が修得 すべ き科 目(部)で あ る.「 選 択」
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は,今 後 のそれ ぞれの進路 に合わせ,選 択すべ き科 目(部)で ある.

第一種 レベ ルの受 講者 は,将 来 目指すべ き技術 色がは っき りしてい るのが一

般的 であ る.そ こで,高 度 情報処理技術者 と関連づ けて,選 択 で きる科 目(部)

を設けて いる.

また,本 カ リキュラムでは,科 目(部)を 「知識」 と 「応用能力」の2つ に

分 けてい る.「 知識」は,そ れ ぞれの内容 を知 識 として十分修得 し,定 着 させ る

こ とが求 め られてい るものである.一 方,「 応用能力」は,単 な る知識 としての

修得 では な く,日 常の業務 のなかで十分 応用 で きる能力が求め られているもの

であ る.

(3)学 習時 間

第一種共通 カ リキュラムの構成 と,各 科 目(部)の 標 準学習時間は,図 表2.1

に示す とお りで ある.

図表2.1標 準学習時間

区分 部 講義時間 演習時間 合 計

第1部 コン ピュー タ科学 基礎 16.5 4.5 21.0

第2部 コ ン ピ ュ ー タ ア ー キ テ ク チ ャ 11.0 4.0 15.0

共 第3部 通信 ネ ッ トワー ク 15.5 5.5 21.0

第4部 基本 ソフ トウェア 24.0 4.0 28.0

知 第5部 デー タベー ス 13.5 7.5 21.0

通 第6部 ソフ トウェ ア工 学 12.0 9.0 21.0

第7部 ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス 11.0 10.0 21.0

〔小 計〕 103.5 44.5 148.0

識 第8部 システム構成技術 9.0 5.0 14.0

選 第9部 シス テムの 運用 16.0 5.0 21.0

第10部 情報 セキ ュ リテ ィ とシス テム監査 15.5 5.5 21.0

択 第11部 マ ネ ジ メン トサ イエ ンス と企 業 システ ム 21.0 13.0 34.0

第12部 マ イ クロ コン ピュー タ応用 シ ステム 19.5 5.5 25.0

土 第13部 コ ミュニ ケー ジ ョン能 力 21.0 30.5

1

51.5

応

!、

第14部 問題発 見 ・解 決能 力 9.5 18.5 28.0

通
〔小計 〕 30.5 49.0 79.5

用
第15部 応用 シス テム 開発能 力 32.5 44.5 77.0

能
選 第16部 基本 シス テム 開発能 力 20.0 48.0 68.0

力 第17部 シス テム評 価 能力 20.0 40.0 60.0

択 第18部 マ イ クロ コン ピュー タ応用 システム 32.0 46.0 78.0

開発能力

共 通 の 合 計 時 間 数 134.0時 間 93.5時 間

`

227.5時 間

科 目(部)に よ り差は あるが,学 習時間は,ほ ぼ以下の よ うな範囲にある.
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知 識 科 目:2日 ～5日/科 目(部)

応用能力科 目:5日 ～10日/科 目(部)

また,共 通知識 と共通応用能力の全科 目(部)の 合 計学習時間は,227.5時 間

(1日7時 間 として32.5日)と な り,こ れが必修 時間 と考 えられ る.

そ して,さ らにい くつかの選択科 目(部)の 学習時間 を加 えたものが合計学

習時間 とな る.

例 えば,選 択知識 として

第8部 システム構 成技術(14時 間)

第10部 情報 セキュ リテ ィとシステム監査(21時 間)

第11部 マ ネジメン トサ イエ ンス と企業 システム(34時 間)

を選 択 し,選 択応用能力 として

第15部 応用 システム開発能 力(77時 間)

を選択 した場合,選 択科 目(部)の 学習時間の合計 は146時 間 とな り,共 通科 目

(部)と の合計 日数 は

53日(合 計 時間373.5時 間 を1日7時 間 として概算)

となる.

第一種 レベ ルの技術 者の教 育は,第 二種 レベ ルの技術者 を対象に,OFF-JT

的に行 われ るのが一般 的であ る.し たがって,現 実 には必ず しも十分 な学習時

間が とれない場合が多い.

上例 に示す53日 とい う学 習期間 は,ま とめて教育 を行 うのには相 当無理 があ

る.2年 あるいは3年 間にわた り,分 散的に教育 を行 うことが推奨 され る.

(4)学 習順 序

学習順 序 として,決 定的 な ものは ない.そ こで,.望 ましい順序のモデルを図

表2.2に 示す.
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図表2.2第 一種 共通 カ リキ ュ ラムの学 習順 序の モデ ル

1・ ン ピュー タ科学 基礎1
●

巨 ン ピュー タア ー キ テ クチ ャl

o

lソ フ トウ ェ ア 工 学l

o

l基 本 ソフ トウ・アl

o

1デ ー タベ ー スll通 信 ネ ・ トワー ク ロ ヒ・一マ・イ・タフ・一川

以上共通

一

1・ ミュニケー シ ・ン能 力ll問 題発 見 ・解決 能 力1

1

以下選択

、

隠 一1　 翻
11マ イク・コンピー タ応用システム1

情報セキュリティとシステム監査llマ ネジメントサイエンスと企業 システム1

1

応用システム

開発能力

基本システム

開発能力

システム評価

能力

マイクロコンピュータ応用システム

開発能力

・.

〈凡 例 〉

①[==コ]つ の科 目(部)を 示 す.

このなかの科目(部)の 学習順序は,自 由
である.た だし,共 通知識ないしは共通応
用能力であるので,す べてが必須である.

このなかの必要な科 目(部)を 選択して学
習する.2つ 以上の科目(部)を 選択した

場合,そ の学習順序は自由である.

自己学習やOJTと の関係

応用能 力に関 しては,OJTと 自己学 習 が欠かせ ない.受 講 した科 目(部)

で,十 分 な理解や知 識の定着が図 られなか った場合 には,OJTに 先 だって,自

己学習に努め る.自 己学習 をとお して理解や知 識の定着が満たされ たら,OJT

に挑戦す る.少 な くとも1年 以上のOJTが 望 まれ る.
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知 識 を主体 に した科 目(部)で も,理 解の促 進や知識の定着 のため,自 己学

習は重要 であ る.そ れに,一 部の内容 については,OJTを 課 した方が よい .

それぞれの科 目(部)の 修 了後に望 まれ るOJTや 自己学 習の詳細につ いて

は,各 章末の 〈指導方法お よび指導上の留意点 〉で言及 してい るので参照 して

ほ しい.

(6)そ の他

・「ソフ トウェア を中心 と した システムの取 引 に関 す る共通 フ レー ム」 につ

いて

ソフ トウェアの開発工 程お よびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 な どにつ

いては,現 在標準的 なものがないが ,本 カ リキュラムでは可能な範囲で統一 を

図った.

なお,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェアライフサ イクルに

おけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連の事 項につ

いて 「共通 フ レー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 としたシステムの

取 引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)で 進め ら

れている.こ の共通 フレームは国際的 な標準化動向 とも連動 して具体化 され て

いるため,今 後,シ ステム開発作業体 系 として広 く普及 してい くもの と思われ

る.こ のため,指 導にあたって はこの共通 フレー ムにつ いての今後 の動向に十

分 留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 コンピュータ科学基礎

繭
コ ン ピ ュ ー タ 科 学(ComputerScience)と は,外 界 の 事 象 に 対 し て 起 こ る 問 題 を

コ ン ピ ュ ー タ に よ る計 算 手 順 に 変 換 し て 解 を 求 め る た め の 学 問 分 野 と定 義 す る こ と

が で き る.こ の 計 算 手 順 の こ と を,ア ル ゴ リ ズ ム と 呼 ぶ.

米 国 で は,コ ン ピ ュ ー タ科 学 の 学 問 体 系 を 確 立 す る た め の 研 究 が 早 くか ら進 め ら

れ た.そ の 結 果,ACM(AssociationforComputingMachinery)に よ る カ リキ

ュ ラ ム'68,カ リ キ ュ ラ ム'78,カ リ キ ュ ラ ム'88が 作 成 さ れ た.そ の 後 も改 訂 作 業 が

続 き,ACMとIEEE(InstituteofElectricalandElectronicsEngineers)の 合 同

部 会 に よ り,カ リ キ ュ ラ ム'91が 発 表 さ れ た.こ れ ら の 活 動 に よ り,コ ン ピ ュ ー タサ

イ エ ン ス の 学 問 が 科 学 と し て 認 識 され る と と も に,標 準 的 な カ リ キ ュ ラ ム の 構 成 が

明 確 に な っ た.

コ ン ピ ュ ー タ科 学 の 世 界 で は,コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ と い う活 動 を,数 学 的 な 観 点

か ら原 理 を 見 い 出 し た う え で,科 学 的 な 視 点 か ら モ デ ル 化 す る と と も に,工 学 的 な

立 場 か ら実 現 す る と い う見 方 で と ら え て い る.こ の こ と は,コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ プ

ロ セ ス を 「理 論(theory)」,「 抽 象 化(abstraction)」,「 設 計(design)」 の3つ の 基

盤 に 区 分 す る こ と に 相 当 す る.

こ の こ と を カ リキ ュ ラ ム の 流 れ と して 具 体 化 す る と,次 の よ うに な る.ま ず,「 理

論 」 プ ロ セ ス を 通 し て 定 義 や 公 理,定 理 な どの 数 学 的 な 原 理 を理 解 す る.そ の う え
　
　

で,「 抽 象化」プロセスに よ りさまざまな概念 モデル を考察 した り,あ るいは計算モ

デル を設定す る.そ して,最 後の 「設計」プ ロセスで抽象化 したモデルを具体 的な

構成要素 として設計 し実現 した うえで評価 す るとい う工程 を踏む.

以上の ような過程 を,ソ フ トウェア分 野の基礎的 な ものに絞 って まとめ たのが当

部 である.第1章 と第2章 では,「 計算の基礎理論」お よび「プ ログラムの基礎理論」

とい うテーマで,ソ フ トウェア分 野におけ る 「理論」 を扱 う.

これに よって,ソ フ トウェア を作成す るための基本 的な理論や原理 を科学的立場

か ら理解す るこ とを目標 とす る.一第3章 と第4章 では「デー タ構造 とアル ゴ リズム」
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および 「プ ログラム言語」 というテーマ で,ソ フ トウェア分 野におけ る 「抽象化」

と 「設計」に相 当す る事 項についてま とめてあ る.こ れに よって,系 統 的に ソフ ト

ウェア を作 り出すための考 え方 を身につけ るこ とを 目標 とす る.い ずれ も第一種 レ

ベルの情報処理 技術 者が有 すべ き知識 として必要に なる基礎 的な部分 を中心に構成

してい る.

第2部 コン ピュー タアー キテクチ ャ

卵
第一種 レベ ルの情報処理技術者には,コ ンピュー タシス テムの設計,開 発,運 用

の実務の なか で,ハ ー ドウェア・を効効率 よ く使 用す るこ とが要求され る.そ のため,

コン ピュー タアー キテ クチャの知識 を身につけ るこ とが大切 であ る.

当部 では,多 様 化 しているコンピュー タについて,ハ ー ドウェア技術 に関す る基

礎知識 とコン ピュー タ構成要素 のアー キテクチャの基本 を修得 し,実 務作業 で的確

に応用 できるよ うにす る.

第3部 通信ネ ッ トワーク

魎
集 中処理 システム,分 散処理 システムの どちらの形 態であって も,情 報 システム

の多 くは通信ネ ッ トワー ク技術 を利用 してい る.利 用 している通信 ネ ッ トワー ク技

術 は,LANか らWANま で広 い範囲にわたる.ま た,電 気通信事業者が提供 してい

るWANの サー ビスの種類 は多い.

通信 ネ ッ トワー ク技術 は,か な り専 門性 が高いの で,高 度情報処理 技術者 の一分

野 として,ネ ッ トワー クスペ シャ リス トを育成す ることに なっている.し か し,ネ

ッ トワー クスペ シャ リス ト以外 の情報処理技術者に とって も,通 信 ネ ッ トワー クの

知識 は共通 に必要 な基礎 知識 である.

通信 ネッ トワー ク技術 は,幅 が広 く,内 容 が深 いので時 間をかけて徐々に修得す

るこ とが望 ま しい.こ の ために,第 二種共通 カ リキュラムの段階か ら通信ネ ッ トワ

ー クについて教育 す ることにな っている
.第 二種共通 カ リキュラムでは基本的 な知
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識 を身につけ,当 部 では情報 システムにおけ る通信ネ ッ トワー クの利用面の基礎 を

教育す る.具 体的に は以下の各項 を教育 目標 としている.

1.電 気通信 サー ビスの種 類 と主 な用途 を説明で きるようにす る.

2.利 用面か らみた各種 の電気通信サー ビスの特徴お よび制約条件 を説明 できるよ

うにす る.

3.与 え られ たシステム構築要件 に適 した電気通信サー ビスの選択肢 を示 して,選

択 の考 え方 を説明 で きるよ うにす る.

通信 ネ ッ トワー クの構築,運 用,保 守 などの実務能力の教育 は,高 度情報処理技

術者の育成 カ リキュ ラムで重点的 に実施す る.し たがって,当 部 では講義 を中心に

体系的に通信 ネッ トワー クの技術 お よび利用方法に関す る知識 を身につ け るよ うに

指導す る.

第4部 基本 ソフ トウェア

函
コ ン ピ ュ ー タ ア プ リケ ー シ ョ ン の 拡 大 や 高 度 化,半 導 体 技 術(VLSI(VeryLarge

ScaleIntegration)技 術)や 磁 気 デ ィ ス ク技 術 の 進 展 に よ り,分 散 処 理 や 知 的 処 理

な ど 新 し い 広 範 な 用 途 に 適 合 す る た め,パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ(PC:Personal

Computer)や ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン(WS:WorkStation),オ フ コ ン,メ イ ン フ レ

ー ム(汎 用 機)
,ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ,AI(ArtificialIntelligence)マ シ ン な ど

い ろ い ろ な コ ン ピ ュ ー タ が 市 場 に 出 ま わ り,普 及 し て い る.そ の 結 果,コ ン ピ ュ ー

タの 高 度 利 用 を容 易 に す る 基 本 ソ フ トウ ェ ア,す な わ ち,(広 義 の)オ ペ レー テ ィ ン

グ シ ス テ ム(OS:OperatingSystem)も い ろ い ろ な 特 徴 を 有 す る も の が 提 供 さ れ,

利 用 さ れ て い る.

OSは,コ ン ピ ュ ー タ 資 源 を最 大 限 に 利 用 し て,そ の 能 力 や 性 能 を 最 大 限 に 引 き 出

す こ と,す な わ ち,ス ル ー プ ッ トや レ ス ポ ン ス タ イ ム,操 作 性,ソ フ トウ ェ ア 開 発

の 生 産 性 と 品 質 な ど の 向 上 を 目的 に し て,各 種 の 汎 用 的 な機 能 を提 供 し て い る.そ

の 結 果,OSは ま す ま す 大 規 模 化(巨 大 化),高 度 化,複 雑 化,多 様 化 の 一 途 を た ど

っ て い る.

狭 義 のOSに つ い て は,何 が で き る か(What)と い う視 点 で 特 定 のOSを ブ ラ ッ
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クボックス として とらえ るだけ でな く,ホ ワイ トボ ックス として とらえる必要が あ

る.す なわち,ど うい う構造 で,ど うい うメカニズムで実 現 され ているか(How)に

つ いて も精通 できるよ うにす るこ とを教育 の 目標 とす る.こ の こ とは,将 来,高 度

情報処理 技術者に なった際に,特 にOSの 機能や性能 を評価 する場合 に,ブ ラックボ

ックステス ト(機能 テス ト)だ けの結果で,そ のOSの 良 し悪 しを判 断す るの では な

く,ホ ワイ トボ ックステス ト(構 造テス ト)を して,真 の評価が で きるよ うに なる

ことを意図 してい る.

利用(選 択)可 能 なコン ピュー タの能力 と性能 を最大 限に引き出すにはハー ドウ

ェアだけでな く,OSに つ いて も熟知す る必要が ある.そ の ために,有 能 な情報処理

技術者になるには,メ インフ レー ム(汎 用機)系 のOSだ けでな く,WS系 お よびPC

系 のOSに つ いて も等 しく修 得 させ る必要 がある:具 体的たは,

1.OSの 発展 の歴史

2.OSが 提供す る諸機能

3.メ インフレーム(汎 用機)系,WS系 ,PC系 の各OSの 特徴

4.OSを 評価 す る際 のポイン ト

5.言 語プロセ ッサ とユー ティ リティの活用法

6.基 本 ソフ トウェアの最新動 向

について教え る.学 習の結果,与 えられ たコンピュー タの能力や性能 ,基 本 ソフ ト

ウェアが提供す る諸機能 を最大 限に引き出すこ とがで きるよ うにす るこ とを教育の

目標 とす る.

なお,基 本 ソフ トウェアの今 後の教育 では,メ インフレー ム(汎 用機) ,WS,PC

の三者 の基本 ソフ トウェア をバ ランスよ くカバーす る(取 り扱 う)こ とが重要 とな

る.オ ープ ンシステムの時代 において,高 度 なアプ リケー ションシス テム をコス ト

の有効性 を最大限 に して実現す るために,異 なるメーカが提供す るメインフ レー ム

(汎用機),WS,PCの 三 者の基本 ソフ トウェアを比較評価 できる知識 が不可欠 とな

るか らである.

また,米 国のACM(TheAssociationforComputingMachinery)の カ リキュ

ラム'91で は,コ ンピュー タ科 学お よび情報 システム学の根底 をなす最 も重要 な概

念であ る,次 に示す再起概 念(recurringconcepts)を 教 え,修 得 させ るこ とが要諦

であ ると指摘 してい る.こ れ らの再起概念 を教 え るのに基本 ソフ トウェアは最適 を
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題 材 で あ る の で,テ キ ス ト作 成 時 お よ び 講 義 時 に お い て,こ の こ と も配 慮 す る.

① バ イ ン デ ィ ン グ(binding)

② 大 規 模 問 題 の 複 雑 さ(complexityoflargeproblems)

③ 概 念 モ デ ル お よ び 形 式 的 モ デ ル(conceptualandformalmodels)

④ 一 貫 性 と完 備 性(consistencyandcompleteness)

⑤ 効 率(efficiency)

⑥ 進 化(evolution)

第5部 デー タベ ース

繭
第一種 レベ ルの情報処理 技術者 に求め られるデー タベー ス関係 の知識 は次の とお

りである.

1.デ ー タベ ースに関す る基本概 念

2.デ ー タベー スの作成 と運用

3.デ ー タベー スの利用

その育成のために,具 体 的には以下の知識 を修得 させ る.

1.DBMSの 機能

2.デ ー タベー ス言語

3.デ ー タベー スの種類

4.デ ー タベー ス設計概要

5.デ ー タベー スの作 成 と運用

6.デ ー タベー スの利用

これ らの知識 は,ほ とん どの高度情報処理技術者への キャ リアパスの過程 でも必

要 とされ る.ま た,第 二種 レベ ルの情報処理 技術者 の指導 にお いて も必須の基本知

識であるの で,確 実に修 得 させ る.
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第6部 ソフ トウェア工学

繭
ソフ トウェア工 学は,ソ フ トウェアの生産性や管理工程 を手工業 的な ものか ら工

業 的な ものへ と転換 させ るための工 学的なアプ ローチを導入す ることによって,ソ

フ トウェアに関連す る分野 を工学 として認 識するこ とを 目指 してい る.

その ため には,ソ フ トウェアに関 する理論 をきちん と把握 した うえで,理 論か ら演

繹 され るさまざまな方法論(methodology)や 技法(technique)あ るいは手法(meth ・

od)と いった もの を学ぶ必要 がある.こ こでの方法論 とは,あ る1つ の指標 となる考

え方の こ とであ る.技 法 とは,あ る原理,原 則 に基づ いたや り方 のこ とである.手

法 とは,あ る経験則や統計 的な状況 に基づ いたや り方の ことであ る.こ れ らの もの

を修得 す ることに よって,工 学的 な立場か らソフ トウェアの生産性や管理 を実践す

ることがで きる.こ れが,ソ フ トウェア工学 の分野が 目指 しているテーマ であ る.

ソフ トウェア工学の分 野で生 み出 されたさま ざまな成果 は,現 場におけ るシステ

ム開発技術の なかで生か されて くる.そ の場合に対 象 となるシステム領域 は,事 務

処理 系分 野や数値 計算系分野,制 御系分野 など多種 多様 となる.ま た,ソ フ トウェ

ア工 学の特性 として,単 なる学際領域に絞 られ るだけでな く,実 務領域 まで含 まれ

る点 もあげ られる.ソ フ トウェア工学 で生 み出 され た方法論や技法が現場 で使用 さ

れるこ とによって,は じめてそれ らの評価が下 され る とともに,改 良が行われ るこ

とに なる.

当部 では,こ の ような ソフ トウェア工学の分 野で生 まれた各成果 を,シ ス テム開

発工程 に技術 として導入す るこ とを前提に取 り上 げている.そ のため,そ れ ぞれの

アーマ は ソフ トウェアライフサ イクル ごととしている.具 体 的には,ソ フ トウェア

の要求定義 ソフ トウェアの設計,ソ フ トウェアのプ ログラ ミング,ソ フ トウェア

の品質,ソ フ トウェアの開発環境 と続 く,シ ステム開発 技術工程 を,ソ フ トウェア

工学の世 界か ら見通す ような構成 となっている.

当部 を通 して,ソ フ トウェア とい うもの を工学 の対象 として見 る視 点を養 うとと

もに,ソ フ トウェア工学 をベー ス としたそれぞれのシステム開発 技術 を修得す るこ

とを 目指す.そ れに よって,ソ フ トウェア工学の 目標 を実現 で きるこ とに なるか ら
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で あ る.

第7部 ヒュー マ ンイ ンタ フェー ス

魎
ヒュー マ ンインタフェースは,ヒ ューマ ン コンピュー タインタフェー ス(あ るい

は,マ ンマ シンイン タフェー ス)を 意味す る語 として用い られ る.し たが って,狭

義 の ヒューマ ンインタフェー スは,人 間 とコンピュー タを結ぶ空間で,相 互の対話

を円滑に進め るために必要 なコンピュー タ側 のすべ ての機能 と技術 を意味す る.一

方,ネ ッ トワー ク化 された コンピュー タを人間 と人間 をつ な ぐ対話 メデ ィア とす る,

より広義 の観点 では,ヒ ュー マンーヒューマ ンインタフェー スを意味す る語 として用

い られ る.こ れは,人 間 と人間 を結ぶ空間 におけ る対話 メデ ィア を意味す る.し た

が って,ヒ ューマ ンインタフェー スには,広 範 な間口 と相 当な奥行 きを持 つ概 念 と

技術の体系が含 まれ る.

コン ピュー タシステムは,60年 代の いわ ゆる汎用機 か ら,ミ ニ コン,ワ ー クスァ

ー ションを経 て,90年 代はパ ソコンの普及が顕著 であ る.利 用 される局面 も研究や

開発 の現場 か らビジネスの現場へ広 が ってい る.と りわけ,パ ソコンでこの傾 向は

著 しい.す でに,コ ン ピュー タの素 人がユーザ とな る,家 庭へ の浸透 も始 まってい

る.こ こでは,コ ンピュー タの計算機 能の高度化 よ りも!む しろ ヒューマ ンインタ

フェー スの良否が,コ ンピュー タシステム全体の良否の要 因としてます ます重要度

を増 して きている.

当部 では,主 として ヒューマ ンイン タフェー スの概念的知識 と個 々の技術 的知識

の2面 を有機 的に修得 させ ることを目的 とす る.ま た,併 せ て コンピュー タシステ

ムの社 会的な意義 を,ヒ ューマ ンインタフェースの将来の発展方向 と結 びつけて理

解 させ るこ とを目的 とす る.

1.人 間一人 間の関係 におけ る対話の方法 ならびに メデ ィア と,そ の送受 信機能の

概略 に対応 させ て,人 間一コンピュー タの対話機能 の現状 とその課題 の概要 を理解

させ る.ま た,こ れに立脚 して ヒュー マ ンインタフェースな らびに コンピュータ

シス テムの意義 とあ り方の概 要 を修得 させ ることを目的 とす る.

2.上 記の ような概 念的知識 を基礎 に して,す でに用い られてい る主 な ヒューマ ン
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イ ンタフェー スの個々の技術の概要,将 来の ヒューマ ンインタフェー ス と密接 に

かかわ る新 しい技術,ま たこれ らと認知科学や 人工知能 との技術 的かかわ りの概

略 を理解 させ,ヒ ューマ ンインタフェー スにかかわ る技術 的知 識の概要 を修得 さ

せ るこ とを目的 とす る.

第8部 システム構成技術

魎
利用者が求め る要 件 を満足す る情報 システムの実現方法 は1つ では ない .シ ステ

ム構成,各 種 の システム資源(ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア)の 間の機 能配分,シ

ステム構成要素 の間の情報 の流れ などをどのよ うに実現 す るかによって
,完 成 した

システムの コス トや性 能が大 き く異なる.ま た,技 術の進 歩に伴 って,シ ステム構

成 を決め るときの選択肢 が増 えている.あ る時期には高性 能 コン ピュー タによる集

中処理 が,シ ステムの費用対効果 を高め るための最適手段 として認め られ ていた.

ところが,多 くの利用分 野 で機 能分散 によるダ ウンサ イジングがい っそ う効 果的な

システム構成方法 として正 当化 されたこ とは,シ ス テム構 成の選択肢 の多様化 の一

例 であ る.

情報 システムの構築 にたず さわ る情報処理技術者 は,各 種 のシステム構成の長所

と短所 を十分 に理解 して,構 築要件に最 も適 した システム構成 を選択 す る能 力 を身

につけ るこ とが求め られ る.

情報 システムが複雑 にな り,あ るいはシステム構成 の選択肢が拡大す るにつれて,

必要 なシス テム 資源 を集め て1っ の情 報 システム を ま とめ あげ るシ ステ ム統 合

(SI:SystemIntegration)を 専 門 とす る企業 が出現 した.SI事 業 にたず さわる技

術者 に とってシステム構 成技術の修得 は必須 である.SI事 業 は,実 施 してみ なけれ

ば分か らない リス クが伴 うか ら,技 術 に加 えて事業の推進 にかかわる知識が必要で

ある.

求 め られ る要件 に対す る シス テム構成の決定やSI事 業 を実行す るのは高度情報

処理技術者の仕事 であ るが,こ の レベルに到達す る過程 でシステム構成 技術 の基礎

的な知識の修得 と経験 を積 む こ とが大切 である.こ うした観 点か ら,当 部 の教育 目

標 を以下 の レベ ルに設定 して基礎 的な知識 を与える.
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1.目 的 とす る情報 システムの要件 を実現す るシステム構成の決定作業に参加 して

作業の一部 を担当で きる.

2.シ ステム構 成要素 間の機能配分の決定に参加 して,作 業 の一部 を担 当できる.

3.目 的 とす る情報 システムの要件 を満 たす ために設定すべ きシステムパ ラメタの

項 目を リス トア ップで きる.

4.リ ス トア ップ したパ ラメタの概算値 を決め られ る.

5.SI担 当者の一員 として,上 位者 の指示の もとに適切な行動が で きる.'

カ リキュラム としては基礎 的 な知識に加 えて,実 例 をモデル とす る演習に よって

知識の応用力 を高め るこ とを配慮す る.

第9部 システムの運用

繭
高度情報処理技術者の類型 として 「システム運用管理 エ ンジニア」が,専 門技術

者に位置づ け られてい る.彼 らには,幅 広 く高度な知識 と技能 が求 め られ る.一 方,

その他 の情報処理 技術者 に も共通 的に 「運用お よび運用管理技術 の知識 と技能」の

一部が必要 とされてい る.

第一種共通 カ リキュラム では,情 報処理 におけるシステム運用形態 と今後の方向

性 を理解 させ る必要が ある.と い うのは,シ ステム運用に よる影響 が業務や個 人ば

か りでな く,企 業,社 会 に も及ぶ こ とが ある.そ れだけに,シ ステムに とって,シ

ステム設計や 開発 ばか りでな く,運 用や維持管理,保 守 な ども重要 な要素 となって

いることを十分理解 させ る.シ ステム を構成す る各要素 を理解 させ,シ ステム運用

管理エ ンジニアの指導の もと℃ 運用の仕組み を構築 できるようにな り,安 定 した

運用支援技術 を提供す るために,以 下 の知識 を修得 させ るこ とを目標 とす る.

1.運 用 と考慮すべ き基本要 素

ハー ドウェア,ソ フ トウェア,ア プ リケーシ ョン,デ ー タベー ス,ネ ッ トワー

ク,端 末,シ ステムオペ レー ション,ユ ーザ,設 備,保 守な ど

2.シ ステム運 用管理 の内容

利用者(個 人 とグループ間,社 内 と企業 間,専 門家,準 専 門家,素 人や一般顧

客 など)の 多様化 を考慮 した次の2項 目
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① 管理業務 と基本要素

② 運用管理技術

なお,当 部 の教育指 導にあたっては,以 下の諸点に留意す る.

(1)第 二種共通 カ リキュラムでは,シ ステム運用関係の部(コ ー ス)は ない.し

たが って,指 導 に際 しては,受 講者の理解度 を確 認 しなが ら,場 合 によっては

かな り基本的 な内容 に も触れて指導 を行 う.

(2)当 部 のカ リキュ ラムの 内容は,他 の部のサマ リ的要素 をもってい る.当 部 で

しか扱 われ ない内容の部分 は少 ない.ま た,こ れ らにつ いてすでに詳 し く修得

して きている人が 多い場合 は,レ ビュー程 度に とどめ てよい.当 部 での重要 な

こ とは,シ ステム を全体的に とらえ,バ ランス良 く判断 できるように指導す る

こ とである.

(3)開 発 された シス テム を,現 行 のシステムや他の システムのなか に整合性 を取

りつつ導入 し,運 用 を開始 す る.そ のため に,シ ステム全体 の運用性や性 能,

作業性,操 作性 な どに影響 を及ぼす ことが 多々あ る.そ こで,運 用部門が検収

を行 い,運 用 を開始す るか否かの判定 を下す最後 の砦 であるこ とを理解 させ,

運 用部 門の判断が大 きな役割 を持 つ ことを指導 す る.

第10部 情報セキ ュリティとシステム監査

唖
情報化社会 にあ っては,組 織体 の情報処理は使 いやす さ とともに速 さと質が重要

な要素 となる.情 報処理 の質 を構成す る要素 のなか では 「安 全」 が大 きな部分 を占

めている.そ こで,組 織体 におけ る情報化 を健全に推進す るため に,情 報処 理にた

ず さわるすべ ての要員 が心得 てお くべ き情報 セキュ リティおよびシステム監査関連

事項 を教育す る.

組織体 におけ る情報 セキュ リティの維持 向上は,情 報 シス テム部 門の努力 だけで

達成で きるものでは ない.経 営 トップの支持 とエン ドユーザの協 力が不可欠 であ り,

一方ではセキュ リテ ィ維持向上活動に対す る適時の システム監査が必要 である
.し

たがって,情 報処理 技術 者 としては,単 にセ キュ リティ技術 の知識 を得 ただけ でセ

キュ リティが達成 で きると考 えてはな らない.
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必要なこ とは,セ キュ リテ ィ技術 に加 えて,現 状の リスクを判定す ること,有 効

に機能す るセキュ リティ規程 が作れ ること,エ ン ドユーザ を含む関係要員のセキュ

リティ意識 を啓発す る活動が できることであ る.

特 に,第 一種 レベ ルの情報処理技術者 として情報処理 の第一線 でシステム開発業

務 に従事す る者に対 しては,高 度情報処理技術者の指導助言の もとに,シ ステム開

発時点での リス ク分 析の実施 お よび情報 セキュ リテ ィ対策の適切 な組 込み,シ ステ

ム監査 のため の監査証跡の適切 な選 定,な どができるよ うに訓練す る必要 がある.

また,上 級 システムア ドミニス トレー タあ るいは システム運用管理 の業務 に従事

す る者 に対 しては,組 み込 まれた上記の対策 を適切に運用す るこ とが できるように

訓練す る必要があ る.

当部 の教育 目標 は第一種 レベ ルの情報処理技術 者に上記の知 識 を与え るこ とであ

る.

第11部 マネジメン トサイエンスと企業 システム

繭
今 日,社 会への コンピュー タの普及 はめ ざましい.同 時にそれは,情 報処理技術

者に要求 され る能 力,知 識が ます ます 高度に なってい くこ とで もあ る.し ば しば問

題 となっている 「動 かない コンピュー タ」は,現 場の情報処理 技術者 の知 識が技術面

にのみ偏 ってお り,企 業業務 に無知であ るこ とに よる場合が 多い.し か も,そ れは

個別領域 の断片的知識 だけ では不足であ る.実 際の企業活動 は,も っ と大 きな膨 ら

みを もってい る.学 問領域 として も,経 済学,経 営学,会 計学,社 会学,シ ステム

工学 そして情報科学 と広範 に及ぶ.こ れ らを関係づ け,統 合 的に理解す ることは実

に困難 であ る.け れ ども,ネ ッ トワー ク化が進み,シ ステム インテ グレー シ ョン,

システムマネー ジメ ン トの重要性 と,こ れに対応で きる人材の不 足 とが問題 となっ

ている現在,高 度情報処理 技術 者 を目指す人々は もちろんの こ と,第 二種 レベ ルの

情報処理技術 者に とって も,基 礎 的な知識 ・理解 が不可欠 である.断 片的知識 の寄

せ集めではない,企 業 システムの全体 を見通す こ とので きる視野 と能力が,専 門技

術者 としての情報処 理技術者 に求め られてい るのであ る.
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第12部 マイ クロ コン ピュtiタ 応 用 システム

函
マ イ クロ コン ピュー タ応用 システム(以 下 「マ イコン応用システム」 と称す)は

,

マ イ クロコンピュー タ(以 下 「マ イコン」 と略記)を 中心に
,ハ ー ドウェアや ソフ

トウェアなどの各種構成要素 間の機 能 を有機 的に関係づ けて構成 され る.特 に,リ

アル タイム性 が要求 され る場合 は,各 構成要素の性能や組合せ方 によって,マ イ コ

ン応用 システムその ものの性能 が左右 され る.

当部 では,マ イコンを構成す るマ イクロプ ロセ ッサや メモ リ,バ スに関す るアー

キテ クチ ャと周 辺の構成要素 のアー キテ クチ ャの知識や リアルタイムに関 す る知 識

マイ コン応用 システムの開発 技術 に関す る知識 を修得 し
,次 の事項が できるこ とを

目標 とす る.

1.マ イクロプ ロセ ッサのハー ドウェア技術 に関す る基礎知識 を修得 し
,マ イ クロ

プ ロセ ッサのアー キテクチ ャの基本概 念 を説明で きる.

2.マ イ クロプ ロセッサの特徴 を生か した使 い方がで きる
.

3.周 辺LSIの 制御 がで きる.

4.拡 張CASLが 理解 で き,そ のプ ログラ ミングがで きる.

第13部 コ ミュニ ケー シ ョン能 力

繭
情報処理 技術 者の大半の活動は,コ ミュニケー ションの ための時間に費や されて

いる.情 報 を調査 ・収集 して,分 析 し,文 書化 して提案 し,説 得 して,意 図 した行

動 をとらせ る といったコ ミュニケー シ ョン活動 である.こ のための重要 なスキル と

して,次 に示す よ うな各種 の コ ミュニ ケー シ ョン技法が要求 されてい る
.

(1)上 手に情報 を収集す るための情報収集 型 インタ ビューや資料調査 をは じめ と

した各種 の調査技法

(2)収 集 した情報 を分析 ・整理 して企画提案書や調査報告書 にまとめた り
,技 術

レポー トや論文 を作成す るための文書化 技法
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(3)顧 客やユーザ,関 係者 な どに提案や 説明 を行 い,理 解 ・納得 させ た り,上 手

に説得す るため のプ レゼ ンテー シ ョン技法や インタビュー技法

以上 の ような技法 は,情 報処理 技術者の コ ミュニ ケー シ ョン能力 を支 えるために

欠かせ ない.こ れ らの技法 は,す べ ての情報処理技術者 に とって共通的 な技法 であ

り,き わめて必要性 が高い.に もかかわ らず,こ れ まで とか くないが しろに されが

ちだった.ま た,コ ミュニケー シ ョン能力が弱い と指摘 され る 日本人の場合には,

とりわけ コ ミュニケー ジ ョン能 力 を支 える上記の よ うな基礎技術 をきちん と修 得 し

てお くことが大切 であ る.し か も,こ の種 の技術 はできるだけ早 い時期 に鍛 える方

が効果的 であ る.高 度情報処理技術者にな ってか らでは遅す ぎる.20代 に きちん と

鍛 えた方が よい.

したがって,当 部 では,情 報処理技術者 に とっての コ ミュニケー シ ョン活動に欠

かせ ない基本的な技法 を体系的に修得 させ,そ れ らを生か した効果的 なコ ミュニケ

ー シ ョンが行 えるよ うにす るこ とが最大の教育 目標 になる.こ まごま とした理論や

テ クニ ックを教 えるのではな く,基 本 とな る技法 をしっか りと体得 させ るこ とが肝

要 であ る.ま た,実 務 のなか で効 果的に生 かす ことが で きるようにす ることが ここ

での主眼 である.そ のために,講 義 よ りも演習にた っぷ り時間 をかけて,応 用能力

まで高め る ような教育指導 を行 うよ う配慮 している.

第14部 問題発見 ・解決能力

函
情報 システムの開発,保 守,運 用 な どに たず さわる人材は,業 務 内容や 問題の領

域,問 題 の重要度 な どに相違はあ るが,関 係す る組織の なかの責任 ある当事者 とし

て問題 にかかわ る立場 におかれてい る.し たが って,問 題発見 ・解決技法は必須 の

技術 能力 として位 置づ け られている.

当部 の問題発見 ・解決能力は,こ の ような位置づけ を考 慮 して,次 の要件 を満た

す よう特徴づ け られた,過 程重視 の方法論 で ある.

1.問 題発見 ・解 決技法は,業 務 の処理過程 において他 の管理技法 と併用 され る.

問題発 見 ・解決技法が適用 され る局面 は,例 えば,シ ステム開発におけ る要求

分析 とか,プ ロジェク ト管理 におけ る障害の除去 な どであ り,問 題発見 ・解決技
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法 はこれ らの業務 の執行 に付 随す る管理技法 と併用 され ることにな る.

2.問 題発見 ・解決 の過程 は,組 織 におけ る合意形成の過程 である.

情報 システムにかか わ る問題 につ いての関与者 は複数 人である.し たが って,

組織 として問題 に対処 し意思決定の ための合意形成の過程 とみ るこ とが で きる.

この ため,問 題発見 ・解 決の過程の なかに,合 意形成 の方法 と手続 きが組み込 ま

れ なければならない.

3.問 題発見 ・解 決の過程 には,帰 納 と創造の思考過程 を含んでい る.

問題発見 ・解決 の過程 には,過 去の経験にはなか った,未 知 の要素 が含 まれ て

い る.こ のため,先 入観や 固定観 念に とらわれていては,問 題 の壁 を乗 り越 える

こ とはで きない.こ れ らの既成概 念の枠 をはず し,事 実 に基づ いた,帰 納的 な発

想 によ り問題 の本質 を把握 し,衆 知 を組み合 わせ た創造 的な思考 で解決策 を生み

出す必要がある.

以上 の過程 にかか わる要件 の もとで,次 の事柄 がで きるよ うに なることを当部

の教育 目標 とす る.

(1)方 法論

問題発見 ・解 決の過程 は,「 問題の発見」,「問題の分析」,「解決策 の提案」,

「解決行動」の4つ の フェー ズで構成 されている.こ れ らの4つ の フェーズに

つ いて作業 内容 と用 い られ る技法につ いて説明す ることがで き,か つ成果物 を

作成す ることがで きる.

② 思考方法

問題発見 ・解決の過程 において,そ れぞれのフェー ズに適 した思考方法 を選

択 し発想す るこ とがで きる.

③ 表現方法

問題発見 ・解 決の各 フェー ズで作成 され る成果物 につ いて,指 定 され た条件

の もとで,原 則に準拠 した文章 を記述す ることが できる.

第15部 応用システム開発能力

魎
第一種 レベルの情報処理 技術 者は,応 用 システム開発技術 として,ソ フ トウェア
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工学 に即 した手順,方 法論 お よび技法に関す る知識 を修得 してい るだけでな く,高

度情報処理技術 者(ア プ リケー シ ョンエンジニア,プ ロダ クシ ョンエ ンジニアなど)

か らの指導や指 示に従 って,実 際に開発現場の共 同作業 を担 う実務能力や応用能力

を身につけてい るこ とが要求 され る.

当部 では,シ ステム開発の各手順 に沿って,高 度情報処理 技術者 の指導や指示の

もとで,あ るいは独 力 で,

1.シ ステム開発の システム分析 ・要求定義 までにおいては,高 度情報処理技術者

の補助作業者 として,

2.複 雑度の高 くない中小規模 システムの外部設計や内部設計については,独 力で

遂行 で きる実務遂行 者 として,

3.プ ログラム作成,単 体 テス トにおいては,第 二種 レベルの技術者の指導者 とし

て,

4.シ ステムテス トの一部 お よU・、結合 テス トは,独 力 で遂行 で きる実務遂行者 と

して,

5.開 発プ ロジェ ク トでの活動の基本 を理解 し,自 己管理す る.

それぞれの業務 が実践 で きる能力 を修得 させ るこ とを基本 的教育 目標 とす る.

そのため に演習 は,応 用 システムの標準的 な機 能 を含 んだ事例 を用意 し,外 部 設

計が独 力でで きる程度 の規模 の ものにす る.ま た,こ の研修 の後に実 際に応用 シス

テムの開発 を2年 以上 にわた って担 当 し,実 務 に従事す るこ とが望 まれ る.

第16部 基本 システム開発能力

繭
第一種 レベ ルの技術 者には,共 通知識や専門知 識のほかに,開 発現場での共 同作

業 を担 う実務能 力や 応用能力が必要 である.

基本 システム開発能力の対象 となるシステムソフ トウェアは,次 の とお りであ る.

1.基 本 ソフ トウェア

(1)オ ペ レー ティ ングシステム

(2)ユ ー テ ィ リテ ィ

(3)ア セ ンブラな ど
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2.ミ ドルウェア

(1)高 水準言語プ ロセ ッサ

(2)ネ ッ トワー クソフ トウェア

(3)デ ータベー スシステム

(4)CASEな ど

これ らの どれか1つ 以上 について,第 一種 レベ ルの技術者は次 のa～fの 工程 に

基づ く実務 能力 を,演 習 によってひ とわた り修得 しなければな らない
.演 習 は,対

象システム ソフ トウェアの中核 となる機能 を含んだ,比 較 的小 さい事例 でさ しつ か

えない.演 習事 例は図表16・1の とお りである.

また,OJTに よって2年 以上 にわた り,実 際 にシステム ソフ トウェア開発 を担 当

しなければな らない.

当部 では,高 度情報処理技術 者の指導の もとに,第 一種 レベルの技術者 として シ

スァム ソフ トウェアの企画 ・開発 を行 えるような応用能力 を修得す るこ とを基本的

教育 目標 とす る.

また,複 雑度の高 くない中小規模 の システム ソフ トウェアの外部 設計や 内部 設計

あるいはテス トについて,独 自に実務 をこなせ るようになることも基本 的教育 目標

であ る.

a .開 発計画

b.シ ステム分析 ・要求定義

c.設 計

d.モ ジュール開発

e.テ ス ト

f.評 価 ・出荷 ・保 守
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図表16・1演 習事例

対 象 シス テム ソフ トウェア 機 能 な ど 開発方式など

オ ペ レ ー テ ィ ン グ シ ス テ ム
(1)プ ロ セ スの 協 調 と同 期

・② ス ケ ジ ュー リン グ

(ウォー タフォー ル モ デ ル)

(インクリメンタル モ デ ル)

言語 プ ロセ ッサ
(1)字 句解析 ・構文解 析

(2)型 検 査

(ラ.・ トタ イ プ モ デ ル)

(プ ロ ト タ イプ モ デ ル)

ネ ッ トワ ー ク ソ フ トウ ェ ア (1)イ ー サ ネ ッ ト (シス テム活用)

CASE (1)ク ラ ス ラ イ ブ ラ リ (パ ッケー ジ開発)

第17部 システム評価能力

繭
システム評価には,何 の ために評価す るのか(目 的指 向)と い う面 と,評 価 を行

ううえで どの よ うな手段(技 術指向)で 評価す るのか とい う2つ の側面がある.ま

た,シ ステム評価 の範囲は,実 施時期(シ ステム導入検討 時,開 発時,検 証時,移

行 時,運 用開始直後,稼 働期 間中な ど),評 価対象物(大 型 システム,中 小型 システ

ム,ワ ー クステー シ ョン,ネ ッ トワー ク,デ ー タベー ス,シ ステムソフ トウェア,

アプ リケー シ ョンなど),評 価対象機能(保 守性,拡 張性,柔 軟性,操 作性,運 用

性,セ キュ リティな ど)等 々r大 変幅広 い.評 価項 目は,目 的側面 と技術側面の両

面 と相密接 な関係 があ り,一 方や ある分 野に偏重すべ きでは ない.さ らに,コ ス ト

面 の評価 も重要 な要 素であ る.シ ステム評価 は,多 くの側面 を もつ総合評価であ る.

評価作業 を実施 す るための技術 は同一 であ った り,共 通 であって も,評 価作業の

目的に よって実施 の方法,重 点の置 き方,あ るいは分析 方法 が異なって くるこ とか

ら,シ ステム評価 の 目的 を2種 類 に分 けて扱 う.

1.新 たに開発 したシステムの評価

(1)開 発の要 件 として設定 された内容の達成 度の確 認

(2)設 定 され た開発要件 の妥 当性 の評価

2.稼 働 中の システムの評価

(1)シ ステム運 用状態の妥当性(む だが ないか)の 確認
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(2)性 能劣化,容 量不 足な どの危険の未 然防止

本 カ リキュラムは,高 度情報処理 技術者 の指導や支援の もとで,評 価 の 目的 を理

解 し,マ ニュアルあ るいはツー ル類が整備 されている環境下 で,以 上 の評価作業が

実施 で きる知 識 と能力 を修得 させ ることを目標 とす る.

第18部 マイクロコンピュータ応用システム開発能力

ー
マ イ クロ コンピュー タ応用 システム(以 下 「マ イコン応用 システム」 と称す)に

は,マ イクロ コン ピュー タ(以 下 「マ イコン」 と略記)と 外部の情報 を入 出力す る

インタフェー スと して,デ ィスプレイ装 置や通信装置,補 助 記憶装 置などの周辺装

置が備 え られ る.特 に,制 御 システムでは,物 理量 などを入出力す るさまざまなセ

ンサや ア クチュエー タの入 出力装置 も用 い ら託る.

これ ら周辺装 置 を動作 させ るために,(一 般 にLSI化 された)電 子 回路であ る周辺

デバイスがマ イ コンに接続 されてい る.こ の周辺デバイスを駆動制御 し,デ ー タの

入出力 を行 う入 出力プ ログラムに よって,周 辺装置 を機能 させ る.こ れ らの入 出力

プ ログラムは,即 時応答が求め られ ることか ら,割 込み処理 な どを応用 した リアル

タイム処理 として構築 され るのが通常である.

さらに,制 御 システムなどのマ イコン応用 システムでは,入 出力プ ログラム部分

だけでな く,内 部 の情報処理 も即 時に行 うことが要求 され る.こ れ ら複数 の機能 を

並行 して リアル タイム処理 をさせ るシステムでは,リ アル タイムOSの 活用 技術が

重要 となる.

当部 では,以 上の よ うな リアル タイム処理 のマイ コン応用 システムにおけ る入出

力プログラムや 内部情報処理 プ ログラム を構築す る第一種 レベ ルの情報処理 技術 者

を対象に,次 の よ うな応用能 力 を修得 し,ソ フ トウェアの設計が できるようにな る

こ とを目標 とす る.

1.割 込み処理 を活用 したプ ログラムを設計す る.

2.物 理 量の入出力用デバ イスの駆動方法 を理解 し,入 出力プ ログラム を設計す る.

3.周 辺装 置用LSIそ のほか の駆動方法 を理解 し,入 出力プ ログラムを設計 す る.

4.リ アルタイムOSを 活用 した タス クや入出力 ドライバ などのプ ログラム を設計
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す る.

5.開 発 プ ロジェク トでの活動 の基本 を理解 し, 自己管理す る.
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3 システムアナリスト育成カリキュラム

1.シ ス テム ア ナ リス トの役 割 と業務

IJ役 割

システムアナ リス トは経営 戦略の遂行 にあた り,経 営課題の解 決,そ れに関す る

意思決定 を支援 す るために業務,組 織 のあ り方 を含めて情報 システムの総合的 な企

画立案 を行 う.シ ステムアナ リス トはCIO(ChiefInformaitionOfficer)の スタ

ッフ として,ア プ リケー シ ョンエ ンジニアや テクニカル スペ シャ リス トなどの協 力

を得て,以 下 の役割 を担 うものである.

(1)経 営戦略 に立脚 した情報戦略 を立案 し,経 営者の承 認 を得 る.

(2)情 報戦略 に基づ き,中 長期の情報 システム全体 計画 を立案 し,経 営 者の承認

を得 る.

(3)情 報 システム全体 計画 に定義 された個別情報 システムの開発計画 を立案 し,

関係者の承 認 をもとにプ ロジェク トマネー ジャな どの開発担 当者 に業務 を引 き

継 ぐ.

1.2主 な業務内容

システムアナ リス トの主要 な業務内容は次の とお りである.

(1)経 営 ・事業戦略の理解

① 事業環境の分析

② マーケティング分析

③ 競合分析

④ 事業成功要因の分析 など

(2)情 報化構想の立案

① 現状の情報戦略の評価

② 情報システム面の経営課題の設定 など

(3)業務改善 ・提案
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① 情報システム全体計画の立案

② 評価体制の確立

③ 業務モデル,情 報システム体系モデルの定義 など

(4)シ ステム化計画

① 個別情報システムの定義

② 開発優先度,情 報システム基盤整備計画立案

③ 開発体制,開 発方針の立案

④ 運用方針,体 制の立案

⑤ 開発スケジュール,効 果 ・費用の算定 など

(5)開 発計画立案

① 個別情報システムの必要情報の定義

② 業務 組織 システムの視点からの現状 とのギャップ分析 ・

③ 個別情報 システムの主要機能の定義

④ システム概要設計

⑤ 開発体制の策定

⑥ スケジュールの策定

⑦ コス ト見積 り

⑧ システム効果算定 など

(6)計 画実施後の評価 ・見直し

他の人材 との関係 も含め,図 表3.1に 情報化人材の主要作業項 目の一覧表を示す

図表3.2は,図 表3.1の なかでシステムアナリス トがかかわる作業をさらに詳細化

したものである.
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図表3.1情 報 化人 材 の主 要作 業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P
9
P

§
P

§
P

1

計

画

1コ 情報化視点 からの経営 ・事業 戦略 立案 ○

1.2情 報化構 想の立案 ◎ ○ △ ○

1.3業 務 改善企画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム 商 品 企 画 ○ ○ ◎

:1.6.1じ 冒発 作 美 言i^i匡‖
1

◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎
1.6開 発 計 画 立 案11 .6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

ll.63費 用 見秒 ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設

計
・

作
成

2.1シ ステム分析 ・要 求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎
2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部 設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎
2.5ネ ッ トワ ー ク設 計 ◎ △ ◎
2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎

2.7プ ロ グ ラ ム 作 成 ◎ △ ◎
2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行
・

運
用
・

保
守

3.1シ ス テ ム移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○

3.2シ ス テ ム評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎

3.4運 用 管 理 ◎

3.5障 害管理 △ △ △ ◎
3,6セ キュ リテ ィ管 理 △ △ ○ ○ △ ◎

3.7シ ス テ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

ζ

4.1プ ロジェ ク ト実施計画立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4.2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4.2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○

4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジ ェ'ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保資
証源

・ ・

コ環

ン境

サ ・

ル標

テ準

1・

ニ
ン

5.1資 源 管 理

5.1ユ システム資源管理 ◎ ○ ○ ◎ ◎

5.1,2情 報 資 源 管 理 ◎ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○

5,3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ 標 準 の 設 定 ◎

5,4品 質保 証
5.4,1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テ ー シ ョ ン
5.5.1情 報化 コンサルテー ション ◎ ○

5.5、2技 術 コ ンサ ル テー シ ョン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄の印につ いては次のとお り.

◎:主 要担 当作業 ○:担 当作業

② 担当者の略称は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シス テ ム アナ リス ト
む ヒ

フ ロジ ェ ク トマ 不一 ジ ャ

アプ リケー ションエ ンジニア

プ ロ ダ ク シ ョンエ ン ジニ ア

デベ ロ ップ メン トエ ン ジニ ア

シス テム 運 用管 理 エ ン ジニ ア

△:協 力作業

TS

P

P

P

P

S

S

S

S

N

D

S

B

テ クニ カ ル スペ シ ャ リ ス ト

(以下の4ス ペシャリストの総称}

ネ ッ トワー ク スペ シ ャ リス ト

デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト

ソフトウェア生産技術スペ シャi;ス ト

基 本 シ ス テム スペ シ ャ リス ト
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図表3.2シ ステ ムアナ リス トの 主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目 誓

1

計

画

情報化鯨 からの経営・事業戦略立案 経営事業戦略の理解 ○

情報化視点からの経営 ・事業戦略への助言 ◎

情報化構想の立案 経営 ・事業ビジョンに基づ く基本的情報化ビジョンの策定 ◎

事業計画に基づ く必要情報の定義 ◎

情報化の現状分析 ◎

情報化のギャップ分析 ◎

長 期 ・中期 ・短期 計画 ◎

業務改善企画 ・提案 現状業務の分析 ◎

主要改善課題の抽出 ◎

課題改善策等の検討 ◎

実施計画の作成 ◎

システ ム化 計画 システ ム化 目的 の設 定 ◎

対象業務およびシステム化対象の定義 ◎

シス テム概 要 の設計 と実現 ・実効 性 の検討 ◎

システム化計画書の作成 ◎

ソフトウェア/システム商品企画 技術分析 ○

市場調査 ○

CS分 析 ○

商品化計画 ○

開発計画立案 開発作業計画 ◎

シス テム運 用 ・移 行 計画 ◎

費用見積 り ◎

鶴
計

シス テム分析 ・要 求定 義 シス テム構 想 の決定 ◎

外部設計 設計 仕様 の 設定(外 部 設計 レビュー含 む) △

康
保そ元
守

シス テム評 価 効果評価 △

経済性評価 △

撰

馨
》

品質保証 品質保証体系の設定 △

コ ン サ ル テ ー シ ョン 情報化 コ ンサ ルテー シ ョン ◎

◎:主 要 担 当作業 ○:担 当作 業 △:協 力作 業
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1.3他 の人材 との関係

システムアナ リス トと他 の人材 との関係 を図表3 .3に 示す.

図 表3.3シ ステム アナ リス トと他 の人 材 との 関係

　

ア

E

二

段

ジン

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー

ン ヤ

(PM)

テ クニ カ ル スペ シ ャ

リス ト

(TS)

デベ ロ ップ メ ン トエ

ン ジニ ア

(DE)

シ ス テ ム運 用 管 理 エ

ンジニ ア

(SM)

ン ス ァ ム ア ド ミニ ス

トレー タ

(SAD)

*情 報 シ ステムの全 体 計画 の立 場 か ら,各 個別 シス テム

の位 置づ け,お よび留 意点 な どにつ いて説 明や助 言 を

行 い,個 別 シス テ ムの詳細 計 画 を託す.

*全 体 計画 の立 案 にお いて,ユ ーザ の業務 内容 や業 務 改

善 の進め 方 な ど とシステム機 能 の 関連 につ いて相 談,

助 言 を得 る.

*開 発計 画 の立案 に あた り,開 発体 制 や概要 工数,開 発

の進め 方 な どにつ いて相 互 に協 力す る.

*開 発が 決定 したプ ロ ジェ ク トで は,担 当す るプ ロジ ェ

ク トマ ネー ジャに対 して重 要 な ポ イン トを説明 し,業

務 の引 き継 ぎを行 う.

*情 報 戦略 や全体 計 画の立 案 に あた り,技 術 動 向や 個別

技術 の優劣 な どに つい て助 言 を得 る とと もに,立 案 の

妥 当性 に 関す るレ ビュー を依 頼す る.

*開 発 が決定 したプ ロ ジェ ク トで は,必 要 とな る技術 面

か らの作業分 担 を依 頼す る.

*情 報 シス テムの全 体 計画,特 に開 発計画 の立案 にあ た

り,シ ス ァム ソフ トウ ェアの側 面 か ら,あ るい は新 技

術 の適 応性 な どにつ いて検 討 を依頼 し,助 言 を得 る.

*開 発 が決 定 した プ ロジェ ク トでは,必 要 とな る作業 の

分 担 を依 頼す る.

*情 報 戦略や 情報 シス テム全体 計 画 お よび開 発計 画 にお

い て提 案 され た内容 に対 して,運 用 管理 の 立場 か ら実

現 性や 妥 当性 の検 討 を依頼 し,助 言 を得 る.

*情 報戦略 や情 報 シ ステム の全体 計 画 の立案 にあ た り,

情報 の 活用 お よび システ ム利用 者 の立場 か らの助 言 ・

提 言 を得 る.

*開 発 計画 の立案 にあ た り,ユ ーザ の教 育,稼 働準 備 な ど

に関 し,助 言す る.
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2.他 の カ リキ ュラム との 関係

システムアナ リス トは,す でにAE,DE,TS,PM,SADな どの いずれか を経験

してい ることが望 まし く,経 歴 に応 じてそれ ぞれのカ リキュラム 内容がすでに学習

済みであ るこ とを前提 とす る.

3.本 カ リキ ュラ ム利用 上 の 留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

高度情報化社会 に向か って,一 般企業 に とって情報戦略が,企 業の経営戦略

の一環 として重要 な位 置 を占めつつあ る.ま た,ほ かの経営戦略 と同様 に情報

戦略 もその実施 計画 を立案 す るにあた っては,情 報分野 の知識 も当然のこ とな

が ら必要 になる.シ ステムアナ リス トは情報戦略か ら開発計 画の立案 の任 にあ

たる者 として,戦 略立案の概 要 と経営管理(組 織 人事,財 務,お よび各業務

分野 に関す る)の 知識 と方法論 を持 ち,そ の うえに情報技術に関す る知 識 を持

たねば ならない.

本 カ リキュ ラムでは,知 識 のみな らず立案者 とな りうるため の実務能力 を修

得 させ ることに主 眼をお いてい る.し たが って,経 営管理 の一 とお りの知識 と

システム化 の一連 の流れ(計 画,設 計,開 発,導 入および運用)の 経験 を持 っ

てい るこ とを前提 として,座 学 よ りも能 力を養成す る演 習中心 の カ リキュ ラム

としている.

(2)カ リキュラムの構成

① カ リキュラムの構成 は次 の とお りである.

ア.第1部 情報 システムの基本知識

システムアナ リス トとして必要 な基本知識 を広 く網羅 し,ど の ような知

識が必要であ るか を自覚 させ るこ とが主な 目的であ る.し たが って,こ の

カ リキュラムに よって学習す るのでは な く,シ ステムアナ リス トとして必

要最低限の知 識領域 が何 であ るか を教 える.

イ.第2部 情報戦略の立案

システムアナ リス トは,経 営戦略 を立案す る任 にはないが,経 営戦略 と
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は何 か,ど のよ うなプロセ スで立案 され るのか を理解 させ るこ とは,情 報

戦略が経営戦略の一環 であ り経営 戦略 と遊離 した ものでないこ とを理解 さ

せ ることが必要 であ る.そ の うえで,本 来の シス テムアナ リス トの職務 で

あ る情報戦略の立案 の方法 を修得す る.

ウ.第3部 情報 システムの全体計画立案

情報戦略の具体化,実 現す るための全体像,実 現効果 ・コス トなどの実

施計画 を立案す る過程 を修得す る.企 業の トップマ ネジメン トが計 画の実

現可能性や実施のための体制,実 施に よる実現期待効果,必 要 な資源投 資

を決定す るに足 りる程度の深 さの ある立案作業 を理解 させ る.し たがって,

アプ ローチや 技法 な どの知識修得 に加 えて,全 体計画の立案 には何 を どの

程 度深 くや ることが必要で あるか,ま た経済的か を修得す るこ とが最 も重

要であ る.

エ.第4部 開発計画の立案

情報 システムの全体計画 に提示 され た個別 情報 システムの設計開発,導

入,運 用の全段 階 を予定す るアプ ローチや技術,体 制 などを修得 す る.こ

こでは,情 報 システム全体 計画に示 された全体像や技術要素,投 資効果 コ

ス トを もとに,い かに実行 して い くかの詳細 プラン作 りの方法 と,実 施予

算 としての厳格性 と確実に期待 されてい る効果 を産み出す工夫の仕方 を修

得 させ ることが肝要 であ る.「 計画は計画,現 実は現実」というよ うな姿勢

を正 し,確 実 に計画達成がで きるプ ランを立て る姿勢 を身につけ させ るこ

とが大切 であ る.

② 各部 間の関連 と一般的留意点

システムアナ リス トの育成 カ リキュラムの利用にあたっては,次 の諸事項

に留意 して研修 をす る必要 がある.

ア.シ ステムアナ リス トは,他 の情報化人材お よび業務の専 門家 と協 同 して,

情報戦略の立案や全体計画立案,開 発計画(個 別計画)立 案 を行 う.し た

が って,シ ステムアナ リス トに なるためには,情 報化の計画の意義 ・目的

や進 め方な どを理解 してお り,他 の人材が活用で きる能力が必要 なの であ

って,す べ ての知識,技 能に熟知 している必要はない.

また,経 営戦略の立案 はほかの専 門家が行 うことであって,シ ステムア
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ナ リス トはその立案 方法 の概要や立案 内容の理解 がで きる程度の知識 を持・

っ ことで十分 である.

イ.一 般 に情報 システム化 のアプ ロー チは,

E憂ト「驚 ト
全体 計 画

〔第3部 〕

一 開発 計 画(個 別 計 画)

〔第4部 〕

のステップ を踏んで,進 め てい く.

しか し,実 務 においては各企業 に よってその進め方には種々の ケー スが

あ る.す なわち,企 業規模や業態,シ ステム化の レベル,企 業 の特性 によ

り,必 ず しも 経営戦略→情報戦略→全体計画→ 開発計画(個 別計画)の ス

テ ップ を踏む必要が ない場合や必要 であって も実行 で きない場合 が ある.

本 カ リキュ ラムでは,論 理的 なアプローチ を修得 させ るために,上 記の

ステ ップ を踏む ことを前提 として構成 している.指 導 にあたっては,す べ

てが この ようにはいかないケースがあ るこ とも十分念頭において指 導する

必要があ る.

ウ.本 カ リキュ ラムでは上記の論理的 アプ ローチが踏め ない,あ るい は踏む

必要の ないケースがあ るこ とも考 え,意 識的に各部 間で重複 している部分

を設けている.し たが って,第1部 か ら第4部 まで一 貫 して研修す る場合

には,そ の講義 ・演習にあた っては,詳 細 度 を勘案 して カ リキュ ラム を活

用す る必要 がある.

エ.従 来,一 般 に言われ るSEは,必 ず しも情報戦略や全体計画の経験 を積

んでいる とはいえない.し たが って,研 修指導に あたっては,抽 象化 か ら

具現化への過程 をいかに教 え るかにか な りの工夫が必要 とな る.

本 カ リキュ ラムでは,で きるだけ大づかみの内容か ら具体化へ の ステップ

で学べ るよう構成 してい る.研 修 においては種 々のケー スを用 いなが ら,

演習 を通 じて疑似体験 させ る必要 があ る.

オ.実 務界 では,情 報戦略や全体 計画(中 長期 システム計画)と い う言葉 が

安 易に使 われてい る傾 向が 「なきに しもあらず」 である.た とえば,具 体

的に経営戦 略 を細分化 しなか った り,そ の意図 と実現可能性 を深化 させず

に 『情報戦略』 といわれ る ものがで きていた り,さ らに情報戦略 とは必ず

74



しも リン クして いない 『全体 計画』 などがで きていた りす る.

システムアナ リス トは,ま ず論理 的にその必要性や,ど の程度 の細部 ま

で検討 したものが 「戦略」,「計画 」 といえるものなのか を理解す るこ とが

大切であ る.な お,一 般 的なカ リキュラムや テ キス トは内容 全体 の広 さを

重視 してい るが,そ の点 で本 カ リキュラムは内容的に一部,深 さを重視 し

てい る個所 もあ る.

指導 にあたっては,こ の点 に留意 され,実 務 においては省 略 または軽度

に行 われる部分が あるこ とを併せ て教 えてほ しい.

カ.情 報戦略や全体 計画,開 発計画の立案 には,情 報 システムに関 す る知 識

・経験 を有 しているこ とが必要 であ るが
,そ れ とともに産業や企業経営全

般,業 務,コ ミュニケー ションな どの広 い知 識 ・経験が必要 となる.

(3)学 習時間

図表3.4に 示す よ うに,本 カ リキュ ラムで,一 応の 目安 として予定 している

標 準学 習時間 は,約200時 間,1日7時 間学 習す れば29日 間 であ る .こ れに

は,自 己学習,OJT時 間 などは含 まれていない.シ ステムアナ リス トの職務

の性格上,経 営 に関す る広 い知識 ,経 験 と情報 システムに関連 す る知 識,経 験,

技能 を必要 とす るため,学 習時間 を特定す ることは至難 のことではあ るが,実

践面 での制約 か ら,集 合教育 としての学習時間 をこのよ うに設定 した .

図 表3.4標 準 学習時 間

部 講義時間 演習時間 合 計

第1部 情報システムの基本的知識

第2部 情報戦略の立案

第3部 情報システムの全体計画立案

第4部 開発計画の立案

32.0

23

28.5

31

0

15

33

36

32.0

38

61.5

67

合 計 114.5時 間 84時 間 198.5時 間

学習効果か ら考 えれば,自 己学習やOJT,実 務 経験 を経 た後 に,そ の集大

成 として第1部 か ら第4部 まで続けて行 うこ とが望 ましい.し か し,実 務上,

その実施は困難 であ るため,分 離 して行 うとすれば,

第1回 目(初 年度):第1部
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第2回 目(2年 度):第2部

第3回 目(3年 度):第3部 および第4部

とす るのが論理的 であ る.た だ し,次 の 「(4)学 習順序 」で記述 している実践

面 か らの考慮 をす る場合 には,必 ず しもこの限 りではない.

(4)学 習順序

(2)一② 各部 間の関連 と一般的留意点で記述 した とお り,第1部 か ら第4部 の

業務 は,実 務 の面 では必ず しも第2部 →第3部 → 第4部 の順序 でなされ るとは

限 らない.し か し,本 カ リキュラムでは この順序 で学習が行 われることを一応

の標準 と考 えてい る.

ただ し,実 務 経験3年 ～5年 の人のOJTか らすれば,開 発 計画→全体 シス

テムの計画→情報戦略へ と年齢 とともに経験す るこ とが一般的であ る.こ の よ

うなキャ リアデベ ロ ップ メン トの観点か らすれ ば,学 習順序 は第1部 →第4部

→第3部 → 第2部 とな るこ とが,OJTと 学習 とがマ ッチ して望 ましい といえ

る.そ の ような場合 には,前 段 階の概要 を学習 した うえで,当 該部の学習に入

るこ とが必要 となる.

(5)自 己学習 とOJTと の関係

① システムアナ リス トの学習 をす るには,AE,DE,TS,PM・SADな どの

実務 を経験 した後 であ ることが望 ま しい.そ れ らのいずれの経験 もない場合

には,そ れ らに必要 な知 識 ・技術 に関す る自己学 習が必要にな る.

② システムアナ リス トは,情 報 関連知識 ・技能 とと もに,経 営 管理 ・業務 に

関す る広範 な知識 ・技術 が必要 にな る.し たが って,そ れ らを十分 に持 って

いない場合 には,経 営管理 ・業務に関す る自己学習 が必要 になる.

③ 情報戦略,全 体 システム計画,開 発計画の立案 には,座 学 か ら修得で きる

知識 とともに,実 際の立案作業 に補助者 として参画 す ることが技能 の修得に

は適切で ある.し たが って,で きるか ぎり多 くのOJTを 積む ことが望 まれ

る.

(6)そ の他

「ソフ トウェア を中心 としたシステムの取引に関す る共通 フレーム」 につい

て

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 などにつ
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いては,現 在標準 的な ものがないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲で統一 を

図 った.

なお,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェア ライフサ イクルに

おけ る購入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 までを含む一連の事項につ

いて 「共通 フ レー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 としたシステムの

取引に関す る共通 フ レー ムの策定)が,情 報処理 振興事業協会(IPA)で 進

め られてい る.こ の共通 フ レー ムは国際的 な標準化動向 とも連動 して具体化 さ

れてい るため,今 後,シ ステム開発作業体 系 と して広 く普及 してい くもの と思

われ る.こ のため,指 導 にあたっては この共 通 フレームにつ いての今後 の動 向

に十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 情報 システムの基本的知識

繭
情報 システムの設計 ・管理 そ して システム監査 は,そ の技法 ・手続 きな どを理解

す るだけでは,効 果的 な実践が 困難 である.

このため,そ の対象 となる情報 システム,情 報 システムが支援す る経営活動 ・組

織行動,情 報 システムの管理 な どに関 す る次 に示す ような基本的知識が要求 され る.

1.企 業 ・経営活動 に関連 して,経 営戦略,経 営組織 経営管理,そ して意思決定

と情報処理 などに関す る基本 的知 識.

2.企 業その他組織体 の情報 システムの論理 的必然性,こ れ までの情 報 システム実

践のパ ターン とその分析 の枠 組み,情 報 システムの意義の変容 に関す る知 識

3.情 報 システムの開発 ライフサ イ クルに対応 した評価お よび監査に関す る基本 的

知識

4.情 報 システムの信頼性,安 全性 を高め るための情報 セキュ リティ対策 およびそ

の前提 となる リス ク分析 に関す る基本的知識

これ まて情 報 シス テムの設計 ・管理 において,こ れ らの知 識が きわめて重要 であ

るに もかかわ らず,情 報 システムの関連 スタッフによって軽視 されて きた傾 向があ

る.情 報が人,モ ノ,カ ネ とともに経営の4要 素 として,経 営の成功 を左右 す るか

ぎ りこれ らの知識 を十分 に修得 してお くこ とが必要 であ る.

当部 では,シ ステムアナ リス ト,シ ステム監査技術 者が情報 システムに関す る基

本的知 識 を体系的に理解 し,お のおのの専 門的技法 ・技術 を効果 的に展 開す るため

の基盤 を固め ることが教育 目標 となる.

システムアナ リス ト,シ ステム監査 技術者の各技法 ・技術 その ものの理解 を深め

るために もこれ らの知識 は重要 になる.そ の ために,単 なるこれ までの情報 システ

ムの理論的研 究成果 を展開す るのではな く,情 報 システム設計 ・管理 とシステム監

査 の各技法 ・技術 を理解 し,そ の効果 的な展 開への実践的な分析視 点や基盤 を養 う

ように配慮 してい る.
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第2部 情報戦略の立案

函
企業が経営戦略 に基づ いて事業 を遂行す るうえで必要 となる情報の活用 方法 を情

報戦略 として企画 し,こ れに基づ く情報 システムの コンセプ トを立案す ることが必

要 となる.こ の ためのスキル として,以 下 に示す分析 ・企画能力が要求 され る.

1.そ れ ぞれの企業 がおかれて いる国内外の事業環境 を客観的に分析す るこ とが で

きる能 力.

2.そ れ ぞれ の企業,な らびに同業他社 におけ る経営状況 を把握 し,正 し く分析 で

きる能力.

3.そ れ ぞれの企業の経営戦略 を正 しく理解 し,そ のなかか ら経営上の課題に対 し

て情 報 システムによる解決要因 を抽 出 し,情 報 システムの情報戦略 を具体 的に企

画で きる能 力.

4.事 業 を推 進す る うえで必要 とな る情報 システム を情報戦略 に基づ いて構築 構

想,な らびに構築 計画 として具体的に展開 で きる能力.

これ らの能 力は,シ ステムアナ リス トが保 持すべ き基本的 な分析 ・企画能力 であ

り,シ ステムアナ リス トに とって共通 的な ものである と同時に,き わめて重要性 が

高いため,こ うした基礎 能力を修得 してお くこ とが大切である.

したが って,当 部では,シ ステムアナ リス トが情報戦略 を企画 ・立案す る うえで

必要 となる基本 的な技術 を体 系的に修得 し,そ れ らを活か した効果的 な分析 ・企 画

活動 が行 える ようにす ることが最 大の教育 目標 とな る.当 部 におけ る目標 は,こ ま

ご まとした理論 を教 えるのではな く,基 本 とな る技術 をしっか りと体得 させ ,実 践

の なか で活かす ことがで きるよ うにす るこ とにある.そ のために,講 義 よ りも演習

に十分 な時間 を割 いて,実 践的 な教育指導 を行 うよ う配慮 している.

第3部 情報システムの全体計画立案

一
現在,多 くの企業 において,情 報 システムの開発 ・運営の面で さまざまな不整合
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が発生 し,情 報 システムの効率 的開発や効果 的な活用 を妨げている.こ れ は,全 体

的 な情報 システムの計画を持 たない まま,個 々の情報 システム をな りゆ きにまかせ

て開発 して きたこ とに よるところが大 きい.今 日の ように,情 報 が企業 の第4の 経

営 資源 と言われ,全 社 をあげて情報の システム化に取 り組 まなければな らない時代

においては,こ のよ うな事 態になるこ とを避け なければな らない.し たが って,現

代 の シス テムアナ リス トには,重 要 なスキル として,次 に示す よ うな情報 システム

の全体 計画の立案 に関す るス キルを持つ こ とが要求 され る.

1.経 営 トップ層や情報 システムの構築 に責任 を持つ経営者層に対 して,情 報 シス

テムの全体計画立案 の必要性 を認識 させ る技術.

2.全 体計画 を立案す る体制 と評価 す る体制 を確 立 させ る技術.

3.全 体計画 を立案す るうえで,土 台に なる業務 モデル を定義す る技術 と情報 シス

テム体 系モデルを定義す る技術.

4.情 報 システムの開発課題 を分析 し,全 体計画立案に反映 させ る技術.

5.立 案 した全体計画 を,中 長期情報 システム計画 としてまとめる技術.

この よ うな能力は システムアナ リス トに とって不可 欠であるが,今 まで彼 らの能

力が お もに個々の情報 システムの分析 設計に 多 く費や されてきた結 果,必 ず しも十

分 なスキルや能力が培われて きた とは言いが たい.

したがって,当 部 では,シ ステムアナ リス トが情報 システムの全体計画 を立案す

るうえで責任 を持つ経営者層 を指導 して,全 体計画の立案が適切 に行 えるよ うにす

ることが最 大の教育 目標 になる.こ まごまとした技術 自体 を教 えるこ とが 目的 では

な く,基 本 とな る技術 をしっか りと修得 させ,実 践のなかで生かせ るようにす るこ

とが大切であ る.そ の ため,講 義に よ り理論 と技法 を しっか り理解 させ る とともに,

演習やOJTの 場 で,こ れ らを実践的に活用 で きるような教育指導が行 えるように

配慮 している.

第4部 開発計画の立案

唖
情報 システムの全体計画 に基づ いて,具 体 的ア クシ ョンの明確化 をはか るために,

優 先 テーマの開発 計画 を立案す る.こ の工程 は,情 報戦略 と後続す るアプ リケー シ
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ヨン開発(設 計,作 成)と を連結す る.

この ための重要 なスキル として,こ こに示す ような各種 の技術が要求 され る.

1.目 指すべ き姿 を明確化 す るための必要情報 を定義す る要求分析技術 .

2.現 状 の業務,組 織 および システム構造 を的確 に把握す るための現状分析 技術
.

3.改 善案 およびシステム化要件 を明確化 す るための ギャ ップ分析 ,整 理 技術.

4.シ ステム化の 目的 とその範囲 を明確化す るための要件整理 技術 .

5.シ ステム化 計画書 を作成す るため のシステム概要設計技術 .

6.開 発計 画 を立案 す るため の作業計画,見 積 り技術お よび効 果 ,コ ス ト,リ スク

の評価技術.

7.開 発計画に対す る評価 ポイン トの作成技術 .

以上の よ うな技術 は,開 発 計画の立案 を実施す るシステム アナ リス トの能力 を支

える うえで不可 欠な ものであ る.そ して,こ れ らの技術は実 践 を通 じて高め られて

い くものである.し か し,そ の一方 で基本 的な作業の展開方 法や分析技術 ,ま とめ

技術 をきちん と修得 してい くことが必要 である.

したが って,当 部 では システムアナ リス トが開発計画の立案に必要 な基本的な技

術,技 法 を体系的 に修得 し,そ れ らを生 か した効果的 な活動 が行 え るようにす るこ

とが最大の教育 目標に なる.そ のために,講 義 よ りも演習 に十分 な時 間 を割 いて ,

実践的 な教育指導が行 えるよ う配慮 している.
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4シ ステム監査技術者育成カリキュラム

1.シ ス テ ム監 査技 術 者 の役 割 と業務

1.1役 割

システム監査技術 者(以 下SAUと 略す)の 役割 は,監i査 対 象か ら独 立 して客観的

な立場 で,情 報 システムを総合的に点検 ・評価 し,関 係者に助言 ・勧告す ることで

ある.そ の対象 ・範囲 は,情 報 システムの信頼1生 ・安全性 ・効率性 に関連す るすべ

ての事項 に及ぶ ものであ る.

情報 システム部門お よびその利用部門が,い かに情報 システムの信頼性 ・安全性・

効率性 の向上 に気 を配 って業務 を遂行 した として も,情 報 システムに関連 して 多種

多様の問題が生 じる.特 に,コ ン ピュー タおよびその他情報機器の高性能化.通 信

ネ ッ トワー クの進展 に伴 い,ま す ます情報 システムが大規模化 ・高度化 して,当 事

者の努 力だけ ですべ ての問題 事項 を解決す ることが困難 になって きて いる.

この ような状況 では,情 報 システム部 門お よび利用部 門のおのおのの論理 に偏 る

こ とな く,客 観的,専 門的な立場 にた って,情 報 システムの間接的 な管理 といえる

システム監査 を実施 し,情 報 システムの信頼性 ・安全性 ・効率性 の向上の実効 を上

げ,情 報 システムの健全 な発展 を図れ る人材,い わゆるシステム監査 技術者への役

割期待が増大 して い る.

1.2主 な業務内容

主た る業務 は,以 下 の とお りである.

(1)情 報 システムの全体 お よび特定 の部分 について,シ ステム監i査の計画 を策定

す る.

(2)シ ステム監査 計画 に基づ いて,予 備調査,本 調査,監 査調書作成 などの手順

でシステム監査 を実施 す る.

(3)'シ ステム監査 の実施後,情 報 システムの問題点 につ いて,指 摘事 項や改善勧

告 な どを含め て,結 果 をと りまとめ報告書 を作成す る.
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(4)報 告書 を提 出 した後 は,改 善勧告 についての情報 システム等の改善状況 をフ

ォロー ア ップす る.

図表4.1に システム監査 技術者 の主要作業項 目を示す.

図表4.1シ ステム監査技術者の主要作業項目
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2.他 の カ リキ ュ ラム との 関係

SAUは,そ の役 割 の うえで,他 の情報化 人材 とは,か な り異 な る人材類型 であ

る.し たが って,カ リキュラム 自体 の内容 は他 カ リキュ ラム との依 存関係 が少 な く,

かな り独 立 した体系 によって構成 される.

一 方
,SAUは すでにAE,PE,DE,TS,SMな どいず れか の経験 を経てい るこ と

が望 まし く,経 験 に応 じてそれぞれの カリキュラム内容 が修得 済みであるこ とが望

ま しい.ま た,そ れ以前に第一種 共通 カ リキュラムが学習済みであ ることが前提 と

なる.

なお,本 カ リキュ ラムの 「第1部 情報 システムの基本的知識」は,シ ステムア

ナ リス トのカ リキュ ラム と共通 であ る.

3.本 カ リキ ュ ラム利 用 上 の留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

本 カ リキュ ラムでは,シ ステム監査技術者は,コ ンピュー タを中核 とす る情

報 システムに対 して,単 に情報処理 の視点か らだけ では な く,さ らに組織体 の

経営管理 の視 点 と密接 に関連づけて システム監査業務 を展開 しなければな らな

い とい う認識 に立 っている.し たが って,本 カ リキュ ラムでは以下の2点 に特

に配慮 してお り,指 導者は,こ れ を念頭において,利 用す るこ とが肝要である.

第1に,シ ス テム監査 手順や 技法 ・技術 その ものの知 識の修得 に偏 るこ との

ない ように,ま ず それ らを合理 的かつ効果的 に駆使す るための基盤 となる情報

システムに関連す る基本的知識(経 営 一般,情 報 システム,情 報 システムの評

価 と監査,リ ス ク分析 と情報 セキュ リティ)を 養 うように配慮 している.

第2に,机 上 での理論 的知識 の獲得に偏 るこ とのない ように,典 型的 な監査

テーマの もとに 多数 のケース を体 系化 し,そ の ケー ススタデ ィをとお して可能

なか ぎ り監査 実践能力が養 われ るよう配慮 している.

(2)カ リキュラム構成

カ リキ当ラムの構 成は次 の とお りである.

86



① 第1部 情報 システムの基本的知 識

システム監査 技術者 に必要 とされ る経営 的視点か らの情報 システムに関連

す る基本的知 識 を扱 ってい る.す なわち,シ ステム監査技術者が情報 シス テ

ム を客観 的 な立場 で点検 ・評価す る際 に,こ れ らの知識が基礎 として必要 に

なる.

② 第2部 システム監査の基礎

システム監査 の歴史か らシステム監査 技術者の要件に至 るまでの基礎知 識,

情報 システムの コン トロールの概 念お よび意義 ・役割,シ ステム監 査実施 の

プ ロセス,シ ステム監査 基準 な ど,シ ステム監査 を実施す るための前提 とし

て必要 な知識 を修得す る.

③ 第3部 システム監査 の実施

第2部 で修得 した知識 を もとに,シ ステム監査 を計画 し,実 施 し,報 告 す

るまでの一連 の流れ を とらえ,そ れ ぞれの過程 で演習 を交えなが ら実務能 力

を身につけ るこ とを目的 とす る.

④ 第4部 関連法規等

今 日,あ らゆ る業務 が情報 システムで処理 され るよ うにな った結果,シ ス

テム監査の実施に際 して も,そ れ ぞれ の業務 に関連す る法規や ガイ ドライ ン

などを知 る必要 がある.こ こでは,シ ステム監査技術者 として理解 してい る

ことが望 まれる関連法規 を抽出 し,直 接的に関連 の深い条文 を紹介 してい る.

⑤ 第5部 システム監査 の ケースス タデ ィ

ケー ススタディで システム監査 の実践 能力 を養成す るこ とを目的 としてい

る.こ の ために タイプの異 な るケー ス を多数準備 し,模 擬体 験 を通 じて シス

テム監査 技術 者 としての資質 を磨 く.

(3)学 習時間

図表4.2に 標準学習時間 を示す .

本 カ リキュラムの第1部 か ら第5部 に至 るまでのすべての 内容 を学習す るの

に,230.0時 間 を設定 して いる.1日7時 間学 習す るとして33日 間であ る.こ の

時間には,自 己学習やOJTの 時間は含 まれ ていない.

87



図表4.2標 準学 習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 情報 シス テムの 基本 的知 識

第2部 シ ステム 監査の 基礎

第3部 シ ステム 監査 の実施

第4部 関連 法規 等

第5部 シス テム監査 の ケー ス スタデ ィ

32.0

18.0

17.5

12.0

5.0

0.0

0.0

24.5

0.0

121.0

32.0

18.0

42.0

12.0

126.0

合 計 84.5時 間 145.5時 間 230.0時 間

この33日 間 をどの程度の期間 内に学習す るかについては,集 中 して行 うこと

が最 も効果 的であ る.し か し,33日 間(土 ・日をはず して6.6週 間)連 続 して業

務か ら離れ るこ とには困難 を伴 う人 も多いであろ うか ら,例 えば,3年 間に大

き く3回 に分 けて学習す る方法で もよい.そ の場合,次 の よ うな組合せ が考 え

られ る.

① 第1回 目 第1部,第4部

② 第2回 目 第2部,第3部

③ 第3回 目 第5部

この際3日 程度 で構成 されて いる部(第2部 お よび第4部)は,連 続 して

学習す るこ とが望 ましい.ま た,5日 ～7日 程度 で構成 されている部(第1部

および第3部)は,2回 に分 けて2週 間連続 して学習す るのが望 ま しい.第5

部 のケー ススタディについては,3日 位 を1つ の単位 として実施 す るのが望 ま

しい.

(4)学 習順序

① システム監査 の基礎知識 につ いて

システム監査 の基礎知識 は,シ ステムアナ リス トに とって も必要 であるた

め に,シ ステムアナ リス トのカ リキュ ラム と共用である第1部 の 「3.2シ

ステム監査」 として若干扱い,さ らに システム監査 技術者 カ リキュラム固有

の 「第2部 システム監査の基礎」 においてさ らに詳細 に扱 っているために

若干重複箇所が ある.指 導者 は,第1部 の 「3.2シ ステム監査」 を 「第2

部 システム監査の基礎」 に組 み込んで教 育 して もよい.
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② システム監査 関連法規 につ いて

「第4部 関連法規等
」 につ いては,「 第5部 システム監査 ケースス タデ

ィ」 を教 育す る過程 で随時参照 させ る方式で教育 して もよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

① 自己学習 との関係

自己学習にあ たって は,シ ステム監査の基礎的知 識か ら実 践的能 力までを

包含 して いる次の解 説書 ・参考書 を利用す ることがで きる.

・通商産 業省機械情 報産 業局監修;「 システム監査 基準解 説書」
,1985年

・㈲ 日本情報処理 開発協会編;「 システム監査Q&A110」
,1987年

・⑱ 日本情報処理開発協会編;「 システム監査実施 の手引 き
」,1989年

②OJTと の関係

ほかの情報処理技術者 に比べて,シ ステム監査は,ど の ような企業や組織

体 におい て も実施 され ている とは言い難iい.そ のため,な か なかシステム監

査技術者 としてのOJTの 機会 が少 ないのが実態 であ る.本 カ リキュ ラム は,

その点 を考慮 して 「第5部 システム監査のケーススタデ ィ」 を設けて,他

カ リキュ ラムに比べ て 多様 なケー スを指 導者による指導 と,個 人 ・グルー プ

学習 をとお して,OJTの 機会の少ない点 を補充 しようとしている.

しか し,本 カ リキュ ラムでの学習は,シ ステム監査 技術 者 としての基本的

知識 と実施能 力 を付与 しよ うとす るものであ り,受 講者 は,学 習後何 らかの

方法に よ り少 な くとも3年 ほどの システム監査実施 を経験す る必要 があ る.

(6)そ の他

「ソフ トウェアを中心 としたシステムの取引に関する共通 フレーム」につい

て

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 な どに

つ いては,現 在標準 的な ものが ないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲 で統

一 を図 った
.

なお,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェア ライフサ イ クル

におけ る購入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連の事 項

について 「共通 フレー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェアを中心 とした シス

テムの取引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)
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で進め られて いる.こ の共通 フレームは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具

体化 されてい るため,今 後,シ ステム開発作業体系 と して広 く普 及 してい く

もの と思われ る.こ の ため,指 導にあた ってはこの共通フ レームについての

今後 の動向に十分 留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 情報システムの基本的知識

魎
情報 システムの設計 ・管理 そ して システム監査 は,そ の技法 ・手続 きなどを理 解

す るだけでは,効 果的 に遂行 す るのが困難 であ る.

このため,そ の対象 となる情報 システム,情 報 システムが支援 す る経営 活動 ・組

織行動 情報 システムの管理 な どに関す る次に示す よ うな基本的知識が要求 され る.

1.企 業 ・経営活動に関連 して,経 営戦略,経 営組織 経営管理 ,そ して意思決定

と情報処理 な どに関 する基本的知識 .

2.企 業 その他組織体 の情報 システムの論理 的必然性 ,こ れ までの情報 システム実

践 のパ ター ン とその分析 の枠組 み,情 報 システムの意義の変容 に関す る知識

3.情 報 システムの開発 ライフサ イ クルに対応 した評価お よび監査 に関す る基本的

知 識.

4.情 報 システムの信頼性,安 全性 を高め るための情報 セキュ リティ対策 お よびそ

の前提 となる リス ク分析に関す る基本的知識

これ まで情報 システムの設計 ・管理にお いて,こ れ らの知識が きわめて重要 であ

るに もかかわ らず,情 報 システムの関連 スタッフに よって軽視 されて きた傾 向があ

る.情 報が人,モ ノ,カ ネ とともに経営 の4要 素 として,経 営の成功 を左右す るか

ぎ りこれ らの知識 を十分に修得 してお くこ とが必要 であ る.'

当部 では,シ ステムアナ リス ト,シ ステム監査技術者が情報システムに関す る基

本的知識 を体系的に理解 し,お のおのの専門的技法 ・技術 を効果的に展開す るため

の基盤 を固め ることが教育 目標 となる.

システムアナ リス ト,シ ステム監査 技術者 の各技 法 ・技術その ものの理解 を深め

るため に もこれ らの知識 は重要 にな る.そ のため に,単 なるこれ までの情報 システ

ムの理論的研 究成果 を展開す るのではな く,情 報 システム設計 ・管理 とシステム監

査 の各技法 ・技術 を理解 し,そ の効果的 な展開への実践的 な分析視点や基盤 を養 う

ように配慮 してい る.
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第2部 システム監査の基礎

繭
システム監査 は,高 度情報化社会 の企業経営 におけ る経営手段 の1つ として,企

業 目的達成 の ための重要 な機能 を果たす もの となってい る.

また,シ ステム監査は,監 査対象であ る情報 システムの社会性か ら,そ の健 全な

発展に役立つ こ とも期待 されてい る.そ の ため,わ が国の システム監査 は,政 策的

に も各種 の施策 が講 じられてい る.

システム監査技術者 には,こ の ような シス テム監査 の実施主体 として,次 に示す

項 目につ いての正 しい理解が要求 され る.

1.シ ステム監査 の基礎知識 として,シ ステム監査の歴史,意 義,シ ステム監査の

対象,シ ステム監査技術 者 としての要件.

2.情 報 システムの コン トロールに関連 して,コ ン トロー ルの本質,情 報 システム

の コン トロールの概 念,情 報 システムの監査性.

3.シ ス テム監査 の実施 に関連 して,シ ス テム監査 の導入準備,シ ステム監査 の流

れ,シ ステム監査 技術者が作成す る ドキュメン ト,シ ステム監i査実施上 の留意点,

他 監査 との連携 ・調整.

4.シ ステム監査の施策に関連 して,シ ステム監査基準,シ ステム監査技術者試験

制度,シ ステム監査企業台帳制 度,お よびその他 システム監査関連基準 な ど.

これ らの各項 目につ いての理解 は,シ ス テム監査 の専 門的機能 を果 たす システム

監査 技術者に とって不 可欠であ り,シ ステム監査 の基礎 となるものである.

当部 では,シ ステム監査 技術者 として効果 的なシステム監査 を実施す るための基

本的知識 を体系的 に修得す るこ とを目標 とす る.そ のため にシステム監査技術者 と

しての監査 実務 についての基本的知識 を養 うよ う配慮 してい る.

第3部 システム監査の実施

函
システム監査 の実施 にあた っては,シ ステム監査の知識の修得 だけでは困難であ
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る.シ ステム監査 業務 の流れの理解が不可欠である.

当部 では,シ ステム監査 の作業 を次に示 すよ うな計画,実 施,報 告 に分 け,各 段

階 ご とに具体 的作業 内容 を理解 させ る.

1.中 長期計画,基 本計画,個 別計 画の策定方法,記 載 内容,記 載要件の理解 に基

づ くシステム監査計画の立案 .

2.シ ステム監査の実施体 制 および実施手順の理解に基づ くシステム監査 の実施 .

3.シ ステム監査 の結果の有効活用 を図 るため,報 告書の記載要件 お よび作成手順

の理解 に基づ くシステム監査 報告書の作成 とフォローア ップ

当部 では,第2部 で理解 した システム監査の知識 を,シ ステム監査 の一連の作業

の流れに沿 って理解 を深め,シ ステム監査技術者 としての監査作 業 を遂行 できるよ

うに なることを教 育 目標 とす る.そ のために,シ ステム監査 の一連 の実作業の流れ

に沿 って,シ ステム監査 の方法,手 続 きなどを理解 し,そ の効果 的な実 践基盤 を養

うように配慮 してい る.

第4部 関連法規等

魎
情報 システムであ らゆ る業務 を処理 す るようになった結果,シ ステム監査 の対象

領域は広が り,シ ステム監査 技術者は監査業務の遂行にあた って,関 連 す る法規 等

につ いて基本的な内容 を知 ってお くことが必要である.

1.経 営に関す る法律の知識

2.法 定監査 に関す る法律の知識 .

3.財 務 に関す る法律の知識 .

4.情 報 システム関連 業務 におけ る労働に関する法律 等の知識

5.コ ンピュー タ犯 罪や物理 的セ キュ リテ ィに関す る法律 の知識.

6.プ ライバ シー保護 に関す る法律 等の知識

7.プ ログラム等 の保護 のため の知 的所有権 に関す る法律の知 識.

当部では,こ れ らの基本的 な知識 を修得す ることを 目標 とす る.そ のため に,条

文の解 説にあたっては,情 報 システム との関連に着 目す るように配慮 してい る.
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第5部 システム監査のケーススタディ

魎
情報 システムの監査 を行 うにあた って,そ の手順や 技法 を理解 す るだけでは有効

な監査の実施 が困難 であるこ とは言 うまで もない.さ らに これ らの技術 を的確に駆

使 す るとともに,次 に示す よ うな監査実施能力が要求 され る.

1.監 査 目的に照 らした,監 査対象への接近 の仕方(切 崩 し方)と コ ミュニケー シ

ョン能力

2.監 査 目的 に照 らした監査対 象か ら問題 とな る事実 の分析,そ の事実 を生 んだ要

因分析 をして指摘事 項 として まとめ る能力

3.改 善勧告 として どの点につ いて,ど の レベル まで記述すべ きかにつ いての基礎

的能力

以上 のよ うな能力 は,シ ステム監査 の実施 において最 も重要で あるに もかかわ ら

ず,教 場 での教育が 困難 であるために,こ れ までないが しろに されて きた きらいが

ある.OJTあ るいは実践 を とお して徐 々にその能力が育成 され るとして も,教 場 で

のケーススタデ ィの集 団的討議 をとお して基礎能 力や 技術 を養 ってお くことは以後

の能力向上 に とって重要 であ"り効果的 である.

したが って,当 部 では,一 般 的に監査の切 り口として認 識 され る典型的 な局面や

対象 をケース として取 り上げ る.そ して,お のおのについて システム監査技術者 と

して監査調書,監 査報告書 をま とめ るため に監査対象 をいかに切 り崩 し,い かに問

題事実 を分析 し,指 摘事項 と改善勧告事 項 として絞 り込み,ま とめ上げ るかにつ い

ての基礎能力 を養 うこ とが最大の教育 目標 であ る.ま たケー スにつ いての集 団的討

議 を通 じて監査上の コ ミュニケー ション能力 を向上 させ るよ うに配慮 しなければな

らない.そ のため に,ケ ー スごとに 「解説」 と 「関連 ・留 意事項 」 をあげて,よ り

いっそ う,実 践的な討議 と教 育指 導 を行 うよ うに配慮 してあ る.な お,受 講者用の

教材 にはこれ らの事 項 は載せ ていない.
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5プ ロジ=ク トマネージャ育成カリキュラム

1.プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ の 役 割 と業 務

1.1役 割

現在,シ ステム開発 をめ ぐる環境は次に示す よ うな大 きな変革期 にある.

① 旧来の中大型機 を中心 とした システムか ら,パ ー ソナル コンピュー タ,ワ ー

クステー ションを中核 に したネ ッ トワー クシステムが 中心 となって きている.

② 関連す るソフ トウェア,ハ ー ドウェアカざ多様化 ,複 雑化 してお り,プ ロジェ

ク トによっては 多種類の エ ンジニア を必要 とす る.

③ システムの持 つ不具 合が もた らす影響が非常に大 き くなって きてい る.つ ま

りシステム開発に伴 うリスクが増大 して きている.

④ 特許法,著 作権 法,不 正競 争防止法,製 造物責任(PL:ProductLiability)

制 度,ISO9000-3のJIS化 などの知的所有権あるいは製造物責任や製品に対す る

法 的規制が厳 しくなってい る.

⑤ システム開発の主体が単一組織だけでは な く,複 数 の組織が協同 して行 う体

制 も増 えて きて いる.

この よ うな状 況において,シ ス テム開発プ ロジェ ク トの管理 は
,一一般の管理職 が

旧来の管理技術 を駆使 して行 う方法あるいは年長者のエ ンジニアが それ までの経験

を もとに して行 う方法 では困難 になって きている.

技術 の進歩や要求の 多様化 によ り,一 人の技術者がすべ てに精通 で きる時代 は終

わ り,技 術 の分化 が進 んでプ ロジェ ク トマネー ジャ(以 下PMと 略す)が 独立 した技

術者に なった といえる.

PMは,総 合的 かっ専 門的なプ ロジェ ク ト管理 に関す る知 識 と技術 を駆使 し
,プ ロ

ジェ ク トに関 して次の ような役 割 を担 う.

① 人材 をは じめ,与 え られ た資源 を+分 活用 し,シ ステム開発 な どを予定の費

用,工 期,品 質 で完成 させ る.

② 外部組織 との関係(顧 客,共 同開発企業,協 力会社(外 注)な ど)が ある場



合は,適 正 な契約 の締結 と[q満 な関係 を保持す る.

③ ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トな どと協力 して,総 合的な品質保証 を

実現す る.

なお,本 カ リキュ ラムはおお よそ100人 月,10人 以上 のプ ロジェ ク トで専 門のPM

を必要 とす るプ ロジェ ク トを管理 す ることを前提 としてい る.

1.2主 な業務 内容

PMの 業務 は,プ ロジェ ク ト計画立案,プ ロジェク ト運営,プ ロ ジェ ク ト完 了評価

の3つ に集約 され る.

(1)プ ロジェク ト計画 立案

システム開発プ ロジェ ク トを成功裏に終了させ るためには,プ ロジェク ト計

画 を正 しく,か つ実現可能 な もの として立案す る.具 体的 な業務 は次の ように

なる.

① 上位 の計画 を十分 吟味 した うえで,当 該プ ロジェ ク トの特徴 を踏 まえて最

適 なプ ロジェ ク ト方針 を決定す る.

② 当該 プロジェ ク トの要求仕様 を検討 し,規 模や必要工数 その他の必要資

源 をほぼ正確 に見積 り,当 該 プロジェ ク トの特徴 を踏 まえた 日程計画,品 質

計画,費 用計画,そ の他 の計画 を立案す る.ま た,外 部環境 の変化 に伴 い,

計画 を柔軟 に変 更す る.

③ 当該プ ロジェ ク トの特徴 と与 えられた人的資源の特 性 を合 わせ かんがみ,

最適 な組織編成 を行 うとともに,権 限 と役割 の分担 を明確 にす る.

(2)プ ロジェ ク ト運営

システム開発 プ ロジェ ク トは,要 求仕様,要 員,開 発環境 な ど不確 定 ・不安

定 な要素 を多 く内在 してお り,当 初のプ ロジェ ク ト計画 を忠実に実施 してい く

ため にはプ ロジェ ク ト運営時の柔軟 な対応が求め られ る.具 体 的 な業務 は次の

ようになる.

① プ ロジェ ク ト計画 を もとに,当 該作 業単位 ごとにWBS(WorkBreakdown

Structure;作 業分割図)やTRM(TaskResponsibilityMatrix;役 割分 担

表),さ らにそれ らを もとに した 日程 計画表 を作成す る.ま た,実 績 デー タを

収集 し,管 理 表 を作成す るなどして問題点 を発見 し,必 要 な対 策 を実施す る
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な どを行 って,予 定工期 での完成 を図 る.

② プ ロジェ ク ト計画 を もとに,当 該 システムの要求品質特性 を明確 に し,そ れ

に基づ き品質 目標 を設定 して具体 的 な品質計画 を立案する.ま た,品 質管理 デ

ー タを収 集 し
,管 理図 を作 るなどして問題点 を発見 し,必要 な対策 を実施す る

とともに,対 策効果 の評価 を行 って当該 システムの品質を維持向上 させ る
.

③ 与 えられ た要員 を適正 に配置 して,最 適な グループ編成 を行 う.ま た,勤

務状況や生産性 を把握す ることに よ り'問題点 を発見 し,モ チベ ー ションア ッ

プ などの対策 を実施 して ,生 産性 の向上 と円滑 な人間関係 を維持す る.

④ 当該 システムの特徴 を踏 まえて,最 適 な協力会社(外 注先)を 選定す る と

ともに,適 正 な契約 を締結す る.ま た,発 注先の実績デー タの収集 を行 って,

進捗管理や品質管理 を行 い,問 題点が発見 された場合は,当 該協力会社 と協

議の うえ,適 切 に対処す る.

⑤ プ ロジェ ク ト計画に基づ き,各 作業単位かつ各費 目ごとの費用計画 を立案

す る.ま た,費 用実績 デー タを収集 し,費 用管理 表な どを作成 して予算超過

な どの問題点 を発 見 した場合は,適 切 な対策 を実施す る.

⑥ 顧 客,協 力会社,ハ ー ドウェアベ ンダな ど外部 との間の契約等 を総合的 に

管理 ・順 守す る.

⑦ 将 来のPL法 などに対処 す るため に,開 発過程におけ る種々の作業あ るいは

変更 内容 を確実に記録 ・保管す る.

(3)プ ロジェ ク ト完了評価

プ ロジェク ト管理 の難 しさの1つ の要 因は,開 発要員,開 発環境 などに よっ

て,必 要 とな る工数が大 き く違 って しまうこ とにある.し たが って,プ ロジェ

ク ト終 了時点の正確 な分析 評価 は,次 回プ ロ ジェ ク トの重要 な参考 資料 となる.

① プ ロジェ ク ト計画 と実績 との差異分 析 を行 う.特 に 日程計画,品 質計画,

費用計画 と実績の差 異 を把握 し,問 題 点 を整理 ・分析 して,こ れか ら取 るべ

き方策 を検 討 し,次 回のプ ロジェク ト計 画に資す る.

② プ ロジェ ク トに関す る総合 的な評価 ・分析 を行 う.具 体的には,開 発環境

(コ ン ピュー タ,オ ペ レー ティングシス テム,端 末装置,開 発 ツー ル,通 信

機器)な どの評価,協 力会社の評価,要 員の評価,採 用 した ソフ トウェア開

発プ ロセス,開 発技法 な どの評価 ・分析 を行 う.
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他の情報化 人材 との関係 も含め,図 表5.1に 主要作業項 目を一覧 表 として示

す.ま た,図 表5.2はPMの 主要作 業項 目に着 目し,作 業項 目をさらに詳細化

した ものである.
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図 表5.1情 報化 人材の 主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M9
P

§
P

§
P

§
P

1

計

画

L1情 報化視点か らの経営 ・事 業戦略立案 ○

1.2情 報化構 想の立案 ◎ ○ △ ○

L3業 務改善企画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム 商 品 企 画 ○ ○ ◎

:1 .6.1開 発 作業 計 画
…

◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6開 発 書士i面立 案lL6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

lL6.3酬 見掛) ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設
計
・

作
成

2,1シ ステム分析 ・要 求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎

2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部 設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2.5ネ ッ トワ ー ク設 計・ ◎ △ ◎

2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎

2.7プ ロ グ ラ ム 作 成 ◎ △ ◎

2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

3.】 シ ステ ム 移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○
3.2シ ス テ ム評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎

3,4運 用 管 理 ◎
3.5障 害管理 △ △ △ ◎

3.6セ キ ュ リテ ィ管 理 △ △ ○ ○ △ ◎
3.7シ ス テ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

《

4.1プ ロジ ェク ト実施計 画立案 ◎ △ △ ○

…4
.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営:4.2.2品 質管 理

14 .2.1進 捗管 理 ◎ ○ ○

◎ ○ ○ △ ○

142.3繊.要 賭 理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジ ェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保資
証源

議
ン境

サ ・

ル 標

テ準

1・

ζ
ン

5.1資 源 管 理

5.1.1シ ス テ ム 資 源 管 理 ◎ ○ ○ ◎ ◎

5,L2情 報資源管理 ◎ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発 環 境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

L

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○

5,3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4,1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ン サ ル テー シ ョ ン
5.5.1情 報 化コン廿 ルテー ション ◎ ○

5.5.2技 術 コンサ'レ テー シ ョ ン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄の印については次の とお り.

◎:主 要担当作業 ○:担 当作業

② 担当者の略称 は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シ ス テ ム アナ リス ト

プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジャ

アプ リケー ションエンジニア

プ ロ ダ ク シ ョンエ ン ジニ ア

デベ ロ ップ メン トエ ン ジニ ア

シ ステ ム運 用 管理 エ ン ジニ ア

△:協 力作業

TS:

NSP

DSP

SSP

BSP

テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト

(以下の4ス ペ シャリストの総称)

ネ ッ トワー ク スペ シ ャ リス ト

デー タベ ー ス スペ シャ リス ト

ソフトウェア生産技術 スペシャリス1

基 本 シ ステ ム スペ シャ リ ス ト
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図表5.2プ ロジ ェク トマネー ジ ャの主要 作 業項 目

主 要 作 業 項 目 担
当

1

計
画

開発計画立案

開発作業計画 △

シス テム運 用 ・移行 計 画 △

費用見積 り △

2
作設
成計

.

シス テム テ ス ト計 画

テス ト仕 様設 定(テ ス ト基 準 含む) ◎

テ ス ト環 境設 定 ○

3
保運移
守用行

・ ・

シ ステム移 行
移行 計 画 ・準 備 ◎

導入評価 ◎

4

プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

プ ロジ ェ ク ト実施 計

画 立案

プ ロジェ ク ト方針 と 目標 の設 定 ◎

プ ロ ジェ ク ト組 織の 設立 ◎

プ ロ ジェ ク ト運 営

進捗管理 ◎

品質管理 ◎

組織要員管理 ◎

協力会社管理 ◎

費用管理 ◎

機 密 ・契約管 理 ◎

変更管理 ◎

プ ロジ ェ ク ト評価

プ ロジェ ク ト統計 情報 の 整理 分析 ◎
'

プ ロジ ェ ク トの実 績 評価 ◎

。。㌔黄み

興

㍑橿

品質保証 品質保証体系に基づ く品質確保 ○

コ ン サ ル テ ー シ ョン 技 術 コ ン サ ル テ ー シ ョ ン ○

◎:主 要担当作業 ○:担 当作業 △:協 力作 業
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1.3他 の人材 との関係

PMと 他 の人材 との業務上の関係 を図表5.3に 示 す .

図 表5.3他 の人 材 との 関係

対 象 関 係

シス テム アナ リス ト *SANが 行 う 「シス テム化 計 画」 を受 け て,そ の具体 的 な開 発計

(SAN) 画 を立案 す る.

*SANの 「シス テム化 計画 」立案 の際 にプ ロジェ ク ト実施 の 立場

か ら助 言 を行 うと ともに開 発計 画 立案 を引 き継 ぐ際 にSANの 助

言 を得 る.

*シ ス テムア ナ リス トが行 う 「シス テム化 計画」 立 案作 業 に担 当

が予 定 され るプ ロ ジェ ク トマ ネ ー ジ ャは,オ ブザ ーバ と して参

画 す る.

ア プ リケ ー シ ョ ンエ *AEが 行 うシス テム分 析 ,要 求 定義 お よ び外部 設 計 に対す る「デ

ン ジ ニ ア ザ イ ン レ ビ ュー 」 を 計 画 し,レ ビ ュ ー に 主 体 的 に 参 画 す る.

(AE) *「 システ ムテ ス ト計 画」 立案 の 際 にAEの 協力 を得 る
.

*当 該 プ ロジ ェ ク ト内でAEが 行 うすべ ての作業 に対す るプ ロジェ

ク ト管理 の 責任 を持 つが,必 要 に応 じ一部 の管理 業務 をAEに 任

せ る場合 もあ る.

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン *PEが 行 う内部 設計,プ ロ グラム 設計 な どに対す る「デ ザ イン レ

ジニ ア ビュー 」 の計 画に参 加 す る.

(PE) *PEが 自主 的に行 う 「作業 管 理 」 につ いて,積 極 的に協 力 す る.

*当 該プ ロジ ェク ト内でPEが 行 うすべ ての作業 に対す るプロジェ

ク ト管理 の責 任 を持 つが,必 要 に応 じ一部 の管理 業務 をPEに 任

せ る場 合 もあ る。

デ ベ ロ ップ メ ン トエ *DEが 行 う シス テム分 析,要 求定 義 お よび外部 設計 に対 す る「デ

ン ジ ニ ア ザ イ ン レ ビ ュ ー 」 を 計 画 し,レ ビ ュ ー に 主 体 的 に 参 画 す る.

(DE) *「シ ステ ムテ ス ト計画 」 立案 の 際 にDEの 協 力 を得 る.

*当 該プ ロジ ェ ク ト内でDEが 行 うすべ ての作 業に対す るプ ロジェ

ク ト管理 の責任 を持 つが,必 要 に 応 じ一 部 の管理 業務 をDEに 任

せ る場合 もあ る.

(注)小 規模 なプ ロジ ェ ク トで は,DE自 身がプ レー イン グマ ネ

一 ジャ的 にプ ロ ジェ ク ト管 理 を行 う可能性 が あ る
.

シ ステ ム運 用 管理 工 *開 発 が終 了 したプロジェ ク トの運 用 をSMに 引 き継 ぐ際 に必要 に

ン ジニ ア 応 じ運 用上 の助 言 を行 う.

(SM) *シ ス テム移行 の 際にSMの 協 力 を得 る とと もに,SMが 主体 的 に

行 う運用 テス トの際 に協 力す る.
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2.他 の カ リキ ュラム との 関係

PMは すでに高度 人材 としてAE,DE,PE,TS(テ クニカル スペ シャ リス ト),

SMな どのいずれかの経験 を経 てい ることが望 ましく,そ れぞれの経験に応 じカ リキ

ュ ラム内容が修得済みであ るこ とを一応 の前提 とす る.ま た,こ れ らの経験に先立

って第一種共通 カ リキュラムの内容 が修得 済みであるこ とは言 うまで もない.

他人材の うち,特 にソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス ト育成カ リキュラムの な

かの,以 下の内容 につ いては,自 己学習やOJTを 含め,修 得済みであ ることが きわ

め て望 ま しい.

第5部 「ソフ トウェア開発標準」

第6部 「品質保証」

第7部 「生産性評価」

3.本 カ リキ ュラ ム利用 上 の 留 意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュ ラムの基本的 な 目標 は,PMの 作業 を遂行す る実務能 力の育 成にあ

る.し たが って,実 際のプ ロジェク トにおいて,PMが 実施 あるいは関与 す るシ

ステム開発工程におけ る種 々の作業項 目をすべ て網 羅 しているわけでは ない.

また,PMは プ ロジェ ク トの遂行責任 者の立場 であ り,要 員 に対 し指揮命令す

る権限 を有 し,一 般 の管理者 としての役割 も持つが,本 カ リキュラムでは,一

般の管理 者に共通 の内容,例 えば リー ダ シップ,査 定や評価 な どに関 しては必

要最小限に とどめてい る.

前述 のよ うにPMは すでにAE,PE,DE,SM,TSな どの何 らかの経験があ

ることが望 ましい.特 に具体 的に は以下の よ うな経験 を前提 とす る.

① システム開発要員 として,3～4年 の開発経験が ある.

② プ ロジェク トの リー ダあ るいはサブマネー ジャ として,2～3年 の経験 を

有 して いる.

(2)カ リキュラム構成
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本 カリキュラムは次 の3つ の部か ら構成 されている.

第1部 プロ ジェ ク ト計画立案

第2部 プロジェ ク ト運 営

第3部 プロ ジェ ク ト完 了評価

この3つ の部 は それ ぞれプ ロジェ ク ト管理 のPlan,Do,Seeに 対 応 してい

る.

(3)学 習時間

本 カ リキュ ラムの標準 的な学 習時間は,図 表5.4に 示す とお り,講 義が37時

間,演 習が68時 間 で,合 計105時 間,1日7時 間 として15日 間 となる.

図 表5.4標 準 学習時 間

部 講義時間 演習時間 計

策1部 プ ロ ジェ ク ト計 画 立案 6 15 21

第2部 プ ロ ジェ ク ト運 営 26 44 70

第3部 プ ロ ジェ ク ト完 了評 価 5 9 14

合 計 37時 間 68時 間 105時 間

なお,研 修 を連続的 に行 うことが難 しい場合 は,図 表5.5に 示 す よ うに分割 し,

段階的に進め て もよい.

図 表5.53回 に分 けて教 育す る場合の 編成例

ステ ップ1進 捗管理,品 質管 理,変 更管理

ステップ2上 記以外の管理技術

ステ ップ3計 画立案 、 完 了評価

(4)学 習順序

本 カ リキュ ラムの構成 は,必 要 な項 目を並列に記述 したもので あ り,概 論 か

ら各論へ と展 開 した ものでは ない.し たがって,具 体的に研修(教 育)コ ース

を設定す る場合 は,当 該研修 の趣 旨 ・目的,受 講者 の特性(経 験や技術 レベ ル
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な ど),指 導者の専 門性 などを考慮 して自由に組み合わせ ることは差支えない.

例 えば,現 場 での重要性の高い ものか ら順に学習す る とい うことも効果 的で

ある.な お,図 表5.5は,そ の順 序の一般 的な 目安 で もある.

(5)講 義 ・演習の進 め方

本 カ リキュラムは,PMの 実務 能力の育成 に重点 を置いて作成 されている.

したが って,本 カ リキュラムに沿 って講義 ・演 習 を行 う場合は次の点 に留意

されたい.

①10の プ ロジェク トがあれば10の 違 いがあ る.つ ま り,プ ロジェク ト1ま同 じ

よ うな内容 を繰 り返 し行 っていて も,す べて同 じとい うプロジェ ク トはない.

したが って,講 義 には指導者の経験や実際の事 例 を多 く取 り入れ るこ とが大

切 であ り,経 験や実例 による裏づ けの無 い講義 は説得 力に欠け,実 際の現場

に照 らした質 問には答 え られ ない.

②PMに とって必要 な知識 ではあるが本 カリキュラムには含 まれてv・ない項 目・

知 識 例 えば ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トの 「ソフ トウェア開発標

準」「品質保 証」「生産性評価」 などについては,事 前に十分 な学 習を行 う必

要があ る.ま た,こ の内容 を講義 に加 えるこ とは研修 をよ り充実 した ものに

できる.

③ 実務 経験 あるいは教育指導の経験 の浅 い指導者が指導す る場合 は,す べ て

一 人で教 えるのではな く,知 識 ・経験 に応 じて項 目を分担す るこ とが望 まし

い.

④ 演習 に関 しては,カ リキュラム中にその実施 にあたっての注意点が それぞ

れ項 目ごとに記述 されているの で,そ れに従 って実施 す る.

(6)自 己学 習やOJTと の関係

「名選 手必ず しも名監督にあ らず」の諺 の とお り,PMの 育 成は非常に難 し

い.み ずか らの開発業務 やサブマネー ジャをつ とめ てい くなかで,経 験 ・知識

・技術 を積 み,プ ロジェ ク ト管理の実務能 力 を高め てい く姿勢が必要 であ る.

ここでは,職 場 におけるPM育 成手順 の例 を示す.

① 選定基準 の作成

PMに 登 用す る者に関す る選定基準 を明確 に定 め る.

② 申請手続 きの設定
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社 内公募,社 内推薦,自 薦 な ど,申 請 を受け付け る手続 きを定め る.

③ 審査 手続 き

業務実績,上 司の評価,客 先の評価,な どを考慮 して審査す るこ とにな る

が,実 際 には詳 しい審査基準 を作 ってお く.

④ 任 期

適性 を見極め るため に,社 内的 にPMに 認定 されて も任期 を限定 し,再 度審

査 を行 うほ うが望 ましい.

⑤ 能力開発

本 カ リキュ ラムを中心 とした研修 を義務づ ける とともに,計 画 的なOJTを

実施す る.具 体 的には,サ ブマネー ジャ として実際のプロジェク ト管理 を体

験 させ る.

⑥ 資格の取得

最終的には,プ ロジェク トマネー ジャ(PM)試 験の合格 を 目指す.

なお,育 成 にあた っては,当 該技術 者の達 成度評価が簡単に できるように

してお くことが重要であ る.例 えば,次 の ようなランクづけが考 え られ る.

<例>PMの ランキング

レベ ル5:プ ロジェ ク ト管理 に関 しての経験が3年 以上 あ り,専 門知識,

関連知識 も十分備 えてい る.実 際にプ ロジェク トを任せ るこ と

ができる.

レベル4.プ ロジェ ク ト管理に関 しての経験 が2年 以上 あ り,専 門知 識,

関連知識 も十分備 えて いる.実 際にサ ブマネー ジャ としてプ ロ

ジェク トを任せ るこ とが できる.

レベ ル3:プ ロジェ ク ト管理に関 しての経験が1年 以上 あ り,専 門知 識

関連知識 もあ る程度備 えてい る.実 際の開発現場 ではチーム リ

ー ダとしての業務の遂行 が可能である
.

レベル2:プ ロジェ ク ト管理 に関 しての経験は まだないが,専 門知識,

関連知識は ある程度備 えている.プ ロジェク トマネー ジャあ る

いはサブマネージャの助手 としてな ら活動できる.

レベ ル1:プ ロジェ ク ト管理に関 しての経験 はな く,専 門知 識,関 連知

識 も不十分 である.1
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(7)研 修 コー スの例

本 カ リキュラム をすべ て実施 した場合の研修 コース例 を図表5.6に 示す.

図表5.6PM育 成の 研修 コー ス例

日程 午 前 午 後

1

2
プ ロ ジェ ク ト方針 と目標 の 設定(演 習 を含 む)

3 プ ロジェ ク ト組織 の設 立(演 習 を含 む)

4
⊂」

台0

進 捗 管 理(演 習を含む)

ワー

8

0∨

品 質 管 理(演 習を含む)

10 組 織 要 員 管 理(演 習を含む)

11 協力会社管理 および 変更管理(演 習を含む)

12 費 用 管 理(演 習を含む)

13 機 密 ・ 契 約 管 理(演 習 を含 む)

4

511

プ ロジェ クトの統計 情報 の整理'分 析(演 習 を含 む)

プ ロジ ェ ク トの実 績評 価

(8)そ の他

・ 「ソフ トウェアを中心 としたシステムの取 引に関する共通 フレーム」について

ソフ トウェアの開発工程お よび それ らに関す る ドキュ メン トの名称 などに

ついては,現 在標準的 な ものが ないが,本 カリキュ ラムでは可能な範 囲で統

一 を図った.

なお,本 カリキュ ラムの作成作 業 と並行 して ソフ トウェアライフサ イクル

におけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 まで を含 む一連 の事項

につ いて 「共通 フレー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 とした シス

テムの取 引に関す る共通 フ レー ムの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)

で進め られてい る.こ の共通 フレー ムは国際的な標準化動向 とも連動 して具

体化 されて いるため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広 く普及 してい く

もの と思 われ る.こ のため,指 導に あたってはこの共通フ レー ムにつ いての

今 後の動 向に十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 プロジェク ト計画立案

繭
開発 システムの各種 目標達成 のために,プ ロジェ ク トの開発計画 を立案 し,運 営

してい くこ とは,重 要 な作業 である.プ ロジェク トを成功 に導 くためには,プ ロジ

ェク トの方針,目 標 を明確 に し,プ ロジェク トメンバ に周知徹 底 し,意 思統一 を図

るこ とが重要 である.

また,組 織形態の特徴 ・長所 ・短所な どを理解 し,プ ロジェ ク トの特性に応 じて

最適 なプ ロジェ ク ト体制 ・組織 を編成す ることが必要 である.

当部 では,計 画立案 に関連 す る知識 を修得 させ,プ ロジェ ク ト方針 と目標の設定,

プ ロジェ ク ト組織の設立について,演 習 を通 して修得 させ ることにす る.

演習では,グ ループ討議方式 などを採用 し,グ ループ での検 討結果 を報告 させ グ

ループ相互で評価 し合 うとともに,指 導者が講評 を行 うな どの配慮 をしなければな

らない.

第2部 プロジェク ト運営

面
プ ロジェ ク トマ ネー ジャは,プ ロジェ ク ト運営 にあた って次の ような各種管理能

力が要求 され る.

(1)進 捗管理

プロジェ ク トマ ネー ジャは,的 確 な計画 と正確 な実績 デー タの収集に よ り,進

捗状況 を客観的 に把握 し,発 生す る問題 ・状 況に応 じて適切 な対応措置 を とり,

決め られた納期 を守 らなければな らない.

進捗管理 につ いては,期 間 ・工数計算 の方法,管 理指標,進 捗状況 の把握方法,

状況 に応 じた管理 図表の活用な どの基本知識 を理解 させ る.

また,実 行計画 の作成,進 捗 把握,プ ロジェク ト実行上の問題点対 応な どにつ

いては,事 例 に則 した演習課題 を用意 し,グ ループ演習 を通 じて修得 させ る.
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(2)品 質管理

システムの信頼1生を確保す るためには,ソ フ トウェアの信頼性,機 能 ,性 能,

操作性 な どに関す る品質管理 が重要 であ る.

このために,品 質管理 の知識 を理解 させ,品 質管理項 目のなか で最 も重要 な「信

頼性」 につ いて,与 えられ た課題 に対 す るチームの考 え方,と るべ き施策 などを

まとめ させ る.

(3)組 織要員管理

プ ロジェク トの進捗や プ ロジェ ク ト要員の病気や事故 な どの問題発 生に適切 に

対応 で きるよ うに具体的 な事例,経 験 談 を交 え,現 実的 な対応策 をグループ討議

やOJTな どによ り修得 させ る.'

(4)協 力会社管理

作業 の量や質 を分析 し,最 適 な外注契約形態 ・協 力企業 を選 定 で きる ように指

導す る.

(5)費 用管理

システム計画段階 で作成 されたプ ロジェ ク ト予算 と実 績 との比較 を行 い
,予 算

超過 の兆 しを早期 に見いだ し,状 況 と原 因を把握 で き,対 策 をとれ るように指導

す る.

(6)機 密 ・契約管理

プ ロジェク トの各工程 において,機 密管理 の対象,管 理方法,シ ステム開発に

おけ る契約 の種類 と各種 トラブルへの対応 な どについて,具 体的 な事例に基づ き,

基本 的な注意事項,予 防措置 を修得 させ る.

(7)変 更管理

システム開発過程でお きる各種 の仕様変更に対 しては ,各 種 ドキュ メン トなど

に よ り,関 係者に周知徹底 が必要 である.

そのために,開 発過程 の各種 ドキュメン トなどの変更管理 の対象 を明確 化 し,

変更管理 の基準 ・手順 な どの設定について修得 させ る.

当部 では知識 ではな く,実 務能 力 として身につけ る必要があ る.こ の ため,教

育 とい う観点か らは事例 な どに よる演習,実 践の場 でのOJTが 重要 である.
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第3部 プロジェク ト完了評価

繭
プロジェク ト評価 の実施 は,計 画 と実績 との差異分析が 中心 とな る.進 捗,生 産

性 コス ト,品 質 などに関 して,ど のよ うな観 点 ・項 目で比較 す るかに よって実績

デー タの分類集計方法が異な る.

プ ロジェ ク トの計画か ら運営 実施 の各工程 におけ るプ ロジェ ク トの実 績評価 は,

当該プ ロジェク トの完 了評価に とどまらず,次 回以降のプ ロジェ ク トの計画 ・運営

に役立つ ものであ る.

このため に,進 捗 ・生産性 ・品質 ・コス トな どに関す る計画 目標 に対す る実績 デ

ー タとの差 異分析 を行い,開 発完 了プ ロジェク トの生産性,品 質お よび コス トな ど

に関す るプ ロジェ ク トの実績評価 を,演 習 を通 じて修 得 させ る.
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6ア プリケーションエンジニア育成カリキュラム

1.ア プ リケ ー シ ョンエ ンジ ニア の役 割 と業務

1.1役 割

アプ リケー シ ョンエン ジニ ア(以 下AEと 略す)は,情 報 シス テムの構築 に際 し,

対象業務(ア プ リケー シ ョン)を 分析,モ デル化 し,情 報 システム を設計構築す る

ため の専門知 識 と実務 能力 を有す る技術者 である.AEは ほかの高度情報処理 技術 者

と協力 し,以 下 の ような役割 を担 う.'

(1)経 営戦略 に立脚 した戦略情報 システムや全社的 な統合 システムな どの計画立

案 に際 して,シ ステムアナ リス ト(SAN)に 協力 し,個 別 システムの計画 を分

担す る.

② 個別アプ リケー シ ョンに対 して,そ の最適 なシステム を計画 し,ユ ーザニー

ズの分析,要 求仕様 の設定,外 部設計 などを実施す る.

(3)デ ザ インレビュー,シ ステムテス トあるいは移行 ・運用 に関 す る計画 を必要

に応 じてほかの高度情報処理技術者の協 力 を得 て立案 し,一 部 を実行す る.

1.2主 な業務内容

AEの 主 な業務 内容 を以下に示す .

(1)シ ステム化計画

個別 アプ リケー シ ョンシステムの計画立案

(2)シ ステム分析,要 求 定義

① 対象業務 の調査

② 対象業務 システムの分析

③ システム要 求分析

④ システム構想 の策定

⑤ システム構想の確 定 ・承認 など

(3)外 部設計
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① システム機 能の設計

② コー ドの設計

③ 論理 デー タの設計

④ 外部 設計仕様 の確定 ・承 認な ど

(4)デ ー タベ ースお よびネ ッ トワー クへ の要求定義

(5)デ ザ インレビュー

レビュー計画の立案

(6)シ ステムテス ト計画

① システムテス ト計画 の立案

② 品質保証体 系の設定 と体系 に基づ く品質要求仕様 の設定

(7)移 行 ・運 用計画

① 移行計画の立案

② 運用計画の立案

他 の人材 との関係 も含め,図 表6.1に 主要作業項 目の一覧表 を示す.図 表6.2

は,図 表6.1の なかか ら,AEが かか わる作 業 をさらに詳細化 した ものである.
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図表6.1情 報化 人 材 の主要 作 業項 目

主 要 作 業 項 目
s
A
N

P

M

A

E

P

E

D

E

S

M§
P

9
P

§
P

§
P

.

Il詞由一.三'.1

L1情 報化視点か らの条里営 ・事業戦略 立案 ○
1.2情 報化構想の立案 ◎ ○ △ ○
1.3業 務 改善企画 ・提案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ステ ム 化 計画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム商 品 企 画 ○ ○ ◎

L6開 発計画 立案

1.6.1開 発 作 業 計 画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎
1.6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

1.6.3費 用 見 積 り ◎ △ ◎ △ △ △ ◎
2.]シ ス テ ム分 析 ・要 求 定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎
2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部 設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2

設
計
・

作
成

2.5ネ ッ トワ ー ク設計 ◎ △ ◎
2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎
2.7プ ロ グ ラ ム 作 成 ◎ △ ◎
2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行
・

運
用
・

保
守

3.1シ ス テ ム移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○
3.2シ ス テ ム評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎
3.4運 用 管 理

◎
3,5障 害管理 △ △ △ ◎
3.6セ キ ュ リテ ィ管理 △ △ ○ ○ △ ◎
3.7シ ス テ ム保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
亘11ロ

こ

ζ

4.1プ ロジェ ク ト実施計画 立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4,2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4,2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○
4.2,3組 織 ・要員管理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジ ェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保資
証源
.・

コ環

ン 境

サ ・

ル標

テ 準

1・

ζ
ン

5.1資 源管理

5ユ.1シ ステム資源管理 ◎ ○ ○ ◎ ◎
5.L2情 報資源管理

L ◎ ○

5,1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備

r
○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2,2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○
5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎
5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4.1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○
5.4.2晶 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テ ー シ ョ ン
5,5.1情 報化コンサルテーシ ョン ◎ ○

5,5.2技 術 コン サ ルテ ー シ ョン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注 】 ① 各欄 の印 に つ いて は 次の とお り.

◎:三i三要]旦tJiM三業 ○:よ 旦当イ1三業

② 担 当者 の略 称 は次 の とお り.

SAN'

PM

AE

PE

DE

SM

シ ステ ム アナ リ ス ト

プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジャ

アプリケー ションエンジニ ア

プ ロ ダ ク シ ョンエ ン ジ ニ ア

ア

ア

二

二

ジ

ジ

ン

ン

エ

エ

ト

理

ン

管

メ

用

プ

運
ッ

ム

ロ

テ

ベ

ス

デ

シ

△:協 力作業

t

TS:テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト

(以下の ・1スペシャ`1ス トの総称}

NSP'ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト

DSPデ ー タベ ー-7xス ペ シ ャ リス ト

SSP.ソ フトウェア生産技術スペシャリス ト

BSP:基 本 シス テ ム スペ シ ャ リス ト
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図表6.2ア プ リケー シ ョンエ ンジニ アの主 要作業 項 目

主 要 作 業 項 目
担
当

情報化構想の立案

経営 ・事 業 ビジ ョンに基づ く基 本的 情報 化
ビ ジ ョンの策 定

△

情報化の現状分析 ○

情 報化 の ギ ャ ップ分析 ○

長 期 ・中期 ・短 期計 画 △

業務改善企画 ・提案

現状業務の分析 ◎

主要改善課題の抽出 ◎

課題改善策などの検討 ◎

実施計画の作成 ◎

シス テム化 計画

シス テム化 目的 の設定 ◎

対象業務およびシステム化対象の定義 ◎

シス テム概 要の 設計 と実現 ・実 効性 の検 討 ◎

システム化計画書の作成 ◎

ソフ トウェ ア/シ ス テム商 品企画

技術分析 ○

市場調査 ○

CS分 析 ○

商品化計画 ○

開発計画立案

開発作業計画 ◎

シス テム運 用 ・移行計 画 ◎

費用見積 り ◎

2

設

計

・

作

成

シス テム分 析 ・要 求定義

'

分析計画の作成 ◎

分析技法の検討 ◎

対象業務モデルの作成 ◎

対象業務システムの分析 ◎

システム要求分析 ◎

開発技法の選定 ◎

シス テム構 想の検 討 ◎

シ ステム構 想 の決定 ○

外部設計

設計計画の作成 ◎

シ ステム機 能 の設計 ◎

外 部 コー ド設 計 ◎

論理データ設計 ◎

ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス 設 計 ◎

運 用 ・移 行 設計 ◎

安全性信頼性設計 ◎

他 シス テムお よびハ ー ドウェア との インタ
フ ェー ス設定

◎

設計仕様の決定 ◎
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内部設計

内部 コー ド設計 ○

フ ァイル設 計 ○

入出力設計 ○

処理構造設計 ○

安全性信頼性設計 ○

再利用設計 ○

設計仕様の決定 ○

DB設 計

デ ー タベ ー スへ の要 求分 析 ・定義 ◎

デー タモデル設 定 ◎

論理設計 ○

物理設計 ○

ネ ッ トワ ー ク設 計
ネ ッ トワー クへ の要 求分析 ・定 義 ◎

既 存ネ ッ トワー クシステ ムの 問題 点抽 出 ○

システム テ ス ト計画
テス ト仕 様設 定 ◎

テ ス ト環 境設定 ○

テ ス ト

総 合 テ ス ト ◎

移 行 テ ス ト ◎

運 用 テス ト ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

シ ステ ム移行

移 行計 画 ・準備 ◎

移行実施 ◎

導入評価 ○

システム評価

機能評価 ◎

性能評価 ◎

品質評価 ◎

効果評価 ○

経済性評価 ○

シ ステム改善 案 の作成 ○

セキ ュ リテ ィ管理 論 理的 セ キュ リテ ィ管 理 △

シス テム保 守
保守計画の設定 ◎

保守結果の確認 ◎

4
ク ブ 〉

ト ロ

管 ジ

理 工

プ ロ ジェ ク ト実 施計 画立 案 プ ロジェ ク ト方 針 と目標 の設 定 △

プ ロ ジェ ク ト運 営
進捗管理 ○

品質管理 ○

5
コ 資

琢 元;{
を 欝

丁 繰

言 準

冷

資源管理 構成管理 ○

開発環境 環境整備 ○

標準化 システム開 発標準 の 設定 △

品質保証
品質保証体系の設定 ○

品質保証体系に基づ く品質確保 ◎
コ ン サ ル テ ー シ ョン 情 報化 コンサ ル テー シ ョン ○

【注】 各欄 の 記号 の意味 は次 の とお り

◎:主 要 担 当作業 ○:担 当作業 △:協 ブ]イ乍業
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1.3他 の人材 との関係

AEと 他の人材 との業務上 の関係 を図表6.3に 示す.

図表6.3他 の 人 材 との関 係

対 象 関 係

シス テム アナ リス ト *統 合的 システ ムの場合,SANが 分 割 したサ ブ システ ム を引 き継 ぎ,そ
・

(SAN)
^'^め開 発 計 画 や 基 本 設 計 な と二を行

.三L.、__ __一 ..-一.-

*SANが 行 う統合 的 システ ムの企 画 ・基本 構 想の 策定 に際 し,必 要 に応

じて協 力 す る.

プ ロ ダ ク シ ョ ンエ ン *外 部 設計 書 を渡 し,内 部 設計 以 降 を託 す.

ジ ニ ア *個 別 業務 の分 析 ・計 画 ・要 求定 義 ・外部 設計 な どに際 し,必 要 に応 じ

(PE) てPEの 協 力 を得 る.

*シ ス テムの テ ス ト計画 を設 定 す る際,必 要 に 応 じてPEの 協 力 を得 る.

*シ ス テム開 発全般 に関 し,必 要 に応 じてPEの 相談 を受 け,性 能 改 善 な

どの検 討 に協力 す る.

*内 部設 計 レビュー に参 画 す る.

デ ベ ロ ッ プ メ ン トエ *対 象 システ ムにか かわ る基盤 的 シ ステ ムソフ トウェアの 開発や 改善要

ン ジ ニ ア 求が 出 た場合 に,そ の 開発 ・改善 を依頼 す る.

(DE)

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー *PMの 指 示の下 に部 分的 な開 発管 理 を実施 す る.

ジ ャ *PMの プ ロジェ ク ト実施 計画 設定 の 際,必 要 に応 じて協 力 をす る.

(PM)

基本シぶ ムスペシ *シ ステム の語 頭二設 計に 際 し,必 要 に応 じて ハー ドウェア お よび基本
㌔}一 一 一 一'一 『'一..一.,, _・_{,.‥

ヤ リ ス ト ソフ トウ ェアの評価 ・選 定 あ るいは専 門 技術 に関 す る技術 支援 を受 け

(BSP) る.

*開 発 した システ ムの処理 性 能 な どに関 し,ハ ー ドウェアや 基本 ソフ ト

ウェ アにか かわ る部 分 の検 討 ・改善 を依 頼 す る.

デ ー タベ ー ス ス ペ シ *外 部 設 計に おい てデー タの論理 設 計 を行 い,そ の結 果に 基づ くデー タ

ヤ リ ス ト ベ ー スへの要 求仕 様 をDSPに 示 す.

(DSP) *シ ステム の計画 ・設計 に際 し,必 要 に応 じて デー タベー スの 専 門技術

に関 す る技 術支援 を受 け る.

*開 発 した システム の処理 性能 な どに 関 し,デ ー タベー スにかか わ る部

分の検 討 ・改善 を依 頼す る.

ネ ッ トワ ー クス ペ シ *外 部 設計 に おい て,ネ ッ トワー ク システ ムへ の要求 仕様 を出す.

ヤ リス ト *シ ス テムの計 画 ・設計 に際 し,必 要 に 応 じて ネ ッ トワー クの専 門 技術

(NSP) に 関す る技術 支援 を受 け る.

*開 発 した システムの処 理 性能 な どに 関 し,ネ ッ トワー クにか か わ る部

-「}一 －L-A、, .分の検討や改善互依頼する.
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ソフ トウェア生 産 技 *SSPに よ って策定 され た開発 標準 をベ ー ス として,対 象 とす る開 発 シ

術 スペ シ ャ リ ス ト ステム 向け の標 準 を設定 す る際に,必 要 に応 じて協 力 を受 け る.

(SSP) *SSPに よっ て整備 され た開発 環境 を,対 象 とす る開発 シス テム向 けに

一部 改善 す る必要 が あ る場合
,そ の改善 を依 頼す る.

*必 要 に応 じて使用 す る技法,ツ ー ル な どに関 す る専 門 技術 の技 術支 援

を受 け る.

システム 運用 管理 工 *新 シ ステムの移 行 時に 協力 を受 け る.

ン ジ ニ ア *PEと 協 力 して運 用 マニ ュア ル を作 成 し,SMに 引 き継 ぐ.

(SM) *運 用 中の担 当 シ ステムの トラブルや 性 能一ヒの 問題 に 関 し,そ の検討 や

改善 に協 力 す る.

*担 当 シス テムの保 守 に際 し,協 力 を受 け る.

*要 求分析や外部設計の段階で,必要に応じて運用環境や移行について

相談 す る.

2.他 の カ リキ ュ ラム との 関係

(1)第 一種共通 カ リキュラム との関係

① 共通知識 すべて学習済みであることを前提 とする

② 共通応用能力……すべ て学 習済み であることを前提 とす る

③ 選択知識 以下が学習済みであることが望 ましい

・第8部 「システム構成技術」

-
・第11部'「 情報 セ キ ュ リ テ+と シ ス テ ム 監 査 」

・第18部 「マ ネ ジ メ ン トサ イ エ ン ス と企 業 シ ス テ ム 」

④ 選択応用能力 ……以下が学習済み であるこ とが望 ま しい

・第15部 「応用 システム開発能力」

② 他 人材の カ リキュラム との関係

本 カ リキュ ラム は基本的には上記(1)を前提 とす るが,他 カ リキュ ラムの うち

以下 のよ うな内容 が十分修得 されていない場合 は,自 己学習等に よ り,修 得 す

る こ とが 望 ま し い.

① プロダ クションエ ンジニア育成 カ リキュラム

・第1部

・第6部

・第7部

「内部設計」

「開発環境」

「ソフ トウェア工学 の最新技術動 向」
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・第8部 「デ ー タ 構 造 と ア ル ゴ リ ズム 」

② ネ ッ トワ ー ク スペ シ ャ リ ス ト育 成 カ リ キ ュ ラ ム

・第3部 「ネ ッ トワ ー ク エ ン ジ ニ ア リ ン グ の 基 礎 技 術 」

・第4部 「ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム の 構 成 要 素 」

・第5部 「ネ ッ トワ ー ク に 関 す る 法 制 度 と標 準 」

③ デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト育 成 カ リ キ ュ ラ ム

・第2部 「デ ー タベ ー ス 管 理 シ ス テ ム 」

・第4部 「デ ー タベ ー ス の 技 術 動 向 」

3.本 カ リキ ュラム利 用 上 の 留意 点

(1)基 本的 な考 え方

本 カ リキュラムは,高 度情報処 理技術者 であるAEの 育成 カ リキュラムであ

る.高 度情報処理 技術者 は高い実務能 力 を有す るもの と位置づ け られ ている.

したが って本 カ リキュ ラムは実務能力の育成 を第一の主眼点 としてい る.

実務能力 とは 自己の責 任 と判断 の もとで 「作業 をす る,作 業がで きる=技 術

があ る」ことであ り,そ の根本 は 「モデル化(抽 象化)」 能 力である.そ の ため

には 「知 っている=知 識」 を 「技術 」に進化 させ なければな らない.以 上 を踏

まえ,以 下 の観点か ら本 カ リキュラム を編成 した.

① 現在一般 的に採用 され てい るシステム開発工程 にそって編成 している.

② 各工程 でどの ような作 業が行 われ,ど のような成果物(ド キュ メン ト)を

作成す るか,換 言すれば どの よ うなモデル を作 るのか を,演 習 を主体 に修得

させ る.

③ モデルを作 成す るため の技術 として,本 カ リキュラムは必要最少 限の もの

に限定 してある.す なわ ち,必 要条件 的な技術のみ を取 り上 げ,あ えて十分

条件的な ものは取 り上げ ていない.

④ 本来実務能 力は現場 で養 われてい くものであ る.「 演習」は現場 に代 わる も

のである と位 置づ けてい る.い わば擬似体験 である.

⑤ 現在は情報技術の転換期 であ り,種 々の新技術(例.オ ブ ジェ ク ト指向,

人工知能な ど)が 提案 されてい る.し か し,必 ず しも現場 には定着 していな
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い .し た が っ て,そ れ ら に つ い て は 紹 介 す る に と ど め て あ る.

(2)カ リ キ ュ ラ ム 構 成

つ

第1部 か ら第3部 は,開 発工程の順 序にそ った業務 を対象 とし,第4部 と第

5部 は,そ れ らの なかで行 われ る共通 的業務 を対象 とす る.

① 第1部 情報化構想 の立案

情報化構想の立案 は,統 合 的 システム(ま たは大規模 システム)の 場合は シ

ステムアナ リス ト(SAN)の 分担 であるが,個 別 アプ リケー シ ョン(ま たは 中

小規模 システム)の 場 合はAEの 業務 である.

当部 はシステム化構 想立案の理解 お よび実務能力 を養成す るこ とを目的 と

す る.

② 第2部 システム分析 ・要 求定義

本部においては,AEに とっての実務能 力の根元であ る「モデル化(抽 象化)」

能力 を養成す るこ とに中心 を置 き,そ の能力 を具現化す るための技術 を修得

させ るこ とを狙 い として いる.下 図の流れのなか で修得 させ る.

物理
モデル

論理

モデル
新論理

モデル
新物理
モデル

③ 第3部 外部 設計

本部 では,要 求仕様 の定義 に基づ く外部設計のための技術 を修得 させ る.

④ 第4部 デザイン レビュー とシステムテス ト

デザ インレビュー は,各 開発工程の主要な節 目ご とにで行われ る作業 であ

り,ユ ーザ が主体 とな り開発者 とともに行 う共同作業 である.ま た,シ ステ

ムテス トは開発 された システムの総合 的テス トであ り,PEの 協 力 を得 なが ら

AEが 主体的に行 う作業 であ る.本 部 では,レ ビュー および システムテス トの

計画立案 お よびその実施 にあた り必要 な技術 と実務能力 を修得す るこ とが 目

的であ る.

⑤ 第5部 移行 ・運用 計画

システムの移行計画 は,開 発 グループが主体 的に行 う作業であ り,AEは そ
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の中心 とな る.運 用計画 は,AEがSMの 協 力 を得 なが ら運用仕様 の設定 まで

を行 う.

本部 は システムの移行計画 と実施お よび運用計画の立案 に必要 な技術 と実

務能力 を修 得す るこ とを目的 とす る.

(3)学 習時間

本 カ リキュラムで設定 した標 準学習時間 は図表6.4に 示す ように269時 間,

約39日(7時 間/1日)で ある.こ れ を目安 にそれぞれめ教育機関において自己

の条件(受 講者 の レベ ルな ど)を 判断 して決め ることが望 ましい.な お,こ の

時間数にはOJT,自 己学習のための時間は含 んでいない.ま た本来は連続 して学

習す るのが望 ま しいが,例 えば社 内教 育 にお いて,実 務上 第1部 か ら第5部 を

連続 して実施す るこ とが困難であ ると考 え られ る場合は,以 下の ように分割 し

て学習 す る方法 も考 え られ る.

〔社 内教育 での例〕 第1回 目(初 年 度)

第2回 目(2年 度)

第3回 目(3年 度)

第3部

第2部,第5部

第1部,第4部

図 表6.4標 準 学 習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 情 報 化 構 想 の 立 案 26 6 32

第2部 シ ス テ ム 分 析 ・ 要 求 定 義 57 49 106

第3部 外 部 設 計 31 53 84

第4部 デザ イン レ ビュー とシステ ム テ ス ト計 画 26 8 34

第5部 移 行 ・ 運 用 計 画 10 3 13

合 計 150時 間 119時 間 269時 間

(4)学 習順序

第1部 ～第3部 までは,実 際の作業順序 に従 っている.し か し,こ こで対象
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とす る実務 経験3～5年 程 度の技術者の場合 は,そ の逆の順 序で実務 を経験 す

ることが一般的 と考 え られ る.し たが って,学 習順序 は第3部 →第2部 →第1

部 とな るこ とがOJTと 学習が一致 して望 ましい ともいえ る.た だ し,こ のよ う

な場合 に も,客 前段階の業務の概要 を理解 した うえで,当 該部 の学習 に入 るこ

とが必要 である.ま た,第4部,第5部 については,第3部 → 第1部 の なかに

組み入れつつ学習 して もよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

前述の ように,よ り完全 なAEと しての業務 を遂行 す るには,2 .(2)で あげ た

他 人材 のカ リキュラム項 目につ いて 自己学習す るこ とが望 ま しい.

また本 カ リキュラムの学習内容 につ いての予 習,復 習 とい う意味 と,さ らに

自己をレベルア ップ させ るとい う観点か ら,積 極的に 自己学習 を行 うことは専

門特化 したプ ロを目指す者 に とっては必須要件であ る.

OJTに 関 して は,各 部の学習の事 前,事 後にOJTを 経験す るこ とが学習効 果

をよ り大 きな ものにす る.ま た,OJTは 人材育成に とって も不可 欠の条件であ

るこ とは言 うまで もない.

(6)そ の他

①AEに は,高 度 の業務 知識 が必要 であ る,し か し,「 高度 の業務 知 識」 と

は,何 もその業務 内容 自体についての詳細 な知識 を意味す る ものでは ない.

もしそ うな ら,そ れは多様 なアプ リケー ションに対応 しなければな らないAE

に とっては不可能 な要求 である.

ここでい う 「高度 の業務知識」とは,「 高度の業務知識」を持 った利用部 門

の人 との会話,討 議の なかか ら問題点の本質 を的確 に把握 し,利 用部 門が望

んでいる最適 の新 しい業務 システムや情報 システムの モデル を作 り
,問 題解

決のためのす ぐれた提案 をす る能力 と解 すべ きであ る.

したがって,本 カ リキュラムのなかにはあえて個 々の業務知 識に関す る教

育 は組み入れ ていない.

② 「ソフ トウェアを中心 とした システムの取 引に関する共通 フレーム」につ いて

ソフ トウェアの開発工程 およびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 な どに

ついては,現 在標準的 な ものが ないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲 で統

一 を図った
.
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なお,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 してソフ トウェア ライフサ イクル

におけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 までを含む一連の事 項

につ いて 「共通 フ レー ム」を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 としたシステ

ムの取引 きに関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)で

進め られ ている.こ の共通 フレームは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具体

化 されているため,今 後,シ ステム開発作業体 系 として広 く普 及 してい くも

の と思われ る.こ の ため,指 導にあ たってはこの共通 フレームにつ いての今

後の動 向に十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 情報化構想の立案

繭
当部 は,AEの 職務に先 だって行 われ る,SANに よる情報戦略,全 体 システム化計

画,お よび開発計画の立案が どの よ うに実施 されるか を理解す る とともに,AEの 職

務 であるシステム分析 ・要求定義 に どのよ うに円滑に反映 してい くべ きか について

教育す る.

したが って,こ こでは情報戦略,全 体 計画,お よび開発計画の立案 の方 法 を詳細

に教育 す るものではな く,AEと して,情 報 戦略や全体計 画な どを正 し く反映 した,

特 定の システム を開発 で きる範 囲で,そ の概要 を教育す る.

加 えて,前 フェー ズ と リンケー ジ(連 結)す る開発計画の立案 とその展開方法に

つ いて教育す る.開 発計画 は,意 思決定者に判断材料 を提供 する とともに,開 発作

業 をコン トロールす るガ イ ドライン となる.し たが って,単 に方法論 を教 育す るだ

け でな く,開 発計画の 目的や役 割 を十分 認識 させ る必要が ある.

第2部 システム分析 ・要求定義

教育目標

AEに 最 も要求 され る能力 は 「モデル(抽 象)化 」能力である.「 モデル(抽 象化)

化」 とは複雑 な構造や 関連 を もつ実世 界の種 々の事 象や システム を理 解 し,シ ステ

ムの特性 を把握す るため に行 う ものであ る.

したがって,AEの 教育 に際 しては,モ デル(抽 象)化 能力の育成 を第一 とし,こ

の能力 を実践の場 で活かす ため の技術 を,講 義 よ りも演習に十分 な時 間 をさいて教

育 しなければな らない.

上記の視点 に立 ち,当 部にお いては次の技術 を修得 させ る.

1.シ ステム分析 技術

2.シ ステム要求定義技術

3.シ ステム構想作成技術
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第3部 外部設計

繭
当部 では,「 システム分析 ・要求定義」 で確定 した システム化構 想 を具体 化す るた

めに,利 用者か ら見 たシステムの姿 といえる 「外部仕 様」 を確定 し,他 の高度情報

処理技術 者な どへ の要求仕様 を定義す るため の技術 につ いて,演 習 を中心 に指導す

る.

また本 フェーズの成果は,後 続 フェー ズの根幹 とな るものであ り,開 発が進んで

か らの外部設計仕様 の修正は,コ ス ト面,品 質面,ス ケ ジュール面に悪影響 を及ぼ

す.そ の ため,外 部設計 には高い完成度が要求 され ること も十分理解 させ る.

第4部 デザインレビュー とシステムテス ト計画

唖
システムの多様化,複 雑化,オ ープ ン化 など,さ まざまな変化 に伴 い,ユ ーザニ

ーズに適合 し,か つユーザが満足す るシステムを提供す るためには,品 質保証 とは

何 か,品 質 を確保す るため に何 をすべ きか な どを理解 してお くこ とが重要 である.

システムの品質 は,シ ステム開発の全 フェーズでの1つ ひ とつの活動 を通 して作

り込 まれ るものでは あるが,各 フェー ズで共通 して行 われ るデザ インレビュー,ン

ステム開発の最終段階 で行 われ るシステムテス トは,特 に重要 である.

レビュー は各 フェーズの主要 な節 目で行 われ る作業 であ り,ユ ーザ とシステム開

発者 とが一体 とな った共同作業であ る.

デザ インレビュー は機能,性 能,操 作性,信 頼性,安 全性,運 用,保 守,移 行 な

どの設計がユーザ要求 に合 うように,い かに実現 されてい るか をチェ ックす ること

である.ま た,ヒ ューマ ンインタフェー スや性能 を評価 す るには限界があるため,

これ を補 うもの としてプ ロ トタイピングに よる評価 も必要 となる.

システムテス トでは,シ ステム要件 を満足 してい るか,稼 働 時におけ るさまざま

な状況での使 用に耐 えられ るか,ま たシステム全体 として常に その機能 を十分 に満

足 させて いるか とい う観点か ら,シ ステムの機能 ・性能 ・信頼性 ・互換性等 に重点
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をお いて テス トを行 う必要があ る.そ の ため計画段 階 での システムテス ト設計 ・シ

ステムテ ス ト計 画立案 は重要 である.

したがって,当 部 においては以下に示す事項 を学 習 し,そ れを応用で きるように

なるこ とを教育 目標 とす る.

1.品 質の仕組 み(ISO9000を 含む)

2.デ ザ インレビュー

3.シ ステムテ ス ト計 画

第5部 移行 ・運用計画

卵
新 システム を トラブル な く本番稼働 させ るためには,環 境や体制 を整 え,ハ ー ド

ウェア,ソ フ トウェアおよびファイル(各 種 デー タ)の 移行 をスムー ズに行 う必要

が ある.

なお,ソ フ トウェア ライフサ イクルの上 流フェー ズにおいては
,新 システムの移

行 に伴 う移行仕様の明確化お よび移行後 の運用 を混乱 な く行 うために
,運 用障害設

計 を明確 にす るこ とも重要 な作業 の1つ であ る.

当部 では,移 行 ・運用計画 を立案す るにあた っての必要 な基本事項が何か を教 え

るこ とがね らいであ る.
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7プ ロダクションエンジ=ア 育成カリキュラム

1.プ ロダク シ ョンエ ンジ ニ アの 役 割 と業務

1.1役 割

プ ロダ クシ ョンエンジニア(以 下PEと 略す)は,個 別業務 アプ リケー シ ョンや ア

プ リケー ションパ ッケー ジの開発 において,ア プ リケー ションエ ンジニア(AE)等

によって計画され,設 計 された システム を,よ り具体化 して情報 システム として実

現す るこ とを任務 とす る技術 者であ る.

アプ リケー ションには,お お まかに ビジネ スアプ リケー ションとエ ンジニア リン

グアプ リケー ションの2種 類が あ り,当 エ ンジニアはその両者 を対象 とし,以 下 の

役割 を担 うものであ る.

(1)ア プ リケー ションエンジニア(AE)の 作成 した外部設計書に基づ きシステム

の内部構造 とその仕様 を定義す る内部 設計 を行 う.

(2)内 部 設計 を もとに,標 準化,品 質,保 守性等 を考 慮 したプ ログラム作成 を行

う.

(3)テ ス ト計画 を作成 し,テ ス トを実施す る.ま た,テ ス ト結果の分 析 と信頼度

予測 を行 う.

(4)保 守の計画 を作成 し,保 守 を実施す る.

上記の役 割の遂行においては,自 ら率先 して実作業 を行 うことは もち ろんである

が,下 級者の指導 を行 うこ とも重要 な任務 で ある.

1.2主 な業務内容

PEの 業務 内容 は,内 部設計,プ ログラム作成,テ ス ト,保 守な どの工程 が中心 で

あ り,パ ッケー ジのカスタマ イズ も含 む.

他人材 との関係 も含め,図 表7.1に 主要 作業項 目の一覧表 を示す.図 表7.2は,

図表7.1に おいて,PEが かか わ る作業 をさらに詳細化 した もの である.
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図表7.1情 報化人 材 の主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P

ε
P

§
P

§
P

1.1情 報化視 点か らの経営 ・事 業戦略立案 ○
1.2情 報化構 想の立案 ◎ ○ △ ○
1.3業 務改善企画 ・提案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1

計

画

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム 商 品 企 画 ○ ○ ◎

1.6開 発計画立案

L6.1開 発作業計画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6.2シ ステム運用 ・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

1.6.3費 用 見 積 り ◎ △ ◎ △ △ △ ◎
2.1シ ステム分析 ・要 求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎
2.2外 部設 計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2

設
計
・

作
成

2.5ネ ッ トワー ク 設 計
◎ △ ◎

2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎
2.7プ ロ グ ラ ム作 成 ◎ △ ◎
2,8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

3.1シ ス テ ム 移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○
3.2シ ス テ ム 評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
3.3イ 生育旨管 理 、 △ △ △ △ ◎
3.4運 用管理 ◎
3.5障 害管理 △ △ △ ◎
3.6セ キュ リテ ィ管理 △ △ ○ ○ △ ◎
3.7シ ス テ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理.ロ

こ

ζ

4.1プ ロジェ クト実施 計画立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4.2.1進 捗 管理 ◎ ○ ○
4,2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○
4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジ ェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保 資
証源

涙
ン境

サ ・

ル 標

テ 準

1・

ζ
ン

5.1資 源管理

5.1.1シ ス テ ム 資源 管理 ◎ ○ ○ ◎ ◎
5.1.2情 報 資 源 管 理

し ◎ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○
5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○
5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎
5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4,1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○
5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テー シ ョ ン
5.5.1情 報 化コンサルテーション ◎ ○
5.5、2技 術 コンサルテーション ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注 】 ① 各欄 の印につ いては次の とお り.

◎:主 要担 当作業 ○:担 当作業

② 担 当者の略称は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シス テ ム アナ リス ト

プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャ

アプ リケー シ ョンエンジニア

プ ロ ダ ク シ ョンエ ン ジニ ア

デ ベ ロ ップ メン トエ ン ジニ ア

シ ステ ム 運用 管 理 エ ン ジニ ア

△:協 力作業

TS

NSP

DSP

SSP

BSP

テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト

(以'ドの4ス ペシャリス トの総称)

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト

デー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト

ソフ トウェア生産技術スペシャリスト

基 本 シ ステ ム スペ シ ャ リス ト
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図表7.2プ ロ ダク シ ョン エン ジニアの 主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
担
当

シス テム分 析 ・要求 定義 開発技法の選定 ○

内部設計 内部 コー ド設計 △

ファ イル設計 ◎

入出力設計 ◎

処理構造設計 ◎

信頼性 ・安全性設計 ◎

再利用設計 ◎

設計仕様の決定 ◎

DB設 計 デー タベ ー スへ の要求分 析 ・定 義 △

デー タモ デル設 定 △

論理設計 △

2
物理設計 △

設 ネ ッ トワー ク設 計 ネ ッ トワー クへ の要 求分析 ・定義 △

計 論理設計 △

正
物理設計 △

成 システム テ ス ト計 画 テスト仕様設定 ○

テス ト環境設定 ◎

プ ロ グラム作 成 プログラム仕様書の作成 ◎

プログラム作成技法の決定 ◎

プログラム作成基準の定義 ◎

プ ロ グラム設計 ◎

コー デ ィ ン グ ◎

デ バ ッグ ◎

テ ス ト 結合 テス ト ◎

総合 テス ト ○

移 行 テ ス ト ○

運 用 テス ト ○

システ ム移行 移 行計 画 ・準備 ○

移行実施 ○

シス テム評 価 機能評価 ○

3 性能評価 ○

運 品質評価 ◎
用 システム改善案の作成 ○

.

保 セ キュ リテ ィ管理 論 理的 セ キュ リテ ィ管理 △

守
システ ム保 守 保守計画の設定 ○

保守方法の設定 ◎

保守 ◎

保守結果の確認 ○

4
ク プ
ト ロ管

ジ
理 工

プ ロジ ェ ク ト運 営 品質管理 ○

5
保 資 資源管理 構成管理 ○

証 源

二操 開発環境 環境整備 ○

ン 境
サ ・
ル 標

標準化 シス テム開発標 準の 設定 ○

テ 準

↓'
品質保証 品質保証体系に基づ く品質確保 ◎

三 コ ン サ ル テ ー シ ョ ン 技 術 コ ン サ ル テー シ ョ ン ○

◎;主 要担当作業 ○;担 当作業 △;協 力作業
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1.3他 の人材 との関係

PEと 他の 人材 との業務上の関係 を図表7 .3に 示す.

図 表7.3他 の人材 との関係

対 象 関 係

シ ステム アナ リス ト *シ ス テ ムの評 価 にお い て,SANの 依頼 の もとに評価 作業 を行

(SAN) う.

ア プ リケ ー シ ョ ン エ *外 部 設計 書 を受け 取 り,そ れ に基づ い て内部 設計 を行 う.
ン ジ ニ ア *個 別 業務 の分析,計 画,要 求定 義,外 部 設計 な どに際 し,必 要

(AE) に応 じてAEを 支援 す る.

*内 部 設 計,プ ログ ラム作 成,テ ス ト,保 守 な どに 際 し,必 要 に
応 じてAEの 協 力 を得 る.

*内 部 設計 レ ビュー に参加 を依 頼す る.

デ ベ ロ ップ メ ン トエ *対 象 シス テムに かか わ る基本 ソフ トウェア の開発 や 改善,ミ ド
ン ジ ニ ア ル ソフ トウェア の作成 な どの要 求 が出 た場合 に,そ の開発 や改

(DE) 善 を依 頼 す る.

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー *PMの 指 示 の下 に開発 作 業 を実施 す る.
ジ ャ *PMの プ ロジ ェ ク ト実 施 計画 策定 に際 し,必 要 に 応 じて協 力 す

(PM) る.

基本 システム スペ シ *シ ス テムの 開発 に際 し,必 要 に応 じてハー ドウェ アお よび基本

ヤ リス ト ソフ トウ ェア の専 門技術 に 関す る技術 支援 を受 け る.
(BSP) *開 発 した シス テム の性能 や機 能の 改善 な どに関 し,ハ ー ドウェ

アや 基本 ソフ トウ土ア にかか わ る部 分 の検 討,改 善 を依 頼 す る.

デ ー タベ ー ス スペ シ *シ ステ ムの 開発 に際 し,必 要 に応 じて デー タベ ー スの専 門技 術

ヤ リス ト に関 す る技術 支援 を受 け る.

(DSP) *開 発 した シス テムの性 能や 機能 の改善 な どに関 し,デ ー タベ ー

スに かか わ る部分 の検 討や 改善 を依 頼す る.

ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ *シ ス テム の開 発 に際 し,必 要 に応 じて ネ ッ トワー クの専 門技術
ヤ リス ト に関す る技 術支 援 を受 け る.

(NSP) *開 発 した シ ステ ムの性 能や機 能 の改善 などに関 し,ネ ッ トワー
クにか か わ る部 分 の検 討や 改善 を依頼 す る.

ソ フ トウェア生 産技 *SSPに よっ て策定 され た開 発標 準 をベー ス として,対 象 とす る開
術 スペ シャ リス ト 発 シス テム 向け の標 準 を設定 す る際 に,必 要 に応 じて支援 を受

(SSP) け る.

*SSPに よって整 備 され た開 発環 境 を,対 象 とす る開発 システム向
けに一 部 改善 す る必要 が あ る場 合,そ の改善 を依 頼す る.

*必 要 に応 じて使用 す る技 法,ツ ー ル な どに関 す る専 門技術の 技

術 支援 を受 け る.

シ ステム運 用管 理 工 *新 シス テムの移 行 時 に協力 を依 頼す る.
ン ジニ ア *運 用マ ニ ュア ルの 作成 に関 し協 力 を得 る.

(SM) *運 用 中の担 当 シ ステム の保 守に 際 し,協 力 を得 る.
*内 部 設 計や テ ス トにお いて,必 要 に応 じて運用環 境や 移行 に つ

い て相 談 す る.
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2.他 の カ リキ ュ ラム との 関係

(1)第 一種 共通 カ リキュ ラム との関係

PEは,ソ フ トウェア開発 に関す る高度 な専 門技術 を有 す る人材であ り,高 度

な知識は もちろんの こ と,内 部設計以降保 守 までの フェーズにおいて,知 識

経験 を生か した高度 な実務 能力が求め られる.ま た,必 要に応 じて下級者に対

して担当業務 の実務指導 を行 うこともあ る.

PEに 至 る過程 においては,新 しい知識や 経験 の追加,1つ の技術 に関す る知

識や経験の深 ま り,あ るいは応用範囲の広が りな どが重要 な要素 となる.し た

が って,第 一種 共通 カ リキュ ラム との関係 では項 目として重複す るもの も多い

が,そ の 内容 においてはかな り異なる.

そのよ うな観 点か らPEは,第 一種共通 カ リキュ ラムの共通知識 と共通応用能

力に関 しては,す べ て学習済みであ るこ とを前提 とす る.

選択知 識に関 しては,

「第8部 システム構成技術」

「第9部 システムの運用」

「第10部 情報 セキュ リテ ィとシステム監査」

「第11部 マネ ジメン トサ イエ ンス と企業 システム」

などが学 習済みであ るこ とが望 ましい.

選 択応用能力に関 しては,

「第15部 応用 システム開発能力」

が学習済み であるこ とを前提 とし,さ らに

「第17部 システム評価 能力」

が学 習済 みであ るこ とが よ り望 ましい.

(2)他 の人材育成 カ リキュラム との関係

PEはAEが 行 った外部 設計 の成果 を受けて以降の設計 ・作成作業 を行 う.

したが って,AEの カ リキュ ラムの 「第3部 外部 設計」については,そ の概要

が理解 されてい るこ とが望 ましい.
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3.本 カ リキ ュ ラム利用 上 の留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

① 本 カ リキュラムは,第 一種共通 カ リキュラム による,や や広範 な知識の修

得 を前提 とし,さ らに ソフ トウェア開発 の真 のプ ロとしての実務 能力 を修得

す ることを目的 としている.

② 企業 内教育 あるいは教 育機 関な どで利用 され るこ とを想定 している.

(2)カ リキュラム構成

PEカ リキュ ラムの構成は ,開 発工程 に沿 って記述 されている部分 と,開 発工

程 とは独立 に(共 通 して)具 備 されるべ き技術 ・能力 を記述 した部分か らなる
,

前者が第1部 ～第4部 であ り,後 者が第5部 ～第8部 である
.

(3)学 習時間

図表7.4に 示す よ うにPEカ リキュラム全体 の標準 学習時間は約350時 間で

あ り,7時 間で1日 とすれ ば約50日 間である.こ れに は自己学習やOJTを 含 ん

でいない.PEの 教 育は現役の技術者のOFF-JTと して行 われ る可能性 が高 く
,

集 中的 に50日 間連続教育 をす ることが 困難で あるこ とも想定 され る
.し たが っ

て2年 あるいは3年 間にわた り分散 して教育 す る方法 も期待 され る
.

図表7.4標 準 学習 時間

部 講義時間 演習時間 計

策1部 内部設計 53.0 38.5 91.5

第2部 プ ログ ラム作成 47.5 38.5 86.0

第3部 テ ス ト 15.5 8.0 23.5

第4部 保 守 11.5 10.5 22.0

第5部 品質管理 10.5 3.5 14.0

第6部 開発環境 27.0 13.5 40.5

第7部 ソフ トウェア工 学 の最新 技術 動向 28.5 4.0 32.5

第8部 デー タ構 造 とア ル ゴ リズム 26.5 16.0 42.5

合 計 220.0時 間 132.5時 間 352.5時 間
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(4)学 習順序

開発工程 に沿 った記述 となって いる第1部 ～第4部 につ いてはこの順序 に従

って学習す ることが望 ま しい.

第5部 以降は特 に学習順序 に対す る配慮は必要 ない と思 われ る.

(5)自 己学習やOJTと の関係

本 カ リキュラムは講義 と演習 か らなってい るが,高 度 人材 にふ さわ しい知

識 ・実務能力 を養成す るに はそれ だけでは不 十分 であ り,自 己学 習 とOJTを 適

当に組み合 わせ るこ とが必要 である.

自己学習は各部 にあげてある参考文献 を活用 して,知 識 をよ り確 固た るもの

とす る努力 を各 自で行 うべ きであ る.OJTは 複雑 な システムの内部設計か ら保

守 までの工程 を,少 な くとも1年 以上 にわた り一 とお り経験す るこ とが望 ま し

い.

(6)そ の他

・「ソフ トウェアを中心 とした システムの取 引に関す る共通 フレーム」について

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 などにつ

いては,現 在標準的 なものが ないが,本 カリキュラムでは可能 な範囲 で統一 を

図った.

なお,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェア ライフサ イクルに

おけ る購入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 までを含む一連の事項につ

いて 「共通 フレーム」 を作成 す る作業(ソ フ トウェア を中心 としたシステムの

取引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)で 進め ら

れている.こ の共通 フレー ムは 国際的 な標準化動 向 とも連動 して具体化 されて

い るため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広 く普及 してい くもの と思われ

る.こ の ため,指 導にあた っては この共通 フレームにつ いての今後の動向に十

分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 内部設計

繭
内部設計は,AE等 によってモデル化 された システムの仕様 を,よ り具体化 して情

報 システム として実現 するため に,シ ステムの内部構 造 とその仕様 を定義 す る工程

で ある.

内部設計工程 におけ るPEの 役 割は,単 に外部 設計の結果 を詳細化す るこ とではな

く,ソ フ トウェアの品質や保 守性 を確保 しなが らプ ログラム作成の行 える レベル に

まで システムのモデルを具体化 す ることにあ る.科 学的,理 論的基盤に立 った知識

と技法 を体得 し,優iれ たツー ル類 を使 いこな しなが ら高品質 のソフ トウェア を生産

性 高 く開発保守 で きる能力が不可 欠である.

PEが 内部設計 を的確 に行 うため には,次 の よ うな技術が要求 され る.

1.プ ログラム を的確 に機能分割 し,簡 潔で品質の高いプログラム構造 を実現す る

ための機能分 割 ならびに構造化の技術 .

2.使 用す るコンピュー タの資源やプ ログラムの組みやす さを考 え,最 適 なファイ

ルの仕様 を実現す るための ファイル設計 技術.

3.操 作性 に優 れた入出力 を実 現す るため の入 出力設計技術.

4.ソ フ トウェア開発の生産性 を向上 させ,保 守 を容易化 するとともに,高 品質の

ソフ トウェア開発 を実現 す るための標準化お よび部品化 の技術 .

5.複 数 プロセスによる同時並行処理 を実現す るための並行処理技術 .

6.使 用す る コン ピュータの周辺機器 で発生す る入力デー タを,即 時 に処理す る必

要が ある場合,い つ発生す るか予測ので きない これ らの事 象に対す る即時処理 を

行 うための事 象駆動による非 同期処 理設計技術.

7.最 適 な分 散処理 システムを構築す るための分散処理技術.

8.ソ フ トウェア設計過程の流れに区切 りをつけ,ソ フ トウェアの高い品質 を確保

す るため の レビュー技術.

この部 では,単 に知識 としてだけでぽな く,実 際のソフ トウェア開発の場面 でこ

のよ うな技法や知識 を駆使 しなが ら高度 な内部 設計 を行 えるような実務能 力 を養 成

139



す るこ とを目標 とす る.そ のために,演 習 をふ んだんに取 り入れ,第 一種共通 以下

のエン ジニアの指導 をも行 えるレベ ル まで実務能力 を高め ることに主眼 をお く.

第2部 プログラム作成

唖
ソフ トウェア開発 におけ る主 た る成果物 であ る 「プ ログラム」 の作成工程 の実務

責任 者であ るPEは,主 として次 の職務 を担 当す る.

1.CASE(ComputerAidedSoftwareEngineering)ツ ー ル,構 造化技法等 を駆使

して,品 質,保 守性な どを考慮 したソフ トウェア開発

2.ソ フ トウェアの維持,、改善

3.パ ッケー ジの カスタマイズや ソフ トウェアの統合化

PEが,プ ログラム作成 の実務責 任者 として,そ の役割 を的確 に遂行 す るために

は,次 に示す ような技術が要求 され る.

1.正 確(よ り厳密)な 記述 を行 う ドキュ メン ト基準の作成 技術,分 か りやすい処

理構造 表現 によ る処理記述 の技術

2.プ ログラム作 成に適 したプ ログラム言語,CASEツ ール,構 造化 手法 などの評価

選定技術

3.適 切 なプ ログラム作成基準 を設定 し,共 通仕様の検 討,標 準化技法の選定 を行

う技術

4.モ ジュー ル設計書の記述 技術 お よび,そ れ らの レビュー技術

5.正 確 にモ ジュー ル設計書 を反映 した コー ドであ るか否か を判断で きるプ ログラ

ム構造表現技術,テ バ ッグしやすいプ ログラ ミング技術

プ ログラム作成技術 は,そ の普遍的 に存在す る明快 な手法 と効率的 な手順 に基づ

いて,正 確 にプ ログラム表現へ変換す ることである.し たが って,当 部 では,高 品

質 なプ ログラム を作成す るための要 点 を効率 的に修得 させ ることを目標 としている.
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第3部 テス ト

唖
テ ス トは依 然 としてPEの 主要業務の1つ であ る.近 年 プ ロ トタイピングに代 表 さ

れ る新 しいパ ラダ イムや,上 流工程 を支援 す るCASEツ ールの登場 に よ り,相 対

的そ して長期的 にはい くぶんその比重は低減傾 向にあるが,当 局面 にかか るワー ク

ロー ドは非常 に大 きいものがあ る.ハ ー ドウェア製 品におけ るテス トの重要性 と同

じよ うに,ソ フ トウェアにおいて もいかに テス トを計画 し実施す るか によ り,完 成

品の品質,プ ロジェク トの工期,そ して経 済性は大 き く変動す る.戦 略的,効 果的

なテス トを運営 す るために,PEは テス トにつ いて以下 に掲げ る事項 の深 い知 識 と技

術 が要求 され る.

1.テ ス トをソフ トウェアの 「品質」の面か ら考察 し,テ ス トの本質 を理 解 し,目

的に合 致 した テス トの タイプを決定す る技術

2.テ ス トす るソフ トウェアの特性や テス トの各局面 にあた り最適 なテス トケー ス

を選定 あ るいは組み合 わせ て設計す る技術

3.テ ス トにあた りモジュールの統合化方法や,支 援 ツールの選定や開発 を含んだ

テス ト計画 を作成 し運営 す る技術

4.テ ス トで発見 したエ ラー を解析す る技術 ,お よび その分析結果 をソフ トウェア

の信頼度予 測に応用 する技術

当部 では,品 質や経済性 を向上 させ る効果 的,戦 略 的なテス ト運営が で きる深 い

知識 と技術 を修得 させ ることを目標 としてい る.

第4部 保 守

函
システム部 門の作業負荷 のかな りの部分が,保 守に費や されている.シ ス テムの

ライフサイ クル を考 え るとき,そ の費用 と労力か らみて保守 は非常に大切 な工程 で

ある.ま た現在 まで蓄積 されて きた膨大 なソフ トウェア資産の再構築 と再利用 お よ

び将来開発 され るであろ うソフ トウェア資産 の保守 負荷軽減は,シ ステム部 門の生
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産性 向上の重要 なテーマの1つ であ る.

PEが,保 守 を的確 に遂行 す るため には次 の ような技術が要求 され る.

1.保 守の種類 と内容 を理解 した うえで,現 在 の保守業務の問題点や新 しい保守技

術 の応用についての研究お よび保守 の指針 と計画 を立 てる技術

2.保 守管理 者な どの保守責任体制 お よび保 守状況の把握 と保守履歴の管理技術

3.既 存 ソフ トウェアの保 守負荷軽減 お よび再構築技術.ま た保守性 を高め,よ り

体 系的 な保 守 を可能 とす る種 々のツール群 を活用す る技術

当部 では,保 守 を的確に遂行 す るのに必要 な技術 を修得 させ るこ とを目標 として

いる.

第5部 品質管理

園
企業 における情報 システムの果 たす役割 が ます ます重要にな り,ま た情報 システ

ムが社会 のなか で,そ のインフラス トラクチュアの性格 を帯びて くるにつ れ,ソ フ

トウェアの ミスや 障害 の影響 が非常 に大 きな ものにな る.1つ のバグが企業 の信用 を

失墜 させ た り,ま た社会に大 きな混乱 を起 こす引 き金 にな りかねない.し たが って,

PEと して も,内 部設計か らテス ト,保 守 までにかか わるすべ ての工程 において,品

質 についての 目配 りが今 後は以前 に も増 して重要 である.

PEは,以 下の よ うな知 識や技術 が要求 され る.

1.ソ フ トウェアの品質確保 のための,専 門的な知識

2.ソ フ トウェアの品質特 性を理解 し,よ い ソフ トウェア とは どうい うソフ トウェ

アか を明確 に し,評 価 できる技術

3.よ い品質の ソフ トウェアを作 り込 むため のレビューの仕方 を理解 し,有 効 なレ

ビュー を実施で きる技術

4.レ ビュー以外の,品 質管理 活動 に利用 で きる各種技法 を理解 し,実 際に活用 で

きる技術

当部 では,よ い ソフ トウェア を作 るため に,ソ フ トウェアの品質についての知識

や,必 要 な品質 を確保 す る技術 を修得 させ るこ とを 目標 としている.

なお,テ ス トにつ いては,「 第3部 テ ス ト」で取 り上げ る.
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第6部 開発環境

函
ソフ トウェア開発 において,そ の開発環境 はソフ トウェアの生産性 ,品 質 に多大

な影響 を及ぼす.実 際の開発 に携わ るPEは,こ の開発環境の特性 の理解 とともにそ

の実現 と効果 的な利用 をはか り,生 産性,品 質 の向上 を実 現 してい くこ とが責務 で

ある.

ここでは,こ の ソフ トウェア開発環境 について,次 に示す ような技術 ,知 識 を身

に付け,各 開発 形態に対応 した最適 な開発環境の構築能力 を養成 す るこ とを 目標 と

す る.

1.統 合 型 ソフ トウェア開発環境 の必要性 ,重 要性の認識 とそれ を構成す る要素 一

開発方法論,開 発支援 ツール,プ ラッ トホー ム,リ ポジ トリにつ いての基本的 な

考 え方.

2.ソ フ トウェア開発 の各工程 で使用 され る開発 ツール とその特長
,有 効性 の理解

と,そ の実務 的な適用技術 .

3.ソ フ トウェア再利用 を前提 とした開発環境 の重要性 の理解 と,そ の構成要素 で

あ る部 品につ いての作成,利 用,管 理技術 .

4.ソ フ トウェア開発の基盤知 識である開発方法論 とその実現 ツールであるCASEに

つ いて,そ の特長,有 効性 の理解 とともに,実 務に即 した開発環境の設定,利 用,

適用技術.

第7部 ソフ トウェア工学の最新技術動向

函
新時代 の ソフ トウェア技術 者は,現 存す る知識や技法 を体得 し,優 れ た道具 類 を

使 いこなす ことは もちろん,常 に ソフ トウェア工学 の技術動 向に関心 を持 ち,時 に

は先進技術 を先取 りして活用す ることを心がけなければな らない.

PEと して次 に示す よ うな技術動 向を学ぶ .

1.構 造化技法か らオブジェ ク ト指 向技法への進展,形 式的仕様記述 法等分析 設計
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技法に関す る動 向.

2.上 流CASE,下 流CASEか らリポジ トリを核 とした統合CASEへ の発展 などCASE

技術 に関す る動 向.

3.性 能や ネ ッ トワー ク構成の確 認 ・評価 な どを 目的 としたプ ロ トタイ ピング技術

に関す る動 向.

4.エ キスパー トシステム をは じめ とす る人工知能 に関す る動向.

5.マ ルチ メディア システム を実現す るための各種技術 に関す る動向.

以上の技術は完全 に確 立 されていない,ま たはツー ル として十分 に提供 されてい

ない ものが 多いが,PEと して 日常 の業務 を遂行す る上 で知識 として身に付け てお く

こ とが大切 である.

したが って,当 部 では各分野 の先進技術 を知 るこ とを目的 とし,講 義 を中心に,

演習を折 りまぜ て教育指 導 を行 うよう配慮 してい る.

第8部 データ構造 とアルゴ リズム

繭
プ ログラム とは抽象的 なアルゴ リズムを特 定のデー タ構造の うえに具体 的に記述

した ものであ る.

精練 された よいプ ログラム を作 るため には,デ ー タ構造 とアル ゴ リズム を理解す

ることは必須の条件 である.

ここでは,デ ー タ構造 とアルゴ リズム を中心 に して,次 に示す よ うな技術 ・知識

を身に付 け,問 題 に応 じて最適 な解決策 を とれ る能力 を養成す るこ とを 目標 とす る.

1.デ ー タ構 造 を正 し く選 定す ることの重要性 を認識 し,代 表的 なデー タ構造の特

徴 とともにそのデー タ構造に特有 な処理機能 を理解 す る.ま た,デ ー タの基本操

作(挿 入,検 索,削 除)の 効率 を評価で きるようにす る.

2.各 種 のアル ゴ リズム を理解 し,問 題に応 じて最適 なアルゴ リズム を選定,ま た

は設計 できる能力 を身に付 け る.

3.形 式 的表現の重要性 を認識 し,そ れ を用いたテキス トパ ター ンや言語構文 の表

現 をプ ログラムの設計 に応用 で きる能力 を身に付け る.
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なお,当 部 にかか わる知識 ・技能につ いて,第 二種 レベ ルの情報処理技術者 では

コンピュー タ ・アル ゴリズムの入門 として基礎 的事 項 を学んでいる.ま た第一種 レ

ベルの情報処理技術者は当部 の内容 の一部 を知識 として持 ってお り
,部 分 的に は応

用で きる技術 レベルにいる.PEは 高度 情報処理 技術 者 として当部の内容 を体系的 に理

解す るとともに,さ らに実務能力 として現実 の問題 にこれ らの技術 ・知識 を適用 し

た り,評 価 できることが必要 となる.
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8ネ ットワークスペシャリスト育成カリキュラム

1.ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス トの 役 割 と業 務

1.1役 割

ネ ッ トワ ー クス ペ シ ャ リ ス ト(以 下NSPと 略 す)は,各 種 の ア プ リケ ー シ ョ ン シ

ス テ ム を実 現 す る た め の 共 通 基 盤 と し て の デ ー タ 伝 達 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の,計

画 、 設 計,構 築,評 価,運 用,保 守 を 担 当 す る 専 門 技 術 者 で あ る.NSPが 担 当 す る

対 象 は,お お む ねOSI(OpenSystemsInterconnection;開 放 型 シ ス テ ム 問 相 互 接

続)モ デ ル に 対 応 し,以 下 の 役 割 を 担 う もの で あ る.

(1)基 幹 的 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の 計 画 ・設 計 ・構 築 ・評 価 を そ二fう.

(2)ア プ リケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア な どか ら提 出 さ れ た ネ ッ トワ ー ク シ ステ ム 要 求

仕 様 書 に 基 づ き,そ の 機 能,性 能,経 済 性 を 明 ら か に し,設 計 要 件 を設 定 す る.

(3)設 計 要 件 を も と に ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の 論 理 設 計 な ら び に 物 理 設 計 の2段

階 の ネ ッ トワ ー ク設 計 を行 う.

(4)ネ ッ トワ ー ク設 計 を も とに 構築 計 画 を設 定 し,構 築 を指 導 、 実 施 す る.

(5)ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の テ ス ト計 画 を 設 定 し,テ ス トを 指 導,実 施 す る.ま

た,テ ス ト評 価 結,果 に 基 づ い た ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の 改 善 を 行 う.

(6)ネ ・ソ トワ ー ク シ ス テ ム の 運 用 管 理 要 件,ネ ッ トワ ー ク運 用 体 系 を 設 定 す る と

と も に,運 用,保 守 の 指 導 を 行 う.

1.2主 な業務内容

NSPは,ネ ッ トワー クシステムにかか わ る,計 画,要 件 設定,設 計,構 築,評

価,運 用,保 守の一連の作業 を指導 し実施 す る.

他 の人材 との関係 も含め,図 表8.1に 情報化 人材 の主要作業項 目を示す.図 表8.

2は,図 表8.1の なかでNSPが かかわる業務 をさらに詳細化 したものである.

であ る.
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図表8.1情 報 化 人材 の主要 作 業項 目

主 要 作 業 頃 日
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=: △ △ △

1.4シ ステ ム 化 計 画 (;, こ) ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テム 商 品 企 画 ○ '烈 二

:1 ,6.1開 発 作 業 計il{ll
}

◎ △ 己 △ △ △ △ ○
L6開 発計 画立ご案IL6・2涛 瑚 卜痴 言ll由i } △ 二 △ △ ? △

iL6.3費 用 見積 リ ◎ △ ご △ △ △ ':3
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設
計
・

作
成

2.】 シ ス テ ム 分 析 ・要 求 定 義 ○ ◎ △ △ △ △ △ o
2,2外 部設 計 ◎ △ △ △ △ ◎ △
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3.2シ ステ ム 評 価
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「
-

こ㌦巳 ◎ こ 、
・1:⊇ノ

o
3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎
3.4運 用 管 理 迄〃

3.5障 害管理 △ △ △ ◎
3.6セ キ ュ リテ ィ管理 △ △ '二

=} △ ◎
3.7シ ス テ ム 保守 .1

9ン ρ く:: (二 ○ ◎ ○

4

管 フ
川 口

ジ

;
ト

4.1プ ロ ジ ェ ク ト実 施 計畑i立 案 1つ △ △ ○

'

4.2プ ロ ジ ェ ク ト週[営

4.2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4,2.211|1～ 貿 管 別! ○ ○ ○ △ ○

4.2.3判1織 ・要員↑亨増iな ど ○
A

4.3ア ロ ジェ ク ト評 価
'、 ～

△ ○

5

保 資
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コ環
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ル 標

テ 準
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シ

ヨ

ン

5.1資 源 管 理

5.1.1シ ステ ム 資 源 管 理 ㌘ ・○ ○ ◎ ◎

5.1.2情 報 資 源 管 封1! ◎ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ 《⊃ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発 環 境
5.2.1環 境 整備 ◎' こ, ○ △ o ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.]シ 久テム開発標準の設定 り ○ ◎ ○

5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5,3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質 保 証
5.4.1品 質保証体系の設定 () ○ ◎ ○

5,4.2品 目「総 体系に基'∫(品7i確1㌧} ○ ご ◎ ○ ◎

5.5コ ン サ ル テ ー シ ョ ン
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5.5.2技 術 コンサ ノしテー シ ョ ン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【1=1】 ① 各欄 の 印 に つ い ては 次の とお り.

◎:主 要 担 当 作業 ○:担 当作 業

② 担 当 者 の略 称 は次 の とお り.
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E

E

M
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P
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P

D

S

デベ ロ ッフ メン トエ ン ジ ニア

シス テ ム運 用管 理 エ ン ジニ ア

シ ステ ム アナ リス ト

プ ロ ジェ ク トマ ネー ジャ

アプ リケー ションエ ンジニア

プ ロ ダ クシ ョンエ ン ジニ ア
ー カ

△:協 力 作-業

TS.

NSP

DSI.}

SSP

BSP

テ クニ カ ル スペ シ ャ リ ス ト

(以下の4ス ヘン1・1,)ストグ)総称)

ネ ッ トワー クスペ シ ャ リ ス ト

デ 一 夕ベ ー ス スペ シ ャ リス ト

ソフトウェア生産技術スペシャリスト

基本 シ ステ ム スペ シ ャIJス ト
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図 表8.2ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス トの 主 要 作 業 項 目

主 要 作 業 項 目 担当

1

計

画

情報化構想の立案 経営 ・事業 ビジ ョンに基づ く基本的情報化 ビジョンの策定 △

長期 ・中期 ・短期計 画 △

業務改善企画 ・提案 現状業務の分析 △

主要改善課題の抽出 △

課題改善策等の検討 △

シス テム化計 画 シス テム化 目的 の設定 ○

対象業務およびシステム化対象の定義 ○

システム概要の設計と実現・実効性の検討(技術的分析) ◎

開発計画立案 開発作業計画 △

シス テム運 用 ・移行 計画 △

費用見積り △

2

設

計

・

作

成

システム分析 要求定義 ネ ッ トワー ク関連要 求分析 △

外部設計 他 システムおよびハー ドウェアとのインタフェースの設定 △

設計 仕様 の設 定(外 部設 計 レ ビュー含 む) △

内部設計 設計 仕様 の 設定(内 部 設計 レ ビュー含 む) △

ネ ッ トワー ク設計 ネ ッ トワー ク要 求分析 ・定義 ◎

既 存 ネ ッ トワー クシステ ムの問 題点抽 出 ◎

ネ ッ トワ ー ク サ ー ビ ス評 価 ・選 定 ◎

論理設定 ◎

物理設計 ◎

設計 レビュー ◎

システ ムテ ス ト計 画 テ ス ト仕 様設 定(テ ス ト基準 含 む) ◎

テ ス ト環 境 設定 ◎

テ ス ト 総合 テス ト ○

移行 テス ト ○

運 用 テス ト ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

シス テム移行 移 行計 画 ・準備 ○

導入評価 △

システ ム評 価 性能評価 ◎

システム改善案の作成 △

性能管理 △

障害管理 障害分析 △

セキ ュ リティ管理 論理 的 セキュリティ管 理(シ ステムセキュリティ管理)

(ネットワー クセキュリティ管理)

△

○

シス テム保 守 保 守計 画 の設定(ネ ッ トワー ク) ◎

保 守方 法 の設定(ネ ッ トワー ク) ◎

保 守(ネ ッ トワ ー ク) ○

保 守結 果 の確 認(ネ ッ トワー ク) ◎

5

コ 貸

与源
些現

下援
シ 標
タ準

護

資源管理 システ ム資源 管理

(ハー ドウェア/ソ フ トウ ェア/ネ ッ トワー ク

導入 評価 ・選定)

(シ ステム 資源状 態管理)

(シ ステ ムチ ューニ ン グ)

◎

△

△

構 成管 理(ネ ッ トワー クア ドレ ス管 理) ○

開発環境 環 境整 備(リ ポ ジ トリへ の登録) ○

環 境 管理(ネ ッ トワー ク) △

コンサ ルテー ション 技術 コンサ ルテー シ ョン ◎

【注 】各欄 の 記号 の 意味 は 次の とお り.

◎:主 要 担 当作業 ○:担 当作業
△'協 力作業
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1.3他 の人材 との関係

NSPと 他 の人材 との業務上 の関係 を図表8 .3に 示す.

図表8.3他 の人材 との 関係

対 象 関 係

シ ステム アナ リス ト *各 種 の情 報 シ ステムの 共通 基盤 と しての ネ ッ トワー クに関 す る要

(SAN) 求仕 様 書 を受 け取 り,仕 様 を実現 す るネ ッ トワー クを構 築す る.

*ネ ッ トワー クの専 門技術 に関 す る技術支 援 を行 う
.

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ *プ ロ ジェ ク トの推 進 に あた り,PMの 指 示 に従 って ネ ッ トワー クを

ヤ 構 築 す る。

(PM) *ネ ッ トワー クシステ ムの構築 にかか わ る工 数や 日程 な どにつ いて

の助 言 をす る.

*ネ ッ トワー クの専 門技術 に関 す る技術 支援 を行 う.

ア ブ。リ ケー シ ョ ン エ ン *特 定 の アプ リケー シ ョン を指 向 したネ ッ トワー ク システ ムに関 す

ジ ニ ア る要 求仕 様書 を受 け取 り,仕 様 を実現 す るネ ッ トワー クを構 築 す

(AE) る.

*協 力 して,ア プ リケ ー シ ョン と ネ ッ トワ ー クの イ ン タ フ ェ ー ス を

明 らか に す る.

*ネ ッ トワー クの 専 門技術 に関す る技 術支援 を行 う
.

基 本 シス テム スペ シ ャ *通 信 制御 や プ ロ トコル処理 機能 の開 発に おいて
,BSPが 担 当す る

リス ト 業務 を支 援す る.

(BSP) *NSPが 担 当す るネ ッ トワー クシステムの 設計 ・構 築や 評価 の業務

に 関 して,BSPか ら専門的 な支援 を受 け る.

テ ク ニ カ ル スペ シ ャ リ *ネ ッ トワー クの専 門技術 に関す る技術支援 を行 う.

ス ト *協 力 して,各 人 材の 担 当部分 とネ ッ トワー クの イ ン タフェー スを

(TS) 明 らか にす る.

シス テム運用 管理 エ ン

ジニ ア

(SM)

2.他 の カ リキ ュ ラム との 関係

(1)第 一種共通 カ リキュラム との関係

第一種 共通 カ リキュ ラムの共通知 識 と共通応用能力に関 しては,

済 みであるこ とを前提 とす る.

149

すべて学習



選択知識 に関 しては,下 記 の項 目を学 習 してお くこ とが望 ま しい.

第8部 「システム構成 技術」

第9部 「システムの運 用」

選択応用能力 に関 しては,下 記の項 目を学習 してお くことが望 ましい.

第17部 「システム評価能 力」

NSPに 求 め られ る技能 お よび知識の範囲は広 い.し たが って,第 二種共通カ

リキュラムの レベルか らの知 識の積上げが大切 であ る.本 カ リキュ ラムは,第

二種共通お よび第一種 共通 カ リキュラムのなかの通信 ネ ッ トワー クで,以 下の

項 目に関す る基礎的 な知識 を修得 してい るこ とを前提 とす る.

① ネ ッ トワー クアー キテ クチャの基礎:プ ロ トコル,OSI基 本参照 モデルな

ど.

② デー タ伝 送の基礎:ア ナ ログ伝送,デ ィジタル伝 送,多 重化 な ど.

③ ネ ッ トワー ク設 備 の基 礎:モ デ ム,多 重 化 装 置,LAN(LocalArea

Network),通 信 ソフ トウ ェアな ど.

④ 電気通信サービスの基礎:専 用線 回線交換,バ ケット交換,ISDN(lntegrat-

edServicesDigitalNetwork)な ど.

⑤ 関連法制度 の基礎.

② 他 人材のカ リキュ ラム との関係

ネッ トワー クシステム を構築 す るときには,ア プ リケー シ ョンシステムやデ

ー タベー スシステム と通信 ネ ッ トワー クの インタフェー ス条件の整合が不可欠

であ る.し たがって,そ れぞれの人材の カ リキュラムで,ネ ッ トワー クインタ

フェー スに関 して学 習 してい る下 記のよ うな内容 を自己学 習な どによ り把握 し,

てお くこ とが望 ましい.

①AE:第2部 「システム分析 ・要求 定義」 の 「第6章 システム構想の策

定 」

第3部 「外部 設計」の 「第2章 システム機能 設計」

②DSP:第2部 「デー タベー ス管理 システム」の 「第3章 分散 デー タベー

ス 」
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3.本 カ リキ ュ ラム利用 上 の 留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

本 カリキュラムは専 門的 な高度技術者 としての実務能力の修得 に重点 をおい

て いる.

ネ ッ トワー クシステムに関す る基礎 的 な知識 は,第 二種共通 カ リキュ ラムお

よび第一種共通 カ リキュ ラムの段階 で学習す ることになってい る.し たが って,

本 カリキュラム では,第 一種共通 カ リキュ ラムの レベ ルの知識 をす でに修得 し

てい ることを前提 として いる.

ネ ッ トワー ク技術者に求め られ る技術 や知識は範囲が広 く,し か も奥 が深 い.

第二種共通 カ リキュラムお よび第一種共通 カ リキュ ラムで学習する範 囲は ご く

基本的 なこ とに限 られているので,目 次 の項 目だけ をみ ると,こ れ ら と重複 し

てい るように思 われるか もしれ ないが ,内 容の深 さに違いがある.

(2)カ リキュ ラム構成

前半の 第1部 と第2部 で実務能 力 を,後 半の第3部 か ら第5部 で専 門知識 を

修 得す る構成 とした.

第1部 では演習問題 を中心 として,ネ ッ トワー クシステムの設計お よび構築

の方法 を指 導す る.そ して,第2部 ではネ ッ トワー クシXテ ムの運用 および保

守 にかか わる事項 を指導す る.

第1部 と第2部 では,複 数 の典型的 なモデル システムにつ いて,設 計か ら運

用にいた る一連 の業務 を具体的に学習す る.

第3部 か ら第5部 では,テ クニ カルスペ シャ リス トとして必要 な,ネ ッ トワ

ー ク技術
,通 信 回線,お よび法制度 に関 す る専 門知 識 を学習す る.

(3)学 習時間

NSPカ リキュラムの標準学 習時間 は図表8 .4に 示す よ うに316時 間 ,1日

7時 間 として45日 となる.高 度技術者の教育 は現役 技術者のOFFJTと して行 わ

れ るこ とが想定 され ることか ら,45日 間 を1時 期 に集 中 して行 うのは困難 な場

合 も予想 され る.し たが って,例 えば2年 ない し3年 にわた り分割 して教育す

ることが考 えられ る.
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図 表8.4標 準学 習時 間

部 講義時間 演習時間 合1

第1部 ネ設♪7認 論 ムの要求議' 35 90 125

第2部 ネ ッ トワー クシ ステム の運 用 ・保 守 36 15 51

第3部 ネ ッ トワ ー クエ ン ジ ニ ア リ ン グ技 術 43 17 60

第4部 ネ ッ トワー クシステ ムの構 成要 素
42 22 64

第5部 ネ ッ トワー クに 関す る法制 度 と標 準 12 4 16

合 計 168時 間 148時 間i316時 目・1

(4)学 習順序

基本的には,第1部 か ら始めて,第5部 まで部 の順番 に学習す る.

ただ し,受 講者が第1部 お よび第2部 の 内容 を理解す るのに必要 な知 識 を修

得 していない ときには,第3部 以降の なかか ら必要 な部分 を取 り出 して説明す

るとよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

本 カ リキュラムに基づ いて作成 され るテキス トの内容 を忠実に学習す ること

が,自 己学習の基本であ る.こ のほか に,通 信教育やゼ ミナー ルを併用す ると

よい.

OJTに ついては,大 部分の受講者に とって,身 近 なOJTの 環境 を用意 す るこ

とが難 しい.し か し,多 くの人が 日常的 にネ ッ トワー ク技術 を利用 して いる.

身近 な情報通信 システム を注意深 く観 察 して,学 習 した知 識 と照合す るこ とが

効果的 なOJTに なる.

(6)そ の他

① 実務能 力の学習,特 に演習では,具 体的なネ ッ トワー ク製品を参照す る と

分か りやすい.し か し,中 立的 なカ リキュラムのなかで具体的な製品 を明フド

的に示す こ とは妥当でない.し たが って,本 カ リキュ ラムは,原 則 として概

念的あるいは一般的 な言葉 を使 って記述 してあ る.実 際の教育 の場 では,必

要 に応 じて身近にあ る製品 を参 照す る とよい.

② 「ソフトウェアを中心 としたシステムの取引に関す る共通フレーム」につ いて

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 などに
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ついては,現 在標準的 なものがないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲 で統

一 を図 った
.

なお,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェアライフサ イクル

におけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連 の事項

につ いて 「共通 フレー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 とした シス

テムの取引 に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)

で進め られ ている.こ の共通 フ レー ムは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具

体化 されて いるため,今 後,シ ステム開発作 業体 系 として広 く普及 してい く

もの と思 われ る.こ のため,指 導にあた ってはこの共通 フレー ムにつ いての

今後の動 向に十分留意す る.
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5.教 育 目標

第1部 ネ ッ トワー ク システムの要求 定義 ・設計 ・構築 ・評 価

繭
第1部 の教育 目標 は,ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト(以 下NSPと 略す)が 専 門技

術者 として主体 的に担当す るネ ッ トワー クシステムの設計 ・構築 ・評価 にかかわる

技能の修 得で ある.

特定の アプ リケー シ ョンシステムを構築 す る ときに,利 用で きるネッ トワー クの

基盤がす でに存在す る ときには,NSPの 役割 は既存の ネ ッ トワー クの使い方の コン

サルテー ションである.あ るいは新 しいアプ リケー シ ョンがネ ッ トワー クに与える

影響 を評価 して混乱 を未然 に防 ぐこ とであ る.こ のこ とも設計 ・構築 ・評価の仕事

の1つ で ある.

ネ ッ トワー クシステムの設計 ・構築 ・評価 においてNSPが 担当す る対象は,基 本

的には開放型 システム間相互接続(OpenSystemsInterconmection:OSI)モ デル

に対応す る技術 お よび通信 回線にかかわ る範囲,つ まり各種 のアプ リケー シ ョンシ

ステム を実現す るための共通基盤 としてのデー タ伝達 ネ ッ トワー クである.情 報 シ

ステムが扱 う情報の表現は,文 字情報か ら始 まって,音 声,画 像お よび映像情報 を

複合す るマルチ メディアへ と拡大 している.ま た,企 業 などでは経営効率 を改善す

るために情報 システム と通信 システムの統 合が進 んでいる.し たがって,構 築す る

ネッ トワー クは特 定のアプ リケー シ ョンに特化す るのではな く汎用性が求め られる.

NSPが 担当 して設計 ・構築 ・評価す るネ ッ トワー クは,小 規模のデー タ処理専用

のロー カルエ リア ネ ッ トワー ク(LocalAreaNetwork:LAN)か ら全世 界をカバ

ーす る大規模 のマ ルチ メディアネ ッ トワー クまで広 い範囲にわた る.す べての範囲

のネ ッ トワー クを扱え るNSPの 育成は非常 に困難 である し,実 際の業務 では比較的

限 られ た類型的な ネ ッ トワー クの構築 を繰 り返す こ とが 多い.

こ うした現実 を考慮 して,第1部 では各種 のネ ッ トワー クの設計 ・構築 ・評価の

共通事 項の教育 カ リキュラム と,典 型的なモデル を対 象 とす る実務 的なカ リキュフ

ム を組み合 わせ ることとす る.
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第2部 ネ ッ トワー ク シス テムの運 用 ・保 守

璽
今 日,ネ ッ トワー クシステムは,情 報 システムにおけ る神経系統 をつか さどるき

わめ て重要 な要素 となってい る.ま た一 方,多 様化,複 雑化 し,高 速化,広 域化,

かつ オープ ン化が着実に進行 してい る.こ の ような状 況において,高 品質,高 性能,

高精度,高 信頼性,高 安全性,広 域性の通信機能 を利用者 に提供す るための運用 ・

保 守管理 の重要性 は ます ます増大 している.

ネ ッ トワー クシステムの トラブルは,情 報 システムの停 止に直結 し,い ったん発

生すれ ば,迅 速 に対応す ることが きわめ て重要 であ る.し たが って,ネ ッ トワー ク

システムの トラブルの未然 防止,早 期発見 ,早 期対策の実現はネ ッ トワー クシステ

ムの安 定運用に とって最重点項 目であ る.

第2部 の教育 目標はネ ッ トワー クシステム を専 門に担 当する技術者 であるNSPに

ネッ トワー クシステムの運用 ・保守に必要 な知識 ,技 術,技 能 を修得 させ るこ とで

あ る.主 として下記 に力点 を置 く.

1.ネ ッ トワー クシステムの運用 ・保守管理 に必要 な要素 および要件についての体

系的把握

2.情 報 システムの運用 ・保守管理 の実施 方法につ いての考察

3.ネ ッ トワー ク管理 システムの体 系的把握 と導 入のため の基礎知識

第3部 ネ ットワークエンジニア リング技術

魎
最近 では,分 散処理 の発展 に ともな う情報処理分野におけ る電気通信 技術 の利 用

と,機 能の高度化 に ともな う電気通信分野 におけ る情報処理 技術の利用が進 んでい

る.そ して,情 報処理 と電気通信の融合 を目指 して新 しいネ ッ トワー クアー キテ ク

チャが確立 している.ネ ッ トワー クエ ンジニア リングは,情 報処理 システム と電気

通信 システムの接合 点におけ る技術 であるこ とをだれ も否定できない.し たが って,

基礎技術 とシステムの両面 で密接 な関係 にあ る情報処理 と電気通信 を包括 的に とら
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えるこ とが大切 である.

第3部 の テーマ は,NSPの 基礎能 力 を強化す るため の共通的 な知識 の修得 であ

る.こ のため に,ネ ッ トワー クエ ンジニア リングの基礎理論お よび技術 を集大成 し

た.内 容 は,ネ ッ トワー クアー キテ クチ ャ技術 をは じめ,ト ラフィッ久 信頼性,

符号 化技術,デ ー タ伝送技術 である.

これ らの体系化 した内容 を通 じて,受 講者 がこの分野に携わ るNSPと して,ネ ッ

トワー クを提供す る側 の視 点 とネ ッ トワー クを利用す る側の視 点に立 って,そ れぞ

れの技術的 な整合が とれ るようにな ることを教育 の 目標 とす る.

NSPに は,2つ の側面が あ る.1つ は,ネ ッ トワー クを提供す る側 の視 点 とし

て,マ ルチ キャ リアやマ ルチベ ンダの環境下℃ 開発 コズ ト,運 用の安 全性,関 連

機器 の相 互接続性,機 能 の追加拡張性 などの問題 を解 決 しなければ ならない.も う

1つ は,ネ ッ トワー クを利用す る側の視点 として,分 散化が進 む 多くのアプ リケー

シ ョンシステムや情報 を円滑に相互接 続で きるよ うに,ユ ーザのため の,あ るいは

ユーザ としての諸要求 を解決で きるSE能 力 を充実 しなければならない.

以上 の観 点か ら,第3部 の内容 は これ らの要望 に こたえ るこ とがで きる専 門技術

者 としてのNSPに 必要 な知識 である.

第4部 ネ ットワークシステムの構成要素

魎
企業 が情報通信 ネ ッ トワー クを構築 す る場合,第 一種電気通信事業者 が提供す る

専 用線,電 話網,ISDN,パ ケ ッ ト交換網 などの広域 ネ ッ トワー クサー ビスを利 用す

る方法 と特別 お よび一般 第二種電気通信事業者が提 供す る各種 のネ ッ トワー クサー

ビス(付 加価値 通 信網(ValueAddedNetwork:VAN))を 利用 す る方 法が あ

る.さ らに 自社の ビル・工場 内にLANを 巡 らして広域 ネ ッ トワー クと接続す ること

が一般 的になっている.

したが って,企 業 が 自社 の情報通信 ネ ッ トワー クを構築す る場合,電 気通信事業

者が提 供す る各種 のサー ビスの種類,内 容,構 成,特 徴 などを理解す ると ともに,

通信機器 メー カな どが提供 して いるDCE,多 重化装 置,PBX,デ ー タ交換装 置な

ど,各 種伝送 ・交換機 器の種 類,内 容,構 成,お よび特徴,さ らに,ネ ッ トワー ク
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オペ レー ティングシステムやパ ソコン通信 ソフ トウェアな どのネ ッ トワー クソフ ト

ウェアの種類 内容,構 成,特 徴お よび価格 を十分に理解 し,そ れ らを評価 ・選 択

し,自 社 に適合 した利用方法 を考 えて,最 適 なシステムを構築 す るこ とが望 ま しい.

そのため,こ こでは まず,第 一種電気通信事業者 の電気通信サー ビス,VAN,LAN

の種類 ・特徴 とその利用方法 な どについて学 び,次 いでそれ らの ネ ッ トワー クの構

成要素 であ る伝送 ・交換機器や ネ ッ トワー クソフ トウェアにつ いて学習す る.

第5部 ネ ットワークに関す る法制度 と標準

魎
ネ ッ トワー クシステムは,電 気通信 システム と情報処理 システム との結合体 であ

る.通 信回線 は公共の施設 であ り,電 気通信の範囲は全地球規模 に及ん でいる.電

気通信 の秩序 と公共性 を維持 し健全 な発展 をはかるため ,電 気通信法制度が確立 さ

れて いる.ま た電気通信/情 報処理 分野 では接続条件,イ ンタフ ェー ス,プ ロ トコ

ル,デ ー タ伝 送交換 の整合性確保 に標準化が必須の要件であ る.

ネ ッ トワー クシステムの構築 にあた り,関 連する法制度,国 内 ・国際標準 ,技 術

基準 を体 系的に把握 し,こ れ らをシステム設計 ・構築 ・運用に適正 に反映 して い く

必i要・があ る.

第5部 では電気通信 を規律 す る国内外法制,関 連す る国際 ・国内標準 ,技 術基準

等につ いてその内容 と活用方法 を修得 す る.ま た各種業界標準 につ いて も学 習す る.

第5部 を履謁す るこ とによ り,以 下 の能力 を獲得す るこ とを目標 とす る.

(1)ネ ッ トワー クシステムの 設計 ・構築 ・運用にあたって,法 制度 ・標準 ・技術

基準 に関連 して,必 要 とされ る作業ア イテムを企画 し実行 し得 る能 力.

(2)必 要 に応 じて原典 を読 み下 し,適 正 な判断 をな し得 る能 力.

(3)法 制度の遵守,標 準 ・技術 基準へ準拠す ることの重要性 を関係者 に説 明 し,

説得 し得 る能 力.
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9デr夕 べーススペシャリスト育成カリキュラム

1.デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リス トの 役 割 と業 務

1.1役 割

昨今,情 報 システムの 目的は 「事務の効率化」 か ら 「情報の戦略的活用」へ と変

化 しつつ ある.し たが って,情 報資源管理の理 念の もとに情報 イ ンフラの構築 が不

可欠であ り,デ ー タモデル化技術お よびデー タベ ース技術 が必須の要件 となってい

る.

また情報技術 の進 展に よ り,情 報の高度な活用 は利用者 の手にゆだね られるよ う

になって きた.そ の一方で,デ ー タベー ス製品の選択,第4世 代言語 をは じめ とす

るツー ルの選択,情 報の共有化に向けた規約の作成 など,専 門家 の技術支援 が必要

とされている.

テ クニ カルスペ シャ リス トのデー タベース担当(デ ー タベー ススペ シャ リス ト、

以下DSPと 略す)は,今 日の この ような環境 の変化 を踏 まえ,以 下の ような役割 を

担 う.

(1)企 業 ・組織全 体のデー タ資源の管理

(2)基 幹 デー タベー スの構築 と維持

(3)デ ー タベー ス関連 の技術支援

1.2主 な業務 内容

DSPの 主要 な業務 内容 は次の とお りであ る.

(1)デ ー タベー ス設計

・デー タベ ースへ の要求分析 ・定義

・デー タモデル作成

・論理設計(概 念 スキーマ設計,外 部 スキーマ設計)

・物理設計(内 部 スキー マ設計)

・デー タベ ースの運用 ・管理設計
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・設 計 レ ビ ュ ー な ど

(2)資 源 管 理

・情 報 資 源 管 理 な ど

(3)標 準 化

・デ ー タ標 準 の 設 定 な ど

(4)コ ン サ ル テ ー シ ョ ン

・技 術 コ ン サ ル テ ー シ ョ ン な ど

他 の人材 との関係 を含め,図 表9.1に 主要作業項 目の一覧表 を示す .図 表9.2は,

図表9.1の なか でDSPが かかわ る作業 をさらに詳細化 した ものであ る.
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図表9.1情 報化 人材 の主 要作業 項 目

主 要 作 業 項 目

S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P
9
P

§
P
2
P

1

計

画

1,1情 報 化視点か らの経営 ・事業戦略立案 ○

1.2情 報化構 想の立案 ◎ ○ △ ○

1.3業 務改善 企画 ・提案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム 化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウェ ア/シ ス テ ム 商 品企 画 ○ ○ ◎

L6開 発計画立案

1.6.1開 発 作 業 計 画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

1.6.3費 用 見 積 り ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設
計
・

作
成

2.1シ ステム分析 ・要求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎

2.2外 部設 計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設 計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2.5ネ ッ トワ ー ク設 計 ◎ △ ◎

2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画
◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎

2.7プ ロ グ ラ ム作 成 ◎ △ ◎

2.8テ ス ト
◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行
・

運
用

・

保
守

3.1シ ス テ ム移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○

3.2シ ス テ ム 評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

3.3性 能 管理
△ △ △ △ ◎

3.4運 用管理. ◎

3.5障 害管理
△ △ 1 △ ◎

3.6セ キ ュ リテ ィ管 理
△ △ ○ ○ △ ◎

3.7シ ス テ ム保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

《

4.1プ ロジェ ク ト実施計画 立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4.2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4.2.2品 質 管理 ◎ ○ ○ 会 ○

4.2,3組 織 ・要 員管理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジ ェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保資
証源

■.

コ環
ン境

サ ・
ル標
テ準

い

ζ
ン

5.1資 源管理

5.1.1シ ス テ ム資 源 管 理 ◎ ○ ○ ◎ ◎
プ

5.1.2情 報 資 源 管 理 ◎ ○

5.1.3構 成管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○

5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ標 準 の 設定 ◎

5.4品 質保証
5.4.1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4,2品 質保証体系に基づく晶質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テー シ ョ ン
5.5.1情 報 化コンサ ルテー ション ◎ ○

5,5.2技 術 コンサ ル テー シ ョン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄の印については次の とお り.

◎:主 要担当作業 ○:担 当作業

② 担当者の略称は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シ ス テム ア ナ リス ト

プ ロ ジ ェ ク トマ 不一 ジャ

アプ リケー シ ョンエ ンジニア

プ ロ ダ クシ ョンエ ン ジニ ア

デ ベ ロ ップ メ ン トエ ン ジニ ア

シ ス テム運 用 管 理 エ ンジニ ア

△:協 力作業

TS:テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト
(以下の4ス ペシャリストの総称)

NSP:ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト

DSPデ ー タベ ー ス スペ シ ャ リ ス ト

SSP:ソ フトウェア生産技術スペ シャリス ト

BSP:基 本 シ ステ ム スペ シャ リス ト
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図 表9.2デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リス トの 主 要 作 業 項 目

主 要 作 業 項 目 担
当

1

計

画

情報化構想の立案 経 営 ・事 業 ビ ジ ョンに基づ く基本 的情報 化 ビ ジ ョンの 策定 △

事業計画に基づ く必要情報の定義 ○
情報化の現状分析 ○
長期 ・中期 ・短 期 計 画 △

業務改善企画 ・提案 現状業務の分析 △
主要改善課題の抽出 △

課題改善策等の検討 △
シ ステム化 計 画 シス テム化 目的 の 設定 △

対象業務およびシステム化対象の定義 △
シス テム概要 の 設計 と実 現 ・実効性 の検 討 ○

開発計画立案 開発作業計画 △

シス テム運用 ・移 行 計画 △

費用見積 り △

2

設

計
・

作
成

シス テム分析 ・要求 定義 デー タモデ リング ○
対象業務システムの分析 △
システム構想の決定 △

外部設計 外部 コー ド設計 △

論理データ設計 ○
設計 仕様 の 設定(外 部 設計 レビュー含 む) △

内部設計 内部 コー ド設計 △
フ ァ イル設計 △
設 計仕 様 の決定(レ ビュー) ○

デー タベ ー ス設計 デー タベー スへ の 要求 分析 ・定義 △

デ ー タ モデル作 成 ◎
論理 設 計(概 念 スキー マ設 言wL外 部 スキー マ設 計) ◎
物理 設 計(内 部 ス キー マ設計) ◎
デー タベ ー スの運 用 ・管理 設 計 ◎
設計 レ ビュー ◎

シス テム テス ト計 画 テスト仕様設定 ○
テ ス ト環境 設 定 ○

テ ス ト 総 合 テ ス ト ○
移行 テ ス ト ○
運 用 テス ト ○

3

移

行
・

運
用

・

保
守

シ ステム移 行 移行 計 画 ・準備 ○
導入評価 ○

シ ステム評価 性 能 評価(デ ー タベ ー ス) ◎
システム改善策の作成 ○

性能管理 △
障害管理 障害分析 ○
セ キュ リテ ィ管理 論 理 的 セキ ュ リテ ィ管 理 ○
シ ステ ム保 守 保守計画の設定 ○

保守方法の設定 ○
保 守 ○
保守結果の確認 ○4

藁
露
礁
饗"
ン褒詞

二

資源管理

開発環境

標準化

シス テム資 源管理 ○
情報資源管理 ◎
構成管理 △

環境整備 ○
環境管理 △

デ ー タ標準 の 設定 ◎
コ ン サ ル テ ー シ ョ ン 技 術 コ ンサ ル テ ー シ ョ ン ◎

◎:主 要担当作業 ○:担 当作 業 △:協 力作 業

163



1.3他 の人材 との関係

DSPと 他の人材 との関係 を図表9.3に 示す.

図表9.3他 の人 材 との 関係

対 象 ,関 係

シ ステム アナ リス ト *SANが 行 う情 報化 構 想の 立案 な どに際 し,特 に情 報

(SAN) 資源に関する局面で技術支援する.

ア プ リケ ー シ ョン

エ ン ジニ ア

*AEに 協 力 してデ ー タ分 析 をす る.

*分 析 レビュー な らびに外部 設計 レビュー に参画 す る.

(AE) *AEか らデー タベ ー スへ の要求 仕様 を受 け,そ れ を も

とにデ ー タベ ー スシ ステ ムを設計 す る.

*シ ス テム の計画 ・設計 に際 し,必 要 に応 じてデ ー タ

ベ ー スの専 門 技術 に関 す る技術 支援 をす る.

*AEの 要請 に よ り,シ ス テムの処 理性 能 な どに関 して

デー タベ ー スに かか わ る部分 の検討 をす る.

プ ロ ダ ク シ ョン 幽 *デ ー タベ ー ス処 理 プ ロ グラムの作 成や デー タの標 準

エ ン ジ ニ ア 化 に 関 して技術 支援 をす る.

(PE)
.

*テ ス ト仕様 作 成,テ ス ト環 境 設定 お よびテ ス トに際

して,'デ ー タベー ズに関 す る技術 支援 をす る.

*デ ー タベ ー ス にか かわ るシス テム保 守 に際 し,協 力

す る.

システ ム運用 管理 *シ ステ ムの移 行や 運用,評 価,性 能 管理,保 守 な ど

エ ン ジ ニ ア を行 う際に,デ ー タベ ー ス に関連す る事柄 に つい て

(SM) 技術 支 援 をす る.

*イ ンフ ラ的 なデー タベ ー スの構築 に際 し,SMよ り運

用上 の要件 に つ き協 力 を受 け る.

プ ロ ジ ェ ク ト *PMの 指示 の もとに,当 該 プ ロジ ェ ク トのデー タベー
、

マ 不一 ジヤ

(PM)

スに関 す る計画 ・設 計 を実施 す る.

*プ ロジ ェ ク トの計 画か らシス テム移行 に至 る全 開発

工 程 の なか で,デ ー タベー スにかか わ るテス トや レ

ビュー に対 してPMの 指 示 を受け る.

ネ ッ トワ ー ク

ス ペ シ ャ リス ト

*分 散 デ ー タベ ー スシ ステム の構築 にお いて,最 適 な

ネ ッ トワー クの選択 な どに関 して技術 支援 を受 け る.
(NSP)

シ ス テ ム ア ド ミニ ス

トレー タ

(SAD)

*基 幹 デー タベ ー スの 活用 方法や 部 門,ま た はパー ソ

ナ ルデー タベ ー ス構 築 の ためのDBMSの 選択,ミ ド

ル ウェア の選択,第 四世 代 言語 の選 択 な どに関 して

技術 支援 をす る.
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2.他 の カ リキ ュラム との 関係

(1)第 一種共通カ リキュ ラム との関係

第一種共通 カ リキュラムの共通知 識 と共通応用能 力に関 しては,す べて学習

済み であ るこ とを前提 とす る.

選択知識 に関 しては,以 下の科 目が学習済みであることが望 ましい.

第8部 システム構 成技術

第9部 システムの運 用

第10部 情報 セキュ リテ ィとシステム監査

第11部 マネ ジメン トサ イエ ンス と企業 システム

選択能力については,以 下の科 目が学習済みであることが望 ましい.

第15部 応用 システム開発 能力

第17部 システム評価能 力

(2)他 の人材カ リキュラム との関係

他の高度 人材 との共同作業 はある と考 えられるが,知 識に関 しては第一種共

通の レベ ルを基準 と してお り,他 の高度人材 と同一 レベルの ものは要 求 してい

ない.

3.本 カ リキ ュラ ム利用 上 の 留意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュラムは,企 業 な どで5年 以上 の実務経験 を有す る人材の教 育 を対

象 としてお り,企 業内教 育にお いて利用 されるこ とを前提 としてい る.ま た,

知 識 ・技術の修得 のみでは な く,具 体 的なデー タベ ース システムの構築や運用

に関 しては,最 新 の技術 を駆使 して業務が遂行 で きる応用能力の修得 に も重点

をおいてい る.

(2)カ リキュラム構 成

DSPの カ リキュ ラム内容 は,「 知 識」 と 「応用能 力」 に分かれ ている.

「知識」は,高 度 技術者 に至 る過程 で修得 して きた知識 を整理 ・体系化 した
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うえで,さ らに高度技術者 として必要 な知識 を修 得で きるように構成 してい る.

以下 の部 は 「知識」の修得 を主 目的 としている.

第1部 デー タモデル

第2部 デー タベ ー ス実現のための手段や 要素 技術

第4部 デー タベー スの技術動向

また,以 下の部 では 「応用能力」 の修得 を主 目的 としている.

第3部 デー タベー スシステムの設計 と運用

(3)学 習時間

図表9.4に 示す よ うに,本 カ リキュラムの標準学習時間は全体 で179.5時 間,

1日7時 間 として約26日 とな る.

本 カ リキュ ラムは,企 業な どでOFF-JTと して実施 されることを想定 してお

り,一 時的に集 中 して実施で きない場合には1年 間,あ るいは2～3年 に分割

して教育す るこ とも考 えられ る.

図表9.4標 準 学習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 デー タベ ー スの基 礎理論

第2部 デー タベ ー ス管理 シス テム

第3部 データベースシステムの設計と運用

第4部 デ ー タベ ー スの技術 動 向

13.5

29.0

33.0

19.0

3.5

9.5

66.0

6.0

17.0

38.5

99.0

25.0

合 計 94.5時 間 85時 間 179.5日 寺間

(4)学 習順序

基本的 には,本 カ リキュラムの部の順 序で学 習 を進め るのが望 ましいが,第

4部 のデー タベ ー スの技術動 向につ いては,第1部 や第2部,も しくは第3部

のなか に関連 内容 を取 り込んで教育 して もよい.

(5)自 己学 習やOJTと の関係

高度技術 者は,少 な くとも知識の修得 に関 しては,か な りの 自己学習が可能

であろ う.し たが って,カ リキュラムでの演習 もその対象 とな りえよ う.ま た,

デー タベー スの専 門家育成 とい う観 点か ら考 え ると,一 般 に適切 なOJTの 実施
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は必 ず しも容易 ではない.し か しなが ら,自 らの業務 を実践す るなかで経験 を

積み,能 力 を高め る努力 をす るこ とは必要不可欠であ る.

(6)そ の他

「ソフトウェア を中心 としたシステムの取引 きに関す る共通フ レーム」について

て ソフ トウェアの開発工程 ならびにそれらに関す る ドキュメン トの名称 などに

つ いては,現 在標準的な ものはないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲で統一

を図 った.

なお,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 してソフ トウェアライフサ イクルに

おけ る購 入,供 給,企 画 開発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連 の事項 につ

いて 「共通 フ レー ム」 を作成 す る作業(ソ フ トウェア を中心 と したシステムの

取 引 きに関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)で 進め

られ ている.こ の共通フ レー ムは国際的な標準化動向 とも連動 して具体化 され

ているため,今 後,シ ステム開発作業体 系 として広 く普及 してい くもの と思わ

れ る.こ の ため,指 導にあたっては この共通フ レーム についての今後の動向に

十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 データベースの基礎理論

繭
情報基盤確立 に必要 な知識,な らびに技術支援 に必要 な高度知 識 として計画,分

析,設 計な どの局面 で応用が必要 となる次の知識 を確実 に身につ け させ る.

1.デ ー タモデル化の意義 とデー タモデルの種類 と特徴 な らびにデー タモデル機

能 に関す る知 識

2.3層 スキーマアー キテ クチャの知識

DSPは,情 報管理 の役割 を担 う人材 で,企 業の情報戦略 に必要 な情報 が何 である

か を把握 し,抽 象化(デ ー タモデ リング)し ,そ れ をもとにデー タベー ス として共

有すべ き情報 を選 択で きる人材 であ る.

これ らの能力 を向上 させ るためには,ま ず基礎理論 を確実 に身につけ させ,そ れ

を基盤 として実践 で技術力 を高め る方法 で育成す る必要 がある.

当部では,基 礎理論 を確実に修得 させ ることを目標 とす る.

第2部 データベース管理 システム

魎
情報 システム ライフサイ クルの各段階 にお いて,デ ー タベ ースに関連す る技術支

援 を実施で きるように,次 に示す知識 を修 得 させ る.

1.デ ー タベー ス管理 システムに必要 な機 能 とその実現方法

2.デ ー タベー スに関す る定義,操 作,問 合せ に必要 な言語

3.分 散 デー タベースの構成 方法 と分散 デー タベース実現の問題 点お よび,そ れ を

解決す るための方法

4.デ ー タベ ース管理 システム選択 のポイン ト

DSPは,デ ー タベ ー ス管理 システム を開発す る人材 ではないが ,デ ー タベ ース管

理 システムの仕組み,機 能 を十分理解 し,そ の機能 を実現す るための技法 とその得

失が分か り,他 の人材 にデー タベ ースに関連す るコンサルテー シ ョンや 技術 支援が
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行える人材 として育 成す る必要 がある.

当部 では,デ ー タベー ス管理 システムの高度な知識 を確実 に修得 させ ることを目

標 とす る.

第3部 デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム の 設 計 と運 用

函
デー タ中心アプ ロー チに よる情報 システム開発の重要 性を理解 させ,そ れに沿っ

たデー タベー スシステム設計の能 力 を修得 させ るため,次 の事項 を行 えるよ うにす

る.

1.デ ー タ中心アプ ローチ による情報 システム開発工程 において,デ ー タベー スシ

ステム計画 の立案

2.デ ー タの標準化,ER分 析,デ ー タの正規化 などのデー タ分析技術

3.デ ー タ分析 の結果 に基づ き,デ ー タベースの概念 スキーマ,内 部 スキーマの設

計

4.適 用す るデー タベ ース管理 システムの能力や特徴 を踏 まえて,デ ー タベー スシ

ステムの設計,運 用に関す る技術支援

情報 資源管理 の理念 の も と,情 報基 盤の確 立 を行 うのがDSPの 役割 の1つ で あ

る.

当部 では,す でに修得 させ た基礎理論 を実務 に活用 で きる能力 を向上 させ ること

を目標 とす る.

第4部 データベースの技術動向

塵
的確 なコンサルテー ションを行 え るよ うに,デ ー タベー スに関連す る次 に示す技

術動 向を修得 させ る.

1.デ ー タベー スの標準化 についての動 向

2.最 新 デー タベー ス技術 の現状 な らびに課題 と解決 の見通 し

3.デ ー タベ ース と強い関連 を持つ技術 の最新動向

'
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デー タベー スに関連す る技術動 向は広範囲 にわた る.

当部 では,DSPと してそれ らに関心 を持 ち,情 報 シス テムの将来 とデ ータベ ース

システムの姿 を洞察 できる能力 を修得 させ ることを 目標 とす る.
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10ソ フトウェア生産技術スペシャリスト

育成カリキュラム

1.ソ フ トウ ェア生産 技 術 スペ シ ャ リス トの役割 と業務

1.1役 割

テ クニカルスペ シャ リス トの ソフ トウェア生産技術担 当者(以 下,SSPと 略す)

は,他 の情報処理技術者 が ソフ トウェア開発 を効率 的に進 めていけ るように,ソ フ

トウェア開発作業 を側 面か ら支援す る役割 を担 ってい る.直 接的 な業務 としては,

ソフ トウェア開発作業の基盤 となるソフ トウェア開発環境の整備が挙げ られ るが,

SSPの 作業の大半 は他 の情報処理技術 者に対す る支援 活動 とい う,ソ フ トウェア開発

作業 その ものに対す る間接的 な役割 を果たす.そ の ためSSPに は,ソ フ トウェア開発

工程 の あらゆ る局面において他の情報処理 技術者 を支援 していけるような,広 範囲

な知識 と高度 な技術 レベルが要求 される.

具体 的には以下 の ような役割 を担 う.

1.ソ フ トウェア 開発環境 の構築お よび開発資源の管理

2.ソ フ トウェア開発環境の評価 および強化戦略の策定

3.ソ フ トウェア開発環境の利用に関す る指導

4.ソ フ トウェア開発標準の設定

5.組 織 内あるいは他 組織 に対す る,ソ フ トウェア生産技術 に関す る技術 的 コンサ

ノレア ー ン ヨ ン

1.2主 な業務内容

SSPは,ソ フ トウェア開発環境の整備や 開発標準の設定に関する一連の作業 を指導

し,実 施す る.

他 の 人材 との関係 も含め,図 表10.1に 主要作業項 目の一覧表 を示す.図 表10.2

は,図 表10.1の 中でSSPが 関わる作業 をさ らに詳細化 したものである.
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図表10.1情 報化 人材 の主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P

§
P

§
P

§
P

1

計

画

1.1情 報 化視 点からの経営 ・事 業戦略立案 ○

L2情 報 化構 想の立案 ◎ ○ △ ○
1.3業 務 改善 企画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム 商 品 企 画 ○ ○ ◎
:1 .6.1開 発 作 業 計 画… ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6開 発 計 画 立 案11 .6.2シ ステム運用 ・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

ll.63費 用 見蜘 ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設

計
・

作
成

2.1シ ステム分析 ・要求 定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎
2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2.5ネ ッ トワー ク設 計 ◎ △ ◎
2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎
2.7プ ロ グ ラ ム 作成 ◎ △ ◎

2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行

・

運
用
・

保
守

3.1シ ス テ ム移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △, ◎ ○
3.2シ ス テ ム評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎
3.4運 用管理 ◎

3.5障 害管理 △ △ △ ◎
3.6セ キュ リテ ィ管 理 △ △ ○ ○ △ ◎
3.7シ ステ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

ζ

4.1プ ロジェ ク ト実施計画立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4.2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4.2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○

4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ ○
4.3プ ロ ジ ェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保 資
語 源

・ ■

コ環

ン境

サ ・
ル標

テ 準

「 ・

フ
ン

5.1資 源 管 理

5.1ロ システム資源管理 ◎ ○ ○ ◎ ◎

5.1.2情 報 資 源 管 理 ◎ ○

5.L3構 成管理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○

5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ 標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4.1品 質保証体系の設定 ○ .

○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく晶質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テー シ ョ ン
5.5.1情 報化コンサルテーション ◎ ○

5.5.2技 術 コン サ ルテ ー シ ョン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄の印については次の とお り.

◎:主 要担当作業 ○:担 当作業

② 担当者の略称は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シ ス テム ア ナ リス ト

プ ロ ジ ェ ク トマ ネー ジ ャ

アプ リケー ションエンジニア

プ ロ ダ ク シ ョンエ ン ジニ ア

デ ベ ロ ップ メ ン トエ ン ジニ ア

シ ステ ム運 用 管理 エ ン ジ ニ ア

△:協 力作業

TSテ クニ カル スペ シ ャ リス ト

NSP

DSP

SSP

BSP

似 下の4ス ペ シャ リストの総称)

:ネ ッ トワ ー クスペ シ ャ リ ス ト

:デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト
'ソ フトウ

ェア生産技術スペシャリスト

基 本 シ ステ ム スペ シ ャ リス ト
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図表10.2ソ フ トウ ェア生 産技 術 スペ シ ャ リス トの 主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
担
当

,

-

計

画

システム化計画案 シス テム概 要 の設 計 と実現 ・実効 性 の検 討'

(技術的分 析 〔分 散 デー タベ ー ス等〕)

△

開発計画立案 開発作業計画(技 法・手法の検討 日程計画等) △

2

設
計

・

作
成

シス テム分 析 ・要求 定義 分析技法の検討 △

開発技法の選定 △

内部設計 再利用設計 △

シ ステム テ ス ト計 画 テ ス ト仕様 設 定(テ ス ト基準含 む) △

テスト環境設定 ○

プ ロ グラム作 成 プログラム作成技法の決定 △

プログラム作成基準の定義 △

3

用 移

保行
守運

シス テム評価 性能評価 △

品 質評価(操 作性,拡 張性,移 植 性) ○

効果評価 △

4

プ

ロ

ジ
ェ

ク

ト
管
理

プロジェク ト実施計画立案 プ ロ ジェ ク ト方針 と目標 の設 定

詳細 見積 り(規 模,工 数 費 用等)

プロジェクト管理目標の設定(品質目標,進捗目標等)

△

△

品質 管理

レ ビュ ー(設 計,プ ロ グ ラム,テ ス ト等)

の実 施 ドキュ メン ト・変 更管理 方式 の設 定

△

△

プ ロ ジェ ク ト評 価 プ ロジ ェ ク ト統計 情報 の整 理 ・分 析 △

システ ムの機 能,性 能 評価 △

5

資
源

・

環
境

・

標
準

・

保
証
・
コ

ン

サ
ル

テ

ー

シ
ョ

ン

資源管理 システ ム資源 管理

ハー ド/ソフト/ネットワーク 導入評価・選定

シス テム 資源状 態 監視

シス テム チ ューニ ング

○

△

△

構 成管 理 ソフ トウ ェア構成 管理 △

開発環境 環 境整 備 開発 環境 の構 築

ツール の導 入評価 ・選 定

リポ ジ トリへの登 録

◎

◎

○

標準化 システム開発標準の設定 ◎

品質保証 品質保証体系の設定 ◎

品質保証体系に基づ く品質確保 ○

コ ンサ ル テ ー シ ョ ン 技 術 コンサ ルテー シ ョン ◎

【注 】 各欄 の記 号 の意味 は次 の とお り.

◎:主 要 担 当作業 ○:担 当作 業 △:協 力作 業
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1.3他 の人材 との関係

SSPと 他 の人材 との業務上の関係 を図表10 .3に 示す .

図表IO.3他 の人材 との関係

対 象 関 係

システム アナ リス ト *シ ステム化計画に関する実現 ・実効性の検討を技術的側面から支

(SAN) 接す る.

*開 発 され た シス テムの評価 に関す る技術的 支援 を行 う
.

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー *開 発 プ ロ ジェ ク トの 見積 りを,技 術 的 側面 か ら支 援 す る.
ジ ャ *プ ロ ジェ ク ト管理 を技術的 側面 か ら支援 す る

.
(PM) o

*プ ロジェ ク トの開 始 に先 だ ち,PMが 行 う開発環 境,開 発標 準の検

討 の際 に協 力す る.

ア プ リケ ー シ ョ ン エ *採 用 すべ き分析 ・設計 技法 の検 討 を
,技 術 的側 面 か ら支援 す る.

ン ジ ニ ア *採 用 が決定 した技法 や手 法に基 づ い て
,開 発 環境 を整 備 す る.

(AE) *ソ フ トウェア開発 環 境 を個 別の 開発 シス テム向 けに カ スタマ イ ズ

す る場 合 に,技 術 的支 援 を行 う.

*ソ フ トウェア開発 標準 を個別 の 開発 システ ム向け に カス タマ イズ

す る場合 に,技 術 的支援 を行 う.

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン *プ ロ グラム作成 技法 の検討 を,技 術 的 側面 か ら支 援 す る.
ジニ ア *プ ロ グラム作成 基準 の設定 に関 す る技術 的支 援 を行 う

.
(PE) *ソ フ トウェア再 利用 に関す る技術 的支 援 を行 う

.

*テ ス ト基準 の設定 に関 す る技術 的支援 を行 う
.

*テ ス ト環 境 を設定 す る.

デ ベ ロ プ メ ン トエ ン *開 発 環境 お よび支援 ツール を強化 す る必要 が 出た場 合 に
,そ の開

ジニ ア 発 ・改善 を依 頼す る.

(DE)

システ ム運用 管理 工 *ソ フ トウェア開発 環境 の運 用 を託 す .
ン ジ ニ ア *シ ス テム チュー ニ ングに関 す る技 術 的支援 を行 う

.
(SM)

ネ ッ トワー ク スペ シ *ソ フ トウェ ア開発環 境 の構 築 の際 に,ハ ー ドウェ アお よび基 本 ソ
ヤ リス ト フ トに関 す る要 件,ネ ッ トワー クに関す る要件

,デ ー タベ ー スに
(NSP) 関 す る要件 をそれ ぞれ提示 し協 力 を得 る.

デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ

ャ リ ス ト

(DSP)

*ソ フ トウェア開発 環境 の資源 管理,評 価,改 善 な どに お いて,必

要 に応 じ各TSの 協力 を得 る.

基本 シス テムスペ シ

ヤ リス ト

(BSP)
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2.他 の カ リキ ュ ラ ム との 関 係

(1)第 一種共通 カ リキュラム との関係

第一種共通 カ リキュ ラムの共通知 識 と共通応用能 力に関 しては,す べて学習済

みであることを前提 とす る.

選択知識に関 しては,

第8'部 システム構 成技術

第10部 情報 セキュ リティ とシステム監査

な どが学習済みであ るこ とが望 ましい.

選 択応用能力に関 しては,

第15部 応用 システム開発能 力

第16部 基本 システム開発能 力

第17部 システム評価 能力

な どが学習済みであ るこ とが望 ましい.

② 他 人材の カ リキュ ラム との関係

SSPは,す でに ソフ トウ ェア開発や 開発環境利用の経験が あるこ とが望 ま しい.

したが って,前 述 の第一種 共通 カ リキュ ラムの修得 に加 え.自 己学習 を含め例 え

ば以下 のよ うなカ リキュ ラム内容 について も一通 りの学 習が行 われ るこ とが望 ま

しい.

アプ リケー ションエン ジニア育成 カ リキュラム

第3部 外部設計

プ ロダクションエンジニア育 成 カ リキュラム

第1部 内部 設計

第2部 プログラム作成

第3部 テス ト

第4部 保守
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3.本 カ リキ ュ ラム利 用 上 の 留意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュラムは,企 業 な どで5年 以上の実務 経験 を有す る人材の教育 を対象

としてお り,企 業 内教育にお いて利用 され ることを前提 として いる.

また知 識 ・技術の修 得のみ でな く,日 常の業務 に最新 の技術が十分 に駆使で き

る実務能 力の養成に重点 を置 いている.

(2)カ リキュラム構成

SSPの カ リキュラム 内容 は,「 知識」 と 「実務 能力」に分かれてい る.

「知識」 は
,高 度技術者 に至 る過程 で修得 して きた知識 を整理 ・体系化 した うえ

で,さ らに高度 技術者 として必要 な知識 を修得 で きるよ うに構成 してい る.

以下の部は 「知識」の修得 を主 目的 としている.

第1部 ソフ トウェア生産 技術動 向

第2部 ソフ トウェア開発 戦略

第3部 ソフ トウェア開発 技法

また,以 下の部は 「実務能 力」の修得 を主 目的 としている.

第4部 ソフ トウェア開発環境

第5部 ソフ トウェア開発標準

第6部 品質保証

第7部 生産性評価

(3)学 習時間

図表10.4に 示す よ うに本 カ リキ ュラム の標 準 学習時 間 は全体 で308時 間 ,1

日7時 間 とす る と約44日 とな る.

本 カ リキュ ラムは企業等 でOFF-JTと して実施 されることを想定 してお り,集 中

的に一時に全 て教育 す るこ とは不 可能 な場合が 多い と考 え られ る.し たがって2

年あ るいは3年 にわた り分割 して教育す ることが よ り現実 的である.
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図表10.4標 準 学 習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 ソフ トウェア生 産 技術動 向 26 一 26

第2部 ソフ トウェア 開発 戦略 21 14 35

第3部 ソフ トウェア 開発 技法 44 56 100

第4部 ソフ トウ ェア開発 環境 43 28 71

第5部 ソフ トウ ェア開発 標準 13 4 17

第6部 品質保証 20 12 32

第7部 生産性評価 18 9 27

合計時間数 185時 間 123時 間 308時 間

(4)学 習順序

基本的には,本 カ リキュ ラムの部の順 序で学習 を進め るのが望 ま しいが,第5

部,第6部,お よび第7部 につ いては,順 序 をあま り意識 しな くて もよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

前述 のようにAEやPEな どの他人材のカ リキュラムの修得は 自己学習 として行 う

ことが可能 であ る.ま た ソフ トウェア生 産技術 の専門家育成 とい う観点か ら考 え

る と一般 に適切 なOJTの 実施 は必ず しも容易 ではない.し か しなが ら少な くとも

自 らの業務 を実践す るなかで経験 を積み,能 力 を高め る努 力 をす るこ とが必要不

可 欠である.

⑥ その他

「ソフ トウェア を中心 に した システムの取引に関す る共通フ レーム」について

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 などにつ い

ては,現 在標準的 な ものがないが,本 カ リキュラムでは可能な範囲で統一 を図っ

た.

なお,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェアライフサ イクルにお

け る購入,供 給,企 画,運 用,保 守,管 理 までを含む一連の事項 につ いて 「共通

フレーム」 を作成す る作業(ソ フ トウェアを中心 としたシステムの取 引 きに関す

る共通 フレー ムの策定)が,情 報処理振興事 業協会(IPA)で 進め られている.こ

の共通 フ レー ムは国際的 な標準化動向 とも連動 して具体化 され ているため,今 後,

システム開発作業体系 として広 く普 及 してい くもの と思 われ る.こ のため,指 導

178



時 にこれ らにつ いて言及す る場合 は,共 通 フレームにつ いての今後 の動 向に十分

留意 してほ しい.

179



4.目 次

刊行にあたって

総 論

1.標 準 カ リキュ ラム作成 の背景

5

2.情 報化人材の類 型

3. ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トの役割 と業務

4.標 準 カ リキュラム体 系 と相互関連

5.標 準カ リキュラムの構成

6.本 カ リキュ ラム利用上 の留意点

5

7

8

2

5

6

第1部 ソフ トウェア生産技術動向

第1章

第2章

第3章

ソフ トウェア生産技術の動向

19

ソフ トウェアオープ ン化の動向

CASE標 準化の動向

1

5

7

2

2

2

第2部 ソフ トウェア開発戦略

第1章

第2章

第3章

ソフ トウェア開発プ ロセス

31

開発方法論

プロジェ ク ト管理技法

つ⊃

8

7

3

4
「

5

第3部 ソフ トウェア開発技法

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

第7章

計画工程

分析工程

設計工程

73

プ ログラ ミング工程

テス ト工程'

移行工程

保守工程

76

83

91

98

112

125

134

第4部 ソフ トウェア開発環境

第1章

第2章

開発環境 とは

141

開発環境の設計

143

148

180



第3章

第4章

第5章

開発環境 アーキテ クチャ

開発 ・管理支援 ツール

開発環境の維持管理

155

158

166

第5部 ソフ トウェア開発標準

第1章

第2章

第3章

第4章

開発標準 とは

175

開発標準の作成 と運用

開発作業標準の一般的内容

開発オブジェクトの標準化

177

183

187

190

第6部 品質保証

第1章

第2章

第3章

第4章

品質保証の概要

193

開発工程における品質保証活動

品質保証の支援活動

品質特性 と評価

195

198

205

207

第7部 生産性評価

第1章 ソフ トウェア開発の生産性評価

215

217

索 引 225

181



5.教 育 目標

第1部 ソフ トウェア生産技術動向

魎
ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トは,ほ かの情報処理技術者に対 して,ソ フ

トウェア開発におけ る品質 お よび生産性 の向上に関す る技術的 なコンサルテー ショ

ンを行 う.そ のため,ソ フ トウェア生産 技術 に関す る最新 の情報 を常 に把握 し,整

理 してお く必要が ある.

当部 では,受 講者が ソフ トウェア生産技術に関す る最新情報の取得 について,何

を対 象 とすれば良いのか を明確 にす ることを 目的 として,学 習項 目の体系 を例示 し

てい る.当 部 で定義 され る学習項 目の詳細 な内容 は,「第3部 ソフ トウェア開発技

法」において,さ らに詳 し く解 説 されてい る.当 部の学習 目標 は,受 講者 にソフ ト

ウェア生産 技術に関す る学習項 目の体系 を修得 させ,既 存の技術に加 えて,新 しい

生産技術 を取 り込 んでいけ るようにす るこ とであ る.

第2部 ソフ トウェア開発戦略

繭
ソフ トウェア生産 技術 スペ シャ リス トは,情 報 システムの開発プ ロジェ ク トへ の

支援や運用 ・維持管理支援 を行 う以上に,組 織 で統一的に採用す る ソフ トウェアの

生産 技術全般についての見直 しと評価 を定期的 に実施 し,成 熟度 に応 じた開発環境

の強化 戦略 を練 るこ とが必要 である.そ の ときに必要 な戦略策定 の スキル として重

要 な ものは,以 下の事項 であ る.

1.ソ フ トウェアの開発 と運用 ・維持管理 の業務 を効果的に進め るための情報化対

象に応 じた最適 な開発 プ ロセ スの選 定 ・組み合わせ の技術

2.ソ フ トウェア開発 と運用 ・維持管理の作業遂行の指針,ま た技術 ・技法 ・ツー

ル活用のための軸 とな り,さ らにプロジェク ト管理や品質管理 ・品質保 証の前提

となる開発方法論 にっ いての選 定 ・強化 のための技術

3.ソ フ トウェア開発 と運用 ・維持 管理 の全体 を通 じて背景 とな る技法 につ いての
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選 定 ・強化 のための技術

これ らは,ソ フ トウェア生産技術 スペ シャ リス トがほかのエ ンジニアを支援 し,

リー ドしてい くために不可 欠 なものであ る.た だ,こ れ らの技術 は各開発 プロジェ

ク トご とに採 用方針 を決め,そ のたびに実践 してい くと開発効率 をむ しろ下げ る結

果に なる.し たがって,ソ フ トウェア生産技術 スペ シャ リス トが常時,組 織 として

の全体 の技術保持 と改善 に努め ,開 発プ ロジェ ク トのメンバに事 前に トレーニ ング

してお き,各 開発プ ロジェ ク トの事 情に適 した応用のため の指導 を行 う方式が望 ま

しい.

当部 では,ソ フ トウェア生産 技術 スペ シャ リス トが専 門家 としてほかのプ ロジェ

ク トか ら信 用 され,有 効 な活動 となるために,よ り応用的 なソフ トウェア開発技術

の評価 と充実 のための技術 を修 得 させ るとともに,応 用で きる能力 もあわせ て修 得

させ る.

第3部 ソフ トウェア開発技法

魎
ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トが実際の ソフ トウェア開発プ ロジェ ク トに

対 して コンサルテー シ ョンを行 う重要 な事項の1つ に,ソ フ トウェア開発 技法があ

る.

当部 では,受 講者に現実の ソフ トウェア開発 プロジェ ク トの品質 ,お よび生産 性

向上 に寄与 できる知識 と実務 能力 を身につ けさせ ることを教育 目標 とす る.し たが

って,構 成 と内容 に関 して,以 下 の ことが考慮 されている.

1.適 用すべ きソフ トウェア開発技法 をソフ トウェア開発 ライフサイ クルの各時 点

ごとに例示 し,修 得 させ る.

2.ソ フ トウェア開発技法の表記法 よ りも,そ の必要性や重要性の理解 に重点 を置

き,修 得 させ る.

3.実 務能力 を身につ けるための演習につ いて は,現 在 もしくは近未来の ソフ トウ

ェア開発 プロジェ ク トを想定 し,修 得 させ る.
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第4部 ソフ トウ ェア開発環境

函
ソフ トウェア生産 技術 スペ シャ リス トの主 たる業務 の1つ に ソフ トウェア開発環

境の構築 がある.

この開発環境 の構築 では,環 境 を構成す る要素 につ いての知識 を持 ち,ソ フ トウ

ェア開発プ ロジェク トの特徴 を的確 に理解 し,さ らにプ ロジェク トに とって最適 な

開発環境 を設計す る能力が必要であ る.

したが って,当 部 では ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トが開発環境構築に必

要 な開発 環境構成要素 の知識 ・開発環境設計の主た る手順 を理解 し,最 適な開発環

境 の設計が行 える能 力 を修得 させ る.こ の ため,個 々の ツールに関 しての知識 より

も,開 発環境 として実現すべ き機能 を見極め るための手順の理解 に重点 をお く.

第5部 ソフ トウェア開発標準

繭
ソフ トウェアの開発 は,家 を建て る場合 と同様に,対 象 シス テムの特質,規 模 に

より,開 発 ライフサ イクルや採用す る開発 方法 も異 なって くる.ま た,開 発行程 に

は多 くの作業行程 があ り,各 行程 では各種 の資源(人,物,金,情 報)を 使用す る.

そ して,一 般の製 品 と同様 に,利 用者が要求す る仕様 であ らか じめ決 め られ た期 間,

費用,品 質 で完成す るこ とが求め られ る.こ のため,開 発工程 を標準化 し,各 工程

で作成 される成果物 を規定 し,そ れにあわせ て作業 を行 うことが重要 である..

この ような観点 か ら,当 部 では受講者に標準化 の大切 さを理解 させ,開 発 ライフ

サイクルの各工程 と成果物,お よび開発方法論について知識 として知 っているだけ

ではな く,開 発プ ロ ジェ ク トにお いて最適 な開発標準 につ いて標準化の実践が でき,

提案で きる能 力を修得 させ る.'
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第6部 品質保証

繭
ソフ トウェア製品に対 する品質保証 システム を確立す るためには

,ソ フ トウェア

の開発 者(供 給 者)お よびユーザ(購 入者)も 含 めて
,ソ フ トウェア品質保証の た

めの指針 お よび品質管理活動 を理解 し,実 践す るこ とが必要 とされる
.

当部 では,開 発 され るソフ トウェア を製 品 と見 立て,供 給者が持つべ き品質保証

の枠組み,す なわち品質保証 システムの考 え方 を理解 させ ,ま た実際 の開発プ ロジ

ェク トにおけ る各開発 ライフサイ クルの局面 ,全 局面 に共通 した品質 を確 保す るた

めの活動(品 質保証 活動)を 計画 し,実 施 できる能力 を修得 させ る.

第7部 生産性評価

卵
ソフ トウェア開発 のプロジェ ク トの終了時点での評価 方法は重要 な課題 である.

具体的 に,評 価方法 はプロジェ ク トで開発 した成果 物の生産性 と品質 とに大 き く分

け られ る.

これ までに学習 したさまざまな生産 技術 を適用 した場合,そ れが対象部 門の生産

性改善 に どの よ うに反映 されたか とい うこ とは,ソ フ トウェア生産 技術 スペ シャ リ

ス トとして当然関心 を持 つべ き事柄 であ る.

ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス トは,一 般 に提 唱されてい る生産性の尺度や

その課題 を知 る とともに,対 象 とする部 門にっ いての尺度 を確立 し,部 門や プ ロジ

ェク トに対 す るさまざまな評価 の基盤 を定め るこ とが要請 され る.

具体 的には次 の3つ の事柄 を修得 させ,応 用 できる能力 を育成 する.

1.ソ フ トウェア生産性 の尺度 の考 え方

2.生 産性 に影響 を及ぼす各種要 因 とその定 量化 の可否

3.生 産性 向上の施策の立案

上記の 目標 を達 成す るために は机上 の学 習だけでな く,そ れが実際の現場 で どの

よ うな意味 を持 つか を教 えるこ とが重要 であ る.し たが って,受 講者や指導 者が実
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際に経験 した,あ るいはこれか ら直面 しよ うとしてい るプロジェク トな どの実例 を

もとに演習 させ,実 務能 力を修得 させ る.
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11基 本システムスペシャリスト育成カリキュラム

1.基 本 シ ステ ム スペ シ ャ リス トの役 割 と業 務

1.1役 割

基本 システムスペ シャ リス ト(以 下BSPと 略す)は,情 報 システムの設計か ら運

用にいた るあ らゆる工程 で,ハ ー ドウェアお よび基本 ソフ トウェアの最適 な選択 と

環境整備 を可能 とす るよ うに技術者 を支援す る とともに,シ ステム全体 の効率 ,信

頼性 などを評価 ・改善す る技術者である.支 援す る対象は組織内技術者 と第三者組

織の技術 者があ る.

具体 的には,以 下 の役割 を担 うものであ る.

(1)組 織 内あるいは他組織 に対す る,ハ ー ドウェアお よび基本 ソフ トウェアに関

す る技術的 コンサル テー シ ョン

(2)ハ ー ドウェア システムの導入に際 し,そ の最適 な機種 ・構成の計画 ・提案

(3)基 本 ソフ トウェア(OS,ミ ドル ウェア を含 む)の 導入時の評価 ・選定

(4)運 用時 におけ る,ハ ー ドウェア構成 のバ ランス,基 本 ソフ トウェア,ア プ リ

ケー シ ョンを含む システム全体 の効率,信 頼性,安 全性,経 済性 な どの評価お

よび改善策の提案

1.2主 な業務 内容

(1)シ ステム化計画 の支援

システム化計画 に対 す る,ハ ー ドウェアおよび基本 ソフ トウェアの面か らの

実現可能性の レビュー お よび助言 な ど

(2)開 発計画立案の支援

ハー ドウェアシステムの選定 ・構成計画の支援 ,基 本 ソフ トウェアの評価 ・

選定の支援 など

(3)シ ステム評価

コン ピュー タシステムの多面的 ・総合 的な性能(バ ランス,効 率,信 頼性,
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安全性,経 済性 な ど)の 評価,改 善策 の検討 ・提案 など

(4)障 害管理の支援

システムの運用 時にハー ドウェアお よび基本 ソフ トウェアにかか わる障害の

監視 ・切分けあ るいは専 門技術 に関す る技術支援 な ど

(5)資 源管理の支援

ハ ー ドウェアお よび ソフ トウェア資源管理 に関連す る作業 の支援 な ど

(6)技 術 コンサル テー シ ョン

ハー ドウェアお よび基本 ソフ トウェアに関連す る技術面の コンサル テー ショ

ン な ど

他 の人材 との関係 も含 め,図 表11.1に 情報化人材の主要作業項 目を示 す.図 表11.2

は,図 表11.1の なか でBSPが かかわ る業務 をさらに詳細化 した ものである.
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図 表lIJ情 報化 人 材 の主要 作業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P

§
P

§
P

§
P

1

計

画

1.1情 報化視点か らの経営 ・事業戦略 立案 ○

1.2情 報化構想の立案 ◎ ○ △ ○

1.3業 務改善企画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

L4シ ステム化計画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1,5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム 商 品 企 画 ○ ○ ◎

1.6開 発計画立案

1.6,1開 発 作 業 計 画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

1.6.3費 用 見 積 り ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設

計
・

作
成

2.1シ ス テム分析 ・要 求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎

2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎

2.5ネ ッ トワ ー ク設 計 ◎ △ ◎

2.6シ ス テム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎

2マ プ ログラム作成 ◎ △ ◎

2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

3.1シ ステ ム 移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○

3.2シ ステ ム 評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎

3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎

3.4運 用 管 理 ◎

3.5障 害管理 △ △ △ ◎

3.6セ キ ュ リテ ィ管 理 △ △ ○ ○ △ ◎

3.7シ ス テ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

て

4.1プ ロジェ ク ト実施 計画立案 ◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジェ ク ト運 営

4.2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

[42.2品 質鯉 ◎ ○ ○ △ ○

4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ ○

4.3プ ロ ジェ ク ト評 価 ◎ △ ○

5

保資
証源

頂
ン境

サ ・

ル標

テ 準

1・

ζ
ン

5.1資 源管理

5ユ.1シ ス テム資源管理 ◎ ○ ○
1

◎ ◎

5.L2情 報資源管理 ◎ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発 環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ ○ △ ◎ ○ ○

5.2.2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎
1

○

5.3.2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4。1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ン サ ル テ ー シ ョン
5.5.1情 報化 コンサ ルテー ション ◎ ○

1

5.5.2技 術 コンサ ル テ ー シ ョン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注 】 ① 各欄 の印については次の とお り.

◎:主 要担当作 業 ○:担 当作業

② 担当者の略称は次の とお り.

N

M

E

E

E

M

AS

P

A

P

D

S

シス テ ム アナ リス ト

プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

アプ リケーシ ョンエ ンジニア

プ ロ ダ クシ ョンエ ン ジ ニア

デベ ロ ップ メ ン トエ ン ジニ ア

シス テ ム運 用 管 理 エ ン ジニ ア

△:協 力作業

TS

NSP

DSP

SSP

BSP

テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト

(以下の4ス ペシャ`1ス トの総称)

ネ ッ トワー クス ペ シ ャ リ ス ト

デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト

ソフ トウェア生産技術スペシャリス ト

基本 シ ステ ム スペ シ ャ リ ス ト
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図表n.2基 本 シ ステム スペ シ ャ リス トの主 要作 業項 目

主 要 作 業 項 目
担
当

1

計

画

シス テム化 計画 システ ム概 要 の設計 と実 現 ・実効 性 の検討 △

開発計画立案 開発作業計画 △

費用見積り △

シス テム分 析 ・要 求

定義

ハ ー ドウ ェアお よび基 本 ソフ トウェアへ の要

求 分析

△

2

設

計

・

作

成

外部設計 他 システ ムお よびハ ー ドウェア との イ ンタフ

ェー スの設定

△

設計仕 様 の設定(外 部設 計 レビュー を含 む) △

内部設計 設計仕 様 の設 定(内 部 設計 レビュー を含 む) △

シス テム テ ス ト計画 テ ス ト環 境設 定 △

テ ス ト 総合 テス ト △

移行 テス ト △

運 行 テ ス ト △

3

移
行

・

運
用

・

保
守

シス テム移行 移 行 計画 ・準備 △

シス テム評 価 性能評価 ◎

システム改善案の作成 △

性能管理 △

障害管理 障害分析 △

セ キ ュ リテ ィ管 理 論 理 的 セキ ュ リティ管理 ○

4

嘉
サ頂
鵠
還

藩
.

資源管理 シス テム資源管 理 ◎

構成管理 ○

開発環境 環境整備 ○

環境管理 △

コ ン サ ル テー シ ョ ン 技術 コンサ ル テー シ ョン ◎

【注】 各欄 の記 号 の意 味 は次の とお り.

◎:主 要 担 当作 業 ○:担 当作業 △:協 力作 業
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1.3他 の人材 との関係

BSPと 他 の人材 との業務上 の関係 を図表11 .3に 示す .

図 表11.3BSPと 他 人 材 と の 関 係

対 象 関 係

シス テム アナ リス ト *SANが 行 う情報 化構 想 の立案 な どに際 し,特 にハー ドウェ ア と

(SAN) 基本 ソフ トウェ アに関 す る局 面 で技術 支援 をす る.

ア プ リケ ー シ ョ ン エ *シ ス テムの計画 ・設 計 に際 し,必 要 に 応 じてハー ドウェ ア と基

ン ジニ ア 本 ソ フ トウェアの専 門技術 に関 す る技術 支援 を行 う.

(AE) *AEの 要請 に よ り,シ ス テムの処 理 性 能 な どに関 してハー ドウ ェ

ア と基 本 ソフ トウェアに かか わ る部分 の検 討 を行 う.

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン *内 部 設 計,プ ロ グラ ミン 久 保 守 な どPEの 行 う業 務 にお い て
,

ジニ ア ハー ドウ ェア と基本 ソフ トウェア にか か わ る問題 が生 じた場合

(PE) に,技 術 支援 を行 う.

シ ステム運 用 管理 工 *SMが システ ムの運用 ,評 価,性 能 管理 保守 な ど を行 う際 に,

ン ジ ニ ア ハ ー ドウェア と基 本 ソフ トウェ アに関 連 す る事柄 につ いて技 術

(SM) 支援 をす る.

o

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー *PMが 行 うシステム の品質 管理 に お いて,ハ ー ドウェアや基 本 ソ

ジ ャ フ トウェアが かか わ る場合 に,そ の検 討 に協 力す る.

(PM)

2.他 の カ リキ ュラム との 関連

(1)第 一種共通 カ リキュ ラム との関係

第一種共通 カ リキュラムの共通知識 と共通応用能力に関 しては,す べ て学習

済みであ ることを前提 とす る.

選択知識 に関 しては,以 下 の部が学 習済み であるこ とが望 ましい
.

第8部 「システム構成技術」

第9部 「システムの運 用」

第10部 「情報 セ キュ リテ ィとシステム監査」

選択応用能力 に関 しては,以 下の部 が学習済み であることが望 ましい
.

第17部 「システム評価能力」
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(2)他 人材のカ リキュラム との関係

当スペ シャ リス トはハー ドウェア と基本 ソフ トウェアに精通 した専 門技術者

であ り,他 カ リキュラムに依 存す るものは少ない.

3.本 カ リキ ュラム利 用 上 の 留 意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュラムは,企 業で5年 以上の実務経験 を有す る人材 の教育 を対象 と

してお り,企 業 内教育 に利用 され るこ とを前提 としている.ま た知識 ・技術 の

修得 のみではな く,日 常 の業務 にそれ らが十分 駆使 で きる応用能力の養 成に重

点 を置いてい る.

(2)カ リキュラム構成

本 カ リキュラムの 内容 は,「 知識」(第1部,第2部)と 「応用能 力」(第3部,

第4部)に 分 かれてい る.

「知識」は,高 度技術者に至 る過程 で修 得 して きた知識 を性能,信 頼性,運 用

管理 の視点か ら再整理 して修得 で きるよ うに構 成 している.

すなわち第1部 では,ハ ー ドウェア とアー キテクチャに関 してハー ドウェア

の各構成要素 ご とに理解 す るのでは な く,高 速化,大 容 量化,高 信頼化の切 り

口か らそれぞれ専 門的 な知識 を修得す ることを求めて いる.そ して,第2部 で

は,シ ステム ソフ トウェアにつ いて処理形態 との関係 で上記の視 点か ら知 識 を

修得 するこ とを求めてい る.

また,「 応用能力」に関 して は,第3部 では,シ ステムの構 成 と運 用に関 し,

導入局面か ら移行,運 用 に至 るシステムの ライフサ イクルを考慮 した うえでの

実務 を修得す るこ とを求めてい る.そ して,第4部 では,第1部,第2部 の知

識に加 えて必要 になる性能評価 のため の基礎理論 とその具体 的 な手法の修得 を

した うえでキャパ シテ ィプ ランニ ング,性 能改善策につ いて実際 に応用 できる

ようになるこ とを求めてい る.

(3)学 習時間

図表11.4に 示す ように,本 カ リキ ュラムの標準学習時間の合 計は232時 間・

1日7時 間 として約33日 である.本 カ リキュラムでは,企 業 などにおけ るOFF-
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JTで 実施 され ることを想定 している.し たがって,一 時に集 中的に教 育で きな

い場合は,2年 あ るいは3年 程 度に分割 して実施 す ることも考 え られ る.

図 表lI.4標 準学 習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 ハー ドウ ェア とアー キテ クチ ャ 30 24 54

第2部 システ ム ソフ トウ ェア 50 28 78

第3部 コン ピュー タ システ ムの構成 と運 用 30 21 51

第4部 コン ピュー タ システ ムの性能 評価 と改善 28 21 49

合 計 138時 間 94時 間 232時 間

(4)学 習順 序

基本的には,本 カ リキュラムの順序で教 育 を進め るのが望 ま しいが,第3部

と第4部 を先行 して行 い,前 提 とな る知 識の復 習のつ も りで必要 に応 じて第1

部 と第2部 の内容 に立 ちか える方法で もよい.

(5)自 己学習 やOJTと の関係

ハー ドウェア と基本 ソフ トウェア をコンサ ルタ ン トする専 門家育成 とい う観

点か ら考 える と,本 カ リキュ ラムに含 まれ る典型 的な例題やその解 決方法 など,

主 として知 識修得 に関 しては,自 己学習 で修得 で きるもの もある.し か し,現

実 にハー ドウェア と基本 ソフ トウェアの高度技術者が解決 しなければな らない

問題 はすべ て これ らの応用 問題 であることを認識す る必要があ る.し たが って,

知 識の修得 だけでは不十分 であ り,専 門的 な知 識 を修得 した うえで,さ らに 自

らの業務 を実 践す るなか で経験 を積 み,OJTを 含め,実 務的能 力を十分高め る

こ とが必要不可欠 である.

(6)そ の他

・「ソフ トウェア を中心に したシステムの取 引に関す る共通 フレーム」について

ソフ トウ ェアの開発工程 およびそれ らに関す る ドキュメン トの 名称 な どに

つ いては,現 在標準的 な ものが ないが,本 カ リキュ ラムでは可能 な範囲で統

一 を図った .

なお,本 カ リキュラムの作成作業 と平行 して ソフ トウェアライフサ イ クル
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におけ る購入,供 給,企 画,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連の事項につい

て 「共通 フレーム」 を作成す る作業(ソ フ トウェア を中心 としたシ ステムの

取 引に関す る共通フレー ムの策定)が,情 報処理振興事業協会(IPA)で 進め

られている.こ の共通 フレー ムは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具体化 さ

れているため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広 く普 及 してい くもの と

思 われ る.こ の ため,指 導時に これ らについて言及す る場合は,共 通 フ レー

ム についての今 後の動 向に十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 ハ ー ドウ ェア とア ーキテ クチ ャ

魎
コン ピュー タの アー キテ クチャは,処 理 の高速化,高 機能化 を 目指 して,常 に進

歩 して いる.基 本 システムスペ シャ リス トはシステムの導入に際 し,そ の最適機種

・構成 を提案 した り
,シ ステムの性能 ・機能 と信頼性 の評価,最 適化 を行 うため の

専 門知識 が必要 とされ る.

従来,ハ ー ドウェアや コン ピュー タアー キテ クチ ャに関す る教育 は,CPUと か メ

モ リといった分 類 で行 われ るこ とが多か ったが ,当 部 では機 能的 な側面か らハ ー ド

ウェアや アー キテ クチ ャを整理 し,さ まざまな局 面において適切 なハー ドウェアや

アーキテ クチャの総合 的な評価 を行 い,最 適化 につ いての提案がで きるよ うになる

ため に以下の よ うな専 門知識 を修得 させ る.

1.高 速化の ための種々の アー キテ クチャ

2.大 容 量化 のアー キテクチ ャ(容 量,ア クセ ス時間,コ ス トの トレー ドオ フな ど)

3.高 信頼化 の シス テム構成,高 信頼性の ためのアー キテクチャ

4.最 新 の技術動 向

第2部 システムソフ トウェア

麺
システムソフ トウェアにつ いての知 識は,第 一種共通 カ リキュ ラムで一通 り理解

してい ることを前提 とす る.し たが って,こ こでは実際の情報処理 システムの処理

形態ご とに,ど んな技術が どの ように使 われ ているかにつ いて学習 させ る.ま た,

性能,信 頼性,運 用 管理 とい った観点か らおのおのの技術 を掘 り下 げ
,そ の適用性

につ いて も十分 理解 させ る.

当部 では,具 体 的に次 のよ うな専 門知識 を修得 させ る.

1.実 際 の情報処理 シス テムの処理形態 ごとの,シ ステム ソフ トウェアの高速化技

術お よび性能面か ら見 た,シ ステム ソフ トウェアの よ り良い使 い方
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2.ハ ー ドウェアお よびシステム ソフ トウェア相互 のインタフェースお よび今後の

動向,ハ ー ドウェアお よび システム ソフ トウェア相互の インタフェー スの観 点か

らの,シ ステムソフ トウェアの よ り良い使 い方

3.性 能,信 頼性,運 用管理 とい った観 点か らの比較評価

4.シ ス テム ソフ トウェアの技術動向

第3部 コンピュータシステムの構成 と運用

繭
年々著 し く進化 を遂げ,高 度化,複 雑化,多 様化す るコンピュー タシステムの選

択 の幅 は,ま す ます拡大の一途 をた どって いる.コ ンピュー タシステム を構 成す る

ハー ドウェア とソフ トウェア の技術 を統合的 にまとめ,最 良の システム構成お よび

システム形態 を決定 し,運 用 す るための技術 は必要不可 欠 となっている.

当部 では,基 本 システムスペ シャ リス トとして,コ ンピュー タシステムの導入局

面か ら移行,運 用 に至 る一連 の過程 での必要 な評価お よび検討 すべ き内容 と,必 要

な各種手法お よび技術 を修得 させ る.

具体的 には,次 のこ とが で きるようになるこ とを教育の 目標 とす る.

1.シ ステム要求仕様 に基づ き,シ ステムの品質 目標,ハ ー ドウェア,使 用す る基

本 ソフ トウェアについての評価 お よび選定 に際 し,技 術的 な指導 をす る.

2.シ ステム改善要求に基づ き,影 響 分析 な どを技術的に評価 ・検討す る.ま た,

継続的な システムの運用 ・保 守 につ いて技術的な指導 をす る.

3.発 生す る各種障害につ いて,速 やか に診断 し,シ ステムの変更処 置 をす る.ま

た近年特に重要 になって きてい るセキュ リティの対策お よび推進の ための技術的

な指導 をす る.

4.シ ステム移行 にあた り,移 行 方式,テ ス ト方針 を検討 ・策定 し,特 に技術面か

ら新 システム稼働 時の基本 ソフ トウェア,ハ ー ドウェアの実現性評価,環 境 の構

築の指導 をす る.

5.コ ンピュー タシステムの信頼性,安 全1生の要件 を認識 し,i現 状の問題点把握や

信頼性 向上への,適 切 な指導 をす る.
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第4部 コンピュータシステムの性能評価 と改善

繭
システムの性能評価作業 を必要 とす るのは,次 のよ うな ときである.

1.シ ステム を構築す る際 に,ど の位 の処理能力 を持 つ コンピュー タを導入 した ら

よいのかわか らない.

2.稼 働 した後 に,あ る 日突然,端 末 レス ポンス タイムが遅 くな った り,夜 間バ ッ

チ処理 が朝 までに終 わ らな くなった りす る.

3.端 末 を接続 した り,業 務 を追加 したいが,あ とどの位 の余力が あるのか わか ら

ない.

この ような問題 に対 して,基 本 システム スペ シャ リス トは,的 確 な見積 り調査 や

改善作業 を要求 され る.そ の ため には コンピュー タシステムの動作 ロジ ックに精通

し,性 能評価の ための基本 的 な理論 を知 り,的 確 な作業実践 を行 うための手法 を身

につけ る必要があ る.性 能評価 の対象 とな るコン ピュー タ資源は ,こ れ までメイン

フ レー ムを中心に した世界 であ ったが,近 年の よ うにネ ッ トワー クが発達 し,さ ま

ざまなワー クステー シ ョンやパ ソコンが接続 され ると,コ ン ピュー タだけではな く,

情報処理 システム全般 に視野 を広 げ る必要があ る.

当部 では,基 本 システム スペ シャ リス トとして,性 能評価 に関 し,次 の ことがで

きるようになるこ とを教育 の 目標 とす る.

(1)性 能評価手法の理論 を修得 し,レ スポンス時間の見積 りをす る.

(2)キ ャパ シテ ィプランニ ングの作業手順 を修得 し,将 来,必 要 な資源の見積 り

をす る.

(3)現 状 の性能 を評価す る手法 を修得 し,改 善策 を提示す る.
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12シ ステム運用管理工ンジ=ア 育成カリキュラム

1.シ ステ ム運 用 管理 エ ンジ ニアの 役 割 と業 務

1。1役 割

情報処理 システムにおいては,バ ッチか らオンラインへ,集 中か ら分散へ,自 社

内完結 システムか ら対外接 続 システムへ とその利用形態 は,複 雑化,広 範囲化 して

きている.

さらに,シ ステムへ の依存度や 公共性 がます ます深 まってい るため,シ スァムの

運用,評 価,維 持管理 を専 門に行 う高度な専 門技術者が求め られてい る.

この ような環境変化 を踏 まえ,シ ステム運用管理エ ン ジニアは,以 下の ような役

割 を担 う.

(1)シ ステムの運用管理お よび運 用計画 ・運用設計への参加

(2)確 実で安 定 した運用管理サー ビスの提供

(3)シ ステムを運用 ・維持 す るための コス ト管理

(4)各 種 資源 の計 画 と運用有効利用状況の把握 と評価

～⑤ シ
ステムの運 用評価お よび改善提案

⑥ システム運用標準 の設定 と関係者へ の周知

1.2主 な業務 内容

システム運用管理エ ンジニア(以 下SMと 呼ぶ)は 以下 のよ うな業務 を行 う.

(1)運 用管理

① システム運 用

② 要員管理

③ 費用管理

な ど.

② 資源管理

① ハー ドウエア資源 管理
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② ソフ トウェア資源管理

など.

(3)障 害管理

① 障害管理

② 障害原因の究明

③ 回復処理

な ど.

(4)セ キュ リティ管理

① セ キュ リティ基準 の設定

② 物理的 セキュ リティ管理

③ 論理的 セキュ リティ管理

な ど.

(5)性 能管理

① 性能 管理

② キャパ シティ管理

など.

(6)木 票準イヒ

① システム運用標準の設定

な ど.

他 人材 との関係 も含め 図表12.1に 主要作業項 目の一覧表 を示す .図 表12.2は,

図表12.1の なかか らSMが か かわる作業 をさらに詳細化 したものであ る
.
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図表12.1情 報 化人 材 の主 要作 業項 目
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1

計

画

1.1情 報化視点か らの経営 ・事業戦略立案 ○

1.2情 報化構 想の立案 ◎ ○ △ ○ △

1.3業 務改善 企画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ステ ム 化 計 画
◎ ◎ △ ○ △ △ ◎

1.5ソ フ トウ ェア/シ ス テ ム 商 品企 画 ○ ○ ◎

1.6開 発計画 立案!

:1.6.1開 発 作 業 計 画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6.2シ ステム運用・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

i1.6.3費 用 見積 り ◎ △ ◎ △ ◎

2

設
計

・

作
成

2.1シ ステム分析 ・要求定義 ○ ◎ △ △ △ ○ ◎

2.2外 部設計 ◎ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎

2.4DB設 計
◎ △ ◎ ○

2.5ネ ッ トワー ク設 計
◎ △ ◎ ○

2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画
◎ ◎ ◎ △ ◎ ○ ○ ◎

2.7プ ロ グ ラム 作 成
◎ △ ◎

2.8テ ス ト
◎ ◎ △ ○ ○ ◎ ○

3

移
行
・

運
用

・

保
守

3.1シ ス テ ム移 行
◎ ◎ ○ △ ○ ○ ◎ ○

3.2シ ス テ ム評 価
○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

3.3性 能 管理
△ △ ○ ○ ◎

3.4運 用管理
○ ◎

3.5障 害管理
△ △ ○ ○ ◎

3.6セ キ ュ リテ ィ管理
△ △ △ △ ○ ○ ◎

3.7シ ス テ ム 保 守
◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○

4

管 プ
理1ロ

こ

《

4.1プ ロ ジェ ク ト実施計画立案
・◎ △ △ ○

4.2プ ロ ジ ェ ク ト運 営

4.1.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4.2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○

4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ △ ○

4.3プ ロ ジ ェ ク ト評価 ◎ △ ○

5

保資
証源

● ・

コ環

ン境

サ ・

ル標

テ準

1・

ζ
ン

5.1資 源 管 理

5.1.1シ ス テ ム 資 源 管 理 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

5.1.2情 報 資 源 管 理 ◎ ○ ○

5.1.3構 成 管 理 ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 △ ○ ○ △ ◎

5.2.2環 境 管 理
△ ◎ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定
△ ◎ ◎

5。3.2シ ステム運用標準の設定
◎

5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4.1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ・ ○ ◎

5.5コ ン サ ル テ ー シ ョ ン

5.5.1情 報化 コンサルテーシ ョン ◎ ○

5,5.2技 術コンサルテー シ∋ン ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄の印については次の とお り.

◎:主 要担当作業 ○:担 当作 業

② 担 当者の略称 は次の とお り

SAN:シ ステムアナ リス ト

AE

TS

BSP

DSP

DE

アプ リケー シ ョンエ ンジニア

テ クニ カ ル スペ シャ リ ス ト

基本システムスペシャリスト

デー タベー ススペ シャ リス ト

デベ ロ ップ メ ン トエ ン ジニ ア

△:協 力作業

PM:プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

PEプ ロ ダ クシ ョンエ ンジ ニ ア

NSPネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト

SSPソ フトウェア生産技術スペシャリスト

SMシ ス テム 運用 管理 エ ン ジニ ア
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図 表12.2SMの 主要 作業項 目
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守

障害管理 障害監視 ◎

障害分析 ◎

回復処理 ◎

障害の記録と再発防止 ◎

セ キュ リテ ィ管 理 物理 的 セ キュ リテ ィ管理 ◎

論 理 的セ キ ュ リテ ィ管理 ◎

侵害記録 ◎

シス テム保 守 保守計画の設定 ○

保守方法の設定 ○

保守結果の確認 ○
保4
証
・資

コ 源
ン ・
サ 環
ル 境
テ ・
1標
シ 準

三'

資源管理 シス テム資源 管理 ◎

情報資源管理 ○

構成管理 ◎

開発環境 環境管理 ○

標準化 システム運 用標 準の 設定 ◎
コ ンサ ル テ ー シ ョ ン 技 術 コ ンサ ル テ ー シ ョ ン ○

◎:主 要 担 当作 業 ○:担 当作 業 △:協 力作業

1.3他 の人材 との関係

SMと 他の人材 との業務上 の関係 を図表12.3に 示す .

203



図 表12.3他 の人材 との関係

対 象 関 係

ア プ リケー シ ョ ン エ *シ ステ ムの運 用管理 の基 準や アプ リケー シ ョンシス テムの運用

ン ジ ニ ア に かか わ る計 画,設 計時 の留 意点 をAEに 事 前に十分 周知 す る.

(AE) *AEが 行 うアプ リケー シ ョンシ ステ ムの運 用 計画,運 用 設計に協

力 す る.

*AEの 側 で作成 した運 用 マニ ュア ル(準 備 版)を 受 け,必 要 に応

じて他 の シス テムの運用 条件 な どを加 味 して補正 し,最 終版 の

運 用マ ニ ュアル を作 成 し,そ れ に基づ き運用 を行 う.

*AEが 行 うアプ リケー シ ョン シス テムの移 行 計画 に協 力す る.

*シ ステム移行 作業 にお いて協 力 す る.

*運 用 中の アプ リケー シ ョン システ ムの 障害や 性能 上 の問題解 決

につ いてAEの 協 力 を得 る.

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン *シ ステム の運用 管理 の基準や アプ リケー シ ョン システム の運 用

ジ ニ ア にか か わる設計 時の留 意 点 をPEに 事 前 に 十分 周知す る.

(PE) *PEが 行 う内部設計以降の作業において運用や移行にかかわる
一

部 分 につ き協 力す る.

*PEが 利用 す る開発環 境 を維持 管理 す る.

デ ベ ロ ップ メ ン トエ *円 滑 な シス テム運用 管理 に必要 な シス テム ソフ トウ ェアの開発

ン ジニ ア や変 更,改 善 な ど をDEに 依 頼す る.

(DE)

基 本 シス テム スペ シ *ハ ー ドウ ェア,基 本 ソ フ トウェア の障 害 につ いて はBSPの 協 力

ヤ リス ト を得 る.

(BSP) *処 理性 能 に関 しハ ー ドウェア,基 本 ソフ トウ ェアに関 す る部 分

の検討 ・改善 を依 頼す る.

デ ー タベ ー ス ス ペ シ *デ ー タベー スに関す る障害 につ いてはDSPの 協力 を得 る.

ヤ リ ス ト *処 理性 能 に関 しデー タベー スに関 す る部 分 の検討 ・改善 を依 頼

(DSP) す る.

ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ *ネ ッ トワー クに関す る障 害 につ いて はNSPの 協 力 を得 る.

ヤ リス ト *処 理 性能 に関 しネ ッ トワー クに関 す る部分 の検 討 ・改善 を依 頼

(NSP) す る.

ソフ トウ ェア生 産技 *SSPに よ り整備 され た開発 環境 の 維持 管理 を行 う.

術 スペ シャ リス ト

(SSP)

2.他 の カ リキ ュラ ム との 関係

(1)第 一種共通 カ リキュラム との関係

第一種共通 カ リキュ ラムの共通知識 と共通 応用能 力に関 しては,す べ て学習

済み であ るこ とを前提 とす る.

① 選択知 識に関 しては 「システムの運用」が学習済みであ るこ とを前提 とす

る.
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さらに,「 システム構成技術 」が学習済みであるこ とが望 ましい.

② 選択 応用能 力に関 しては 「システム評価能力」が学習済 みであるこ とが望

ましい.

(2)他 人材 のカ リキュ ラム との関係

① アプ リケー シ ョンエ ンジニア育成 カ リキュ ラム との関係

「第6部 移行運用計画」の カ リキュラム内容 が学 習済みであ ることが望 ま

しい.

② プ ロダクションエ ンジニア育成 カ リキュ ラム との関係

「第6部 開発環 境」の カ リキュ ラム内容 が学習済みであ るこ とが望 まし

い .

③ 基本 システムスペ シャ リス ト育成 カ リキュ ラム との関係

「第3部 コンピュー タシステムの構成 と運用」,「第4部 コンピュー タシ

ステムの性 能評価 と改善」の カ リキュ ラム内容が学習済みであ るこ とが望 ま

しい.

④ デー タベー ススペ シャ リス ト育成 カ リキュラム との関係

「第3部 デー タベー ス システムの設計」の カ リキュラム内容が学 習済みで

あるこ とが望 ましい.

⑤ ネ ッ トワー クスペ シャ リス ト育成 カ リキュ ラム との関係

「第2部 ネ ッ トワー クシステムの運用 ・保守」 のカ リキュラム内容が学習

済みであ るこ とが望 ま しい.

び

3.本 カ リキ ュラ ム利用 上 の 留 意点

(1)基 本的 な考 え方

高度情報処理技術者 としての システム運用管理エ ンジニアは,シ ステム運用

管理 に関す る最新 の技術,知 識の修得 は もちろんの こ と,対 象 とす るシステム

に とり最適 の運用環境 を維持 しうる高度の実務 能力 を有 するこ とが必須条件 で

ある.本 カ リキュ ラムはそのよ うな目的 を達成す るこ とを目指 している.

なお,2.で 述べ た よ うに,す でに第一 種共通 カ リキュラム内容 が学 習済み

であ ることを前提 としてお'り,ま た,シ ステム運用管理の実務 につ いては,す
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でに,若 干 の経験があ ることを想定 して いる.

(2)カ リキュラム構 成

本 カ リキュラムは大 きく分けて次の5つ の要素 か ら成 り立っている.

① 情報処理 システム を安全,安 定運行 す るための知識 ・技術

「第1部 運用管理」

② 情報処理 システム を構成す る諸資源 を管理す るため の知 識 ・技術

「第2部 資源管理」

③ 安全,安 定運行 を妨 げる要 因 とな る要素 を排 除す るための知識 ・技術

「第3部 障害管理」

「第4部 システム保守」

「第5部 セ キュ リティ管理」

④ 安全,安 定運行の評価 を行 うため の知識 ・技術

「第6部 性能管理 」

「第7部 システム評価」

⑤AE,PEな どと協 力 して行 う作業 のため の知識 ・技術

「第8部 運用 システム」

「第9部 標準化」

「第10部 移行 ・運用テス ト」

「第11部 システム移行 」

「第12部 開発環境」

(3)学 習時間

、本 カ リキュラムの標準学習時間は図表12.4に 示す とお り,合 計256時 間,1

日7時 間 として約37日 となる.

学習効果か ら考 えればOJTや 実務経験 を経 た後に,そ の集大成 として第1

部 か ら第12部 まで続けて行 うことが望 ましい.し か し,実 務上 その実施が 困難

な場合 は,以 下 のよ うに3年 程 度に分割 して行 うこ とが考 えられ る.

第1回 目(初 年度):第1部

第2回 目(2年 度):第2部,第3部,第4部,第5部

第3回 目(3年 度):第6部,第7部,第8部,第9部,第10部

第11部,第!2部
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図表12.4標 準 学習時 間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 運用管理 45 32 77

第2部 資源管理 18 10 28

第3部 障害管理 17 11 28

第4部 システム保 守 14 7 21

第5部 セ キュ リテ ィ管理 20 8 28

第6部 性能管理 14 14 28

第7部 システ ム評価 7 7 14

第8部 運 用 シ ステム 6 1 7

第9部 標準化 4 『 4

第10部 移行 ・運 用 テス ト 5 2 7

第11部 シ ステム移行 5 2 7

第12部 開発環境 7 一
7

合 計 時 間 数 162時 間 94時 間 256時 間

(4)学 習順 序

各部の順序 は実務面 での作業順序 とは一致 しない.し か し本 カ リキュラムで

は,こ の順序 で学習が行われ ることを一応 の標準 と考 えている.

ただ し,そ れ ぞれの組織 の事情 に より,実 務上必要 とされ る知識 技術 を先

に行 うことが実 際的である と考 えられ る.そ の場合 には3.(2)で 示 した部の グル

ー ピングを参考 にす るこ とが望 ま しい
.

なお,第1部 は導入部 であるので最 初 に行 う.

(5)自 己学 習やOJTと の関係

本カ リキュラムの対象 とな る技術者が,実 務 の なか で貢献 で きる レベル に育

つ には,本 カ リキュ ラムに沿った学習に加 え,実 務 の なかで十分 なOJTが 必
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要 となる.本 カ リキュラムでは各車の指導上の留意点にOJTに 関す る基本 的

な指摘 を行 っている.

また,高 度情報処理技術 者の教育 においては,一 般 に自己学習 にか な り依 存

す ることがむ しろ望 ま しい.特 に知識修得 の部分 は適 当な 日数 を与 え,宿 題的

に 自己学習 を実施 させ る方法 もある.

(6)そ の他

・ 「ソフ トウェア を中心 とした システムの取引に関する共通フ レー ム」 につ いて

ソフ トウェアの開発工程お よびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 などにつ

いては,現 在標準的な ものが ないが,本 カ リキュラムでは可能 な範囲で統一 を

図 った.

本 カ リキュラムの作成作業 と並 行 して ソフ トウ ェアライフサ イクルにおけ る

購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連の事 項につ いて 「共

通 フレー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェアを中心 としたシステムの取 引に関

す る共通 フ レー ムの策定)が,情 報 処理振興事 業協 会(IPA)で 進め られてい る.

この共通フ レームは国際的 な標準化動 向 とも連動 して具体化 されてい るため,

今後,シ ステム開発作業体 系 として広 く普 及 して い くもの と思 われ る.こ のた

め,指 導時 に ソフ トウェアの開発工程や ドキュ メン トについて言及す る場合は,

共通 フレー ムにつ いての今後の動 向に十分 留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 運用管理

卵
コンピュー タシステムは産業,行 政,文 化,教 育 などあ らゆる分野に浸透 し,高

度化,多 様化,複 雑化 し,信 頼性,安 全1生といった点が ます ます重要に なって きて

いる.今 や コンピュー タシステムの停 止 とい った事態がいかに多大 な影響 を社会や

企業に もたらすかは言 うまで もな い.こ の ため,効 率1生や信頼性,安 全1生を念頭 に

おいた以下の ような運用管理 技術が要求 され る.

1.シ ステム運用 を的確に実施す るための運用計画,運 用体制,な らびに運用 マニ

ュアル,運 転資材 さらに入 出力 デー タの管理

2.運 用管理の作業 を確実 に実施 で きる要員 に対す る勤務管理,教 育,訓 練 なら

びに外部委託要員 の管理

3.ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,関 連 設備 に関係す る賃貸料,お よび各種経費の

管理

4.業 務処理 を確実に実行 し,安 定 した運用 をす るための オペ レー ション管理

5.的 確かつ安全に システム を運用す るために,そ の利用状況や ア クセス レベ ルに

応 じて管理 す るユーザ管理

6.原 価体系に基づ く効果 的かつ合理的 な課金管理

7.安 全 で しか も信 頼性 の高い分散 サ イ トでの運用管理

この ような運用管理 技術 は,シ ステム運用管理エ ンジニアが運用管理 を行 ううえ

で不可欠である.し たが って,当 部 では運用管理 に必要 な基本的な管理技術 を体系

的 に修得 させ,そ れ らを活か した運用管理が行 え るよ うにす る.

第2部 資源管理

繭
情報 システム を円滑 に運用す るため には資源(ハ ー ドウェア資源,ソ フ トウェア

資源,デ ー タ資源 お よびそれ らの構成)が 適切に導入,維 持,管 理 され なければな
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らない.こ れらの資源 は システムの中核 をなす ものであ り,安 定稼働 は もとよ り将

来 の拡張性 を も予測 し管理 されなければな らない.そ のためには,以 下に示す よう

な資源管理技術 が要求 され る.

1.情 報 システムの稼働 に必要 な資源 を導入 し,最 適 な資源 の維持管理 を行 う技術

2.資 源 に対す るア クセスや保全 についての管理技術

3.ソ フ トウェア使用 に関す る知 識技術

4.ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア ,ネ ッ トワー 久 施設設備 の構成 を管理 し,発 展,

拡 張に対応 できるような管理技術

以上 のよ うな技術 はシステム運用管理 エンジニアが資源管理 を行 ううえで,不 可

欠である.

したが って,当 部では資源 管理 に必要 な基本的 な技術 を体系的 に修 得 させ ,そ れ

を活か した資源管理 が行 える ようにす る.

第3部 障害管理

魎
コン ピュー タで処理す る業務 の障害 は

,業 務の増大 に伴 い多大 な影響 を与 え るこ

とが 多い.こ うした障害に対 し,障 害の局所化,未 然防止お よび再発 防止 な どを目

的 とす る障害管理は,安 全管理 の面か らも重要 である.こ うした点か ら,以 下に示

す障害管理技術 が要求 される.

1.ト ラブルお よび障害の発生状況 を監視 し,障 害状況 を正確かつ迅速 に発見す る

ための障害監視技術

2.発 生 した障害に対 し,必 要 な情報収集 を行 い,障 害対処 のために障害原 因を究

明す る障害究明技術

3.障 害原因の分析 内容 か ら的確 な復 旧の ための手順 と実施 を確 立す る障害 回復技

術

4.発 生 した障害の記録 障害 の原因分析 ,原 因除去 の保 守計画,お よび予防保 守

を含め た障害防止技術

以上 の ような技術 は,シ ス テム運用管理エ ンジニアが障害管理 を行 うに あた り不

可欠 である.し たがって,当 部 では障害管理に必要 な基本 的な技術 を体系的 に修得
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させ,そ れ らを活か した障害管理 が行 えるよ うにす る.

第4部 システム保守

魎
常 に安 定 したコン ピュー タ処理 を運行す るには,施 設,シ ステム機器 システム

設備,ネ ッ トワー クな どの故障 を未然に防止す るため の保守が必要 とな る.

このため次に示す ような各種の システム保守技術 が要求 される.

1.各 施 設,機 器,設 備,ネ ッ トワー クの仕様 を理解 した うえで保守計画の設定 を

行 う.

2.各 施設,機 器,設 備,ネ ッ トワー クの 日常の具体的保守方法の設定 を行 う.

3.保 守 を実施す るにあたっての留意事項 の整理,分 類.

4.保 守実施後 の確 認,報 告 および今 後の改善措 置 を実施 す るための分析 を行 う.

以上の ような技術 はシステム運用管理エ ンジニアが システム保守 を行 うにあた り

不可欠 である.

したが って,当 部 では システム保 守に必要 な基本 的な技術 を体系的に修得 させ,

それ を生か した シス テム保 守が行 えるよ うにす る.

第5部 セキュリティ管理

酬
現在,コ ン ピュー タ システムはあ らゆ る分野 において利用 され,多 くの企業の コ

ンピュー タは通信 回線 を通 じて相互に結合 されてい るため安全かつ安定 した稼働が

前提 とな ってい る.し か し災害,シ ステム障害,故 意 ・過失 に よる不正使用 ・改 ざ

ん などの理 由で安全 かつ安 定 した稼働が阻害 され た場合,個 々の企業の問題に とど

まらず社会全体 を混乱 に陥れ る可能 性さえあ りえ るため未然 に防 ぐ対策 および発

生 した場合最小 限に とどめ,迅 速 な復 旧 を行 うための対応策が必要 とな る.

このため次に示 す ような各種 のセキュ リティ管理技術が要求 され る.

1.シ ス テム を安 全に運行 す るため の対策基準の設定

2.阻 害条件 に対す る物理的 な事前対策 お よび対 応策の設定
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3.阻 害条件 に対す る技術 的な事 前対策 および対応策の設定

4.追 跡調査 を行 うための侵害記録

以上 の ような技術 はシステム運用管理エ ンジニアがセキュ リテ ィ管理 を行 うにあ

た り不 可欠であ る.

したがって,当 部 ではセ キュ リテ ィ管理 に必要 である基本的な技術 を体 系的に修

得 させ,そ れ を活か したセ キュ リティ管理が行 えるようにす る.

函
システムの稼働状況 を把握 し,運 用 の効率化 をはか ることは,運 用管理の重要 な

役割の1つ で ある.

この ための スキル として,次 に示す よ うな各種 の性能管理技術が要求 され る.

1.性 能監視 のモデル と評価尺度 を設定 し,性 能測定 を行 うための性能監視 技術

2.測 定結果 を分析 し,問 題 点 を発見 し,設 計 目標 を達 成 しているか否か を評価す

るための性能分析,評 価技術

3.シ ステムのサー ビス レベ ル,業 務処理量 ,資 源,コ ス トを勘案 したキャパ シテ

ィ管理 技術

以上 の ような技術 は,シ ス テム運用管理 エ ンジニアが的確 な性能管理 を行い,効

率的 な運用 を実現す るために不可欠であ る.

したが って,性 能管理 に必要 な基本的 な技術 を体 系的に修得 し,そ れ らを活か し

た性能管理 を行 うことがで きるようにす る.

第7部 システム評価

魎
システムの開発,導 入,運 用 にあたっては システムの 目標 を明確 に して,そ の 目

標に合 ったシス テムか否か を的確 に評価 す るこ とが重要 であ る.目 標が不明確 なた

めに,多 大 な経 費 と開発期間 をかけたに もかかわ らず,あ ま り役立た ない システム

がで きあがって しま うこ とがあ る.
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明確 な 目標に基づ いて,機 能,コ ス ト,性 能 などのデー タを収集 し,分 析,評 価

す るとともに改善案 を提示す るプロセスが システム評価 であ る.

このための技術 として,次 の ような各種 の システム評価技術が要求 され る.

1.シ ステム計画の評価(事 前評価),開 発 中の方式変更 な どの評価,運 用前の移行

評価,運 用中の稼働評価(事 後評価)な ど,作 業フェーズに応 じた各種評価技術

2.シ ステム評価 の方法論,す なわ ち,評 価 手順,評 価 項 目,評 価 尺度に関す る知

識

3.シ ステム改善提 案の作成 技術

以上 の ような技術 は,シ ステム運用管理 エ ンジニアに とって,シ ステムの計画段

階か ら設計,開 発,移 行,運 用の各 局面にお いて何 らか の形で必要 とされ る.

したが って,当 部 では,シ ステム評価に必要 な基本 的な技術 を体 系的に修得 させ,

おのおのの局面において,そ れ らを活か した効果的 なシステム評価 を行 うこ とがで

きるようにす る.

第8部 運用システム

魎
システム を運用す るにあた り,業 務 処理の増大に伴 うスケジュール管理 お よびフ

ァイル管理,リ カバ リ方法の複雑化 といった ような問題がでて くる.

また,処 理形態の 多様化,複 雑化 に伴 うオペ レー テ ィングの負荷増加や人為的 ト

ラブルへの対 応 も運用部 門の抱 えて いる大 きな問題 と言えよ う.

ほ とん どの作業 が専任担 当者 によ り遂行 され ているが,処 理量の増加 に伴 い難 し

い状況 となって きてい る.

これ らの問題 を解決すべ くシステム運 用管理 エ ンジニアが運用 を効率化 していか

なければな らない.

ここで は,運 用の効率化 の基本的 な考 え方 と,効 率化手段 としての運用 システム

について修得 させ,そ れ らを応用で きるよ うにす る.
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第9部 標準化

繭
システムの開発,運 用 にあた り多数の使用 者が これに携 わるこ とになる

.

利用者 につ いて も同 じこ とが言 え,こ れ らを管理 してい くこ とが必要 とな り
,一

定 の使用基準 を設定す る必要性があ る.

これ らの基準は一般 的に 『標準化』 と呼ばれ ,コ ンピュー タ利用上の各種規約 と

して幅広 く使用 されてお り,コ ン ピュー タをは じめ とした リソー スの使用状況の把

握 分析やユー ザへ提供す るサー ビス レベ ルの評価 につ いて も,こ れらの標準 に基

づ き実施 されて いる.

ここでは各種 『標 準化』 の うちシステムの運 用管理 に関連 する標準化 について基

本的な技術 を体 系的に修得 させ,そ れ を活か した業務遂行 および管理が行 え るよ う

にす る.

第10部 移行 ・運用テス ト

函
シス テムに求め られ る機 能 を満た しているか否か を中心 に,結 合 テス トや総合 テ

ス トで開発 した システムや変 更され たシステムのテス トが な され るが,開 発 した シ

ステム を本稼働す るコンピュー タ上に移 し変 え るため の移行 システムのテス トおよ

び開発 したシステムの運用形態別のテス トも十分行 ってお く必要がある.こ れ ら一

連 の作業 は次 に示す よ うな各種の管理 技術,プ ロダ ク ト技術が要求 され る.

1.移 行 作業 で使用す るプ ロダク ト技術 と移行結果の確 認 を行 うデー タ照合技術 や

移行 に要 す る時間 を予測す る処理時 間見積技術

2.通 常 時の立上 げか ら終 了 までの運用 システムや 障害発生時の 回復処理や退避処

理運用 な どの システム運用技術

以上の よ うな技術 はシステム運用管理 エンジニ アが ,開 発 されたシステムを本稼

働す るコンピュー タ上 で確 認 してお くため に必要 とされ る.し たが って,当 部 では

テス ト時に必要 とされ る各種 技術 と運用時に使用 してい る各種技術 を有効 に活用 し
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て開発対象 システムの 「移行 システムお よび運用 システム」の テス トが確 実に行 え

るようにす る.

第11部 システム移行

塵
新 しく開発 されたシステムや,す で に稼働 中の システムに対 す る変 更処理 を実施

したシステム,あ るいは基本 ソフ トウェアのバー ジョンア ップや ミ ドル ウェアの入

替 えな どの作業は,各 種 のテス トを経 て実業務 を実行 す るため に本稼働 す るコンピ

ュー タに組 み込み,展 開 され る.こ れ ら一連 の作業 は次に示す よ うな各種の管理技

術,プ ロダク ト技術が要求 され る.

1.シ ステム を本稼働す る環境に移行 す るために必要 とされ るハー ドウェアや付帯

設備 の導入設置にかか わる管理技術

2.移 行対象 となるプ ログラムや デー タな どを準備 した環境 に組み込み,展 開す る

プ ロダク ト技術

3.移 行作業 を実施,完 了,評 価す るための作業実施計画,要 員計画,進 捗管理技

術,評 価技術

以上 のよ うな技術 は システム運用管理 エ ンジニアが システム移行 を確 実に実施,

完了す るため に必要 とされ る.し たが って,当 部 では システム移行 に必要 となる各

種 技術 を体系的に修 得 させ,そ れ を有効に活用 してシステム移行 が安全 に行 えるよ

うにす る.

第12部 開発環境

繭
開発環境の管理 については,開 発用 コンピュー タ,開 発用端 末,ソ フ トウェアな

どの開発環境 を構 成す る要素 の管理 と開発環境 を使 用す る際の運用 管理 があ る.

急速な技術の進歩に よ り,開 発用 コンピュー タは集中型システムか らワー クステ

ー シ ョンを利用 した分散型 システムや単独 システムなど多様化 してお り,開 発支援

ツー ルについて も開発 の上流工程 まで ドキュ メン ト作成,管 理 などを含め て開発業
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務全体 を支援す る方 向にあ る.

さ らに,開 発業務 に はそのつ ど新 しい要件が付随 し,要 件 に合 わせ た開発環境が

必要に なる.

この ようにダイナ ミックに変化す る開発環境 の管理 の役割 と しては
,次 の2つ の

面 がある.

システム運用管理エ ンジニ アの立場 か らソフ トウェアの開発業務 を効率 よ く進捗

させ るために最適 な開発環境 を提供す るこ とが必要 であ る.一 方,シ ステム運用管

理エ ンジニア としては本番環境 の維持管理が最 も大切 な ことであ り,開 発が本番 に

影響 を及ぼ さないこ とを第1に 考 えるべ きであ り,そ の ための知 識,技 術 が必要 と

なる.

これ らの要件 を満 たすために,次 に示す ような技術 が要求 され る.

1.ソ フ トウェアの ライフサイ クルに対応 した適切 な開発環境の整備技術

2.ダ イナ ミックに変化す る開発環境 の管理技術

以上の ような技術 は,本 番 環境の安定運用 と効率的 な ソフ トウェア生産 を支 え る

ために不可 欠である.し たがって,当 部では開発環境の整備
,管 理 に必要 な基本的

な技術 を体系的に修得 し,そ れ らを活か した管理業務 を行 えるよ うにす る
.

なお,開 発環境 の管理 は,資 源管理,セ キュ リテ ィ管理 などの知識 ,技 術 を要 す

るが,詳 細 は各部 の解 説 を参照す る.

、
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13教 育エンジ=ア 育成カリキュラム

1.教 育 エ ンジ ニアの 役 割 と業務

これか らの情報化 人材育 成の要 となるのが,教 育エ ンジニアであ る.教 育 エンジ

ニアは,そ の役割 と遂行 業務 か ら,次 の3つ の タイプ に類型化 され る.

① 企画型業務担 当者

② メディア教材 開発型業務 担当者

③ イ ンス トラクシ ョン業務 担 当者

企画型業務担 当者は,情 報化人材 の育成 に関す る各種の計画や仕 組み作 りを担 当

す るスタッフであ る.企 画型業務担 当者 は 自社の経営戦略や事業戦略 あるいは情報

化戦略 に基づいて,人 材育成 戦略計画や具体 的な育成施策 を立案す る.ま た,キ ャ

リアパス をは じめ とした標 準的育成体系や教 育訓練体系 など各種 の仕組み作 りを行

う.さ らに,そ れ らの組織へ の定着 を図る.

メディア教材 開発型業務担 当者は,各 種 メディア を主体 に した学習 システムの設

計や メディア教 材の開発 お よび その実施 と評価 ・改善 を行 う.こ れか らの情報化人

材の育成においては,ハ イパー メデ ィアやCD-ROMな どのマルチ メデ ィアの有効活

用が欠かせ ない.メ ディア教材 開発型業務担 当者は,各 種 の メディアを活用 して,

静 止画像 ・動画 ・音声 な ど多彩 な情報 を効果 的に提示す る学 習 システムや,自 動学

習診断機能 などを持つ知的 なCAIに よる効率 的かつ効果的 な個別学 習システムなどを

設計 ・開発 し,そ れ らの普及 に当た る.こ うしたマルチ メディア主体の学習 システ

ムの設計 ・開発 および普及 の役割 を果たす メディア教 材開発業務担 当者 は,メ デ ィ

アや教育開発に関す る高度情報処理技術者のスキルを持 った専門家であ る.

一方
,人 間先生が主体に なって,授 業 を展開す る教育指導 も依然 として重要 であ

る.こ の役割 を果 たすのが,イ ンス トラクション業務担当者であ る.イ ンス トラク

シ ョン業務担 当者は,講 義 主体の コー スに関 して,そ の企画 ・開発か らクラスの担

当お よび評価 ・改善 を行 う.

以上 の3つ の タイプの業務担 当者 が担 当す る主要 な業務 を ま とめ た のが,図 表
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13.1で ある.図 表13 .1に 基づ いて,そ れ ぞれ の遂行 業務 を要約す る と以下の よ う

になる.

1.1企 画型業務担当者

(1)21世 紀に向けての経営戦略ないしは情報化戦略の実現に直結 した人材育成戦

略計画 と情報化人材育成の進め方を具体化し,経 営 トップや関係者に提案 し,

承認を得 る.

(2)人 材育成戦略計画書や現状の人材育成の問題点の洗出しに基づいて
,情 報化

人材育成の具体的な施策 を企画立案する.

(3)「 情報化人材育成カ リキュラム」を参考にして,自 企業に求められている情

報化人材像 を明確にし,そ の育成にふ さわしい標準的育成体系を確立する.

(4)自 企業での情報化人材育成ニーズに最適な教育訓練体系を構築する
.

(5)自 企業内での情報化人材育成を進めるに際 しての主要なネックを抽出し
,そ

れらに対処するための効果的な方策 を人材育成実施計画に組み入れる
.

1.2メ デ ィア教材開発型業務担 当者

(1)自 企業 での情 報化 人材育成 ニーズに基づ いて,教 育訓練体系 を確立す る.

② 教 育ニーズに適合す る コー スの外部仕様や 内容 を導 きだす ためのニーズ分析

を行 う.

(3)ニ ー ズ分析 の結 果に基づ いて,学 習 目標 を具体化 し,系 統 的な学習プ ログラ

ム(カ リキュ ラム)の 作成や効果 的な学 習システムの設計 を行 う
.

(4)品 質 の高いマ ルチ メデ ィア教材 を開発 ・テス トし,そ の評価 と改善 を行 い,

本番 に備 える.

(5)開 発 したマルチ メディア教材 を駆使 した コー スを提供 し,効 果測定 をす ると

同時に評価 ・改善 を行 う.

1.3イ ンス トラクシ ョン業務 担 当者

(1)企 業や受講者のニーズに基づ いて,コ ース企画提案書 を作成 し,関 係者 の承

認 を得 る.

② 学習 目標 に基づ いてカ リキュ ラム を作成 し,そ のカ リキュ ラムにふ さわ しい
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教 材(テ キス ト,視 聴覚教材,演 習教材 など)を 開発 し,コ ー スの準備 を行 う.

(3)受 講者 を巻 き込 んだ効 果的な講義 を行 うと同時 に,講 義以外 の教育手法 を盛

り込 んだ魅 力ある教授活動 を展開す る.

(4)コ ース をPRす るために有効 な御案 内やパ ンフレ ッ トを作成 す る.ま た,ク ラ

スの準備や 後始末,評 価 な どの クラス運営 に当た る.

(5)受 講者の反応 などに基づ いて,コ ー スを評価 し,適 切 な改善 活動 を行 う.

1.4他 の人材 との関係

教育 エンジニア と他の人材 との関係 は,次 の とお りである.

(1)企 画型業務担 当者 は,自 社におけ る全 ての情報化 人材 を念頭に,人 材育成戦

略の立案や具体 的な教育 訓練体系 を確 立す る.そ の さい,関 係す る各高度情報

処理技術者か ら技術面での助 言を得 る.

(2)メ デ ィア教材開発型業務担当者の本 来の業務 は,マ ルチメデ ィア教材等の設

計 と開発,提 供 を行 うこ とである.た だ し,そ の業務や経験 を通 してのマルチ

メデ ィア利用技術 の専 門家 として,ア プ リケー シ ョンエ ンジニアやプ ロダクシ

ョンエ ンジニア などが行 う種 々のマルチ メデ ィア応用 システムの開発に際 して

その技術支援 を行 うこ とが ある.

(3)LANや 衛星通信 な どを介 しての,教 育 のための インフ ラ的 なシステム構築 に

際 しては,デ ベ ロップ メン トエンジニア,テ クニカル スペ シャ リス トなどの協

力 を得 る.

(4)イ ンス トラ クション業務担 当者はすべ ての人材の教育 を担 当す るが,例 えば,

高度情報処理技術 者の教育 にさい しては,種 々の専門技術 の コー ス開発や 講義

の一部 を,対 応す る高度技術者 の協 力を得 て実施す るこ とがあ る.

⑤ システムア ドミニ ス トレー タが直接 エン ドユー ザの教育 を行 う際に,情 報 リ

テラ シー教育 の指導方法の助言や教 材の提供 などの支援 を行 う.
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図 表13.1教 育 エ ンジ ニアの主 要作 業項 目

主 要 作 業 項 目 主 担 当

作 業 項 目 小 項 目 企画型
業務担当

メディア教材開発型

業務担当
インストラクション

業務担当
1

人
材

1.1経 営戦 略 ・事 業 戦略 の

現 状調 査 と分析

・経営戦略(情 報化戦略)の 調査分析
・組織全体 ・各部門の最重要課題の調査把握
・情報化と情報技術の発展動向の把握 ○

育
成

1.2人 材 育成 戦略 計画 書 の作成 ・組織 イメー ジの具体 化

戦 ・組織戦略の具体化

略 ・人材 イ メー ジの策 定 ○

施 ・人材育成戦略計画の策定

第 1.3人 材育成施策企画書の作成 ・人材育成の現状分析と問題点の洗出し

策
定

・3～5年 後の 人材 育成 の イ メー ジの具 体化
・3～5年 後 の到 達 レベ ルの 設定 ○
・具体的育成施策の立案

2 2.1標 準 的育成 体 系の確 立 ・自社 の情報 化人 材像
,人 材 タイプ の具体 化

情
・標 準 キ ャ リアパ スの 設定

藷
・キャ リア レベ ル ご との 「標 準職務 基 準書

」
の作 成

人
材
育
成
体
系

・キャ リア レベ ル ご との 「要求 知識 ・技術 レベ

ル」,「要 求 能力 ・性格 レベ ル」 の具 体 化
・「現有 知識 ・技術 レベ ル の分析 表

」,「要 員別年 間育成 計
画表」 な どの様 式の 作成

○

の
立
案

・標準的育成体系に基づいた育成実施の仕組

みの確立と提案
・育成評価の仕組みの確立と提案

3

教

3.1教 育体 系の 構築 ・「標 準職務 基準 書 」基づ い た教 育項 目 とOJT

項 目の洗 出 し

育
訓
練体

・教育 項 目を基 に モ ジュ ラ教育 体系 を確 立

・モ ジュー ル(コ ー ス)ご との教 育機 関 と教育

方 法の 決定

○ ○

、

系
の

確
立

3.20JTを 組 み 込ん だ教 育訓 練体 系 ・OJT項 目の位 置づ け と訓練 期 間の決 定

・OJTガ イ ドラ インの作 成

・自己啓 発 ガ イ ドラ インの作 成

・教 育訓練 体 系に関 す る教 育 と周 知徹 底
○



N
匿

4 4.1ニ ー ズ分 析
・真 のニー ズの調査

・職務(JOB)の 分析 ○

メ
・学習対象者の分析

τ 4.2学 習 シス テム設 計
・学 習 目標 の具 体化
・学 習プ ログラ ム(カ リキュ ラム)の 作 成 ○

ア
主

・提 供方 法 と評 価 方法 の選択 ・決定

体 4.3教 材開 発 とテス ト,維 持 ・改善
・テ キス トの作成

ζ
・メデ ィア 教 材 の 製 作

・パ イ ロ ッ トコ ー ス(テ ス ト コー ス)の 実 施 と ○
| 評価

あ
・テ キ ス ト,メ デ ィア教 材の維 持 ・改 善

設
計

4.4コ ー ス提 供
・担 当 イ ンス トラ クタの教 育 訓練

・自習 コー スの場合 の 自習環 境 の整備
○

・

開
4.5効 果測 定 と評価 ・改 善

・学習者の習得度の評価

発 ・学 習者 の反 応の評 価
○

実 ・習得知 識の 活用 度の 追跡

施 ・業 績へ の反 映 の評価

5
5.1コ ー ス の 企 画

・企業 ニー ズ,受 講者 ニー ズの収集 と分 析
・新 規 コー スお よ び大 改訂 コー スの企画 提案 ○

講
の作成と提案

義
主

5.2コ ー スの 開 発
・カ リ キ ュ ラ ム の 作 成

・テ キ ス トの 作 成

体 ・視聴覚教材の作成
○ ○

の ・演 習 問題,評 価 資料 の作成
コ ・パ イ ロ ッ トク ラ ス ま た は リハ ー サ ル の 実 施

ー
ス

と改善

の

企
5.3コ ー ス の 提 供 実 施

・コー ス 案 内 ・パ ン フ レ ッ トの 作 成 ・配 付

・担 当 ク ラ ス の 準 備(セ ッ トア ップ)

画 ・クラ スの担 当(教 授 活動) ○

南 ・担 当 クラ スの 後始 末(セ ッ トダウ ン)

発 ・担 当 クラ スの評価 と改 善
.

実
施

5.4コ ー スの効 果測定 と評価 ・改 善
・受 講者 の達成 度 の時系 列評 価

・受 講者 の反 応の 時系列 評価 と クレー ム分 析 ○
・受 講者 の追 跡調査 と評 価



2.他 の カ リキ ュ ラム との 関係

教育エ ンジニアは,他 の情報化 人材 とは独立 した人材類型であ る.し たが って,

他の カ リキュ ラム との依 存関係は そ う強 くはない.た だ し,次 に示す ような前提 条

件ない しは配慮 は必要にな る.

企画 型業務担 当者は,他 の情 報化 人材の役 割 と遂行業務 を十分理解 してお くこ と

が欠かせ ない.自 社 に必要 な人材像 を具体化 す るためや,「 標準職務 基準書」を作成

す るに際 しての前提 となるか らである.ま た,そ れ ぞれのカ リキュ ラムの内容 に精

通 してお く必要が ある.標 準的育成体 系や教育訓練体系 を確立す るためには欠かせ

ない知識 である.

メディア教 材開発型業務担 当者 は,開 発 コー スの 内容 に精通 して いる必要 はない.

主題 専 門家(SubjectMatterExpert;SME)と 協力 して コース を開発す るのが一

般 的だか らである.た だ し,マ ルチ メデ ィア などを駆使 した システム開発 に従事す

るこ とか ら,デ ベ ロップ メン トエ ンジニアやテ クニカル スペ シャ リス トの カ リキュ

ラムに基づ いた学習 をしているこ とが望 ましい.

インス トラクション業務 担 当者 は,言 うまで もな く自分が担当す るカ リキュ ラム

お よびそれに関連す る周辺カ リキュラムに精通 している必要があ る.

3.本 カ リキ ュラム利 用 上 の 留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

教育エ ンジニアは,前 述 した ように,

① 企画型業務 担当者

② メデ ィア教材開発型業務担 当者

③ インス トラ クシ ョン業務担 当者

の3つ の タイプに類型化 され る.そ れ ぞれの担当業務 は大幅に異 なる.し たが

って,そ れ ぞれに要求 され る知 識や業務 ,能 力などに も,大 幅 な差が生 じる.

これは,至 極 当た り前 のこ とであ る.そ こで,そ れぞれの タイプに対 応 して,

第1部 か ら第3部 のカ リキュ ラムを用意 している.
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通常 は,1人 の教育エ ンジニアが3つ のタイプの業務 を兼務 す るこ とは ない.

そ こで,そ れぞれの タイプに応 じた専 門の業務担 当者が設け られ ることを前提

に,カ リキュラムの構成 と内容 を作成 してい る.

(2)カ リキュラム構成

目次 で示 してい るように,教 育エ ンジニアのカ リキュラムは第1部 か ら第3

部で構成 して いる.

「第1部 企画 型業務」は ,次 に示す4つ の章か らなる.

第1章 経営 戦略の調査分析 と人材育成 計画書 の作成

第2章 人材育成施策企画書 の作成

第3章 情報化 人材育成体 制の立案

第4章 教育 訓練体 系の立案

「第2部 メディア教材 開発型業務」 は,次 に示す6つ の章 で構成 されてい

る.

第1章 教育 訓練体 系の確立

第2章 ニー ズ分析

第3章 学 習 システムの設計

第4章 教 材の開発 ・テス ト ・維持 ・改善

策5章 コー スの提供

第6章 コー スの効果測定 と評価 ・改善

「第3部 インス トラ クション業務」 は,次 に示す5つ の章か らなる.

第1章 コースの企画

第2章 教 授活動

第3章 コー スの開発

第4章 コー スの提供

第5章 コー スの効 果測定 と評価 ・改善

以上の3つ の部の なかには,い くつ かの重複がみ られ る.例 えば第1部 の第

4章 と第2部 の第1章,第2部 の第5章 ・第6章 と第3部 の第4章 ・第5章 な

どであ る.こ れ らは,同 じタイ トルでは あるが,そ の内容 の範囲や深 さ,適 用

す る手法 な どに差が ある.ま た,前 述 の ように同一人物力㍉3つ の業務 を兼務

す ることがない とい うこ とを前提 に してい ることか ら,あ る程 度の重複 が生 じ
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るのはやむ を得 ない と考 えて いる.

(3)学 習時間

学 習時間 の詳細は,各 部 のなかで示 されているので,そ れ を参考 に してほ し

い.こ こでは,図 表13.2に 標準 時間のみ を示す.

図表13.2標 準学 習時 間

部 講義時間 演習時間 計

策1部 企画型業務 14.0 23.0 37.0

第2部 メディア教材開発型業務 31.0 36.0 67.0

第3部 イ ンス トラ ク シ ョン業務 19.5 38.5 58.0

合 計 64.5時 間 97.5時 間 162.0時 間

1日7時 間 とす ると各部 それ ぞれ約6日,10日,9日 とな る.

(4)学 習順 序

企画型業務担 当者 とメデ ィア教 材開発型業務担 当者のいずれ も,イ ンス トラ

クシ ョン業務の経験者であ ることが望 まれ る.

したが って,事 前に インス トラクシ ョン業務担当のための カ リキュ ラムに基

づ いた教育 を受講する.そ の後,2～3年 程度の インス トラクション業務 を経

験す る.そ のあ とで,企 画 型業務 ない しは メデ ィア教材開発 型業務 のための教

育受 講 をす るよう配慮すべ きである.な お,各 部 での学習順序 は,カ リキュ ラ

ムの章 の順序 に従 うこ とをすすめ る.

(5)自 己学 習やOJTの 関係

いずれ の業務 で あって も,OJTと 自己学習は,欠 せ ない.教 育エ ンジニ ア

は,問 題意識が旺盛 であるこ とが大切で ある.問 題意識 をもって,本 番の仕事

で勝 負す ることである.問 題意識が旺盛 であ ると,あ らゆる機 会 を生 か して 自

己学 習 をす るように なる.そ のためには,上 層部に意識づけ をす ることが重要

になる.そ の上 で,タ イ ミングよ く仕事 のチャンス を与 える.

なお,OJTや 自己学 習の詳 しい内容 につ いては,カ リキュラムの各章末 の「指

導方法お よび指導上 の留意点」 のなか で記述 している.そ れ を参考に してほ し

い.

(6)そ の 他

・「ソ フ トウ ェ ア を 中 心 と した シ ス テ ム の 取 引 に 関 す る共 通 フ レ ー ム 」に つ い て
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ソフ トウェアの開発工程お よびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 などにつ

いては,現 在標準的 なものが ないが,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 して ソ

フ トウェアライフサ イクルにおけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管

理 までを含む一連の事項について 「共通 フレー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウ

ェア を中心 としたシステムの取 引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理

振興事 業協会(IPA)で 進め られてい る.こ の共通 フレームは国際的 な標 準化動

向 とも連動 して具体化 され ているため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広

く普及 してい くもの と思われる.こ の ため,指 導時に ソフ トウェア開発工程や

ドキュ メン トにつ いて言及す る場合 は,共 通 フレームにつ いての今 後の動 向に

十分 留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 企画型業務

魎
情報化 人材の育成のため の要 とな るのが,人 材育成に関す る各種の企画や仕組み

作 りを担当す る企画型業務担 当者であ る.人 材育成企画型業務担 当者 は,長 期的か

つ経営的視 点に基づ いて,人 材 育成戦略計画や育成施策 を立案 す る必要 があ る.ま

た,人 材育成のため の各種の仕組み作 りに当たる必要 もある.

これか らの戦略的経営 の展開 においては,経 営戦略(一 般企業の場合,情 報化戦

略)の 実現 に直接貢献す ることので きる情報化 人材 を育成確保す るこ とが肝要 であ

る.そ のため には,経 営戦略 ない しは情報化 戦略 を原点に,そ れぞれの企業 固有の

情報化人材像 を具体化す る必要が あ る.し たが って,産 業構造審議会に提言 された

情報化 人材像 の類型 をもとに して,そ れぞれの企業が必要 とす る人材の種類 と具体

的 な人材像 は,経 営戦略か ら発 想す る必要 があ る.人 材育 成戦略計画や 人材育成施

策 もまた しか りである.こ れ らを しっか りしたうえで,そ れ ぞれの企業にふ さわ し

い各種 の育成の仕組 み作 りにたず さわ るのが,企 画型業務担 当者で ある.し たが っ

て,企 画型業務担当者には,次 に示す事柄 が遂行 できることが要求 され る.

1.21世 紀に向けての経営戦略 と情報化 人材育成の進め方 を具体化 し,経 営 トップ

や関係者 に提案 し,承 認 を得 る.

2.人 材育成戦略計画書や 現状の人材育成の問題点の洗 出 しに基づ いて,情 報化 人

材育成の具体 的な施策 を企画立案 す る.

3.「 情報化人材育成 カ リキュ ラム」を参考 に して,自 企業 に求め られている情報化

人材像 を明確 に し,そ の育 成にふ さわ しい標準的育成体 系 を確 立す る.

4.自 企業 での情報化 人材育 成ニー ズに最 適 な教育訓練体 系 を構築 す る.

5.自 企業内での情報化人材育成 を進め るに際 しての主要 なネ ックを摘 出 し,そ れ

らに対処す るための効果的 な方策 を人材育成実施計画 に組み 入れ る.
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第2部 メディア教材開発型業務

繭
マルチ メデ ィア技術 の進歩が著 しい.教 育はマルチ メディア活用の代表的 な分野

の一 つであ ると認識 されて いる.ハ イパ ー メディアやCD-ROMな どのマル チメディ

ア を活用 して,静 止画 ・動画 ・音声 などの 多彩 な情報提示 をす る効 果的 な教 育 シス

テムや,自 動学習診断機能 を持つCAIに よる効率 的 な個 人学習システムが普 及 しつ

っ あ る.こ うい ったマルチ メディア主体 の学習 システムの開発には
,情 報 システム

の開発 をす るSEに 勝 るとも劣 らない,高 度 なス キル を持つ専門家が取 り組 む必要

が あ り,教 育エ ンジニアの なかで も開発 を主体 とす る専門家が登場す るよ うに なっ

た.こ のメデ ィア教 材開発型業務 を担 当す る人には,マ ルチメデ ィア主体 の学習 シ

ステムの効 果 ・効率 ・品質 を向上 させ るスキル として,次 のような学 習システム開

発技術 が要 求 される.

1.教 育訓練体系 を確立す る技術 .

2.教 育ニー ズに適合す るコー スの外部仕 様や内容 を導 き出すためのニー ズ分析 技

術.

3.ニ ー ズ分析 結果 をもとに して,系 統 的なカ リキュラムの作成や効 果的な学習 シ

ステムの設計 をす るため の学 習 システム設計技術 .

4.品 質の高いマルチメデ ィア教材 の作成 ・評価 ・維持 ・改善 を効率 よ く行 うため

の技術.

5.コ ー スの提供 と評価 ・改善 のための技術 .

従来 の社内教 育は,教 育 の企 画 を担当す る人が コー スを企画 し,大 学や社外の教

育機関 あるいは現場 の経験者 が提供 す る教材 を入手 し,指 導者が教室で講義 をす る

とい う形態が多かった.し か し,情 報化 人材 の専 門分化 と高度化に対応す るため に

は,自 社 の中に コー スを開発す る専 門家 を置 く必要が増えて くる.

米国 では,そ れぞれの分野 の主題専 門家(SubjectMatterExpert;SME)と 教

育の専 門家が開発プ ロジェク トチー ムを構成 し,共 同で コ← スを開発す ることが増

えてい る.一 方,コ ンピュー タを教育に活用す るこ とに より,指 導者に頼 らず に,

CAIで 職場学習 をす ることも可 能にな る.CAIシ ステムやCD-ROM・ ハ イパー メデ
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イアな どを活用 するマ ルチメデ ィア教材 を開発す るには,情 報 システム開発 と同等

のSE技 術 を必要 とす る.そ の ため教育 ス タッフの なかで も,企 画型業務 担当者 ・指

導者 とコース開発の担 当者が分業化す るようになって きた.米 国では コー ス開発 を

専門 とす る教育 デザイナ(InstructionalDesigner;ID)と い う職 種が確立 してい る・

日本 で もコー ス開発 を専門 とす るスタ ッフは少なか らず存在 していた.し か し,勘

と経験に頼 って開発 してい ることが多 く,マ ルチ メデ ィア主体の学習 システムの開

発 に対 して は十分 なスキル を持 ってい るとは言 えない.

教育エ ンジニアの なかで もメディア教材開発型業務 担当者 とい う専 門職種は,日

本 ではまだ普及 して いない.

当部 ではその業務像 を定義 し,業 務分析 に基づ いて,体 系的 で実践的なカ リキュ

ラム を設定 す る.そ れに よってマ ルチ メデ ィア主体 の コー スを開発す る教育 エンジ

ニア と して,品 質 の良い学 習システムを効率 よ く開発 で きるようにす るこ とを当部

の教 育 目標 とす る.こ の カ リキュ ラムは網羅性 ・実践性 を達 成 しつつ,一 方 では教

育工学 ・情報工学の系統的方法論 を基本 に して,応 用力 ・創造力 を発揮 で きるメデ

ィア教材 開発型業務 の担 当者の育成 を行 うよ う配慮 してい る.

注)こ こではマルチ メデ ィアはビデオデ ッキな ど計算機 以外 を含む機器が処理す

る媒体の総称 とし,ハ イパー メディア は計算機 が処理 す る媒体 として区別 して

い る.

第3部 インス トラクション業務

函
インス トラクション業務 担当者(指 導者)の 活動 の中心 は講義の実施であ ると考

えられ る.た だ し,良 い講義 を実施す るには,講 義 の企画 と開発,さ らには改善 を

ともな うべ きで ある.講 義主体 の コースに対 して企画 と開発か ら取 り組み,そ の講

義 を実施 ・評価 で きる指導者 には,次 に示す よ うなスキルが要求 され る.

1.企 業お よび受講者 のニー ズ をもとに,コ ー スの企 画 と立案す る.

2.学 習 目標 に基づ いてカ リキュラム を作成 し,そ の カ リキュ ラムに適 した教材(テ

キス ト,視 聴覚教材,演 習教材な ど)の 開発 とコー スの準備 をす る.
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3.受 講者 を巻 き込 んだ効果的 なプ レゼ ンテー シ ョンを実践 し,講 義以外 の教育 手

法 も適所に効果的 に利用す る.

4.コ ー ス*を 提供す るためのパ ンフ レッ ト作成 とクラス**の 運営(準 備 ,後 始末,

評価)を す る.

5.受 講者 の反応 よ りコー スの評価 を行 い,そ の評価 に基づいて適切 な改善作業 を

行 う.

技術力が企業 の存亡 を左右す る今 日では,人 材 の資質や 能力の開発が重要課題 と

なって きてい る.し たが って,指 導者 の使命 と役割 が,ま すます重要 な もの となっ

て きた.そ こで,こ れか らの指 導者 は,イ ンス トラ クシ ョン技術 を磨 くこ とは もと

より,コ ー スの企 画や提案,さ らには コー スの品質に まで言及 できる能 力 を持 つべ

きである.そ の ため には,上 記の スキルが不 可欠であ る..

この部では,コ ー スの企画か ら始め,コ ースのPLAN(計 画)-DO(実 施)-SEE

(評価)を 行 えるよ うにす ることを最大の教育 目標 とす る.そ のため に,PLAN-DO

-SEEを 実 践す るために必要 な基本的 な知識や技術 を修 得 し
,そ の知識 と技術 を活用

できるまで高め るため のロー ルプ レイングや デ ィスカ ッシ ョン といった実 習 をふ ん

だんに盛 り込ん でいる.そ して,こ の実習 をとお して,頭 でっかちでない,実 践 で

きる指 導者 を養 成す るよ う配慮 してい る.

*コ ー ス:同 一 の カ リキュ ラ ム に基づ いて 実 施 され る研修 を総 称 す る もの

**ク ラス:同 一 の カ リキュ ラ ム に基づ いて実 施 され る各 回 の研 修 を指 す もの
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14デ ベロップメントエンジ=ア 育成カリキュラム

1.デ ベ ロ ップ メ ン トエ ンジ ニア の役割 と業務

1.1役 割

デベ ロップ メン トエ ンジニア(以 下DEと 略 す)は,シ ステム ソフ トウェアの計画'

分析,シ ステム分析 ・要求定義,外 部 設計,内 部設計,デ ザ インレビュー,モ ジュ

ー ル作成 ,テ ス ト計画 ・設計 ・実施,評 価 ・出荷 ・保守,プ ロジェ ク ト管理 を担当

す るとともに,シ ステム開発の ため の開発環境 の設定 などを行 う.

ここでい う,シ ス テム ソフ トウ ェアは,次 の とお りであ る.

(1)基 本 ソフ トウェア

① オペ レーテ ィング システム

② ユー ティ リティ

③ アセンブラ,コ ンパ イラ な ど

(2)ミ ドル ウェア

① 第四世代 言語

② ネ ッ トワー クソフ トウェア

③ デー タベー スマネ ジ メン トシステム

④CASEな ど

なお,DEは ミドルウェア にかか わる先進的パ ッケー ジ商 品開発 も担当す る・

1.2主 な業務内容

他の人材 との関係 も含め,図 表14.1に 情報 化 人材 の主要 作業項 目を示す.図 表

14.2は,図 表14.1の なか でDEが かか わ る業務 をさらに詳 細化 した もの である.
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〆

図表14.|情 報化 人材 の主要 作 業項 目

主 要 作 業 項 目
S
A
N

P

M

A

E

P

E

TS D

E

S

M§
P

§
P

§
P

§
P

1

計

画

1、1情 報化視点 か らの経営 ・事業戦略 立案 ○

1.2情 報化構想 の立案 ◎ ○ △ ○
1.3業 務 改善企 画 ・提 案 ◎ ◎ △ △ △

1.4シ ス テ ム 化 計 画 ◎ ◎ ○ △ △ △

1.5ソ フ トウ ェ ア/シ ス テ ム商 品企 画 ○ ○ ◎

1.6開 発計 画立案

1.6.1開 発 作 業 計 画 ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎

1.6.2シ ステム運用 ・移行計画 ◎ △ ◎ △ △ ◎ △

1.6.3費 用 見積 り ◎ △ ◎ △ △ △ ◎

2

設

計
・

作
成

2。1シ ステム分 析 ・要求定義 ○ ◎ △ △ △ △ △ ◎

2.2外 部設計 ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.3内 部設計 ○ ◎ △ △ △ △ ◎ △

2.4DB設 計 ◎ △ ◎
2.5ネ ッ トワー ク設 計 ◎ △ ◎
2.6シ ス テ ム テ ス ト計 画 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ △ ◎
2.7プ ロ グ ラム 作 成 ◎ △ ◎
2.8テ ス ト ◎ ◎ ○ ○ △ △ ◎ ○

3

移
行

・

運
用

・

保
守

3.1シ ス テ ム 移 行 ◎ ◎ ○ ○ ○ △ ◎ ○
3.2シ ス テ ム 評 価 ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
3.3性 能管理 △ △ △ △ ◎
3.4運 用管理 ◎
3,5障 害管理 △ △ △ ◎
3.6セ キ ュ リテ ィ 管 理 △ △ ○ ○ △ ◎
3.7シ ス テ ム 保 守 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

4

管 プ
理 ロ

こ

《

4.1プ ロジェ ク ト実施 計画立案 ◎ △ △ ○

4.2プ 。 ジ ェ ク ト運 営i

14 .2.1進 捗 管 理 ◎ ○ ○

4.2.2品 質 管 理 ◎ ○ ○ △ ○

i4.2.3組 織 ・要員管理 など ◎ ○

4.3プ ロジェ ク ト評価' ◎ △ ○

5

保資
証源

・.

コ環

ン境

サ ・

ル標

テ準

1・

ζ
ン

5.1資 源管理

5.1.1シ ス テ ム 資源 管理
. ◎ ○ ○ ◎ ◎

5.L2情 報 資源管理
L

◎ ○

5⊥3構 成管理 ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ◎

5.2開 発環境
5.2.1環 境 整 備 ○ ○ O △ ◎ ○ ○

5.2,2環 境 管 理 △ △ ◎ △ ○

5.3標 準 化

5.3.1シ ステム開発標準の設定 ○ ○ ◎ ○

5.3、2シ ステム運用標準の設定 ◎

5.3.3デ ー タ標 準 の 設 定 ◎

5.4品 質保証
5.4.1品 質保証体系の設定 ○ ○ ◎ ○

5.4.2品 質保証体系に基づく品質確保 ○ ◎ ◎ ○ ◎

5.5コ ンサ ル テ ー シ ョ ン
5.5.1情 報化 コンサルテーション ◎ ○

5.5.2技 術コンサルテーション ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○

【注】 ① 各欄 の 印 につ い て は次 の とお り.

◎:主 要 担 当作 業 ○:担 当 作 業

② 担 当者 の略 称 は 次 の とお り.

SAN:シ ステ ム ア ナ リス ト

PM:プ ロ ジェ ク トマ ネ ー ジ ャ'

AEア プ リケーシ ョンエンジニア

PEプ ロダ クシ ョンエ7ジ ニ ア

DEデ ベ ロ ップ メ ン トエ ン ジニ ア

SM:シ ス テ ム運 用 管理 エ ン ジニ ア

△:協 力作業

TS'

NSP

DSP

SSP

BSP

テ ク ニ カ ル ス ペ シ ャ リ ス ト

(以下の4ス ペシャリス トの総称)

ネ ッ トワー クス ペ シ ャ リス ト

デー タベ ー ス スペ シ ャ リス ト

ソフトウェア生産技術スペシャリスト

基 本 シス テ ム スペ シ ャ リス ト
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図表14.2デ ペ ロ ップメ ン トェ ンジ ニアの主 要作 業項 目

主 要 作 業 項 目 誓

1

計

画

ソフ トウ ェア/シ ステ

ム商 品企 画

技術分析 ◎

市場調査 ◎

商品企画 ◎

開発計画立案 開発工数見積 り ◎

開発 スケ ジュー ル ◎

損益計画 ◎

2

設

計

・

作

成

システム分 析 ・要 求 定

義

システム要求分析 ◎

開発技法の選定 ◎

シス テム構 想 の策定 ◎

基本設計書の作成 ◎

外部設計 機能設計 ◎

イ ン タ フ ェ ー ス 設 計 ◎

機能設計書の作成 ◎

内部設計 処理構造設計 ◎

データ構造設計 ◎

信頼性 ・安全性設計 ◎

性能設計 ◎

再利用設計 ◎

詳細設計書の作成 ◎

システ ム テス ト計画 テ ス ト計 画(方 式 ・基準 ・資源 ・体制) ◎

テスト計画書の作成 ◎

テ ス ト仕 様 設計(項 目 ・システ ム仕様 ・手順) ◎

テスト仕様書の作成 ◎

プ ロ グラム作 成 モ ジュー ル仕様 書の作 成 ◎

モ ジュー ル作 成技法 の決 定 ◎

コー デ ィ ン グ ◎

デバ ッグ ◎

テ ス ト イ ン タ フ ェ ー ス テ ス ト ◎

サ ブ システ ムテ ス ト ◎

シ ステム テス ト ◎

テスト実施報告書の作成 ◎
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3

移
行

・

運
用
・

保
守

シス テム移行 移行計画 ◎

シ ステ ム出荷(出 荷管 理 ・構成管理) ◎

システ ム評価 機能評価 ◎

性能評価 ◎

品質評価 ◎

性能管理 △

シス テム保 守 シ ステム 改善 ◎

障害管理 ◎

予防保守 ◎

4

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
管
理

プ ロ ジェ ク ト実施 計画 立案 ○

プ ロ ジェ ク ト運 営 進捗管理 ○

品質管理 ○

組 織 ・要 員管理 ○

プ ロジェ ク ト評価 ○

5

保 資
言正源

・ ●

コ 環
ン 境
サ ・
ル 標
テ 準

↓'

ご

資源管理 構成管理 ○

開発環境 環境整備 ○

標準化 システム開発標準の設定 ○

品質保証 品質保証体系の設定 ○

品質保証体系に基づ く品質確保 ◎

コ ン サ ル テー シ ョ ン 技 術 コ ン サ ル テ ー シ ョ ン ○

【注 】 各欄 の記号 の意 味 は次 の とお り.

◎:主 要 担 当作 業 ○:担 当作 業 △:協 力 作業
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1.3他 の人材 との関係

DEと 他 の人材 との業務上 の関係 を図表14.3に 示す.

図 表14.3他 の 人材 との関係

対 象 関 係

システ ムアナ リス *SANが 行 う企 画 や 基本 構 想 を引 き継 ぎ,シ ス テム ソフ

ト トウ ェアの 開発計 画 以 降の作 業 を担 当す る.

(SAN) *SANの 企 画 ・構 想設 定に 必要 に応 じて協 力す る.

ア プ リケ ー シ ョ ン *ア プ リケー シ ョンシ ステム の開発 に おい て,関 連す るシ

エ ン ジ ニ ア ステ ム ソフ トウ ェアの 作成や 改善 が 必要 に な った場 合,

(AE) AE,PEと 協議 の うえ,必 要 な作 業 の依頼 を受 け る.

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ *ア プ リケー シ ョン システム の開 発 にお いて,必 要 に応 じ

ン ジ ニ ア て,シ ステ ム ソフ トウ ェアに かか わ る技 術支援 を行 う.

(PE)

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ *大 規模 シス テム ソ フ トウェア の開発 に際 し,PMの 指示

、"一 ン ヤ の も とに開発管 理 を行 う.

(PM) *PMの プ ロジ ェ ク ト計 画 設定 に 必要 に 応 じて協 力 す る.

テ クニ カル スペ シ *TSの 各 専 門技術 につ いて,必 要 に 応 じて 支援 を受 け る

ヤ リス ト と ともに,協 同 して性 能評 価 な ど を行 う.

(TS) *TSに 必要 に応 じて技術 的 支援 を行 い,協 同 して新 規 シ

ステム ソフ トウェ ア とその開 発環 境 を実現 す る.

システ ム運用 管理 *シ ス テムの 運用 に おい て,シ ステ ム ソフ トウェアに かか

エ ン ジ ニ ア わる,性 能 上 の 問題や 障害 が 発生 した場 合,SMに 協力

(SM) して その解 決 を図 る.

2.他 の カ リキ ュラム との 関係

(1)第 一種共通 カ リキュ ラム との関係

第一種共通 カ リキュラムの共通知識 と共通 応用能力 については,学 習済みで

あ ることを前提 とす る.
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選択知 識につ いては,

・第8部 「システム構成技術」

が学習済み であるこ とが望 ま しい.

選択応用能力につ いては,

・第16部 「基本 システム開発能力」

が学習済みであ ることを前提 とす る.

(2)他 人材 のカ リキュ ラム との関係

特 にな し.

3.本 カ リキ ュ ラム利 用 上 の留 意点

(1)基 本的 な考 え方

コンピュー タ科 学関連の知 識 ・応用能力については ,ACM(TheAssociation

forComputingMachinery)の カ リキュ ラム'88(CS'88)に おけ る副領域 と

パ ラダイム(理 論 ・抽象化 ・設計)を 中核 に置 き
,ま たACMとIEEE(TheInsti-

tuteofElectricalandElectronicEngineers)の カ リキュ ラム'91(CC'91)

に見 られ る頻出原理 も取 り入れている.

知識 と応用能力につ いては,応 用能力 を重視 し,演 習 ・OJT・ 自己学習に よ

って応用能 力の育 成 を図 る.

また,対 象分 野の技術革新 の進展 を考慮 して,伝 統 的なクローズ ドシステム

におけるウォー タフォー ル型 の開発方式だけでな く,オ ープ ンシステムにおけ

るイン クリメンタルな開発方式やプ ロ トタイ ピングによる開発方式 を強調 し,

演習 などの カ リキュラムに反映 させ る.

全体 として,楽 しくかつ知 的好奇心 を満 たす システム ソフ トウェアの カ リキ

ュ ラム を目指 してい る.

(2)カ リキュ ラム構成

全体 を知識 と応用能 力に二分す る.知 識につ いては,第1部 ・基礎技術(プ

ログラム言語,ソ フ トウェア工学 ,ヒ ューマンインタフェー ス)と 第2部 ・応

用技術(ア ー キテ クチ ャ,オ ペ レーティングシステム)に 分け る.

応用能 力にっいては,第3部 か ら第10部 まで,ウ ォー タフォールモデルに従
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って,計 画 ・分析,シ ステム分析 ・要求定義,外 部設計,内 部設計,デ ザ イン

レビュー,モ ジュール作成,テ ス ト計画 ・設計 ・実施,評 価 ・出荷 ・保守の よ

うに分け る.共 通技術 として,第11部 ・プロジェク ト管理 ・開発環境 を置 く.

(3)学 習時 間

標 準学 習 時間 を図表14.4に 示 す.合 計372時 間,1日7時 間 として約54日

となる.

本 カ リキュラムに よる教育 は,実 務 を行 っている現役 技術者 のOff-JTの 形 で

行 われ ることが想定 され るこ とか ら,一 時の集 中教 育は難 し く,例 えば,3年

間にわた り,年 間18日 ずつ(18日 ×3年=54日)分 割 して教育 をす ることが考

えられ る.

図表14.4標 準学 習時間

部 講義時間 演習時間 計

策1部 基礎技術 32.5 8.5 41.0

,第2部 応 用技術 38.0 18.0 56.0

第3部 計 画 ・分 析 24.0 4.0 28.0

第4部 システム分析要求定義 25.5 23.5 49.0

第5部 外部設計 14.0 21.0 35.0

第6部 内部設計 12.0 5.0 17.0

第7部 デザ イ ン レビ ュー 9.0 5.0 14.0

第8部 モ ジュー ル作 成 12.0 1.0 13.0

第9部 テ ス ト計 画 ・設 計 ・実施 20.5 28.5 49.0

第10部 評価 ・出荷 ・保 守 17.0 18.0 35.0

第11部 プ ロ ジェ ク ト管理 ・開 発環境 21.0 14.0 35.0

合 計 225.5時 間 146.5時 間 372.0時 間

(4)学 習順序

第1部 と第2部 の知 識 を学習 してか ら,第3部 以降の応用能力の学習に入 る

こ とが望 ましい.

第3部 以降第10部 までは,こ の順序 で学習す ることが望 ま しい.

第11部 については,特 に学習順 序に対す る配慮の必要 はない.

(5)自 己学習やOJTと の関係
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高度人材にふ さわ しい知 識や 応用能 力 を育成す るには,こ の カ リキュラムの

内容だけでは不十分 であ る.

それ に加 えて,各 部 に あげ る参考 文献 を活用 して 自己学習 を行 い,米 国の

CS'88やCC'91に 見 られ る コン ピュー タ科 学関係学科 の学部4年 間 の知 識 を

身につけ る必要 があ る.ま た,3年 以上 にわたるOJTに よって複数の大 ・中規

模 のシステム ソフ トウェア開発 を経験 す る必要が ある.

(6)そ の他

① カ リキュラム 中の用語 は,原 則 としてJISを 順 守す るが,開 発工程 の成果物

名称 などにつ いては,一 部実 際の システム ソフ トウェア開発の現場 で用 い ら

れてい る用語 となって いる.

ISO9000-3の 関連 な ど,今 後新 しくJIS化 され る用語 につ いて も注意 をは

らい,適 宜,用 語 を更新 して指 導す るこ とが必要 とされ る.

② 「ソフ トウェアを中心 としたシステムの取 引 きに関す る共通 フレー ム」に

ついて

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュ メン トの名称 な どに

つ いては,現 在標準 的な ものが ないが,本 カ リキュ ラムでは可能 な範囲 で統

一 を図 った
.

なお,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェア ライフサ イクル

におけ る購入,供 給,企 画 開発,運 用,保 守,管 理 まで を含む一連 の事項

につ いて 「共通 フ レー ム」 を作成す る作業(ソ フ トウェアを中心 としたシス

テムの取 引に関す る共通 フ レー ムの策定)が ,情 報処理振興事業協会(IPA)

で進め られている.こ の共通 フレー ムは国際的な標準化動向 とも連動 して具

体化 され ているため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広 く普及 してい く

もの と思われ る.こ のため,指 導にあた ってはこの共通フ レー ムにつ いての

今 後の動 向に十分留意 してほ しい.
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「

5.教 育 目標

第1部 基礎技術

唖
システムソフ トウェアの開発は,そ の対象 システムの複雑性,製 品へ の信頼性要

求,製 品寿命全般 にわたる保守の必要性 な どで特徴づ け られる.ま た,シ ステム ソ

フ トウェアのパ ッケー ジ開発 は,不 特定 多数 の顧客 満足,製 品の信頼性要求 などで

特徴づ け られる.

デベ ロ ップ メン トエ ンジニアには,次 の基礎技術が要求 され る.

1.プ ログラム言語 の処理 系の構 築技術

2.大 規模 ソフ トウェアシステム を開発す るための ソフ トウェア工学

3.ヒ ューマ ンインタフェー スを用 いるソフ トウェアの開発技法

以上 の基礎技術 については,理 論,モ デル,実 現のそれぞれにわ たって効率 的に

教 育 を行 う.

第2部 応用技術

繭
システム ソフ トウェアを開発す るデベ ロップ メン トエ ンジニアの育 成には,第1

部 の基礎技術のほか に,次 の応用技術 が重要 であ る.

1.ア ー キテクチ ャ

2.オ ペ レー ティングシステム

なお,理 論,モ デル,実 現の それ ぞれについて教育す る.

第3部 計画 ・分析

唖
優れた商品の開発には,縦 割 り組織の体制による分業 よりは,新 技術や統合化技

術を持った開発担当者自身が,企 画段階か ら主導権 を持 って参画することが必要で
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あ る.デ ベ ロップ メン トエンジニアが計画 ・分析 の作業 を行 うには
,次 の実務 能力

が要求 され る.

1.市 場の現状 を把握 し,求 め られ る商 品 をあげ る.

2.ソ フ トウェア システム としての実現可能性 を技術的 に評価す る
.

3.商 品 としての実現可能性 を,ビ ジネス的に評価 す る.

4.商 品開発に必要 な開発工数 を見積 り,開 発計画 を立案す る.

以上 の実務能力 は,企 業 内情報処理 シス テム を企画す るアプ リケー シ
ョンエン ジ

ニア とは異 な り,商 品 としての ソフ トウェア を企 画す るデベ ロップメン トエ ンジニ

アに不 可欠であ る.ア ーキテ クチャの設計力,パ ッケー ジ化 と営業力 とともに きわ

めて重要性が高 い.

第4部 システム分析要求定義

繭
システム開発 開始 時には,シ ステムの根 本思想 ,性 格 を明確に し,将 来 を見通 し

た基本方針 を確立す る必要が ある.こ のため,デ ベ ロップ メン トエンジニ アには,

次の実務 能力が要求 され る.

1.シ ステム全体 の機 能 を設計 し,性 能,信 頼性,互 換性,移 行性,お よび保 守性

な どの 目標 と開発 方法 を策定す る.

2.商 品の体系 だった ドキュメン ト(基 本 設計書)を 作 成 し
,会 社幹部,関 係す る

情報処理 技術 者お よびプ ロジェク ト推進 の全員 に理解 させ る.

第5部 外部設計

魎
当部 は,デ ベ ロップ メン トエ ンジニアが システム ソフ トウェアを開発す る工程 の

うち外部 設計工程 につ いて,主 導的 な立場 での実務能 力 を養成す ることを目標 とす

る.

システム ソフ トウェアは不特 定 多数 の顧客 に よ り使 用 されるため
,操 作の容易 さ,

理解 の しや す さ,互 換性,信 頼性 な どを意識 した外部 設計 が要求 され る
.
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外部設計では,

1.外 部設計の位 置づ け

2.機 能設計書作成

につ いて実務能力 を修得 させ る.

第6部 内部設計

囲
内部設計 は,外 部 設計 で作成 した機能設計書 をよ り具体化 してシステム ソフ トウ

ェア として実現す るために,シ ステムの内部構造 とその仕様 を詳細設計書 として定

義 す る工程 である.機 能設計書 が システムの外部か らみ た機能 を対象 とす るのに対

し,詳 細設計書はシステム内部 の構 成,機 能実現の方法 を対象 とす る.

内部設計の 目的は,ソ フ トウェアの 品質や保守性 を確保 しなが らプ ログラム作成

の行 え るレベ ルに までシステムのモデル を具体化す ることにあ る.科 学的,理 論的

基盤に立 った知識 と技法 を体得 し,高 品質 の ソフ トウェア を生産1生高 く開発 で きる

能力が不可欠である.

デベ ロ ップ メン トエンジニアが 内部設計 を的確に行 うためには,次 の よ うな技術

が要求 される.

1.サ ブ システムを的確 に機能分割 し,簡 潔で品質 の高いプ ログラム構造 を実現す

るための機能分割 および構 造化 の技術.

2.処 理 に必要な入力情報やサ ブシステムで生成す る出力情報の詳細 な設計,他 サ

ブシステム と共有 す るファイルの整合性 の確認,サ ブ システム内で使用す るファ

イルの構造,編 成やア クセス方法 を設計す る技術.

3.リ カバ リ,モ ニ タ リング,暗 号化 など,信 頼1生 ・安全性 に対処 す る機 能の設計

技術.

4.要 求性能 を確保す る設計 をす る技術.

5.ソ フ トウェア開発 の生産1生を向上 させ,保 守 を容易化す る とともに,高 品質 の

ソフ トウェア開発 を実現す るための標準化お よび部 品化の技術.
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第7部 デザ イ ン レ ビュー

唖
当部 は,デ ベ ロップ メン トエ ンジニア として システム ソフ トウェア を開発 するす

べての工程 で実 施 され るデザイ ンレビューについて,主 導的な立場 での実務能力 を

養 成す るこ とを目標 とす る.

システム ソフ トウェアはハー ドウェアや他 システム とのインタフェー スが特に重

要 とな るこ とが 多 く,部 門を越 えたデザ イ ンレビューが必要 となる.

デザ インレビュー では,

1.デ ザ インレビューの位 置づ け

2.レ ビュー の方法

3.レ ビュー の実施

について実務能 力 を修得 させ る.

第8部 モジュール作成

繭
デベ ロップ メ ン トエ ンジニアが,プ ログラム作成の実務責任者 として,そ の役割

を的確 に遂行す るため には,次 に示す ような技術が要求 され る.

1.正 確(よ り厳密)な 記述 を行 うモジュール設計書の作成技術,分 か りや すい処

理構造表現 による処理記述の技術

2.プ ログラム作成 に適 したプ ログラム言語,コ ンパ イラなどの評価選定 技術

3.正 確にモ ジュー ル設計書 を反映 した コー ドであ るか否か を判断で きるプ ログラ

ム構 造表現 技術,テ ス トしや すいプログラ ミング技術

4.的 確 なモ ジュール テス トの技術

プ ログラム作成技術 は,そ の普遍的に存在 す る明快 な手法 と効率 的な手順 に基づ

いて,正 確に プ ログ ラム表現へ変換す ることであ る.し たがって,当 部 では,高 品

質 なプ ログラム を作成 す るための要点 を効率 的に修得 させ るこ とを目標 としている.
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第9部 テス ト計画 ・設計 ・実施

繭
当部 は,デ ベ ロップメン トエ ンジニ アが実際に システム ソフ トウェア を開発す る

際のテス ト工程 につ いて,そ の 目的,作 業 内容お よび実施の ための基盤技術 を理解

させ,テ ス トを的確かつ効率 的 に実施 で きる能力 を養成す るこ とを主眼 とす る.ソ

フ ドウェアの品質 は,ソ フ トう 三 デ開発 あ上 流工程 か らの的確 なデザ インレビュー

に よ り作 り込む ことが基本 であ るが,テ ス ト工程 は,こ の ような過程 を経 て開発 さ

れ た製品が,最 終的にユーザ要 求 を十分 満足 しているか どうかの確認 を行 う工程 と

して,非 常 に重要で ある.ま た,テ ス トは,そ の内容 実施 方法 に よ り質的,量 的

に大 きな差が発生す る とい う特徴 を もってお り,こ の意味か らも,的 確 で効率 的な

テス トを行 う実務能力 を養成す るこ とは きわめて重要 である.

ここでは,以 下 の各項 目につ いて具体的作業 内容,お よびこれ を行 うための各種

技術 を教 え,的 確 で効率的 なテス トの実務能 力 を修 得 させ る.

1.テ ス ト計画の立案

2.テ ス ト仕様 の設計

3.テ ス トの実施

4.テ ス ト工程全体 を通 した品質管理 およびテス ト結果 の評価

第10部 評価 ・出荷 ・保 守

唖
デベ ロップメン トエ ンジニアが,開 発 したシステムソフ トウェア を評価 し,出 荷

して,そ の後 の保守 を実施 す るため には,次 の実務能力が要求 され る.

1.開 発 した システム ソフ トウェア が,商 品 として認 め られ るかの システム評価.

また,商 品化 す る前 に販売部 門や保守部 門へ移管す るため のシステム移行.

2.開 発 したシステム ソフ トウェア を,商 品 として出荷 す るため の管理運営.

3.商 品化後の システムに対 す る評 価 を仕様 改良 として吸収 し,ま た,万 一発生す

る障害 を適時 に改修 で きるシステム保守体制 の運営.
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当部 では,こ の ような開発 した システムの評価お よび出荷 ・保守作業の管理運営

につ いて実務 能力 を修得 させ るこ とを目標 としている.

第11部 プロ ジ ェク ト管 理 ・開発環境

函
ソフ トウェア開発 を成功 させ るには,ラ イフサ イクルに依 存 した活動(ラ イフサ

イクル活動)以 外 に,ラ イフサ イクル活動 を支援す る活動(ラ イフサ イ クル支援活

動)が キー となって くる.ソ フ トウェア開発 では,ラ イフサ イ クル活動 とライフサ

イ クル支援活動 は車の両輪 である.デ ベ ロップ メン トエンジニアは,ソ フ トウェア

開発技術者 であるの で,ラ イフサ イ クル活動(商 品企画 ,要 求定 義,設 計,構 築,

テス ト,保 守)を 遂行 す る実務 能力 を重視 しが ちであ る.し か し,大 規模 ソフ トウ

ェア開発では,プ レイ ングマネー ジャ としての高度情報処理技術者 に対 し,ラ イフ

サイ クル支援 活動(プ ロジェ ク ト管理,開 発環境整備 な ど)を 遂行 す る実務 能力が

等 しく要求 され る.

プ ロジェク ト管理 では,シ ステム開発での各種 目標達成のため に,シ ステム開発

計画 を立案 し,運 営 してい くことは,重 要 な作業 である.そ して,次 回のプ ロジェ

ク トの ためにプ ロジェ ク ト評価 も大切 な作業 である.そ のため,デ ベ ロップ メン ト

エンジニアはプ レイングマ ネー ジャ としてプ ロジェ ク トの運営 を行 うにあたって
,

品質や費用,納 期 などのプ ロジェ ク ト目標 を達成す るための 多面的な管理(進 捗管

理,品 質管理,組 織 ・要員 管理,協 力会社管理,費 用管理 ,機 密 ・契約管理,変 更

管理)に 必要 とす る実務能 力が要求 される.

ソフ トウェアの開発 ・保守 の生産性 と品質の向上 には,ソ フ トウェア開発技術 以

外に,資 源管理の厳格 な運用,開 発環境の整備 が肝心 であ る.そ のため,デ ベ ロッ

プ メン トエ ンジニアは ソフ トウェア開発技術 に関す る実務能力だけで な く
,資 源管

理や 開発環境構築 に関す る実務 能力 も要求 される.

ここでは,以 下 の各項 につ いて具体 的な作業 内容 と,こ れ らを行 うための各種 の

方法 ・技法 を教 え,的 確 な管理や整備 を行 う実務 能力 を修得 させ る.

1.プ ロジェ ク ト管理

2.ソ フ トウェア資源管理
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3.ソ フ トウェア開発環境の構築 ・整備

4.ソ フ トウェア開発標準の整備

5.ソ フ トウェア品質保証 の実践
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15マ イコン応用システムエンジ=ア育成カリキュラム

1.マ イ コ ン応 用 シス テ ムエ ンジ ニ アの 役割 と業務

1.1役 割

マ イ クロコンピュー タ(以 下 「マ イコン」 と略記す る)を 応用す る製品 を開発す

るには,製 品の仕様 を設定 で きる とともに,特 にMPU(MicroProcessingUnit)

を中心 に入 出力周辺 までの仕様 をソフ トウェア とハ ー ドウェアの有機 的な関係 とし

て設計開発 で きる情報処理 技術 が要求 され る.こ の業務に携わ るマイコン応用 シス

テムエ ンジニア(以 下 「ME」 と略記す る)は ,以 下 の役割 を担 う高度情報処理 技術

者 として位 置づ け られる.

(1)マ イ コン応用 システムの要求仕様 の定義 に参 画 し,マ イコン応用の実現可能

性 を分析 し,そ れ をもとにマイ コン応用 システム としての内部仕様 を決定 す る
.

(2)マ イコン応用 システム開発 のための各種 計画の立案 ,実 施条件の検討,環 境

整備,管 理 を行 う.

(3)開 発計画 の実施 にお いて,プ ロジェ ク ト要 員に対 し,マ イコンを応用す るた

めの リアル タイム処理,制 御 技術 ,ア ー キテ クチャな どの高度 な技術 を指導 し,

要 求 された仕様 をマイ コンの実 システムの上 に写像す る.

(4)開 発 したマ イコン応用 システムの評価 を行 う.

(5)マ イ コン応用 システムの保守管理 を行 い,次 回の開発 に役立て る.

1.2主 な業務内容

(1)シ ステム分析 と要求定義

① 要求項 目のマイコン応用による実現可能性の分析 と要求仕様の定義

② 外的接続条件,信 頼性,安 全性,そ の他の諸条件の分析,定 義

③ プロジェク ト実施面の観点から,実 現可能な要求仕様の調整

④ 要素技術,知 的財産権,製 造物責任上の問題点等のプロジェクト計画立案

への反映
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な ど

(2)シ ステム設計

① マ イコンに よる制御方式の決定

② ハー ドウェア とソフ トウェア に関す る内部 アーキテ クチ ャの定義

③ 外部 との インタフェー スの方式設計

④ ハー ドウェア とソフ トウェアの間の機能分 担決定

⑤ ユニ ッ トご との ソフ トウェア要求仕様決定

など

(3)開 発計画

① 開発予算 の算定

② 開発手順,期 間,工 程計画の立案

③ 開発環境 の整備計画の立案

④ レビュー項 目,レ ビュー方法 の立案

⑤ マイ コン応用 システムのテス ト実施計画の立案

⑥ 品質保証プ ログラムの策定

など

(4)ソ フ トウェアの設計

① タス ク構成 とモジュー ル構成方式 の指針の提示,評 価

② リアルタイム処理 など高度 な技術 内容 に関す るチームの指導

な ど

(5)プ ログラム作成 とプ ログラムテス ト

① プ ログラム作成上 の各種 規約の決定 と,チ ー ム内への徹 底

② プ ログラムのテス ト方法の決定,テ ス ト環境 の構築支援

な ど

(6)ハ ー ドウェア とソフ トウェア の結合 テス ト

① 結合テス トの実施条件 の策定 と具 体化

② 結合 テス トプ ログラムの仕様定義

③ 結合 テス トの実施,管 理

な ど

(7)シ ステム評価
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① 検査 を受ける準備計画の立案 と実施

② 評価項 目の尺度の決定 と評価作業の実施

③ 開発プロジェクトに対する評価項 目の尺度の決定 と評価作業の実

施など

(8)マ イコン応用システムの保守

① マイコン応用 システム保守のための計画立案 と環境整備

② 修正作業の指示

③ 修正の履歴管理

④ クレーム情報の分析 と次期プロジェクトへの反映

など

2.他 の カ リキ ュ ラム との関連

(1)第 一種共通 カ リキュラム との関係

第一種共通 カ リキュ ラムの共通知識 と共通 応用能 力に関 しては
,す べ て学 習

済みであるこ とを前提 とす る.

選択知 識に関 して は,

「マ イクロコンピュー タ応用 システム」

が学 習済み であるこ とを前提 とす る.

選択能力に関 しては,

「マ イクロコンピュー タ応用 システム開発能力
」

が学 習済み であるこ とを前提 とす る.

(2)他 の人材育成 カ リキュラム との関係

実務 においては他 の高度人材 との共 同作業はあ ろう坑 育成 する うえでは本

カ リキュラム で全 て対 応で きるように してあ る
.

3.本 カ リキ ュラ ム利用 上 の 留意 点

(1)基 本的な考 え方

本 カ リキュラムは,企 業 な どで5年 以上の実務 経験 を有 す る人材 を対象 とし
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て教育す ることを目的 としてお り,企 業内教育にお いて利用 され ることを前提

としてい る.

(2)カ リキュラム構 成

本 カ リキュ ラムの構 成は,次 の よ うになっている.

第1部 マ イ コン応用 システムの開発工程,管 理に関す る技術

第2部 ソフ トウェアに関す る知識 と技術

第3部 ハー ドウェアに関す る知 識 と技術

第4部,第5部 リアル タイムシステムや制御 システムの設計技法

第6部 設計や分析 のための支援技術

それぞれの 目的 に応 じて,各 部 を独立 に選択 で きるよ うになって いる.し か

し,高 度技術者 としては,す べ ての部 を修得す ることが望 ましい.

(3)学 習時間

図表15.1に 標 準学 習 時 間 を示 す.合 計292時 間,1日7時 間 として約42日

どなる.本 カ リキュラムは,企 業 な どで実務 に携 わっている経験者 を対象に し

て,OFF-JT的 に教育が行 われ るこ とを想定 してお り,一 時 に集 中的 に42日 の教

育 をす ることは困難 な場合 もあろう.し たが って2年 あ るいは3年 にわた り分

割 して教育す るこ とも考 え られる..

図表15.1標 準学習時間

部 講義時間 演習時間 計

第1部 マ イ コン応用 シス テム 開発工 程 36 22 58

第2部 マ イ コン応 用 シ ステ ムの ソ フ トウェア技術
18 16 34

第3部 マ イ コ ン応 用 シ ステ ムのハ ー ドウェア技術 18 14 32

第4部 りアル タイム シ ステ ムの構 築 技術 43 49 92

第5部 マ イ コ ンに よ る制 御 技術
17 21 38

第6部 マ イ コン応用 シス テム 開発支 援技 術 19 19 38

合 計 151時 間 141時 間 292時 間

(4)学 習順序

第1部 が基本的 な柱 になっている.し たが って,本 カ リキュラムでは,以 下

の ような順序 で教育が行 われ ることを一応想定 している.

まず第1部 でマイ コン応用 システムの開発工程 をひ ととお りマ ス タした後,

第2部 以降 を部 の順序 で進め,個 別の高度な技術 を修得す る.た だ し,第6部

は必要 に応 じて各部 の技術 に取 り込 んで いって もよい.
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なお,第2部 が'ら第5部 までは,場 合 に よっては各企業の実情に合わせて実

務上必要 な順序 で行 って もよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

高度技術者 の教育においては,一 般 に 自己学習 に頼 りうる部分 がかな り存在

す る.特 に知識の修 得に関 しては,あ る日数 を与 え,宿 題的に 自己学 習 を行 わ

せ ることが望 ま しい.ま たOJTに 関 しては,カ リキュ ラム全体 をカバー で きる

ような環境 を整 えるには コス ト的に困難 であろ う.し たが って,実 務 の中か ら,

OJT的 に実施で きる部分 を切 り出す努力 をす ることが期待 され る.

(6)そ の他

・「ソフ トウェア を中心 としたシステムの取 引に関す る共通 フレーム」について

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 な どにつ

いては,現 在標準的 なものがないが,本 カ リキュラムでは可能な範 囲で統一 を

図 った.

なお,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 して ソフ トウェアライフサ イクルに

おける購入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管 理 までを含む一連の事項 につ

いて 「共通 フレーム」 を作成す る作業(ソ フ トウェアを中心 とした システムの

取 引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理振興事業協 会(IPA)で 進め

られて いる.こ の共通 フレームは国際 的な標準化動向 とも連動 して具体化 され

ているため,今 後,シ ステム開発作業体系 として広 く普及 してい くもの と思 わ

れ る.こ のため,指 導にあたってはこの共通 フレームについての今後 の動向 に

十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 マイコン応用システム開発工程

繭
システム開発 の製品化 とい う流れの うえにおいては,マ イコン応用 システムエン

ジニアは,設 計 と作成 に関 して次の よ うな作業が要求 される.

1.要 求仕様 の定i義に参画 で き,要 求 内容や外的 な制約 条件 な どを分析 で きる.

2.要 求仕様 をマ イコン応用 システム として実現す るための外部仕様 を定義 で きる.

3.マ イ コン応用 システム開発の ためのプ ロジェク ト計画 を策 定で き,各 工程 での

各種作業 内容の定義 と管理 を行 うこ とが で きる.

4.マ イコン応用 システムの内部 アー キテ クチャの構築 がで きる.

5.各 工程での成果物 をレビューす る会議 を管理,運 営主催 で きる.

6.開 発 され たマ イコン応用 システムが要求仕様 を満足す るか否か,特 許 な ど各種

外的条件 を満足す るか否か を評価 で きる.

7.プ ログラム作成 における工程,外 注な ど各種 管理 を行 うこ とが できる.

8.マ イコン応用 システムが実 際に使用 される場面での総合的 なテス トを管理,運

営 で きる.

9.マ イコン応用 システムの品質 を保 証す るための各種作業の指 示 と管理 がで きる.

10.マ イコン応用 システムプ ロジェ ク ト,の進捗に応 じて,各 種 資源(人,金,物)

の管理 がで きる.

11.マ イコン応用 システム開発 プ ロジェ ク トの評価 がで きる.

当部 の 目標 は,こ の ようなマイ コン応用 システム を実際に開発 してい く各作業 を

明確化 で きると ともに,要 求 や機 能の仕様 を定義 で き,定 義 された仕様 を実 システ

ムに写像 で き,そ の良否が判断 できるこ とに加 えて,さ らに各作業 と各資源 を管理,

運営 してい くこ とが で きるよ うにす るこ とである.

258



第2部 マイ コン応用システムの ソフ トウェア技術

教育目標

マ イコン応用 システムの開発 を行 う上 で,マ イ コン応用 システムエ ンジニアが,

ソフ トウェア技術 に関 して次の よ うな専 門知識 を修得 するこ とを目標 とす る.

1.タ ス クの定義 と資源配分 がで きる.

2.資 源の管理がで きる.

3.入 出力資源の制御 がで きる.

当部 では,マ イコン応用 システムをハー ドウェアとソフ トウェアか ら構成 され る

資源の集 ま りとして理解 し,シ ステムの要求 に対応 した各種の資源管理,ソ フ トウ

ェアの設計 および製作 を指示指 導 できるよ うにす る.特 にマ イコン応用 システムの

要求仕様 に応 じて,資 源の性格 を的確 に見極 め,資 源 を選択で き,そ れ らの選択 お

よび配分の トレー ドオフがで きるような能 力 と,場 合に よっては必要 な資源 を ソフ

トウェアで作成で きる能力 を修得す るこ とを目標 とす る.

第3部 マイコン応用 システムのハー ドウェア技術

繭
マ イコンは半 導体技術の進歩 とともに急速 な発展 を続け高性能,高 集積化 が進み,

応用製品 も民生,OA,FA分 野な どを中心 に急速 に拡大 している.ま た,応 用 シス

テムの高機能化 に伴 い,1つ の応用 システムにお いて も種々のMPUが 用途 に応 じて

複数使用 されてお り,そ の需要 は今 後 ます ます増 える傾向にあ る.さ らに,マ イ コ

ン応用 システムにおけ るソフ トウェアはハー ドウェア性能 を最大 限に引 き出す こ と

が要求 される.

このよ うなマ イコン応用 システム を開発 す るマイ コン応用 システムエ ンジニ アは,

次の よ うな専 門知 識 を修得 してお り,活 用 す るこ とが要求 され る.

1.マ イクロプ ロセ ッサの各種 アー キテ クチャおよびマルチプ ロセ ッサ システムの

各MPU間 の結合方式 を評価 お よび決定 がで きる.

2.割 込 み技術,DMA(DirectMemoryAccess)技 術,メ モ リの階層化技術 な どに
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つ いて指導 で きる段階にあ り,各 ハー ドウェア資源 を配分 で きる.

3.入 出力に関す る各種技法 を熟知 してい る.

4.応 用 システムの信頼性 に関す る技法 を駆使 で きる.

5.ハ ー ドウェア的に システムの安全性 に関す る技術 を修得 してお り,応 用 できる.

当部 では,コ ンピュー タの論理構成 とシステムアー キテ クチャを理解 し,ソ フ ト

ウェア技術 を利用す るこ とを前提 に したマ イ コン応用 システムのアー キテクナや方

式 を設計 ・制作 で きる技術 を修得 させ るこ とを目標 とす る.

第4部 リアル タイムシステムの構築技術

面
マ イコン応用製品の 多 くは,発 生す る事象(イ ベ ン ト)に 対 して,即 時に敏感に

反応 しなければ な らない.イ ベ ン トには,ボ タンの押下,ス イッチのON/OFF,デ

ー タの着信 ,送 信 の完了,デ ィス クの リー ド/ラ イ ト完 了などがあ る.ま た発生す る

イベ ン トは,そ れに対す るシステムの反応が発生 す るまでの時間に制限 を課 してい

る.こ の ような外 界か ら発生す るイベ ン トを契機 とし,そ れに対応 して即 時的に(一

定の制限時 間内に)反 応す る処理 を実行す るための構造 を持 つ システムを リアルタ

イム システム と呼ぶ.

第4部 では リアル タイムシステム を構築 す るための次 の技術 を修得 させ,シ ステ

ムの設計制 作にあ たって実施 で きるよ うに なることを目標 とす る.

1.モ ジュール分 割 と機能設計

ソフ トウェアシステムを次の3階 層のプ ログラムにモジュール分割 し,各 モジ

ュー ルの詳細 な機能 を設計 できる.

(1)処 理 内容 を制御 す るアプ リケー シ ョンプ ログラム

(2)処 理 の実行1順序 を制御 した り,ぽ かの階層に統一的 なサー ビスを提供 す るカ

ー ネルプ ログラム

(3)入 出力機器 を制御す るデバ イス ドライバプ ログラム

2.各 モジュールの リアル タイム機能設計

各 モジュールが リアル タイム性 を保証す るよ うに設計で きる.具 体的には各 モ

ジュールを次 の ように設計 できる.
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(1)ア プ リケー シ ョンを応答に許 される制限時間に従 った処理優先順位 を持つマ

ルチ タス クシステム として設計 で きる.

(2)カ ー ネル をイベ ン ト ドリブン ・プ リエ ンプ ション方式で設計 で きる.

(3)デ バ イス ドライバに割込 み を契機 にイベ ン トを発生 し,か つ割込み待 ちのア

イ ドル時間 をカーネルに供給す る機能 を持 たせ る設計がで きる.

第5部 マイコンによる制御技術

魎
マイ コン を応用 したシステムはその小 型化

,高 機能化,融 通性の増大,信 頼性の

向上,経 済的効果,保 守性の向上 な ど数 多 くの利点 を有 していることか ら
,情 報機

器分 野におけ るディスプ レイ,ハ ー ドデ ィスク装 置,伝 送機器 な どさまざまな周辺

機器 をは じめ として家電製品,自 動車な ど,そ の応用分野は広範囲かつ無限 と考 え

られ る.ま た,最 近 はマ イコン応用製 品の高機 能化に伴 い1つ の製品に多数 のマ イ

コンが使 用 され るこ とが当然 のこ ととなってお り
,そ の需要は今 後ます ます増 える

一方 であ る
.

この よ うなマイ コン応用 システムの開発 に携 わるマ イコン応用 システムエン ジ
ニ

ア としての高度情報処理 技術 者は,マ イ コンの応用対象である制御 システムにつ い

て,そ の企画 か ら参 画 し,開 発 を推進で きるこ とが必要 となって くる.そ のために

は,ソ フ トウェア関連技術に加 え制御 に関す る技術が必須 となる
.そ こで高度情報

処理 技術 者はマ イコン応用 システムを制御理 論の観 点か ら解析 し
,方 式設計す るた

めに,制 御 に関す る基礎理論お よび最 近の さまざまな新 しい制御方式 につ いて修得

し,応 用 できるこ とが求め られ る.さ らにこれ ら制御技術 だけでな く,そ の制御対

象であ るさまざまな要素 技術 としてのセンサやア クチュエー タなどの技術 について

も,メ カ トロニ クス技術 をとお して修得 し,適 切 な制御方式の決定が で きるこ とが

必要 となる.そ の ため には,以 下に示 したよ うな制御に関 しての幅広 い応用技術 を

身につけてお くこ とが要求 され る.

1.さ まざまな制御 系の基礎理論 を理解 し,こ の理論に基づ いてその制御 系の構 造

を分析,解 析 で きる.
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2.さ まざまな システム制御方式 を理解 し,こ れ を熟知す る とともにその制御 系の

方式設計がで きる.

3.制 御 システムの機 能および資源 を分割 し,こ れ を複数 のマイコンか ら構成 され

る分散 型制御 システム として とらえ,そ の方 式設計が できる.

4.マ イコン制御 の代表的応用例 であ るメカ トロニ クス技術 をとお して制御 システ

ムをマ イコンに よって実現す る手法お よび その制御要素,制 御 のための ソフ トウ

ェアに関す る技術 を理解 し,マ イ コンを用 いた最適 な制御 システムの実現がで き

る.

上記の 目標 を達成す るには,多 くの具体例 を対象に した演習に より制御 の基礎 を

理解 しなが ら,応 用力 を修得 す るこ とが必要 となる.

第6部 マイコン応用システム開発支援技術

面
マ イ コンは半導体 技術 の進歩 とともに急速 な発展 を続け高性能,高 集積化が進み,

応用製品 も民生,OA,FA分 野 な どを中心 に急速 に拡大 している.ま た,マ イ コン

応用 システムの高機能化 に伴い,ソ フ トウェアの規模 は増大す る傾 向に ある.そ れ

と同時 に商品サ イクルが短 くなって きてい るため,短 期間で開発 を行 わなければな

らない.こ の よ うに開発 者の負担 は年 々増大 してお り,い かに して生産性 を向上 さ

せ るかが大 きな課題 となってい る.

マ イコン応用 システムの開発に おいては,通 常,上 位の コン ピュー タを用 いたク

ロス環境 で開発 を行 い,シ ステムの検証 は実際の ター ゲ ッ トシステム上 で行 う(テ

ス ト,デ バ ッグ,評 価 など)こ とが 多い.し たが って,有 用 な開発支援 環境 に注 目

し開発工程 に取 り入 れ る必要が ある.さ らに,き わめて規模 の大 きなシステムや シ

ステム その ものが半 導体 チ ップ上 に集積 され る場合,あ るいはあ まりに もター ゲッ

トシステムの動作が高速の場合 には,実 際の ターゲ ッ トシステムに よる検証や デバ

ッグが困難にな る.

そこで,こ の ようなマイ コン応用 製品の開発 に携 わるマ イコン応用 システムエ ン

ジニアは,開 発支援技術に関 して次の よ うな専門知 識 を修得 してお くことが要求 さ

れ る.
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1.高 性能マ イコン応用 システムの開発 にあたって,シ ステム開発環境の構築 とそ

の評価がで きる.

2.マ イコン応用 システムの開発 にあたって,分 析 および設計 において品質 を向上

させ る技法 を選択 で きる.

当部 では,こ れ ら開発や検証 に関連す る技術 を取 り上 げ,高 性能 なマ イ コン応用

システムを開発す る手法 を修 得 で きることを目標 としている.
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16シ ステムアドミ=ス トレータ育成カリキュラム

1.シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タの 役 割 と業 務

1.1役 割

システムア ドミニ ス トレー タ(以 下SADと 略す)と は,利 用者側 において情報処

理に関す る一定の知 識,技 術 を有す る人材であ り,部 門内あ るいは グループ内の情

報化 を利用者 としての立場か ら推進 し実施す る.

具体 的には,以 下 の ような役割 を担 う.

(1)利 用者が主体 となって インフォ メー シ ョンテ クノロジを利用 し問題解決 を図

る,い わゆ るエ ン ドユーザ コンピューテ ィング(EndUserComputing;EUC)

の推進

(2)部 門内あ るいは グルー プ内の情報 システムの構築 またはその支援

(3)情 報 システムの提供 者側 に対 す る利用者側の意見要望 の提起

(4)情 報 システムの運用 とシステム利用環境の整備

なお,本 カ リキュ ラムでは,一 般 レベルのSAD(以 下SAD(初 級)と 略す)と し・

わゆ る上級SAD(以 下SAD(上 級)と 略す)の 役割分担 を,次 のよ うに想定 してい

る.

(1)複 数部 門間 あるいは組織全体 に またが るよ うなシステムの構築(ま たはその

支援)お よび運 用はSAD(上 級)が 主体 となってこれにあた り.部 門内あるい

は グループ内の システム構築(ま たはその支援)お よび運用 はSAD(初 級)が

担.当す る.

② 部 門内か複数部 門間か を問 わず,設 計や運用,管 理 などにかかわ る基準の策

定は主 にSAD(上 級)が 担 当 し,SAD(初 級)は,主 に業務の実施 を行 う.

(3)そ の他,SAD(初 級)はSAD(上 級)の 補 助,支 援 を行 う.

1.2主 な業務内容

本 カ リキュ ラムで想定 してい るSAD(初 級)の 主要 作業 項 目を図表16.1に 示

264



す.SAD(上 級)の 主要作業項 目も併 記 し,大 まかな作業分担 を示 した.

図 表16.1の 作業の対 象は,小 規模 なEUCか ら組織全体 にか かわ る基 幹 シス テ

ムの 開発 に対す る利用者側か らの参加 まで,広 い範囲 を含んでいる.SAD(初 級)

の作業項 目は主 としてEUCに かかわる部分 であ る.

なお,図 表16.1に 示 す業務 のなか で も,実 務 上 は同一組織 内の シス テ ム部 門

などの,提 供者側の協 力を得 て実施す る業務 もあ る.し たが って,図 表上 は二重 丸

(◎)と なってい る作業 で も,実 際の作 業の主要部分 を提供 者側の専 門家 に頼 る場

合 もあ りうる.
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図 表16.1シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレ ー タ(初 級 ・上 級)の 主 要 作 業 項 目

三L要f1三 業1∫i|三|
初
級
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級

1

業 改

務 善
シ企
ス画

テの
ム立

案

1.1業 務 シ ス テ ム の

企 画

1ユ.1業 務 システ ム調査 分析 ○ ◎

1.1.2業 務 シ ス テ ム 改 善 企 画 ○ ◎

1.2情 報 シ ステム の

企画

1.2.1現 行 シ ス テ ム 把 握 ○ ◎

1.2.2基 幹 シ ス テ ム/EUCの ・切 分 け と連 携 ◎

1.2.3情 報 シ ス テ ム 企 画 ○ ◎

2

情
報
シ
ス

テ

ム

構
築

2.1ユ ー ザ 要 求 分 析 ○ ◎

2.2シ ステ ム 設 計

2.2.1エ ン ドユ ー ザ コン ピュー テ ィングの 設 計 ○ ◎

2.2.2ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェー ス基 準 策 定 ◎

2.2.3ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェー ス設 計 ◎ △

2.3シ ス テ ム レ ビ ュ ー ○ ◎

2.4シ ス テ ム 構 築 ◎ △

2.5テ ス トお よ び 検 収

2.5.1テ ス ト項 目策 定 ◎

2.5.2テ ス トデ ー タ 作 成 ◎ △

2.5.3テ ス ト実 施 ◎ △

2.5.4テ ス ト結 果 の 検 収 ○ ◎

2.6シ ス テ ム 移 行

2.6.1シ ス テ ム 移 行 計 画 策 定 ◎

2.6.2シ ス テ ム 移 行 実 施 ◎ ○

3

情

報
シ
ス

テ
ム

利

用

3.1シ ステ ム利 用環境

の整 備

3.1.1業 務 マ ニ ュ ア ル の 作 成 ◎

3.1.2運 用 マ ニ ュ ア ル の 作 成 ◎

3.2デ ー タ の 活 用

3.2.]パ ・ソ ケ ー ジ ソ フ ト活 用 企iilli ○ ◎

3.2.2パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト導 入 ◎

3.2.3パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト活 用 支援 ◎ △

3.3シ ス テ ム の 運 用

3.3.1運 用管 理基 準 作成 ◎

3.3.2運 成羽管 ま里実1∫㊤ ◎ △

3.4エ ン ドユ ー ザ 教 育

3.4.1エ ン ドユ ー ザ 教 育 企 画 ◎

3.4.2エ ン ドユ ー ザ 教 育 実 施 ◎

3.4.3コ ン ピ ュ ー タ操 作 技 術 の 普 及 ・啓 蒙 ◎ ○

(注)記 号 の意 味 は次 の とお り.◎:主 担 当 作業 ○:担 当作業 △:支 援 作業

1.3シ ステムア ドミニス トレー タと他 の人材 との関係

SADは あ くまで利用者側 の人材 であ り,情 報 システムの構築や利用,運 用,EUC

の推進 な どの場面 で,提 供者側 の人材(ほ かの一般 の情報化人材)か ら,幅 広 く情

報処理 技術や知識 の提供 を受 け る必要があ る.こ の面では,SADは 他 のすべ ての情

報化 人材 と関係 があ るともい える.図 表16.2に その主 たる関係 を示す.ま た,SAD

の初 級者 と上級者は前述1.1節 に示 した役 割分担の下で協 力してその任 にあたるこ
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とか ら,両 者が密接 な関係にあるこ とは言 うまで もない
.

図 表16.2シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タ と他 の 人 材 との 関 係

対 象 関 係

シス テム *利 用 者の 立場 か ら,情 報 シ ステムの企 画 お よび改善 を提 案 す

ア ナ リ ス ト る.

(SAN) *組 織全体 に またが る統 合 的 シ ステム(基 幹 シ ステム)の 一部

と して の部 門内情 報 シ ステム の企画,構 築 に際 してはSANと

十分 協議 す る.

ア プ リケ ー シ ョ ン *基 幹 シ ステム の構 築 に利 用者 の立場 か ら協 力す る
.

エ ン ジ ニ ア *部 門 内の情 報 シス テムの 企画,構 築 に際 しては 十分 協議 し,

プ ロ ダ ク シ ョ ン 技術 的支 援 を受け る.

エ ン ジニ ア

(AE,PE)

テ クニ カル *そ れ ぞれの専 門 技術 に関 して 技術支援 を受け る
.

スペ シ ャ リス ト

(TS)

システ ム運 用 管理 *利 用者 の立 場か ら,情 報 システム のテ ス トお よび運用 を支援

エ ン ジ ニ ア す る.

(SM) *部 門内情報システムの運用に関しての技術的支援と協力を受

け る.

教 育エ ン ジニア *利 用 者 教育 に際 して教 材 の整備 ,教 授 法 な どに関 して支援 を

(EE) 受 け る.

(注)対 象 人 材 の 略 称 は 次 の と お り.

SAN:シ ス テ ム ア ナ リス ト

AE:ア プ リ ケ ー シ ョ ン エ ン ジニ ア

PE:プ ロ ダ ク シ ョ ンエ ン ジ ニ ア

TSテ クニ カル スペ シャ リス ト

SM:シ ステム運用 管理 エンジニア

EE教 育 エ ン ジニア

備 考:用 語 の 定義

(1)基 幹 シ ステ ム

組織 全体 もし くは複 数部 門に またが るよ うな大 規模 な情報 シ ステム で
,そ の構 築

は情報 シス テム部 門(提 供 者)が 行 うこ とが 多い.こ の シ ステ ムの デー タベ ー スは

基幹 デ ー タベ ー ス とな り,一 元 管理(集 中管理)さ れ る必要 が あ る
.

② エ ン ドユー ザ システ ム(部 門 内情報 システム)

単一 の部 門あ るい は グルー プ 内に閉 じた 比較 的小規 模 な情報 システ ムで
,そ の構

築 はエ ン ドユー ザ が主体 となっ て行 うこ とが多 い.
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2.他 の カ リキ ュラム との 関係

(1)第 二種共通 カ リキュ ラム との関係

SADカ リキュ ラムは,第 二種共通 カ リキュラムのいず れの部 も前提 としな

い.し か し,SAD(初 級)と して働 くうえで,コ ンピュー タその もの をよ り深

く理解 す ることは有用 である と考 えられ る.時 間が許せ ば,第 二種 共通 カリキ

ュラ'ムの うちの次の部 を学習 させ るこ とが望 ましい.特 に,第2部 と第3部 は

重要 である.

第2部 コンピュー タの仕組み

第3部 ソフ トウェアの基礎

第5部 システム開発の基礎

第6部 フ ァイル とデー タベー ス

第7部 通信 ネッ トワー ク,

第8部 情報処理 システム

第9部 産業社会 と情報化

第10部 情報化の課題

(2)第 一種共通 カ リキュラム との関係

すでにSAD(初 級)の レベ ルに到達 した人材が,よ りい っそ う情報処理技術

を向上 させ るため には,第 一種共通 カ リキュラムの各部 を学習 させ ることが有

効 であろう.ど の部 を選択 して学 習 させ るかは,個 人個人の能力や 目標 に照 ら

して,お のおのの教 育現場 で考 えれば よい.

3.本 カ リキ ュラム利 用 上 の 留 意 点

(1)基 本的な考 え方

本来SADは 企業 な どの組織 においてす でに実務 につ いてお り,そ れぞれの実
'

務担 当者の立場 で最 適の情 報化 を計画 し,構 築す る人材であ る.し たがってSAD

の教育 は,た とえ初級 であ って も,基 本的には組織内での教 育(社 会 人教育)

であ るこ とが想定 され る.
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しか しなが ら,早 期教 育に よる効 果 を考 えると,学 校教育 を まった く除外す

る必要 はない.た だ し,学 校 教育では後述 す るよ うに学習順序 な どに若干 の配

慮が求め られ る.

いずれに して も,SADの 初 級 レベ ルの教育 を目的 とす る本 カ リキュ ラムは ,

ある期間集中的に教育 を実施 す るこ とを前提 としている.

一方
,SAD(初 級)の 役割 は,ユ ーザ側にあ って組織の末端 か ら情報化 を推

進す ることにあ る.し たが って,次 の事柄 を常に意識 させ ることに留意 してほ

しい.

① 知識教育 に偏 るこ とな く,実 務的に有効 な コンピュータの使 い方に着 目す

る.

② ユーザ としての視点 を忘れ ない.

③ 情報処理 技術 の専門家 との連携が必要 であ る.

この カ リキュ ラムの教育 にあたっては,実 務 とのかかわ りが特 に重要 であ る.

演習の題材 な どは,こ の カ リキュラムに示 された例 に加えて,さ らに実務 に即

したものを追加す ることが望 ま しい.

(2)カ リキュラム構 成

本カ リキュ ラム を構成 す る5つ の部 の概要は次の とお りであ る.

① 第1部 仕事 とコンピュー タ

所属す る部署 の仕事 の進め方 を把握 し,情 報化 によってこれ を改善 す るた

めの知識 と技術 を修得 させ,情 報化 を積極 的に推進す る態度 を養成す る.修

得 させ る知識 と技術には次の もの を含む.

ア.仕 事の進め方 を把握 し,改 善策 を考 えるための システム思考能力

イ.そ れ を支 えるDFDや ワー クフローな どの手法

ウ.コ ンピュー タの活用法の基礎 とSADの 役割

② 第2部 基幹 システムの開発 と運 用

基幹 システムの開発 ・利用 とEUCの 両者 に関係 す る次の技 術 を修 得 させ

る.

ア.ヒ ューマ ンインタフェー ス設計技術

イ.テ ス ト技術

ウ.シ ステム運用技術
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③ 第3部 エ ン ドユーザ コンピュー テ ィング

EUCを 推進 す るために必要 な,パ ー ソナ ル コンピュー タをめ ぐる基礎知

識,技 術 として,次 の事柄 を修得 させ る.

ア.EUCの 概要

イ.パ ー ソナ ル コンピュー タの基礎知識

ウ.表 計算 ソフ トとデー タベー スソフ トを使 いこなす能力

工.LANを 初め とす るネ ッ トワー クの基礎知識

オ.パ ー ソナル コンピュー タの さまざまな使 い方 の知識

力.使 いや す いオフ ィス環境 の知識

④ 第4部 システム環境整備 と運用管理

EUCを 推進す るため の実務的 な知 識,技 術 と して,次 の事 柄 を修得 させ

る.

ア.パ ー ソナル コンピュー タの導入におけ る実務的 な知識 と技術

イ.パ ー ソナ ル コンピュー タの運用 ・管理 におけ る実務的 な知識 と技術

⑤ 第5部 表現能力

他の情報化 人材 と同 じく,SAD(初 級)に お いて も話 し方,文 章表現 ビ

ジュアル表現 な どの表現技術は重要 であ る.こ の部は この よ うな表現技術 を

身につ け させ ることを 目的 に してい る.な お,こ の部 は第二種共通 カ リキュ

ラム第12部 「表現能 力」 を取 り込み,本 カ リキュ ラムに適 合す るよう乎 を加

えた もの である.

(3)学 習時間

本 カ リキュラムの講義時間 と演習時 間を図表16.3に 示す.

図表16.3標 準 学 習時 間

部 講義時間 演習時間 合計

第1部 仕 事 と コン ピュー タ 14 13 27

第2部 基幹 シス テムの 開発 と運用 9 2 11

第3部 エ ン ドユ ー ザ コ ン ピ ュ ー テ ィ

ン グ
62 53 115

第4部 システム環境整備と運用管理 12 17.5 29.5

第5部 表現能力 18 29 47

合 計 時 間 数 115時 間 114.5時 間 229.5時 間
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なお,十 分 な教育効果 をあげ るためには,第1部 か ら第4部 の学習時間は比

較的短 い期 間にま とめて取 るこ とが望 ましい.第5部 は独立性が高いため,第

1部 か ら第4部 と分離 し,別 の時期 に学習 させ て もよい.

(4)学 習順 序

第1部 か ら第4部 は,こ の順序 を基本 とす るが,学 校教育 で本 カ リキュ ラム

を利用 す る場合 には,第1部 と第2部 は受 講者 に とって取 り組みに くい可能性

が あ る.そ の場合 には,第3部 ,第4部,第1部,第2部 という順 に学 習順序

を変更 して もよい.た だ し,第1部 第2章 は第3部 の学習に先 だって学習 させ

るこ とカざ望 ま しい.

第5部 は独立性 が高 いため,ど の時点 で学 習 させ てもよい.

なお,受 講者 の既得能力が十分把握 で きている場合は,実 状 に応 じて教育項

目を選択 して もよい.

(5)自 己学習やOJTと の関係

SAD(初 級)の 教育 にはOJTが 不可 欠であ る.各 部,各 車 での演習 に加 え,

実務 に即 したOJTに よって教育の効果 は倍加す る.

一方 ,SAD(初 級)と して業務 をこなす ため には,自 己学習 も必要不可欠 で

ある.1つ に は教 室で学 んだ基礎 知識 を自分 の もの として完全 に身につけ るた

めであ り,も う1つ には,最 新 の技術 情報 な どの教室 では学べ ない知 識や技術

の修得 のため である.

本 カ リキュラムでは,そ れ らが特 に重要 な部分に限 りOJTや 自己学 習につ い

て記述 してあ る.カ リキュラムに明示 されて いない部分について も,各 現場 で

の必要性 と実現可能性 を考慮 し,OJTお よび 自己学習に積極的 に取 り組ん でい

ただ きたい.

(6)そ の他

① 受講 者につ いて

本 カ リキュラムは受講者の条件 として,次 の2つ のことを想定 している.

ア.高 等学校卒 業程度 の一般 常識があ ること

イ.企 業 な どの組織体 の業務 の概念 を把握 していること

この うち,イ.の 業務 の概 念の把握 は,実 業務に従事すれば短期 間で 自然

に身につ く程度の限定 された もの でよい.し か し.,本 カ リキュラムを学校教
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育 に取 り入れるような場合 には何 らかの対応が必要 であろう.必 要 に応 じて,

身近 な組織(例 えば学校 の組織)を 例 に とって業務 の内容や業務 の進め方 を

理解 させてお くこ とが考 えられ る.

② 「ソフトウェア を中心 としたシステムの取 引に関する共通 フレーム」につ いて

ソフ トウェアの開発工程 およびそれ らに関す る ドキュメン トの名称 な どに

つ いては,現 在標準的な ものがないが,本 カ リキュ ラムの作成作業 と並行 し

て ソフ トウェア ライフサ イ クルにおけ る購 入,供 給 企画,開 発,運 用,保

守,管 理 まで を含 む一連 の事項 につ いて 「共通 フ レーム」を作成す る作 業(ソ

フ トウェアを中心 とした システムの取 引に関す る共通 フレームの策定)が,

情報処理振興事業協会(IPA)で 進め られている.こ の共通 フ レー ムは国際的

な標準化動向 とも連動 して具体化 されて いるため,今 後 システム開発作業

体 系 として広 く普及 してい くもの と思 われる.こ のため,指 導時に ソフ トウ

ェア開発工程や ドキュメン トについて言及す る場合は,共 通 フレームについ

ての今後の動向に十分留意 してほ しい.
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5.教 育 目標

第1部 仕事 とコン ピュータ

函
情報 システムは,組 織 内におけ るシステム化 ニー ズを的確に反映 し,業 務の担 当

者 に十分 に活用 された ときに,そ の真価 を発揮す る.

これ までの情報 システムは,情 報 システム部 門や ソフ トウェアハ ウスな どが,業

務の担 当者か ら要望 を聞 きなが ら構築す るこ とが 多 く,業 務 の担当者は,シ ステム

の提供 を受 け る側 に とどまっていた.そ の理 由は,情 報 システムの構築に は深 い専

門知 識 と長い開発期間 を要 したためであ るが,昨 今 の情報処理技術 の進展や ソフ ト

ウェアパ ッケー ジの普及に よって,業 務 の担当者(い わゆるエ ン ドユーザ)自 身が .

情報 システムを設計 し構築 で きる時代へ と移行 して きて いる.

この ような背景 のなか で,こ れか らのエ ン ドユーザに求め られ ることは ,与 え ら

れた情報 システムの利用者に とどまるこ とな く,自 ら企画 ,構 築 してい く意識 を も

って,業 務 を推進 してい く態度 である.な かで も,SADは,そ の役割 を担 う中心的

な人材 である.SADは,エ ン ドユーザ主導 で担 当業務 に最適 なシステムを構築 す る

にあた っては,リ ーダ シップを発揮 し,部 門間 あるいは組織全体 に またが るよ うな

基幹 システムに関 しては,提 供者側 と連絡 をと りなが ら,業 務の流れの なか で,そ

れ らをいかに有効 に活用 して い くべ きか を考 えて積極的に情報化推進 を図 って いか

なけれ ばな らない.

この よ うにSADの 役 割は幅広 くかつ奥深 いが ,こ の カ リキュラムは,主 として実

務的 な部分 を担当す るSAD(初 級)を 育成す る もの である.当 部 ではこの カ リキュ

ラム全体へ の導入の意味合 い も兼ね て次の事 柄 を身につけさせ るこ とを目標 とす る.

(1)業 務 の流れを体系的 に把握す る能力

② 情報 システムの一般的 な知 識

(3)上 記の能力や知識 を生 か して常 に仕事 の進め 方の改善 を考 える態度
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第2部 基幹 システムの開発 と運用

卵
情報 システム を構築す るにあた り,ユ ーザ部 門が 中心 とな リシステム化 を推進 し

てい くこ とが今 後 ます ます必要 となる.

このためのスキル として,以 下に示 す各種 の技術が要求 され る.

1.ユ ーザが システム を利用す る際の操作性 を考 慮 した,ヒ ューマ ンイン タフェー

スの設計技術

2.シ ステム を評価 す るための テス ト技術

3.構 築 したシステムの検証技術

以上の ような技術 は,基 幹 システム構築 に協力す る際,ユ ーザ部 門での システム

化 リー ダの能力 として必要不可 欠である.

したが って,当 部 では,上 記の面 についてSADが 基幹 システムへの提案や レビュ

ー を実施 す るのに必要 な基本的な技術 を修得 し,利 用者が効果的に活用 できるシス

テムの提 案 とレビュー が行 えるようにす ることが最大 の教育 目標 となる.

その ため,多 くの入出力機器の特性 を理 解 し,特 長 を生か したシステム化技術 を

修 得 で きるよ うな指 導 を配慮 している.

なお,当 部の教育内容 は,基 幹 システム構築だけでな く,エ ン ドユーザ 自身によ

るシステム構築(EndUserDevelopment;EUD)に おいて も必要に なる共通技術

であ る.し たが って,基 幹 システムに限定せず,情 報 システム構築の ための基本技

術 として修得す る必要があ る.

第3部 エ ン ドユーザ コンピ ュー テ ィング

繭
エ ン ドユーザ は,こ れ までは情報 システム部 門が提供す る情報サー ビスの単なる

利用 者 とい う立場 にあ り,そ の限 りにおいて,必 要最低 限の知 識や技術 だけ を身に

つけ る という受 け身の姿勢 であった.

しか しなが ら,今 後エ ン ドユーザ コン ピュー ティング(以 下,EUCと す る)の 進

276



展す る時代 において,エ ン ドユーザが情報 システムの分散 化の メ リッ トを最大限に

活用 できるように なるため には,各 部 門において 自らのニーズに即 した簡易な情報

システム を自らの業務 に活用で きるよ う,エ ン ドユーザ 自身 も基本的な情報 システ

ム構築,運 用かつ利用の技術 を備 えるこ とが必要 とな る.ま た,SAD以 外 の一般の

エ ン ドユーザ もパー ソナル コンピュー タな どを利用 した情報の加工
,編 集やデー タ

ベー ス検索 な どの情報の収集 ,提 供,処 理 および管理 な どに関す る基本的 な能力 を

備 えるこ とが必要 となって くる.こ の ような場面で も,SADは 情報化の先導者 とし

ての役割 を果た さなければ ならない.

当部 では,以 下 の知識 ・技術 を修得 させ る.

1.EUCの 中心 となるパー ソナルコンピュー タ関係の知 識 技術

2.特 に表計算 ソフ トとデー タベース ソフ トに関す る知 識,技 術

3.パ ー ソナル コンピュー タ利用環境の情報技術

4.情 報化 の面 で快適 なオ フィス環境 を実現 してい くため の知識

第4部 システム環境整備 と運用管理

教育目標

EUCの 推進の ため には,ハ ー ドウェアや ソフ トウェアの導入およびインス トー ル

作業か ら始 まる,シ ステム環境整備 と運用管理 に関す る知 識 技術の修得h`',SAD

(初級)に 必要 な素養 とな りつつあ る.

当部 では,以 下 の事項 に関 す る知識 と技術 を修得 させ る.

1.ハ ー ドウエア利用環境整備

2.ソ フ トウェア利用環境整備

3.ネ ッ トワー ク利用環境整備

4.ハ ー ドウェア とソフ トウェアの構成管理

5.フ ァイル管理

6.性 能 ・障害管理

7.セ キュ リティ管理

8.著 作権保 護

この部 では,SAD(初 級)の 実際の業務 を円滑に遂行す るのに必要 な知識 と技法
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を修得 させ,そ れ らを生か した実践 的な業務遂行 が行 えるよ うにす ることが最大の

教育 目標 である.実 践に役 立つ基本 的な知識や技術 をしっか りと体得 させ,現 場 で

生かす ことができるようにす るこ とに主眼 を置 く.そ のため に,い ろいろなハー ド

ウェアや ソフ トウェアのマニ ュアルを読み,イ ンス トール などの環境整備や,運 用

法,管 理法な どの実際の ケー スに取 り組んで もらい,実 践的な教育指 導 を行 うよう

配慮す る.

第5部 表現能力

教育目標

組織 の一員 として働 くために必要 とされ る技術の1っ に表現技術があ る.SAD(初

級)に おいて も,日 常の文 章作成 は もちろんのこ と,業 務 担当者や指 導的立場 にあ

る人に対 して各種の提案書 を作成す るこ とがあ る.ま た,設 計書や企画書な どの各

種 システム文 書 をまとめ ることがあ る.さ らには,利 用マ ニュアルや運用手順 書な

どの ように業務担当者が利用す る文書 を作成す るこ ともあ る.「1頭 表現 としては,

提案書に基づ いて提 案説明 をす るこ とがあ る.ま た,利 用マニュアルや運 用手順書

をもとに利用者教育 を実施す るこ ともある.こ の ように,表 現技法は,SAD(初 級)

に とって欠 くごとので きない基本技術 であ る.

当部 の最大の教育 目標 は,表 現技術の基本を体得 させ るこ とである.具 体的には,

次の3つ の事柄 を学習 させ,そ れ らが的確 に応用 できるようにな って もらうこ とを

目標 とす る.

1.EUC推 進のため の話 し方の技術:聞 き手の立場 を考慮にいれた,分 か りやすい

説 明が できるよ うにす る.

2.EUC推 進のための文書 の書 き方:正 しい 日本語 で しか も適切 な表現の仕方 で,

分 か りやす い ドキュメ ン トを作成す るこ とがで きるよ うにす る.

3.EUC推 進のための ビジュアル表現の仕 方:単 に文章 表現 だけでな く,説 明のた

めの グラフや図解,イ ラス ト的 な表現がで きるよ うにす る.

上記の 目標を達 成す るため には、 ふんだんに演習 をとり入れ る必要が ある.基 本

になるこ とだけを滅 で教 える.1鵡 では,そ の躰 を的確 に応 用で き・実務能 力

として生かせ るように なるまで訓練す る.そ のため には,講 義 の2倍 以上 の時間 を
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演習に割 り当てるような時間配分 を目安 にす る必要が ある.

なお,SAD(初 級)は あ くまで利用者側 の人材 であ るため,演 習には利用者の立

場か らの題材 を用い るな どの配慮が必要 であ る.

この部 は,第 二種 共通 カ リキュ ラム第12部 「表現能力」に部分的 な改変 を加 え,

本 カ リキュラムに適合 させ た ものであ る.
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17上 級システムアドミニストレータ育成カリキュラム

1.上 級 シ ステ ム ア ドミニ ス トレー タの役 割 と業 務

1.1役 割

上級 システムア ドミニス トレー タ(以 下上級SADと 略す)は,情 報処理 と実務

の両面 で高度な知 識,技 術 を有す る利用者側 の人材であ り,所 属部 門内の情報化 を

リー ダ として推進 し実 施す る.

具体的 には,以 下の よ うな役割 を担 う.

(1)情 報 システム部 門お よび他 の実務部門 との関係 を考慮 した うえで,所 属部 門

の業務 改善提案並 びに情報化企画立案 を行 う.

(2)情 報 システムの提供者側 に対 し,利 用者 としての意見要望 を提起す る.

(3)利 用 者が主体 とな ってインフォメー シ ョンテクノロジを利用 し問題解決 を図

る,い わゆ るエ ン ドユーザ コンピューテ ィング(EndUserComputing;EU

C)を 推進す る.

(4)利 用者側の リー ダ として,情 報 システムの運用環境,利 用環境 を整備す る.

なお,本 カ リキュラムでは一般 レベ ルの システムア ドミニス トレー タ(以 下SA

Dと 略す)と 上級SADの 役割分 担 を,次 の よ うに想定 してい る.

(1)複 数部 門間あ るいは組織全体に またが るよ うなシステムの構築(ま たはその

支援)お よび運用 は上級SADが 主体 となってこれに あた り,部 門内あ るいは

グループ 内の システム構築(ま たはその支援)はSADが 担 当す る.

(2)部 門内か複数部 門間か を問わず,設 計や運用,管 理 な どの基準の策定 は主に

上 級SADが 担 当 し,SADは 主に業務 の実施 を行 う.

(3)そ の他,SADは 上 級SADの 指示 の下 で部 門内の情報化 を推進す る.

1.2主 な業務内容

本 カ リキュラムで想定 している上級SADの 主要作業項 目を図表17.1に 示す.一

般 レベ ルのSADの 主要作業項 目も 「初 級」 として併記 し,大 まかな作業分担 を示

した.
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図表17.1の 作業の対象は,小 規模 なEUCか ら組織全体 にかか わる基幹的 な情報

システムの開発に対す る利用者側 の参加 まで,広 い範囲 を含んでいる.上 級SAD

は,あ る ときは所属部 門の情報化 の リー ダ として,ま たあ るときは利用者側 の代表

として,情 報化 の鍵 ともいえ る業務 を遂行 す る.

なお,図 表17.1に 示す業務の 中でも,実 務上 は情報 システム部 門な ど,提 供者側

の協力 を得 て実施す る業務 もあ る.し たが って,図 表上は二重丸(◎)と なってい

る作業 で も,実 際の作業の主要部分 を提供 者側 の専 門家に頼 る場合 もあ りうる.
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図表17.1上 級 シス テ ムア ドミニス トレー タの主 要作業 項 目

主 要 作 業 項 目
初
級

上
級

1
業改
務善
シ企
ス画
テの
ム立
案

1.1業 務 シス テムの

企 画

1.1.1業 務 シ ス テ ム 調 査 分 析 ○ ◎

1.1.2業 務 シス テ ム 改 善 企 画 ○ ◎

1.2情 報 シス テムの

企画

1.2.1現 行 シス テ ム 把 握 ○ ◎

1.2.2基 幹 システム/EUCの 切分 け と連 携 ◎

1.2.3情 報 シ ス テ ム企 画 ○ ◎

2

情
報
シ
ス

テ
ム

構
築

2.1ユ ー ザ要 求分析 ○ ◎

2.2シ ス テ ム 設 計

2.2.1エ ン ドユ ー ザ コンピュー テ ィン グの 設 計 ○ ◎

2.2.2ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス 基 準 策 定 ◎

2.2.3ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス 設 計 ◎ △

2.3シ ス テ ム レ ビ ュ ー ○ ◎

2.4シ ス テ ム 構 築 ◎ △

2.5テ ス トお よび検 収

2.5.1テ ス ト項 目策 定 ◎

2.5.2テ ス トデ ー タ 作 成 ◎ △

2.5.3テ ス ト実 施 ◎ △

2.5.4テ ス ト結 果 の 検 収 ○ ◎

A

2.6シ ス テ ム 移 行

2.6.1シ ステ ム移行 計 画策 定 ◎

2.6.2シ ス テ ム移 行 実 施 ◎ ○

3

情

報
シ
ス

テ
ム

利

用

3.1シ ステ ム利用環 境

の整 備

3.1.1業 務 マ ニ ュ ア ル の 作 成 ◎

3.1.2運 用 マ ニ ュ ア ル の 作 成 ◎

3.2デ ー タ の 活 用

3.2.2パ ッケ ー ジ ソ フ ト活 用 企 画 ○ ◎

3.2.3パ ッケ ー ジ ソ フ ト導 入 ◎

3.2、4パ ッケ ー ジ ソ フ ト活 用 支 援 ◎ △

3.3シ ス テ ム の 運 用

3.3.1運 用管理 基準 作成 ◎

3.3.2運 用 管 理 実 施 ◎ △

3.4エ ン ドユ ー ザ 教 育

3.4.1エ ン ドユ ー ザ 教 育 企 画 ◎

3.4.2エ ン ドユ ー ザ 教 育 実 施 ◎

3.4.3コ ン ピ ュー タ操 作 技 術 の 普 及 ・啓 蒙 ◎ ○

(注)記 号 の意 味は 次 の とお り.◎:主 担 当作 業 ○ 担 当作業 △:支 援 作業

1.3上 級 システムア ドミニス トレー タと他 の人材 との関係

上級SADは あ くまで利用者側 の人材 であ り,情 報 システムの構築や利用,運 用,

EUCの 推進な どの場面 で,提 供 者側 の人材(ほ かの一般 の情報化人材)か ら,幅

広 く情報処理技術 や知識の提供 を受け る必要 がある.こ の面 では,上 級SADは 他

のすべ ての情報化人材 と関係が あ るともいえる.図 表17.2に その主た る関係 を示す.

また,上 級SADと 一般 のSADは1.1節 に示 した役 割分担 の下で協力 してその任 に
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あたることか ら,両 者 が密接 な関係 にあることは言 うまでもない.

図表17。2上 級 シス テム ア ドミニス トレー タと他 の人 材 との関係

対 象 関 係

システム *利 用 者 の立 場か ら,情 報 シス テムの 企画 お よび改善 を提 案 す

アナ リス ト
、

る.

(SAN) *組 織 全体 に またが る統合 的 システム(基 幹 シ ステム)の 一部

と して の部 門内情報 シス テムの企 画,構 築 に際 してはSANと

十分 協 議 す る.

ア プ リ ケ ー シ ョ ン *基 幹 シ ステム の構 築 に利用 者 の立場 か ら協力 す る
.

エ ン ジ ニ ア *部 門内 の情 報 シス テムの企 画 構 築 に際 して は十分 協議 し
,

プ ロ ダ ク シ ョ ン 技術的支援を受ける.

エ ン ジ ニ ア

(AE,PE)

テ クニ カル *そ れ ぞれ の専 門技術 に関 して技術 支援 を受 け る.

ス ペ シ ャ リス ト

(TS)

システ ム運 用 管理 *利 用 者 の 立場 か ら,情 報 シ ステムの テ ス トお よ び運 用 を支援

エ ン ジ ニ ア す る.

(SM) *部 門内情報システムの運用に関しての技術的支援 と協力を受

け る.

教育 エ ン ジニア *利 用者教育に際して教材の整備,教 授法などに関して支援を

(EE) 受 け る.

(注)対 象 人材 の略称 は次 の とお り.

SAN:シ ステ ムア ナ リス ト

AE:ア プ リケー シ ョンエ ンジニ ア

PE:プ ロダ クシ ョンエ ン ジニ ア

TSテ クニ カル スペ シャ リス ト

SM:シ ステム運用 管理 エ ンジニア

EE:教 育 エ ンジニ ア

備考 用語の定義

基幹システム

組織全 体 も し くは複数 部 門に またが るよ うな大規 模 な情 報 システ ム で,そ の構築

は情報 システ ム部 門(提 供 者)が 行 うこ とが多 い.こ の シス テムの デー タベ ー スは

基幹 デー タベ ー ス とな り,一 元管理(集 中管理)さ れ る必要 が あ る.
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2.他 の カ リキ ュ ラム との関係

(1)SAD育 成 カ リキュラム との関係

このカ リキュラムの教育 を行 ううえで,受 講者はSAD育 成カ リキュラムの

内容 を修得済 みであ るか,ま たはそれ と同等 な コンピュー タ関連 の知識 ・能力

を修得 済みであ ることが望 ましい.

(2)第 二種共通 カ リキュラム との関係

上級SADは 利用者部 門の代 表 として情報 システム部 門な どの提供者側 が実

施 す るシステム開発 に参加す る場合がある.そ の ような共同作業 を行 ううえで

は,

第5部 システム開発の基礎

に基づ き,シ ス テム開発の進め方 をより深 く学 ばせ るこ とは有益 である.

また,上 級SADと して働 くうえで,社 会の中で コンピュー タが どう使 われ

つつあ るかの知 識は重要 である.そ の意味 で,上 級SADを 目指 す技術者には

第二種共通 カ リキュラムの次の各部 の内容 を学習 させ るこ とが望 ましい.

第8部 情報 処理 システム

第9部 産業社会 と情報化

第10部 情報化 の課題

(3)第 一種共通 力 りキュ ラム との関係

上級SADと して働 くうえで,シ ステム開発関連 の知識 は重要 であ る.時 間

が許せば,第 一種 共通 カ リキュラムの次の各部 を学習 させ るこ とが望 ましい.

ただ し,各 々の部 の内容 はたいへん高度な部分 を含んでい るため,受 講者の力

量 と目的 に合 わせ,内 容 の取捨選択 を行 う必要が あ る.

第6部 ソフ トウェア工学

第7部 ヒューマ ンインタフェース

第8部 システム構成技術

第9部 システムの運用

第10部 情報 セキュ リテ ィとシステム監査

第11部 マ ネ ジメン トサ イエンス と企業 システム
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3.本 カ リ キ ュ ラ ム 利 用 上 の 留 意 点

(1)基 本的 な考 え方

上級SADは,所 属す る部 門の情報化 を リー ダと して推進す る人材 であるが
,

その育成経路(ス キルパ ス)は 未だ確 立 されてお らず
,次 のよ うな複数 の もの

が想定 され ている.

① 一般 レベ ルのSADが 実務 と情報処理の両面で成長 し,上 級SADと な

る.

② 実務 に精通 した人材 が情報処理関連 の知識 ・技術 を修得 し,上 級SAD

とな る.

③ 情報処理に精 通 した人材 が実務面 の知識 ・技術 を修得 し
,上 級SADと

なる.

本 カ リキュ ラムは,上 記の① お よび② の育 成経路 を想定 し
,上 級SADに 必

要 とされる情報処 理関連 の知 識や技術 を身につ けさせ るものであ る
.

なお,② の経路 で上級SADを 育成す る場合 ,パ ー ソナル コン ピュー タや 表

計算 ソフ ト・デー タベー ス ソフ トな ど,EUCの 基盤 となる技術については(_

般 レベ ルの)SAD育 成 カ リキュラムに基づ いた教育 を前 もって実施す るこ と

が望 ま しい .こ の場合,パ ー ソナル コンピュー タや各種 ソフ トウェアの操 作の

実務 よ りも,概 念の把握に重点 を置 く.

上級SADと しては情報処理関連 の知識や技術以外 に さまざまの能力が要求'

され る.例 えば情報化 の構想 を策定す る力 とか
,グ ルー プ内の意見 をま とめ る

力,他 の部署 との交渉力 など,「 リーダ シップ」とい う言葉に集約 され る能 力が

あげ られ るであ ろう.業 務遂行 のさ まざまな場面 に隠れている問題 を発見 し
,

解 決す る能力 も重要 であろ う.ま た,さ まざまな場 面で リー ダシ・ソプを発揮 し

てい くため には,高 度 なコ ミュニケー ション能 力 も大切 であ ろう
.こ の ような

広範 な能力は実務 を通 じての長期的かつ継続的 な指導 ・育成 によって初め て身

につ くものであるため,本 カ リキュ ラムの範 囲外 とした.

(2)カ リキュラム構成

本 カ リキュ ラムを構成す る3っ の部 の概要 は次 の とお りである.
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① 第1部 業務 システム改善企画の立案

所属 す る部署 の業務 をシステム的に把握 した うえで,最 新 の技術に立脚 して

情報 システムの構築や改善 を推進す る能 力 を身につ けさせ る.身 につけ させ る

知識や能力は次の もの を含む.

ア.所 属す る部署 の業務 の仕組み を把握 し,改 善 案 を立案す る能力

イ.EUC(エ ン ドユー ザ コン ピュー ティング)を 推進 し,業 務 を改善す る

ために必要 な知識

ウ.組 織全体 の情報 システム を把握 し,所 属す る部署か らの要求 に基づ いて

改善案 を立案 す る能力

② 第2部 情報 システム構築 のためのマ ネー ジメン ト

情報 システムの構築 について,次 の技術や能力 を修得 させ る.

ア.EUCを 前提 とした,ユ ーザ要求分析 技術

イ.EUCの ためのハー ド・ソフ ト ・ネ ッ トワー クな どの選定 を含 む システ

ム設計技術

ウ.情 報 システム企画,シ ステム設計,ヒ ュー マンインタフェー ス設計,運

用計画な ど,シ ステム化 の各工程での レビュー技術

工.作 成 したシステム を評価 す るための,テ ス トと検収技術

オ.シ ステム運用 を円滑に行 い,EUCを 拡大す るための組織 ・体制な どの

立案能 力

③ 第3部 情報 システム利用 のため のマネー ジメン ト

情報 システムの利用 を推進 す るため に必要 な次の知識や能 力を身につけ させ

る.

ア.デ ー タを目的に合 った形 に加工 し,活 用す る能 力

イ.情 報 システムの利用 を促進す る,わ か りやすいマニュアル を作 成す るた

め の知識

ウ.利 用者 の立場 で情報 システムの運用に携 わ るのに必要な知識 と能力

工.利 用者教育 の企画立案や実施 に必要 な知識 と能力

(3)本 カ リキュ ラムの講義時 間 と演習時間 を図表17.3に 示す.
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図 表17.3標 準学 習時 間

部 講義時間 演習時間 合計

第1部 業務システム改善企画の立案 23.5 18.0 41.5

第2部 情 報 シス テム構築 の ため のマ ネー ジ

メ ン ト
30.0 11.0 41.0

第3部 情 報 シ ステ ム利用 の ため のマネー ジ

メン ト
20.5 20.0 40.5

合 計 時 間 数 74時 間 49時 間 123時 間

(4)学 習順序

上級SADの 教育 は組織 内での教育(社 会人教 育)で あ ることが想定 され る.

しか も受講者は実務に精通 した中堅 クラスの人員が主力 と考 え られ るため,本

カ リキュ ラムは利用時の 自由度が大 きくなるよう,部 の独立性 を高めてあ る.

基本的には第1部 か ら順 に学習す るこ とを想定 してい るが,教 育現場 の状況 に

よっては教育 の順序 を入れ換えて も差 し支 えない.

(5)自 己学 習やOJTと の関係

上級SADの 教育 にはOJTが 不可欠である.各 々の章の 「指導方法お よび

指導上の留意点」 にあ るOJTに ついて記述 を参考 に,各 現場 の実状に合 わせ

たOJTを 工 夫 していただきたい.

また,上 級SADの 受講者は さまざまであ り,特 に情報処理関連の知識 には ,

人に よって大 きな違 いがあ ると考 えられ る.指 導 され る方は,各 々の受講者の

状 況 を把握 し,必 要 な部分 につ いては 自己学 習によ り修得す るよう指導 してい

ただ きたい.

⑥ その他

① 受講者にっ いて

本 カ リキュラム では受講者の条件 として,次 の2つ の ことを想定 している.

ア.所 属 す る部署 の業務に精通 してい ること.特 に,部 署全体の業務 の流

れ と他 の部署 との関連 につ いて十分把握 しているこ と

イ.EUCの 基盤 とな るパー ソナル コン ピュー タや表計算 ソフ ト,デ ー タ
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ベース ソフ トな どにつ いて活用方法がわかる程度に把握 してい ること

② 「ソフ トウェアを中心 としたシス テムの取引 に関す る共通 フ レー ム」につ

いて

ソフ トウェアの開発工程 お よびそれ らに関する ドキュメン トの名称 な どにつ

いては,現 在標準 的な ものがないが,本 カ リキュラムの作成作業 と並行 して ソ

フ トウェアライフサ イクルにおけ る購 入,供 給,企 画,開 発,運 用,保 守,管

理 までを含 む一連の事 項につ いて 「共通フレーム」 を作 成す る作業(ソ フ トウ

ェアを中心 としたシステ ムの取 引に関す る共通 フレームの策定)が,情 報処理

振興事業協会(IPA)で 進め られている.こ の共通 フレームは国際的な標準

化動 向 とも連動 して具体化 されてい るため,今 後,シ ステム開発作業体系 とし

て広 く普 及 してい くもの と思 われ る.こ のため,指 導 時に ソフ トウェア開発工

程や ドキュメン トにつ いて言及す る場 合は,こ の共通フ レームにつ いての今後

の動向 に十分留意 してほ しい.

③組 織 の名称 につ い て

ア.企 業,あ るい は会社

本 カ リキュ ラム では受 講 者の 所属 す る組織 の こ とを単 に 「企業 」あ るい は 「会

社 」 と記述 す る.組 織 は企 業や 公 共団体,各 種 の組 合 な ど多種 に わた るで あ ろ

うが,本 カ リキ ュラム での 「企 業 」 あ るいは 「会社 」 は これ ら全 て を指 す もの

と理解 してい た だ きたい.

イ.情 報 シス テム部 門

本 カ リキュ ラムに おけ る 「情 報 シス テム部 門」 は,あ る組 織全体 の情報 化 を

司 る部署 で あ る.受 講者 の所 属 す る組織 が さほ ど大 き くな い場合,こ の よ うな

独 立 した部署 を持 たず,既 存 の部署(例 えば総 務部 門)の 少数 の専 任担 当者 が

その任 に あ たる こ とも多 い.ま た場合 に よ って は外部 の企 業(例 えば,シ ス テ

ムベ ン ダ)が この役 目を代 行 して い るこ ともあ る.受 講者 が所 属 す る組織 の実

状 に合 わせ て,適 宜読 み替 えて い ただ きた い.
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5.教 育 目標

第1部 業務 システム改善企画の立案

唖
情報 システムは,企 業 な どの組織の 内部 におけ るシステム化 のニー ズを的確 に反

映す る とともに,業 務 の担当者が それ を十分 に活用 した ときにその真価 を発揮す る.

ところが,情 報 システムの構築 は高度 な専門知 識 と長 い開発期間 を要す ものであ

ったため～ これ まで業務担 当部門は情 報 システム部門や ソフ トウェアハ ウスな どか

らシステムの提供 を受 ける側 に終始 して きた.し か し,ダ ウンサ イジングの進展や

ソフ トウェアパ ッケー ジの普及 な どの昨今 の情報処理技術 の発展に よ り,エ ン ドユ

ーザ 自身が情報 シス テムの設計,構 築 を行 うことがで きる時代が到来 しつつ ある.

これか らの情報 システムの形態は,担 当業務に最適 にフ ィッ トしたエ ン ドユーザ

主導型の システム と,部 門間あるいは組織全体 にまたが る基幹 システムが有機的 に

結 びつ いた,複 合的 システムが主流 になってい くもの と考 え られ る.

この よ うな背景 の なかで,こ れか らのエ ン ドユー ザに求 め られ るこ とは,与 えら

れた情報 システムの利用者 に とどまることな く,自 ら企画,構 築 してい く意識 を持

ちなが ら,業 務改善 を推進 してい く態度であ.る.上 級SADは そのなか で中心 的な

役割 を担 うべ き人材 であ り,自 部 門の業務 をシステム的に把握 した うえで,最 新 の

技術 に立脚 して情報 システムの構築や改善 を推進す る力が必要 とされ る.

当部 では,上 級SADを 目指 してい る受講者に次の こ とを身につ けさせ る.

・自部 門の業務 の仕組 み を把握 し,改 善案 を立案す る能力

・業務 の改善 にEUC(エ ン ドユーザ コンピュー テ ィング)を 活用す るために

必要な知 識

・組織全体 の情報 システムを把握 し,自 部門か らの要求に基づ いて改善提案 を

立案す る能力
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第2部 情報システム構築のためのマネージメン ト

繭
エン ドユーザ部 門での情報 システム構築 を推進,管 理 してい く事が今後 ます ます

重要 となってい く.上 級 シス テムア ドミニス トレー タは情報 システム構築,特 にE

UC推 進 におけ る,利 用者部 門の情報 システム化 の リー ダ としての役 割 を担 ってい

る.EUC推 進 で必要 となるシステムスキルは多岐に及 ぶが,専 門的技術 は,シ ス

テム部 門や専 門家の協力 を得 なが ら,シ ステム構築,運 用 を推進す る事 が重要であ

る.

その ためのス キル として,以 下 に示す各種 の技術が要求 され る.

1.EUCを 前提 とした,ユ ーザ要求分析 技術

2.EUCの ためのハー ド ・ソフ ト・ネ ッ トワー クなどの選定 を含む システム設計

技術

3.計 画,シ ステム化構想,ユ ーザイ ンタフェース設計,運 用計画な とシステム化

の各工程 でのレ ビュー技術

4.作 成 したシステムを評価 す るための,テ ス トと検収技術

5.シ ステム運用 を円滑に行 い,EUCを 拡大す るため の組織 ・体制 な どの立案能

力

以上 の様 な技術 は,EUC導 入 ・推進上 で,利 用者部 門での システム化 リーダ と

しての能 力 を支 え るためには必要不可欠であ る.

したがって,当 部 では,上 級 システムア ドミニ ス トレー タがEUCを 推 進するた

めに,利 用者が効果 的にシステムを活用 で き,業 務 改善 に活かせ るユーザ要件の レ

ビュー,シ ステム化 の設計お よび開発,テ ス ト,そ して運用 が実現で きるようにな

る事が最大 の 目標 となる.

その ため,EUCを 構成す る各要素 を理解 し,さ まざまなEUC形 態 を考慮 した

システム構築,管 理技術 を修得 で きるよ うな指導 を配慮 して いる.
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第3部 情報システム利用のためのマネージメン ト

ー
コンピュー タ利用 の黎明期 にお いて,情 報化の 目標 は,コ ンピュー タを導入 し有

用 な情報 システム を作 り上 げ るこ とであった.も ちろん,こ れは情報化 の進展 の初

期 におけ る過渡的 な仮の 目標 であった.当 然 なが ら,情 報化 の真の 目標 は コンピュ

ー タを導 入その もの ではな く,導 入 した コンピュー タを利用 してなん らかの成果 を

あげることであ る.

近年の情報化 の進展 は急速 で,コ ンピュー タの普 及はす でに十分進 んだ ように見

える.し か し,コ ンピュー タを使 いこなす とい う面では まだまだ不 十分 であ る.上

級SADは 組織全体 を見渡す こ とが で きる広 い視野 を持 ちなが らも,常 に利用者 の

立場か ら情報化 を推進す る人材 であ り,ま さし く今後の情報化 の鍵 を握 ってい ると

いえよっ.

この部では,上 級SADと して情報 システムの利用 を推進す るために必要 な,次

の事柄 を身 につけ させ ることを 目標 とす る.

・デー タ を目的に合 った形 に加工 し,活 用す る能力

・情報 システムの利用 を促 進す るわか りや すいマニュアル を作成す るための知 識

・利用者の立場 で情 報 システムの運用に携わ るのに必要 な知 識 と能力

・利用者教 育の企画立案や実施 に必要 な知識 と能力
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